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(注)１．本書に記載の「香港ドル」は香港ドルを、「円」は日本円を、「人民元」は中国の法定通貨を指す。本書において便

宜上一定の香港ドルまたは人民元金額は、（香港ドルの場合は）2022年８月31日の株式会社三菱ＵＦＪ銀行が建値し

た対顧客電信直物売買相場の仲値である１香港ドル＝17.66円により、人民元金額の場合は2022年８月31日の株式会社

三菱ＵＦＪ銀行が建値した対顧客電信直物売買相場の仲値である１人民元＝20.04円により円に換算されている。

２．当行の会計年度は、１月１日に始まり12月31日をもって終了する１年間である。

３．本書中の表において記載されている計数は、単位未満の数値を原則として四捨五入しているため、合計は計数の総和

と必ずしも一致しない場合がある。

４．本書において、別段の記載がある場合を除き、下記の語は以下の意味を有するものとする。

「A株」 当行普通株株式資本における１株額面金額1.00人民元の内資株で、関連

する株式は上海証券取引所に上場（株式コード：601988）

「当行」、「当グループ」または

「グループ」

中国銀行股份有限公司またはその前身および（文脈により別段に要求さ

れない限り）中国銀行股份有限公司のすべての子会社

「MOF」または「財政部」 中華人民共和国財政部

「中国北東部」 本報告書においては、黒龍江省、吉林省、遼寧省および大連市の支店を

含む地域

「社外取締役」 上海証券取引所上場規則および定款においていう社外取締役ならびに香

港上場規則においていう社外非業務執行取締役

「会社法」 中華人民共和国会社法

「定款」 当行の現在有効な「中国銀行股份有限公司定款」

「H株」 当行普通株株式資本における１株額面金額1.00人民元の海外上場外資株

で、関連する株式は香港証券取引所に上場しており香港ドルで売買され

る（株式コード：3988）

「中国北部」 本報告書においては、北京市、天津市、河北省、山西省および内モンゴ

ル自治区の支店を含む地域ならびに本店

「中国東部」 本報告書においては、上海市、江蘇省、蘇州市、浙江省、寧波市、安徽

省、福建省、廈門市、江西省、山東省および青島市の支店を含む地域

「ベーシス・ポイント（Bp、

Bps）」

金利または為替レートの変動に用いられる単位で、１ベーシス・ポイン

トは10,000分の１（0.01％）

「上海証券取引所」 上海証券交易所

「中国西部」 本報告書においては、重慶市、四川省、貴州省、雲南省、陝西省、甘粛

省、寧夏回族自治区、青海省、チベット自治区および新疆ウイグル自治

区の支店を含む地域

「香港交易所」 香港交易及結算所有限公司

「香港証券取引所」 香港聯合交易所有限公司

「香港上場規則」 香港証券取引所の有価証券上場規則

「証券および先物条例」 証券および先物条例(香港法例第571章)

「IFRS」 国際財務報告基準

「CAS」 中国会計基準

「CBIRC」 中国銀行業保険監督管理委員会

「PBOC」 中国人民銀行

「PRC」 中華人民共和国

「人民元」 中国の法定通貨である人民元

「CSRC」 中国証券監督管理委員会

「中国中央部および南部」 本報告書においては、河南省、湖北省、湖南省、広東省、深圳市、広西

自治区および海南省の支店を含む地域
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「BOCアセット・インベストメン

ト」

中銀金融資産投資有限公司（BOC Financial Asset Investment Co.,

Ltd.）

「BOCインシュアランス」 中銀保険有限公司（Bank of China Insurance Company Limited）

「BOCI」 中銀国際控股有限公司（BOC International Holdings Limited）

「BOCライフ」 中銀集団人寿保険有限公司（BOC Group Life Assurance Co., Ltd.）

「BOCIチャイナ」 上海証券取引所に普通株式が上場されている、中国本土で設立された会

社である中銀国際証券有限責任公司（BOC International (China) Co.,

Ltd.）

「BOCL」 中国銀行金融租賃有限公司（BOC Financial Leasing Co., Ltd.）

「BOCアビエーション」 香港証券取引所に上場している、シンガポールにおいてシンガポール会

社法に基づき公開株式会社として設立された会社である中銀航空租賃有

限公司（BOC Aviation Limited）

「BOCコンシューマー・ファイナン

ス」

中銀消費金融有限公司（BOC Consumer Finance Co., Ltd.）

「BOCフィナンシャル・テクノロ

ジー」

中銀金融技術有限公司（BOC Financial Technology Co., Ltd.）

「BOCIM」 中銀基金管理有限公司（Bank of China Investment Management Co.,

Ltd.）

「中銀富登村鎮銀行」 中銀富登村鎮銀行股份有限公司（BOC Fullerton Community Bank Co.,

Ltd.）

「BOCGインシュアランス」 中銀集団保険有限公司（Bank of China Group Insurance Company

Limited）

「BOCGインベストメント」 中銀集団投資有限公司（Bank of China Group Investment Limited）

「BOCHK」 BOCHK（ホールディングス）の完全子会社であり、香港法に基づき設立さ

れた認可金融機関である中国銀行（香港）有限公司（Bank of China

(Hong Kong) Limited）

「BOCHK（ホールディングス）」 香港証券取引所に普通株式が上場されている、香港法に基づき設立され

た会社である中銀香港（控股）有限公司（BOC Hong Kong (Holdings)

Limited）

「BOC-サムスン・ライフ」 中銀三星人寿保険有限公司（BOC-Samsung Life Ins. Co., Ltd.）

「BOCウェルス・マネジメント」 中銀理財有限責任公司（BOC Wealth Management Co., Ltd.）
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第一部【企業情報】

 

第１【本国における法制等の概要】

 

当該半期中、有価証券報告書に記載された提出会社の属する国・州等における会社制度、提出会社の定款等に規定

する制度、外国為替管理制度および課税上の取扱いについて、下記のほかは重大な変更はなかった。変更箇所は下

線で示している。

３　課税上の取扱い

（１）中国における租税

中国印紙税

中国印紙税は、「印紙税に関する中国暫定規定」(1988年10月１日施行)および「中国印紙税法」（2022年７月１

日施行）により、中国人以外の投資家による中国国外でのH株式の取得・処分については適用されない。当該「印

紙税に関する中国暫定規定」および「中国印紙税法」のいずれも中国印紙税は、中国国内において作成または受領

され、中国において法的拘束力を有し、かつ同国の法律の保護を受ける文書に対してのみ課税される旨規定してい

る。
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第２【企業の概況】

 

１【主要な経営指標等の推移】

注：本報告書における財務情報は、国際財務報告基準（IFRS）に従い作成されたものである。別段の記載がない限

り、本部分のデータの表示通貨は人民元であり、当グループにかかる連結額を示している。

 

（単位：百万人民元）

 注
2022年６月30日に

終了した６ヶ月間

2021年６月30日に

終了した６ヶ月間

2020年６月30日に

終了した６ヶ月間

半期業績     

正味受取利息  223,993 208,773 205,413

非金利収益 １ 89,618 94,082 81,570

経常収益  313,611 302,855 286,983

経常費用  (108,912) (102,357) (90,946)

資産の減損  (52,810) (52,945) (66,484)

経常利益  151,889 147,553 129,553

税引前利益  152,069 148,302 129,616

当期純利益  124,303 118,547 107,812

当行の株主に帰属する利益  119,924 112,813 100,917

基本普通株式１株当たり利益

（単位：人民元）

 0.37 0.36 0.32

主要な財務比率     

平均総資産利益率（％） ２ 0.91 0.93 0.92

平均株主資本利益率（％） ３ 11.62 11.97 11.10

純金利マージン（％） ４ 1.76 1.76 1.87

経常収益に対する非金利収益の

比率（％）

５ 28.58 31.07 28.42

費用対収益比率（中国本土の規則

に基づき算出、％）

６ 25.08 24.06 23.41

貸倒関連費用比率（％） ７ 0.56 0.65 0.90
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 注 2022年６月30日現在 2021年12月31日現在 2020年12月31日現在

財政状態     

資産合計  28,052,758 26,722,408 24,402,659

貸付金等総額  16,953,221 15,712,574 14,216,477

貸付金等減損引当金 ８ (416,425) (390,541) (368,619)

投資 ９ 6,248,071 6,164,671 5,591,117

負債合計  25,608,006 24,371,855 22,239,822

顧客に対する債務  19,548,227 18,142,887 16,879,171

当行の株主に帰属する資本金および

剰余金

 2,315,234 2,225,153 2,038,419

資本金  294,388 294,388 294,388

１株当たり純資産（単位：人民元） 10 6.61 6.47 5.98

自己資本比率 11    

普通株式等Tier１資本（正味）  1,882,487 1,843,886 1,704,778

追加的Tier１資本（正味）  380,461 329,845 287,843

Tier２資本（正味）  558,952 525,108 458,434

普通株式等Tier１自己資本比率

（％）

 11.33 11.30 11.28

Tier１自己資本比率（％）  13.63 13.32 13.19

自己資本比率（％）  16.99 16.53 16.22

資産の質     

貸付金等合計に対する信用減損貸付

金等の比率（％）

12 1.34 1.33 1.46

貸付金等合計に対する不良債権の

比率（％）

13 1.34 1.33 1.46

不良債権に対する貸付金等減損引当

金の比率（％）

14 183.26 187.05 177.84

貸付金等合計に対する貸付金等減損

引当金の比率（％）

15 2.77 2.83 2.96

 

注：

１　非金利収益＝正味受取手数料等＋正味トレーディング利益／(損失)＋金融資産の譲渡による純利益／(損失)＋その他の

経常収益

２　平均総資産利益率＝当期純利益÷平均総資産×100（年換算）。平均総資産＝（期首資産合計＋期末資産合計）÷２

３　平均株主資本利益率＝当行の普通株主に帰属する利益÷当行の普通株主に帰属する資本金および剰余金の加重平均×100

（年換算）。これは、CSRCが発行した「公開発行会社の情報開示の作成および報告に関する規則第９号－平均株主資本

利益率および１株当たり利益の計算および開示（2010年改訂）」（CSRC公告[2010]２号）の規定に従って計算されてい

る。
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４　純金利マージン＝正味受取利息÷利付資産の平均残高×100（年換算）。平均残高は、当グループの管理口座における平

均日次残高である（未監査）。

５　経常収益に対する非金利収益の比率＝非金利収益÷経常収益×100

６　費用対収益比率は、財政部が発行した「金融企業業績評価弁法」（財金[2016]35号）の規定に従って計算されている。

７　貸倒関連費用比率＝貸付金等の減損÷貸付金等の平均残高×100（年換算）。貸付金等の平均残高＝（期首貸付金等残高

＋期末貸付金等残高）÷２。貸付金等合計は、貸倒関連費用比率の計算においては、未払利息を含まない。

８　貸付金等の減損引当金＝償却原価で測定される貸付金等の減損引当金＋その他包括利益を通じて公正価値評価される貸

付金等の減損引当金

９　投資データは、損益を通じて公正価値で表示されている金融資産、その他の包括的利益を通じて公正価値で表示されて

いる金融資産、および減価償却された費用で表示されている金融資産が含まれている。

10　１株当たり純資産＝（当期末の当行の株主に帰属する資本金および剰余金－その他の資本性金融商品）÷期末発行済普

通株式数

11　自己資本比率は、「商業銀行資本管理規則（試行）」(Y.J.H.L[2012]１号)および関連規則に従い、先進的手法により計

算されている。

12　貸付金等合計に対する信用減損貸付金等の比率＝信用減損貸付金等の期末残高÷期末貸付金等合計×100。貸付金等合計

は、貸付金等合計に対する信用減損貸付金等の比率の計算においては、未払利息を含まない。

13　貸付金等合計に対する不良債権の比率＝期末不良債権残高÷期末貸付金等合計×100。貸付金等合計は、貸付金等合計に

対する不良債権の比率の計算においては、未払利息を含まない。

14　不良債権に対する貸付金等減損引当金の比率＝期末における貸付金等減損引当金÷期末不良債権残高×100。貸付金等合

計は、不良債権に対する貸付金等減損引当金の比率の計算においては、未払利息を含まない。

15　貸付金等合計に対する貸付金等減損引当金の比率＝期末における貸付金等減損引当金÷期末貸付金等合計×100。中国本

土における当行の機関のデータに基づき計算されている。貸付金等合計は、貸付金等合計に対する貸付金等減損引当金

の比率の計算においては、未払利息を含まない。
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（単位：百万人民元)

 注 2021年 2020年 2019年 2018年 2017年

業績       

正味受取利息  425,142 415,918 390,050 372,930 349,535

非金利収益 ２ 180,575 151,729 159,960 130,876 134,226

経常収益  605,717 567,647 550,010 503,806 483,761

経常費用  (226,355) (202,411) (198,269) (176,979) (173,859)

資産の減損  (104,220) (119,016) (102,153) (99,294) (88,161)

経常利益  275,142 246,220 249,588 227,533 221,741

税引前利益  276,620 246,378 250,645 229,643 222,903

当期純利益  227,339 205,096 201,891 192,435 184,986

当行の株主に帰属

する利益

 216,559 192,870 187,405 180,086 172,407

普通株式配当金総額  N.A. 57,994 56,228 54,167 51,812

財政状態       

資産合計  26,722,408 24,402,659 22,769,744 21,267,275 19,467,424

　貸付金等総額  15,712,574 14,216,477 13,068,785 11,819,272 10,896,558

貸付金等減損引当

金

３ (390,541) (368,619) (325,923) (303,781) (252,254)

　投資 ４ 6,164,671 5,591,117 5,514,062 5,054,551 4,554,722

負債合計  24,371,855 22,239,822 20,793,048 19,541,878 17,890,745

　顧客に対する債務  18,142,887 16,879,171 15,817,548 14,883,596 13,657,924

当行の株主に帰属

　する資本金および

　剰余金

 2,225,153 2,038,419 1,851,701 1,612,980 1,496,016

　資本金  294,388 294,388 294,388 294,388 294,388

１株当たり       

基本的１株当たり利益

　（単位：人民元）

 0.70 0.61 0.61 0.59 0.56

１株当たり配当金

　（税引前、単位：

　人民元）

５ 0.221 0.197 0.191 0.184 0.176

１株当たり純資産

　（単位：人民元）

６ 6.47 5.98 5.61 5.14 4.74

主要な財務比率       

平 均 総 資 産 利 益 率

（％）

７ 0.89 0.87 0.92 0.94 0.98

平均株主資本利益率

（％）

８ 11.28 10.61 11.45 12.06 12.24
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純金利マージン（％） ９ 1.75 1.85 1.89 1.95 1.90

経常収益に対する非金

利収益の比率（％）

10 29.81 26.73 29.08 25.98 27.75

費用対収益比率（中国

本土の規則に基づき

算出、％）

11 28.17 26.73 28.00 28.09 28.34

自己資本比率 12      

普通株式等Tier１資本

　（純額）

 1,843,886 1,704,778 1,596,378 1,465,769 1,356,088

追加的Tier１資本

　（純額）

 329,845 287,843 210,057 109,524 105,002

Tier２資本（純額）  525,108 458,434 394,843 347,057 264,240

普通株式等Tier１自己

資本比率（％）

 11.30 11.28 11.30 11.41 11.15

Tier１自己資本比率

（％）

 13.32 13.19 12.79 12.27 12.02

自己資本比率（％）  16.53 16.22 15.59 14.97 14.19

資産の質       

貸付金等合計に対する

信用減損貸付金等の

比率（％）

13 1.33 1.46 1.37 1.42 1.45

貸付金等合計に対する

不 良 債 権 の 比 率

（％）

14 1.33 1.46 1.37 1.42 1.45

不良債権に対する貸付

金等減損引当金の比

率（％）

15 187.05 177.84 182.86 181.97 159.18

貸 倒 関 連 費 用 比 率

（％）

16 0.66 0.76 0.80 0.95 0.81

貸付金等合計に対する

貸付金等減損引当金

の比率（％）

17 2.83 2.96 2.97 3.07 2.77

為替レート       

１米ドル/人民元の年末

セントラル・パリ

ティ・レート

 6.3757 6.5249 6.9762 6.8632 6.5342

１ユーロ/人民元の年末

セントラル・パリ

ティ・レート

 7.2197 8.0250 7.8155 7.8473 7.8023

１香港ドル/人民元の年

末セントラル・パリ

ティ・レート

 0.8176 0.8416 0.8958 0.8762 0.8359

 

注：

(1)　当行は、2018年１月１日より国際会計基準審議会が公表した国際財務報告基準(IFRS)第９号「金融商品」を適用してい

る。

(2)　非金利収益＝正味受取手数料等＋正味トレーディング利益／(損失)＋金融資産の譲渡による純利益／(損失)＋その他の

経常収益

(3)　貸付金等減損引当金＝償却原価で測定される貸付金等の減損引当金＋その他の包括利益を通じて公正価値で測定される

貸付金等の減損引当金
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(4)　2021年、2020年、2019年および2018年の投資については、IFRS第９号に基づき表示されており、損益を通じて公正価値

で測定する金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産および償却原価で測定される金融資産

を含む。前報告期間の比較データについては再表示されていない。

(5)　１株当たり配当金は、普通株主に対して分配された普通株式１株当たりの配当である。

(6)　１株当たり純資産＝（当期末の当行の株主に帰属する資本金および剰余金－その他の資本性金融商品）÷期末発行済普

通株式数

(7)　平均総資産利益率＝当期純利益÷平均総資産×100。平均総資産＝（期首資産合計＋期末資産合計）÷２

(8)　平均株主資本利益率＝当行の普通株主に帰属する利益÷当行の普通株主に帰属する資本金および剰余金の加重平均

×100。これは、CSRCが発行した「公開発行会社の情報開示の作成および報告に関する規則第９号－平均株主資本利益

率および１株当たり利益の計算および開示（2010年改訂）」（CSRC公告[2010年]第２号）の規定に従って計算されてい

る。

(9)　純金利マージン＝正味受取利息÷利付資産の平均残高×100。平均残高は、当グループの管理口座における平均日次残

高である（未監査）。

(10) 経常収益に対する非金利収益の比率＝非金利収益÷経常収益×100

(11) 費用対収益比率は、財政部が発行した「金融企業業績評価弁法」（財金[2016年]第35号）の規定に従って計算されてい

る。

(12) 自己資本比率は先進的手法および「商業銀行資本管理規則（試行）」（Y.J.H.L[2012年]第１号）に従い計算されてい

る。

(13) 貸付金等合計に対する信用減損貸付金等の比率＝信用減損貸付金等の期末残高÷期末貸付金等合計×100。貸付金等合

計は、貸付金等合計に対する信用減損貸付金等の比率の計算においては、未収利息を含まない。

(14) 貸付金等合計に対する不良債権の比率＝期末不良債権残高÷期末貸付金等合計×100。貸付金等合計は、貸付金等合計

に対する不良債権の比率の計算においては、未収利息を含まない。

(15) 不良債権に対する貸付金等減損引当金の比率＝期末における貸付金等減損引当金÷期末不良債権残高×100。貸付金等

合計は、不良債権に対する貸付金等減損引当金の比率の計算においては、未収利息を含まない。

(16) 貸倒関連費用比率＝貸付金等の減損÷貸付金等の平均残高×100。貸付金等の平均残高＝（期首貸付金等残高＋期末貸

付金等残高）÷２。貸付金等合計は、貸倒関連費用比率の計算においては、未収利息を含まない。

(17) 貸付金等合計に対する貸付金等減損引当金の比率＝期末における貸付金等減損引当金÷期末貸付金等合計×100。中国

本土における当行のグループ会社のデータに基づき計算されている。貸付金等合計は、貸付金等合計に対する貸付金等

減損引当金の比率の計算においては、未収利息を含まない。
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２【事業の内容】

当該半期中、有価証券報告書に記載された事業の内容について、重大な変更はなかった。

 

３【関係会社の状況】

当該半期中、有価証券報告書に記載された関連会社の状況の記載について、重大な変更はなかった。

 

４【従業員の状況】

2022年６月30日現在、当行は304,521名の従業員を擁している。中国本土の従業員は279,415名であり、うち当行

の中国本土商業銀行業務に従事しているのは265,476名であった。香港（中国）、マカオ（中国）、台湾（中国）

をはじめとするならびに国とおよび地域に所在する従業員は25,106名であった。2022年６月30日現在、当行は計

4,822名の退職者に係る費用を負担した。
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第３【事業の状況】

 

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

本項に記載される将来に関する事項は、本書提出日現在の当行の信念、見通し、目的、期待および見積りに基づ
いている。

 

事業の概要

2022年初頭以来、新型コロナウイルスのパンデミックの再流行および深刻かつ複雑な経営環境に直面しながらも、
当行は、中国共産党（CPC）中央委員会および国務院の決定および計画を忠実に実行し、安定を確保しつつ進歩を
追求するという一般原則に従い、実体経済への貢献、金融リスクの防止、改革・革新の深化に向けて全面的に協調
し、実体経済の発展を支える過程で第14次５ヶ年計画の実施を推進してきた。全般的に当行は、業績の着実な向上
を実現し、質の高い発展という点で力強い弾みをつけた。

 

業績の着実な向上および発展の質および効率性の向上

当行は、発展の機会を捉えつつ、難局および課題に積極的に対処した。当行の資産および負債は着実に増加し、業
績も順調に上向き、当行の主要な財務指標は合理的な範囲に収まっている。2022年６月30日現在の当行の総資産は
28,052.758十億人民元であり、前年度末比で4.98％増加した。総負債は25,608.006十億人民元であり、前年度末比
で5.07％増加した。2022年上半期における当グループの営業利益および純利益は、それぞれ313.611十億人民元お
よび124.303十億人民元であり、前年同期比でそれぞれ3.55％および4.86％増であった。また、平均総資産利益率
（ROA）は0.91％、平均株主資本利益率（ROE）は11.62％であった。純利息マージンは引き続き安定しており、費
用利益率（中国本土の規則に従い計算されたもの。）は25.08％であった。

 

大手国有銀行としての経済安定化を支援する責任の積極的な履行

常に先手を打ち、あらゆる点で的を絞って取り組むことで、当行は、経済安定化をしっかりと支えられるよう、実
体経済の支援という中央政府の戦略を実施するための作業計画を策定した。当行は、与信を増加させたことで、国
内人民元建て貸付金は史上最高の増加となった。当行は、主要な分野および脆弱な分野の支援を継続的に強化し、
戦略的新興産業、製造業およびインフラ・建設業をはじめとする業界に対する与信を増加させ、実体経済の利益と
なるよう、積極的に手数料の引下げおよび利益の放棄を行った。当行は、国家の全般的な外交上、経済上および貿
易上の利益に貢献し、対外貿易の質の高い発展の支援およびクロスシクリカルな調整のための行動計画を発表する
とともに、金融支援を通じた対外貿易の安定化のために協調的に取組んだことで、主要な国際経営指標で主導的な
市場地位を維持した。当行は、起業家が難局を克服できるよう支援策を策定し、影響を受けた地域の起業家が労働
および生産を再開できるよう全面的に支援した。

 

発展の潜在力をさらに掘り起こすための「８つの優先分野」の開発の加速化

当行は、新たな開発理念を実施し、主要な国家戦略に積極的に貢献し、「金融サービス力強化のための８つの優先
分野」の開発を加速させた。当行は、テクノロジー・ファイナンスでも堅調な発展の勢いを維持し、テクノロジー
企業約46,000社に対して総額で1,017.7十億人民元の与信支援を行った。グリーン・ファイナンス事業の影響力は
さらに高まり、国内グリーン与信（注１）の残高は1.73兆人民元に達した。当行のインクルーシブ・ファイナンス
事業は、取引高および業務範囲の双方で成長しており、零細企業および小規模企業に対するインクルーシブ・ファ
イナンスの貸付金残高（注２）は、前年度末比で過去最高の25.36％増加であり、零細企業および小規模企業の貸
付顧客数も76,700社増加した。クロスボーダー・ファイナンスにおける当行の特徴的な優位性は、当行が国際取引
決済事業およびクロスボーダー人民元建て決済事業で市場シェアを徐々に拡大したことで、さらに強化された。当
行の消費者金融事業は、消費者市場の安定化に向けてプラスに貢献し、非住宅消費者ローンの成長率は、主要銀行
の中でトップとなった。当行のウェルス・ファイナンス事業の基盤もさらに強化され、当グループの個人顧客の運
用金融資産の総額は12兆人民元を超過した。当行は、中核的なサプライ・チェーン企業に対して1.3兆人民元を上
回る流動性支援を行い、さらにサプライ・チェーンの川上企業および川下企業に対しても、オンバランスおよびオ
フバランスで１兆円の財政支援を行ったことで、当行のサプライ・チェーン・ファイナンス事業は新たな弾みをつ
けた。最後に、国内農業関連貸付金の残高も1,964.4十億人民元に達したことで、村鎮ファイナンス事業でも新た
な成果を記録した。
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（注１）グリーン与信の残高は、中国銀行保険監督管理委員会（CBIRC）の統計に基づく。
（注２）零細企業および小規模企業に対するインクルーシブ・ファイナンスの貸付金は、零細企業および小規模企業の発展の

ための財政支援の追加強化に関する中国銀行保険監督管理委員会総局2022年通達（銀保監局[2022年]第37号）に従い
測定されている。

 

革新指向および技術主導の開発を強化するためのデジタル・トランスフォーメーションの加速化

当行は、企業レベルで体系を構築するための取組みを加速させ、フィンテックおよびデータのガバナンス力を向上
させ、デジタル・トランスフォーメーションを積極的に推進した。当行のOASISという企業レベルの体系の構成要
素の第一弾が運用開始に成功したことで、構成要素をベースとしたプラットフォーム指向のサービス中心主義的な
IT体系が徐々に構築されつつある。当行は、技術管理体制の改革を促進するため、あらゆる点で業務と技術の統合
を深める取組みを強化した。モバイル・バンキングは継続的にアップグレード化され、個人モバイル・バンキング
の月間アクティブ・ユーザー数は73.00百万名を超過し、前年同期比で15.64％増加した。同時に当行は、シナリオ
に基づく金融サービス・エコシステムの構築を全面的に推進した。当行は、デジタル人民元事業も積極的に拡大
し、冬季オリンピック関連のシナリオにおいてデジタル人民元の試験プロジェクトを完了した。当行は、2022年北
京オリンピック冬季競技大会およびパラリンピック冬季競技大会への貢献にも成功し、中国の金融サービスが世界
に紹介されることとなった。

 

財務リスクの効果的な防止および軽減のためのリスク管理の継続的な深化

当行は、当グループの戦略に従ってリスク管理体制を継続的に改善し、管理体制を構築してリスク管理の仕組みを
最適化させた。当行は、リスク審査、早期警戒および緊急時対応力を強化し、インテリジェントなリスク統制体制
を構築しつつ、包括的なリスク管理力を向上させて、サイバーセキュリティ能力をさらに強化した。その結果、当
行は、より的を絞り将来を見据えたリスク管理ができるようになった。当行はまた、信用リスク管理も積極的に強
化し、不良資産の処分を着実に進めた。当行の資産の質は、基本的に安定を維持していた。2022年６月30日現在の
当グループの不良債権残高は227.232十億人民元、不良債権比率は1.34％であった。不良債権に占める貸付減損損
失引当金の割合は、183.26％であった。自己資本比率は16.99％であり、合理的かつ十分な水準を維持していた。
流動性リスクおよび市場リスクに関する指標も安定しており、外貨流動性は引き続き合理的に十分であった。

 

経済および金融環境

2022年上半期においては、新型コロナウイルスのパンデミックの再流行および地政学的紛争により、世界経済の
回復はさらに複雑化した。世界の成長は後退し、成長の期待は弱含みとなり、インフレ水準は全般的に上昇した。
米国および欧州は高まる「スタグフレーション」のリスクに直面し、日本の成長率は低調であった。新興経済国は
概して成長基調を維持した一方で、一部の国では経済および金融の脆弱性が高まった。

国際金融市場は、新たなシクリカル・パターンで特徴付けられた。主要経済国の金融当局は、引締めを継続的に
示唆して政策調整を速めたことで、金融市場の流動性が圧迫されて、市場金利が上昇した。米ドル高が進行し、
ユーロおよび英国ポンドの為替レートは安値で推移し、日本円の為替レートも24年ぶりの円安となった。一部の新
興市場も通貨の急落に見舞われた。世界の株式市場は、米国株式指標を筆頭に下落基調にある。国債利回りは世界
全体で上昇しており、長期的な経済成長に対する市場の悲観的な見方が広がる中、米国の長期国債利回りおよび短
期国債利回りは反転した。世界のコモディティ価格も、依然として高水準であった。

中国は、新型コロナウイルスの封じ込めと社会および経済の発展とを効果的に調整し、通常の経済活動を取り戻
した。特に、鉱工業生産は大きく持ち直し、市場売上高は回復し、投資も徐々に増加した。輸出も急増を記録し、
直接投資の流入は純額で維持され、インフレ水準は基本的に安定していた。2022年上半期における中国の国民総生
産（GDP）は前年同期比で2.5％増加した。工業付加価値は前年同期比で3.4％上昇、消費財小売売上高総額
（TRSCG）は前年同期比で0.7％減、固定資産投資総額（TFAI）（農業生産者を除く。）は前年同期比で6.1％増、
輸出総額は前年同期比で13.2％増となり、貿易黒字は2.48兆人民元にのぼった。また、消費者物価指数（CPI）も
前年同期比で1.7％上昇した。
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中国人民銀行（PBOC）は、健全な金融政策の実施を強化し、与信の総額および構造を調整する金融政策措置の２
つの機能を十分に発揮させ、十分な流動性を合理的な水準で維持するとともに、与信構造の最適化を促進し、企業
の資金調達費用全体の着実な削減を推し進めたことで、実体経済における金融サービスの質および効率性がさらに
向上した。2022年６月30日現在の広義の通貨供給量（M2）残高は258.1兆人民元であり、前年同期比で11.4％増加
した。人民元建て貸付金残高は206.4兆人民元であり、前年同期比で11.2％増加した。実体経済への融資総額
（AFRE）残高は334.27兆人民元であり、前年同期比で10.8％増加した。上海総合指数は3,399ポイントであり、前
年度末比で6.63％低下した。対米ドルの人民元セントラル・パリティは6.7114であり、前年度末比で5.0％下落し
た。

中国の銀行業界は概して安定した運営を記録し、安定成長の支援、市場主体の順調な運営の確保および安定した
雇用の維持を目的に与信を増加させたことで、中国経済の変革、高度化および質の高い発展が促進された。さら
に、財務リスクの防止および解消に向けて尽力し、リスク防止能力は絶えず強化された。銀行業界の資本および引
当金の水準は十分であった。2022年６月30日現在の中国銀行業界の資産総額は、前年度末比で6.65％増加し367.68
兆人民元となった一方で、負債総額は6.98％増加し337.30兆人民元となった。商業銀行の当期純利益は1.22兆人民
元であり、前年同期比で7.08％増加した。2022年６月30日現在の不良債権（NPL）残高は2.95兆人民元、不良債権
率は1.67％であった。不良債権に占める貸付減損損失引当金の割合は203.78％であり、自己資本比率は14.87％で
あった。

 

資本管理

当行の資本管理の目的は、合理的な自己資本の確保、当グループの戦略実施の支援、信用リスク、市場リスクお
よびオペレーショナル・リスクをはじめとする各種リスクの抑制、当グループおよびそのグループ会社による規制
上の自己資本要件の遵守、低資本での事業開拓に向けた当グループの変革の推進、ならびに資本活用効率および価
値創造力の向上である。

当行は、第14次５ヶ年資本管理計画を実施した。「一体両翼」戦略および「金融サービス力強化のための８つの
優先分野」に焦点を当てることで、当行は、管理対策を継続的に改善し、経済資本の予算および評価の仕組みを強
化するとともに、資源配分における価値創造指標の適用を増やし、内部資本蓄積力を向上させるために資本節約お
よび価値創造に対する当グループの意識を高めた。当行は、高度な資本測定方法の適用を拡大させ、オンバランス
およびオフバランスの資産構造を最適化し、資本消費の削減に努めつつ、低資本型ビジネスを積極的に発展させ、
資産のリスク加重を合理的に統制した。当行はまた、内部資本十分性評価プロセスを最適化し、資本管理のガバナ
ンス構造を改善した。さらに、当行は、資本基盤を強化するため、外部資金調達チャネルを通じて資本を慎重に補
充した。

2022年上半期に当行は、50.0十億人民元相当の無期限資本債および30.0十億人民元相当のTier２資本債の発行に
成功した。加えて、株主総会では、80.0十億人民元相当の無期限資本債および120.0十億人民元相当のTier２資本
債に係る資本補充計画が承認された。当行は、内部管理も継続的に強化し、リスク加重資産（RWA）は資産総額よ
りもゆるやかに増加した。2022年６月30日現在の当グループの自己資本比率は16.99％であり、前年度末比で0.46
パーセント・ポイント上昇し、第14次５ヶ年計画の目的に沿って堅固で合理的な水準を維持した。

 

自己資本比率

「商業銀行自己資本規制（暫定版）」に従い計算された2022年６月30日現在の自己資本比率は、以下の表のとお
りである。

 
（単位：百万人民元、％を除く。）

 当グループ 当行

項目
2022年６月30日

現在

2021年12月31日

現在

2022年６月30日

現在

2021年12月31日

現在

普通株式等Tier１資本 1,882,487 1,843,886 1,586,958 1,563,789

Tier１資本 2,262,948 2,173,731 1,956,453 1,883,294

純資本 2,821,900 2,698,839 2,499,824 2,391,365

普通株式Tier１自己資本比率 11.33% 11.30% 11.01% 11.06%

Tier１自己資本比率 13.63% 13.32% 13.57% 13.32%

自己資本比率 16.99% 16.53% 17.34% 16.91%
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詳細については、「第６　１　中間財務書類」の要約中間連結財務情報に対する注記Ⅳ.５を参照されたい。

 

レバレッジ比率

「商業銀行のレバレッジ比率の管理方法（改訂版）」および「商業銀行自己資本規制（仮）」に従い計算された
2022年６月30日現在のレバレッジ比率を下表に示す。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

項目 2022年６月30日現在 2021年12月31日現在

純Tier１資本 2,262,948 2,173,731

調整後のオンバランスおよびオフバランスのエクスポージャー 29,870,557 28,425,377

レバレッジ比率 7.58% 7.65%

 

環境責任および社会的責任

当行は、国有の商業銀行として積極的に責任を遂行した。グローバル化および統合化された業務から生じる競争
優位性を活かし、当行は、環境・社会・ガバナンス（ESG）という概念を事業運営に全面的に取り入れ、ESGの実務
を継続的に深化させ、ステークホルダーとの共に有利な協力関係の推進とともに、ESGのための持続可能な価値創
出に務めてきた。

 

環境責任

ガバナンス

2022年上半期に取締役会は、当行の「第14次グリーン・ファイナンス５ヶ年計画」の進捗状況を評価し、当行の
企業の社会的責任報告書（ESG）を検証し、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）の勧告および責任ある
銀行業の原則（PRB）に沿って年次開示情報を初めて発表した。当行の会長が議長を務めるグリーン・ファイナン
スおよび業界の企画開発のためのステアリング・グループは、「炭素排出量ピークアウトおよびカーボン・ニュー
トラル」に関する国家の政策およびガイダンスについて検討するために、テーマ別会議を２回開催した。同時に、
同ステアリング・グループは、「2022年度中国銀行グリーン・ファイナンス作業計画」を承認した。当行の社長が
議長を務めるグリーン・ファイナンス委員会も、複数の点で進展を遂げた。同委員会は、当グループの業務から排
出される温室効果ガス排出量の計算に関する報告書ならびにグリーン与信制度の開始および試験的な省エネ型変革
プログラムの進捗状況等を検証し、「中国銀行国内グリーン・ファイナンスのモデル企業評価のための管理対策」
を承認するとともに、当グループの国内支店向けの差別化された評価体制、管理メカニズムおよび支援策を策定し
た。さらに上級経営陣は、外部ESG評価、グリーンな業務および気候リスク・ストレス・テストに関する事項を検
証および協議するためのテーマ別会議を複数回開催した。

 

政策体制

当行は、グリーン・ファイナンス事業の発展を支援するために優遇政策を改善した。当行は、リチウムイオン電
池、太陽光発電および下水処理等の産業チェーンならびに新エネルギー自動車の川上チェーンを対象とした顧客
マーケティングおよび与信審査のガイドラインを策定し、水素エネルギー、燃料電池、新エネルギー金属、水、水
環境処理および林業等の産業に関する新たな与信方針を導入するとともに、自然林の違法伐採、生物多様性を害す
る行為または野生動物の密猟等に関与する顧客またはプロジェクトへの資金提供を停止する措置を講じた。当行は
また、グリーン・ファイナンス関連の指標を上級経営陣の人事考課に取り入れ、成果と報酬を連動させることで、
評価ガイダンスを強化した。同時に当行は、経済資本管理の最適化、優遇的な金利設定、差別化された承認制度の
採用、グリーン・ファイナンスの承認体制の確立、業界の与信戦略の調整、指定された人事資金の割当および報酬
制度の改善により、グリーン・ファイナンス事業への資源支援を強化した。
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環境リスク管理

当行は、責任ある投資という概念を積極的に取り入れた。2022年上半期に当行は、環境・社会リスクの選好に関
する定性的なステートメントを全般的なリスク選好ステートメントに追加した。取締役会のリスク政策委員会は、
当行の環境・社会リスク管理の進捗状況を定期的に検証した。当行はまた、主要な国外グループ会社および総合運
営会社向けに、環境・社会リスク管理の要件を組み込むための評価計画も策定した。環境・社会リスクに関連する
制限措置も、農業、林業、畜産業および漁業をはじめとする70産業超を対象とした当行の与信方針に追加されてい
る。当行は、環境・社会リスクに関する報告要件を追加するため、法人顧客用の与信デューディリジェンス検証報
告書の雛形を改訂した。さらに当行は、主要産業を対象とした気候リスク・ストレス・テストを継続的に推進し、
各種シナリオのリスク・エクスポージャーおよび財務的影響を定量化し、地域固有の気候リスク・ストレス・テス
トを実施する目的で、オーストラリアおよびシンガポール等の地域の現地の状況に基づいた感応度分析モデルを確
立した。

 

指標および目標

当行は、予定どおりグリーン与信、グリーン債、グリーン資産管理およびグリーン保険の定量指標の目標を達成
した。当行は、中国銀行協会から「Model Entity in Green Bank Evaluation」賞を受賞した他、グローバル・

ファイナンスからは、「China Sustainable Finance Awards 2022」を含め、５つの賞を受賞した。2022年上半期

に当行は、ブルームバーグの世界グリーン貸付ランキングで、中国の銀行の中で１位となった。

2022年６月30日現在の当行国内グループ会社のグリーン与信残高（中国銀行保険監督管理委員会（CBIRC）の基
準に従ったもの。）は1.73兆人民元相当であり、グリーン与信の不良債権比率は低かった。2022年上半期に当行
は、世界初となる改正「共通基盤タクソノミー」に基づくグリーン債を発行するとともに、中国本土初のグリーン
債を発行した。2022年上半期における当行の世界全体のグリーン債発行総額は、中国の銀行の中で首位であった。
当行の国内および国外のグリーン債引受額は、それぞれ112.1十億人民元、19.8十億米ドルであり、中国の銀行の
中でトップとなった。当行はまた、中国銀行間取引市場における移行債の第1回発行にも参加し、中国銀行間市場
交易商協会（NAFMII）よりグリーン・デット・ファイナンス商品投資家部門で１位を受賞した。

2022年上半期におけるBOCLのグリーン・リーシング事業の残高は13.8十億人民元に達し、グリーン・リーシング
資産の割合はリーシング資産総額の3.25％であった。BOCウェルス・マネジメントは、グリーン・ファイナンスを
テーマとした商品を39件発売し、その総額は13.9十億人民元を超過しており、同社のグリーン債関連の運用資産も
42.2十億人民元であった。BOCインシュアランスも、11件の保険特約を含め、環境汚染賠償責任保険を改訂の上、
開発し、グリーン商品とポートフォリオ革新を通じて29.0十億人民元の保険債務を引き受けた。BOC-サムスン・ラ
イフは、グリーン・ファイナンス産業に累計で889百万人民元を投資した。BOCIMは、低炭素およびグリーン開発を
コンセプトとしたファンド、社会的責任をコンセプトとしたファンドおよびESGをコンセプトとしたファンドの３
つのカテゴリーで17件のグリーン・ミューチュアル・ファンド商品およびESGミューチュアル・ファンド商品を開
発し、規模は16.0十億人民元に達成した。

当行は、国家の目標および行程表に従い「二酸化炭素排出量ピークアウトおよびカーボン・ニュートラル」とい
う目標の達成の加速化に積極的に貢献した。2022年上半期に当行は、全従業員に向けた従業員グリーン行動イニシ
アチブおよびクリーン行動ガイドラインを策定し、当グループのグループ会社に目標の設定および達成に向けた方
向性に関する明確なガイドラインを示した。BOCウェルス・マネジメントおよびBOCアビエーション（注１）は、
2021年にカーボン・ニュートラルを達成後も、グリーンな運営を継続した。BOCIは、低炭素行動計画を発表し、対
応する排出量削減のためのアプローチおよび対策を策定した。北京本店、BOCHK、ロンドン支店および上海支店の
オフィスビルでは、包括的な省エネ改修工事が行われている。さらに当行は、レイアウト、敷地選定、室内環境、
装飾および資源活用等に関するグリーン建設要件を標準化するために「中国銀行店舗のグリーン建設仕様」も策定
した。

(注１)BOCウェルス・マネジメントは、2021年に業務のカーボン・ニュートラルを達成し、関連機関が交付した第三者保証報告

書も取得した。一方、BOCアビエーションも、直接炭素排出量（従業員の飛行機による移動に伴う排出量を含む。）で

100％のカーボン・ニュートラルを達成した。

 

EDINET提出書類

中国銀行股イ分有限公司(E05981)

半期報告書

 16/160



国際協力および能力開発

当行は、責任のある銀行の原則（PRB）の枠組み検証作業部会に参加し、中国の情報開示ガイドラインの策定を
支援した他、一帯一路のためのグリーン投資原則（GIP）のグリーン・ファイナンス商品革新作業部会の共同議長
としての責任を負い、国際金融フォーラム（IFF）のグリーン・ファイナンス作業部会に参加した唯一の中国の商
業銀行となった。当行はまた、サステナビリティ基準の設定で国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）を支援す
るとともに、サステナブル・ファイナンス関連のISO基準（ISO/TC322）の設定に責任を負う専門委員会にも参加
し、グリーン債基準委員会でも一翼を担った。支店レベルでは、当行ロンドン支店は、航空業界の脱炭素化への移
行を測定および促進するためのイニシアチブ（IMPACT）に参加した唯一の中国の銀行となった。

当行は、取締役会向けにレベルの高いグリーン・ファイナンス研修を実施するために専門家を招いた。当行は、
全従業員を対象としたグリーン・ファイナンス学習日というイベントも支援し、環境情報開示および気候リスク管
理等のグリーン・ファイナンスをテーマとした講習会およびワークショップを開催した。当行はまた、当グループ
の全グループ会社から社内で「環境保護に精通した人材」を育成するため、専門的でカスタマイズされた研修コー
スも設けた。ロンドン支店、ニューヨーク支店、パリ支店、シドニー支店、浙江支店および江西支店はそれぞれ、
世界のグリーン・ファイナンスおよびESGの最新の動向に関する行内コミュニケーションおよび意見交換を強化す
るために、グリーン・ファイナンスおよびESGをテーマとした定期刊行物を発行した。

 

社会的責任

農村活性化のための金融サービスの強化

国家の農村活性化戦略に貢献する大手金融機関として当行は、貧困軽減における実績を積み重ね、農村活性化を
継続的に支援するため、その責任を果たした。当行は、農業農村部および国家農村活性化局との間で戦略的協力協
定を締結し、主要地方都市の金融サービス力を強化するために、「農村活性化支援を受ける主要地方都市のための
支援計画」を策定した。当行はまた、農村活性化のために特徴ある店舗の開発を加速させた。当行は、商業銀行業
務を柱、村鎮ファイナンスを補完、消費者金融および公共福祉ファイナンスを特徴として、多角化された事業を一
元管理する体制を構築した。2022年６月30日現在、当行の店舗は1,171の都市に設置されており、店舗設置率は
62.8％であった。また、農業関連の貸付金残高は1,964.4十億人民元、インクルーシブ・ファイナンスにおける農
業関連の貸付金残高は246.2十億人民元であった。一方、中銀富登村鎮銀行は、中国全土の22の省および自治体に
村鎮銀行を132行、出張所を189店を設置しており、グループ会社数および事業範囲の点で国内最大の村鎮銀行グ
ループとなっている。

 

貧困軽減における実績の積み重ね

大手国有銀行グループとして当行は、資金面、人材面および技術面の強みおよび資源を活用し、陝西省咸陽市の
旬邑県、淳化県、永寿県および長武県の４県（以下「咸陽市４県」という。）に２対の支援を提供し、貧困軽減お
よび農村活性化における実績を積み重ねるとともに、貧困軽減および農村活性化の相乗効果を強化した。2022年６
月30日現在、当行は、貧困対策助成金として39.80百万人民元を咸陽市４県に提供し、農村住民が再び貧困に陥る
ことのないようにするための保険の寄付、地方都市での疫病の予防および封込めの支援、農村の生活環境改善、
「BOC農村活性化学校」という訓練プログラムの提供を含め、30件を超える支援プロジェクトを立ち上げ、450,000
名を上回る人々に直接恩恵をもたらした。加えて、当行は、計24,000名の咸陽市４県の下級政府職員、農村活性化
指導者、専門職員および技術職員を対象に訓練コースを開催した他、中国全土の貧困軽減地域を産地とする農産物
60.00百万人民元超相当を売買した。
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公共福祉への貢献

「社会への奉仕、社会への貢献、社会への返礼」という原則を掲げ、当行は、専門の公共福祉プログラムととも
に、オンライン公共福祉と銀行業務との総合的な発展を継続的に検討した。2022年上半期に当行は、「中国銀行の
慈善活動」というプラットフォームを通じて203団体が主催する慈善寄付プログラム111件を支援し、173,000名近
くの寄付者から総額7.9556百万人民元（当行のマッチング基金を含む。）の寄付を集めた。当行はまた、政府主催
学生ローンも引き続き支援し、2022年６月30日現在で総額25.2十億人民元の政府主催学生ローンを提供し、学業を
修了できるよう1.80百万名を超える貧困家庭出身の学生を支援した。さらに、教育部とともに当行は、質の高い職
業訓練の開発を共同で推進するために「職業訓練開発支援」のための行動計画を開始した。パンデミックの散発的
な発生による影響を軽減するため、当行は、零細企業、小規模企業および自営業者が直面している財政難を軽減す
るため、複数の財政措置を採用し、着実な生産および十分な供給の確保、安定した雇用の維持および起業の促進の
ため、公共福祉等の主要産業を支援した。

 

スポーツ産業の健全な発展の支援

2022年北京冬季オリンピック競技会およびパラリンピック競技大会の公式銀行パートナーとして当行は、北京冬
季オリンピック競技会およびパラリンピック競技大会に質の高い金融サービスを提供し、「感染ゼロ、事故ゼロ、
過誤ゼロ、苦情ゼロ」という記録を達成した。当行は、大手メディアと協力し、包括的なマルチメディア広告プロ
モーション・キャンペーンを展開してオリンピック・ムード」を創造するとともに、「オリンピックの精神」を推
進し、オリンピックのメダルに果敢に挑戦する中国人アスリートを支援した。今後も当行は、冬季オリンピックお
よび夏季オリンピック双方の公式銀行パートナーとしての優位性を引き続き活かし、中国のスポーツ産業の発展を
振興するとともに、スポーツに優れた健全な中国の構築という国家戦略に貢献していく。

 

消費者の権利および利益の全面的確保

顧客中心主義の運営経営理念を実践することで、当行は、消費者保護を企業文化に全面的に取り入れている。当
行は、苦情処理の管理を強化し、マーケティング活動を標準化するとともに、個人情報保護も確保して、顧客の権
利および利益を守ることにより健全な事業発展を推進した。2022年上半期において当行は、86,000件の消費者から
の苦情を処理し、苦情処理完了率は100％となった。当行はまた、消費者がリスクに対する認識を高め、法的権利
保護能力を強化できるよう、「3.15」消費者の権利保護、「金融知識を高め、個人財産を守る」および「金融知識
の普及」等の一連の教育宣伝キャンペーンを展開した。

 

見通し

2022年下半期において銀行業界は、複雑な経営環境の中で発展の機会と課題に引き続き直面するとみられる。国
際的な観点では、世界の経済成長の勢いは「スタグフレーション」のリスクの高まりで衰えており、国際金融市場
の混乱も増し、外部環境もさらに深刻かつ複雑になっていることから、銀行の国際業務におけるリスクは高まって
いる。国内的な観点では、長期的な成長を支える中国経済のファンダメンタルに依然として変化はない。一連の経
済安定化政策が実施されていることから、国家経済は徐々に回復し、経済指標も合理的な範囲内に収まる見通しで
ある。

当行は、中国共産党（CPC）中央委員会および国務院の決定および計画を忠実に実行し、安定を確保しつつ進歩
を追求するという一般原則に従い、「パンデミックの封じ込め、安定した経済成長の維持、開発の安全性確保」と
いう要件を全面的に実施していく。当行はまた、実体経済への貢献、財務リスクの防止および改革と革新の深化に
向けた作業を調節することで、第14次５ヶ年計画の実施を強化していく。勇気および努力を通じて当行は、安定し
た長期的経済発展を実現し、世界で一流の近代的銀行グループの構築を加速化し、当行が中国的な特徴を持った金
融発展の道を切り開く章を刻めるよう努めていく。

第一に、当行は、経済安定化を強力に支援するため、国家の発展に積極的に貢献していく。当行は引き続き、実
体経済に対する与信支援を増額し、貸付金を着実に増加させていく。当行はまた、「金融サービス力強化のための
８つの優先分野」を積極的に開発し、主要な分野および脆弱な分野で金融サービスをさらに強化し、国内業務およ
び国外業務の協調および連携を深めていことで、実体経済のためにサービスの質および効率性を向上させていく。

EDINET提出書類

中国銀行股イ分有限公司(E05981)

半期報告書

 18/160



第二に、当行は、特徴的な優位性を盤石なものとし、質の高い発展の基盤を強化していく。当行は、預金の規模
および金利設定の双方を改善し、負債の質を高めるための措置を講じていく。当行は、口座および顧客基盤を強化
して、金融機関顧客向けのマーケティング体制を最適化するプロジェクトを推進することで、顧客基盤を拡大して
いく。さらに、当行は、国外グループ会社の当グループに対する貢献度を高めるため、国際業務における優位性を
盤石なものとし、国外グループ会社の配置および関連する発展戦略を最適化し、国外グループ会社の地域管理を推
し進めていく。同時に当行は、地域的かつ包括的なシナジーの仕組みを最適化し、総合的な業務および事業をバラ
ンス良く配置することで、当行の総合サービスの競争優位性を強化していく。

第三に、当行は、デジタル・トランスフォーメーションを加速させ、引き続き新たな発展の活力を引き出してい
く。ビジネスとテクノロジーの統合に向けたOASISプロジェクトにより、当行は、「デジタル化DNA」を業務管理に
組み込んでいく。デジタル革新を導くシナリオ構築、デジタル・サービスを導くモバイル・バンキングおよび店舗
変革を導くインテリジェント運営を活用して、当行は引き続き、顧客および市場への対応力を向上させ、管理能力
をさらに洗練させていく。

第四に、当行は、業務上の安全性を確保するため、リスクの管理および統制を包括的に強化していく。当行は、
深いレベルに至るまでリスク管理体制の開発をさらに推進し、包括的なリスク管理体制の効果を継続的に向上させ
ていく。当行は、主要なリスク分野の管理および統制を強化し、潜在リスクの防止および解消に率先して取り組ん
でいく。当行はまた、市場リスクおよび流動性リスクに対するリスク管理体制の感応度を高め、今後の事業および
新興の事業のリスク管理能力を向上させていく。さらに、当行は、マネーロンダリング防止コンプライアンスの管
理を強化し、当行全体で長期的なコンプライアンスの仕組みの構築を推し進めていく。

 

当該半期中、上記に記載するものを除き、本項の内容について重大な変更はなかった。
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２【事業等のリスク】

本項に記載される将来に関する事項は、本書の提出日現在の当行の信念、見通し、目的、期待および見積りに基
づいている。

 

リスク管理

当行は引き続き、当グループの戦略に沿ってリスク管理体制を改善し、リスク管理の構造、仕組み、プロセス、
ツールおよび基盤を洗練させることで、当グループの運営が持続可能で盤石なものになるようにした。当行は、規
制上の要件に従い、バーゼルⅢおよび国際的な指標金利改革の実施にも積極的に対応した。当行はまた、法令を遵
守した運営を確保するため、是正に関する説明責任も強化した。加えて、当行は、国外グループ会社および総合運
営会社のリスク統制も強化し、「２つの推進力」の発展を推進した。当行は、リスク判断、リスク調査、ストレ
ス・テストおよび緊急時計画等を網羅する財務リスク防止の仕組みの全プロセスを構築の上、改善することで、循
環型リスク管理体制を構築した。当行は、多層型のリスク統制・早期警戒システムも改良し、緊急時対応力を強化
した。さらに、当行は、秩序ある方法でリスク・データのガバナンス作業を整備し、リスク管理のデジタル・トラ
ンスフォーメーションを加速させた。また、当行は、持続可能な発展を支えるリスク文化を醸成するために、底線
思維を強化した。

 

信用リスク管理

マクロ経済情勢および金融情勢の変化を注意深く監視することで、当行は、信用構造の最適化を進め、信用リス
ク管理方針を改善しつつ、信用資産の質の管理を強化し、リスク管理に関してより積極的かつ先見的な姿勢をとっ
た。

当行は、引き続き信用構造を最適化した。戦略実施の促進ならびにリスク、資本および収益の均衡を目的とし
て、当行は、産業政策システムの構築を推進し、信用格付の業界ガイドラインを策定し、資産ポートフォリオの管
理スキームを改善した。国家および当行それぞれの第14次５ヶ年計画ならびに「金融サービス力強化のための８つ
の優先分野」の開発要件に従い、当行は、産業信用構造を最適化し、産業のグリーンな発展を促進しつつ、産業信
用リスクを防止した。当行は、信用の発展に重要な産業を特定し、インフラ整備事業を着実に拡大し、製造業の中
核的競争力の強化を支援した。さらに、当行は、テクノロジー・ファイナンスの発展を強く推し進め、主要産業を
グリーンで低炭素な発展を導き、エネルギー変革およびサプライ提供を着実に実行し、人々の生活消費サービスの
質を向上させた。加えて、当行は、農村活性化への支援を強化し、都市再開発および政府助成による住宅賃貸等の
政策的機会を捉えた。

当行は、信用の一元管理を強化するとともに、信用リスクの包括的な中央管理も強化した。当行はまた、長期的
に効果のある信用管理体制を継続的に改善の上、顧客集中リスクの統制を強化し、資産の質の審査・監視体制を改
善した他、主要なリスク分野の審査および監視を強化して、潜在的リスクの特定、管理および軽減の効果をさらに
高めた。さらに当行は、主要な重点地域におけるリスク分析および資産の質の管理に対する監視を強化するととも
に、当行の事業分野全体の窓口規制、調査および事後評価も強化した。加えて当行は、関連する大規模エクスポー
ジャー管理要件に沿って大規模エクスポージャーを継続的に特定、測定および監視した。

法人向け銀行業務に関して、当行は、主要分野におけるリスクの特定、統制および軽減をさらに強化し、限度額
管理により貸付の総額および方針を厳格に管理し、エネルギー消費および炭素排出量の多いプロジェクトに関連す
るリスクを回避および軽減した。加えて当行は、不動産ファイナンスでマクロ健全性管理体制を導入し、不動産
ファイナンスに対する合理的な需要を支え、安定した秩序ある不動産ファイナンス活動を維持した。個人向け銀行
業務については、規制上の要件および新たな状況下でのビジネス開拓に対するニーズに応じて、個人向け与信業務
の安定的な発展を支援した。

当行は、不良債権（NPA）の削減にも努め、資産の質を高め、財務リスクを防止および解消した。当行は、分類
された方針の適用、大きな躍進の推進ならびに処分の質および効率の向上を目的として、不良債権化したプロジェ
クトの集中管理および階層管理を引き続き採用した。当行は、処分チャンネルを拡大し、法人については単一譲渡
および個人については一括譲渡を推進し、不良債権化した銀行カード資産を証券化して発行した。
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当行は、「貸付金信用リスクの分類に関するガイドライン」に基づき信用資産の質を科学的に測定および管理し
た。同ガイドライン上、中国の商業銀行は、貸付金を「正常」、「要注意」、「破綻懸念」、「実質破綻」および
「破綻」の５つの区分に分類することを義務付けられており、うち「破綻懸念」、「実質破綻」および「破綻」に
分類された貸付金は不良債権と認識される。信用資産リスクの管理をさらに精緻化するため、当行は、中国本土の
企業に対する法人向け貸付については、オンバランスおよびオフバランスの信用資産を対象として、13層のリスク
分類基準を採用した。加えて、当行は、主要な産業、地域および重大なリスク事由のリスク分類管理を強化し、分
類結果を動的に調整した。当行は、貸付期間の管理も強化し、名称リスト・システムにより延滞貸付金を管理する
とともに、資産の質が正しく反映されるようリスク分類の結果を適時調整した。

2022年６月30日現在における当グループの不良債権総額（なお、本項に記載の顧客に対する貸付金等には、未払
利息は含まれない。）は227.232十億人民元であり、前年度末比で18.440十億人民元増加した。不良債権比率は
1.34％であり、前年度末比で0.01パーセント・ポイント上昇した。当グループの貸倒引当金は416.425十億人民元
であり、前年度末比で25.884十億人民元増加した。不良債権に対する貸倒引当金の引当率は183.26％であり、前年
度末比で3.79パーセント・ポイント低下した。

 

貸付５級分類状況

 単位：百万人民元（％を除く。）  
 2022年６月30日現在 2021年12月31日現在  

項目 金額 比率 金額 比率  
グループ  

正常 16,465,570 97.37% 15,255,389 97.32% 
要注意 218,804 1.29% 210,813 1.35% 
破綻懸念 84,652 0.50% 61,790 0.39% 
実質破綻 69,280 0.41% 60,718 0.39% 
破綻 73,300 0.43% 86,284 0.55% 
合計 16,911,606 100.00% 15,674,994 100.00% 
不良債権総額 227,232 1.34% 208,792 1.33% 

中国国内     

正常 13,633,495 97.26% 12,586,668 97.17%

要注意 178,771 1.28% 173,561 1.34%

破綻懸念 70,930 0.51% 53,591 0.41%

実質破綻 62,726 0.45% 55,923 0.43%

破綻 70,513 0.50% 83,516 0.65%

合計 14,016,435 100.00% 12,953,259 100.00%

不良債権総額 204,169 1.46% 193,030 1.49%

 

グループ貸付分類移動率

 単位：％

項目 2022年６月30日に終了した

６ヶ月間（年換算）
2021年 2020年

正常 1.12 1.18 1.21

要注意 27.56 32.91 32.66

破綻懸念 48.86 83.68 24.68

実質破綻 15.41 23.06 28.62

 

貸付金および不良債権の業界別分布
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単位：百万人民元（％を除く。）

 2022年６月30日現在 2021年12月31日現在

項目 貸付金

総額に占

める割合

（%） 不良債権

不良債権

比率 貸付金

総額に占

める割合

（%） 不良債権

不良債権

比率

中国本土         

法人向け貸付金         

商業およびサービス業 1,884,391 11.14% 34,197 1.81% 1,589,119 10.14% 30,111 1.89%

製造業 1,793,957 10.61% 48,589 2.71% 1,549,639 9.89% 55,341 3.57%

運送業、倉庫保管業および

郵政業 1,678,236 9.92% 18,259 1.09% 1,578,645 10.07% 18,073 1.14%

不動産業 734,769 4.34% 41,678 5.67% 687,186 4.38% 34,694 5.05%

電力、熱力、ガスおよび水

の生産供給業 705,072 4.17% 13,558 1.92% 657,020 4.19% 13,173 2.00%

金融業 564,832 3.34% 211 0.04% 500,380 3.19% 201 0.04%

建設業 329,072 1.95% 2,968 0.90% 266,775 1.70% 3,406 1.28%

水保全、環境および公益事

業の管理業 336,245 1.99% 2,610 0.78% 295,183 1.88% 2,257 0.76%

鉱業 166,993 0.99% 5,348 3.20% 161,473 1.03% 4,717 2.92%

公益事業 186,441 1.10% 2,832 1.52% 159,284 1.02% 2,215 1.39%

その他 53,844 0.32% 563 1.05% 46,175 0.30% 608 1.32%

合計 8,433,852 49.87% 170,813 2.03% 7,490,879 47.79% 164,796 2.20%

個人向け貸付金 5,582,583 33.01% 33,356 0.60% 5,462,380 34.85% 28,234 0.52%

香港(中国)、マカオ(中

国)、台湾(中国)およびそ

の他の国・地域 2,895,171 17.12% 23,063 0.80% 2,721,735 17.36% 15,762 0.58%

当グループ合計 16,911,606 100.00% 227,232 1.34% 15,674,994 100.00% 208,792 1.33%

 

当行は、信用構造を引き続き最適化し、実体経済の支援にさらに努めた。2022年６月30日現在の運送業、倉庫保
管業および郵政業に対する貸付金は、総額で1,678.236十億人民元であり、前年度末比で99.591十億人民元
（6.31％）増加した。製造業に対する貸付金は、総額で1,793.957十億人民元であり、前年度末比で244.318十億人
民元（15.77％）増加した。商業およびサービス業の不良債権比率は、前年度末比でそれぞれ0.08パーセント・ポ
イントおよび0.86パーセント・ポイント低下した。

IFRS第９号に従い、当行は予想信用損失を将来予測的な情報に基づいて評価し、引当金を計上している。特に、
ステージ１に区分された資産、ならびにステージ２およびステージ３に区分された資産については、当該資産の
12ヶ月間の予想信用損失および全期間の予想信用損失に基づいて、それぞれ引当金を計上している。2022年６月30
日現在において当グループのステージ１の貸付金は総額16,428.474十億人民元であり、貸付総額の97.17％を占め
た。ステージ２の貸付金は総額252.252十億人民元であり、貸付総額の1.49％を占めた。ステージ３の貸付金は総
額226.625十億人民元であり、貸付総額の1.34％を占めた。2022年上半期において当グループの貸付金の減損損失
は45.576十億人民元であり、前年同期比で2.174十億人民元減少した。与信関連費用は0.56％を占め、前年同期比
で0.09パーセント・ポイント低下した。貸付金の区分、ステージの決定および貸倒引当金の詳細については、「第
６　１　中間財務書類」の要約中間連結財務情報に対する注記Ⅲ.16およびⅣ.1を参照されたい。

当行は、貸付先集中リスクの管理に引き続き焦点を置き、貸付先集中に関する規制上の要件を遵守した。

 

単位：％

  2022年 2021年 2020年

指標 監督管理基準 ６月30日現在 12月31日現在 12月31日現在

貸付先上位１社に対する

貸付集中率
≦10 1.8 2.3 2.8

貸付先上位10社に対する

貸付集中率
≦50 12.1 12.8 13.9

注：

1　貸付先上位１社に対する貸付集中率＝貸付先上位１社に対する貸付残高÷正味自己資本
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2　貸付先上位10社に対する貸付集中率＝貸付先上位10社に対する貸付残高÷正味自己資本
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2022年６月30日における当行の上位10社の貸付先は、以下の表のとおりである。

単位：百万人民元（％を除く。）

 業種 関連者該当 貸付残高
貸付金合計に

占める割合

顧客A 運送業、倉庫保管業および郵政業 否 49,803 0.29%

顧客B 商業およびサービス業 否 44,390 0.26%

顧客C 運送業、倉庫保管業および郵政業 否 41,484 0.25%

顧客D 製造業 否 36,915 0.22%

顧客E 運送業、倉庫保管業および郵政業 否 36,509 0.22%

顧客F 運送業、倉庫保管業および郵政業 否 31,917 0.19%

顧客G 金融業 否 27,751 0.16%

顧客H 運送業、倉庫保管業および郵政業 否 26,039 0.15%

顧客I 運送業、倉庫保管業および郵政業 否 24,340 0.14%

顧客J 製造業 否 23,491 0.14%

 

市場リスク管理

市場環境の変化に対応しつつ、当行は、市場リスクを統制するため市場リスク管理を引き続き洗練させた。

当行は、金融市場の状況の判断および分析を強化し、「異常」事態を注意深く監督するとともに、リスク調査を
積極的に実施して、異常事態により発生したリスクの相互波及を防止することで、さらに積極的に将来を見据えた
リスク管理にした。当行は、当グループの市場リスク管理体制を最適化しつつ、市場リスクの選好度を見直して、
第一の防衛線および第二の防衛線の間でリスク管理の相乗効果が生まれるよう推し進めた。加えて、当行は、主要
商品の市場リスク管理を統合し、デリバティブの方針および手続を改善して、当グループ全体で一体化されたリス
ク統制を強化した。当行は、市場リスク測定も改善し、システム測定の制度も向上した。当行はまた、新たな規則
の市場リスクへの適用を継続的に推し進める等、規制上の要件を効果的に実施した。市場リスクの詳細について
は、「第６　１　中間財務書類」の要約中間連結財務情報に対する注記Ⅳ.2を参照されたい。

当行は、債券投資事業の市場リスク限度額システムを改善し、クロス・リスク管理を強化した。当行は、証券投
資活動のリスク統制を引き続き強化しつつ、国内債券市場におけるデフォルト・リスクの早期警戒および中国オフ
ショア米ドル建て債券市場の追跡も強化して、投資後の監視能力および早期警戒能力を向上させた。

為替リスクを管理する上で当行は、調達する資金の通貨と運用する通貨とを一致させるよう努めた。当行は、通
貨換算およびヘッジを通じて外国為替エクスポージャーを統制することで、為替リスクを合理的な水準に留めた。

 

銀行勘定における金利リスクの管理

「適合性、包括性および健全性」の原則に基づき、当行は、銀行勘定における金利リスク（IRRBB）の管理を強
化した。効果的な管理を通じて、当行のIRRBB管理戦略は、リスクおよび収益との間の妥当な均衡を維持し、株主
価値を最大化するため、当行のリスク選好度およびリスク・プロファイルならびにマクロ経済情勢および市況等の
要因を検証し、許容可能な水準内でリスクを管理するというものである。

当行は、主に金利再設定のギャップ分析を通じてIRRBBを評価した。当行は、市況の変化に応じて適時、当行の
資産および負債の構成の調整、内部および外部の金利設定戦略の最適化、またはリスク・ヘッジを実施した。

当行は、金利指標改革を非常に重視し、国際業務における優位性を活かして、世界金利指標市場の創設に積極的
に参加し、代替指標金利商品の開発および宣伝で重要な役割を果たした。当行はまた、顧客とのコミュニケーショ
ンを強化することで、予定どおりに残りのLIBOR参照契約の移行を推し進め、移行リスク全般については、効果的
に統制されている。
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流動性リスク管理

当行は、支店、子会社および事業分野を含め、当行および当グループのレベルで流動性リスクの効果的な特定、
計測、監視および統制を行うことを目的として、健全な流動性リスク管理システムの開発に努め、それにより適時
に合理的なコストで確実に流動性の需要を満たした。

当行は、安全性、流動性および収益性の適切な均衡を保ちつつ、規制上の要件に従って、先見的かつ効果的な方
法で流動性リスク管理を改善した。当行は、支店、子会社および事業分野を含め、当行および当グループのレベル
で、流動性リスク管理を強化した。リスクとリターンの間の適切な均衡を図るために、健全な流動性リスク管理方
針および緊急時計画を策定し、定期的に流動性リスクの限度額を再検証し、流動性リスクに関わる早期警戒システ
ムを更新し、質の高い流動性資産の管理を強化した。さらに、定期的に流動性ストレス・テスト計画を改善し、四
半期毎にストレス・テストを実施した。ストレス・テストの結果、当行は危機状況に対応するための十分な支払能
力を有していることが示された。

2022年６月30日現在、当グループの流動性リスク指標は規制上の要件を充足していた。当グループの流動性比率
については、（中国本土の規制当局の関連規定に従い）以下の表のとおりである。

単位％

 2022年 2021年 2020年

指標 監督管理基準 ６月30日現在 12月31日現在 12月31日現在

流動性比率
人民元 ≧25 52.5 49.6 54.5

外貨 ≧25 67.9 69.9 58.6

 

レピュテーション・リスク管理

当行は、全般的なレピュテーション・リスク管理力を高めるため、レピュテーション・リスク管理に関する規制上
の要件を積極的に遵守し、引き続きレピュテーション・リスク管理のためのシステムおよび体制を改善し、レピュ
テーション・リスクの統合的管理を強化した。当行は、潜在的なレピュテーション・リスク要因の調査および事前
警戒に重点を置き、世論の監視を強化し、引き続きレピュテーション・リスクの特定、評価および報告を行い、レ
ピュテーション事由に適切に対応することによって、当行のブランドとしての評判を効果的に保護した。さらに当
行は、従業員の意識を高め、レピュテーション・リスク管理文化を強化するため、引き続きレピュテーション・リ
スク管理に関する研修を実施した。

 

内部統制およびオペレーショナル・リスク管理

内部統制

当行の取締役、上級経営陣および特別委員会は、内部統制および監督に関する職責を誠実に果たしつつ、リスク
の早期警戒および発生防止に重点を置くことで、当グループの業務コンプライアンスの水準を高めた。

当行は、内部統制メカニズムである「３つの防衛線」を引き続き採用した。第一の防衛線は、業務部門および全
ての銀行支店で構成される。第一の防衛線は、現地のリスクおよび統制を担当し、それらについて責任を負う。第
一の防衛線は、方針の策定および実施、取引の審査、統制上の不備に関する報告および是正の準備を含め、業務の
過程で自律したリスク制御および管理機能を果たしている。

当行組織のあらゆるレベルにおける内部統制・リスク管理部門は、第二の防衛線で構成される。これらはリスク
管理および内部統制の全般的な計画、実施、検証および評価、ならびにリスクの特定、測定、監視および統制につ
いて責任を負う。第二の防衛線は、当グループのオペレーショナル・リスクの監視および分析のプラットフォーム
の活用を強化するために第一の防衛線を主導し、従業員による違反および経営陣の説明責任の取り扱いにつき責任
を負っている。主要リスクの定期的な監視を通じ、当行は適時にリスクを特定かつ軽減し、業務のプロセスおよび
システムの最適化を促進した。
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第三の防衛線は、当行の監査部門である。監査部門は、当行の内部統制およびリスク管理の適切性および有効性
に対する内部監査につい責任を負う。リスク志向の原則を遵守しつつ、国家の政策、規制上の要件および当グルー
プの戦略の実施に焦点を当て、監査部門は、監査監督という主たる責任に注力し、重大な潜在的リスクおよび弱点
を注意深く監視するとともに、予定どおりに監査による検査を実施した。監査部門は、より将来を見据えて積極的
に監査を実施し、他の監督機関との協調および連携の仕組みを確立の上、推進するとともに、第一の防衛線および
第二の防衛線の問題を未然に防ぐ能力を向上させた。監査部門は、問題の発見および是正の監督を同等に重視し
た。監査部門は、監査で判明した問題を是正監督する仕組みをさらに改善しつつ、特定された問題の是正プロセス
を整理して明確化し、是正の実施を継続的に監督して、監査結果の活用ならびに是正の質および効果の向上を推進
した。当行はまた、監査計画全体を強化し、監査管理体制の改善を推し進め、監査チームの整備の強化を継続しつ
つ、監査機能のデジタル開発を推進することで、監査監督の効率性をさらに高めた。

当行は、内部統制および訴訟防止のための管理に多大な努力を払い、主たる責任者の責任を統合し、複数の統制
策を講じた。当行は、内部統制の規則、プロセスおよびシステムを着実に改善した上で、高リスク分野における事
件の防止に関する特別キャンペーンを実施することで、内部統制および事件防止管理を継続的に向上させた。当行
はまた、内部統制の調査および調査結果の是正に注力し、警戒活動および教育活動を定期的に実施し、従業員のコ
ンプライアンス意識を向上させ、内部統制を遵守する文化を醸成した。

当行は、「企業内部統制基本規範」およびその補足ガイドラインを引き続き遵守し、合理的な職務委任、明確な
職責、明確な報告系統を特徴とする内部統制ガバナンスおよび組織体制を推進するため、「完全網羅、チェック・
アンド・バランス、慎重、整合（complete coverage, checks and balances, prudence and correspondence）」
の基本原則を遵守することにより、「商業銀行内部統制ガイドライン」も遵守した。

当行は、関連する会計法および会計規則に従い、体系的な財務会計方針の枠組みを構築し実施した。かくして、
当行の会計の基盤は強固となり、財務会計管理の標準化および精密化の水準がさらに高まった。当行は、会計情報
の質の管理を継続的に強化し、基本的会計業務の長期的な仕組みの整備に努め、国内外の支店における優良な会計
基準の実施を引き続き強化した。

不正行為リスクの防止および抑制の強化に焦点を当て、当行は、リスクを積極的に特定、評価、抑制および軽減
した。2022年上半期において当行は、22.9339百万人民元にのぼる外部事件69件の防止に成功した。

 

オペレーショナル・リスク管理

当行は、オペレーショナル・リスク管理システムを継続的に改善した。当行は、リスク統制評価（RACA）、主要
リスク指標（KRI）、損失データ収集（LDC）等のオペレーショナル・リスク管理ツールの活用を促進し、オペレー
ショナル・リスクを特定、評価および監視しつつ、オペレーショナル・リスクを報告する仕組みをさらに標準化す
ることで、絶えずリスク管理方法を改善した。当行はオペレーショナル・リスク管理情報システムを最適化するこ
とにより、システム・サポート能力も増強した。当行はさらに、事業継続管理システムを強化し、業務体制を最適
化しつつ、事業継続方針を強化して、事業影響分析を実施した。当行はまた、緊急時計画を改善し、事業継続訓練
を実施するとともに、新型コロナウイルスのパンデミックに積極的に対応し、当グループの事業継続能力を向上さ
せた。

 

コンプライアンス管理

当行は、当グループの健全な事業運営および持続可能な発展を確実なものとするため、コンプライアンス・リス
ク・ガバナンス体制および管理プロセスを継続的に改善した。当行はまた、マネーロンダリング防止（AML）およ
び制裁のコンプライアンスを管理する仕組みの改善、精緻化された管理の強化、機関投資家マネーロンダリング・
リスク評価の最適化、ならびに取引の監視および報告の強化を実施した。当行は、システムおよびモデルの構築も
強化し、システム機能が向上した。当行は、国外グループ会社のコンプライアンスのための堅固な長期的管理の枠
組みを継続的に強化し、コンプライアンスの管理基盤を統合することで、国外グループ会社のコンプライアンス管
理能力を強化した。当行はまた、全従業員のコンプライアンスに対する意識および能力を強化するために、マネー
ロンダリング防止および制裁コンプライアンスに関する研修管理体制を改善し、様々な形態のコンプライアンス研
修を実施した。

当行は、関連取引および内部取引の管理を継続的に強化し、中国銀行保険監督管理委員会（CBIRC）の新たな関
連取引に関する規制規則の実施を積極的に推進した。当行はまた、関連取引先の管理を改善し、関連取引の管理の
基盤を固めた。当行は、リスクを厳格に統制するため、関連取引および内部取引の監視も強化した。加えて、当行
は、関連取引監視システムおよび内部取引管理システムの改良にも努め、コンプライアンス管理におけるIT活用を
強化した。
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カントリー・リスク管理

当行は、規制上の要件に厳格に従い、カントリー・リスクを包括的リスク管理体制に組み込んでいる。当グルー
プは、カントリー・リスク格付、カントリー・リスク限度額、カントリー・リスク・エクスポージャーの統計およ
び監視、ならびに引当をはじめとする一連の管理ツールを通じて、カントリー・リスクを管理および統制してい
る。2022年上半期において当行は、規制上の要件に厳格に従い、事業開拓上のニーズに基づき、カントリー・リス
ク管理の強化を継続した。当行は継続的に、カントリー格付および限度額の管理がさらに科学的および効率的にな
るようにした。当行はまた、カントリー・リスクの監視を強化し、カントリー・リスクの分析および報告を改善す
るとともに、カントリー・リスク管理体制を強化した。当行は、カントリー・リスク引当金の引当を積極的に推進
し、カントリー・リスクの軽減能力を強化した。カントリー・リスク・エクスポージャーは、カントリー・リスク
が低いまたは比較的低い国と地域に主に集中しており、カントリー・リスク全体は、合理的な水準に抑制された。

 

当該半期中、上記に記載するものを除き、本項の内容について重大な変更はなかった。

 

EDINET提出書類

中国銀行股イ分有限公司(E05981)

半期報告書

 27/160



３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

本項に記載される将来に関する事項は、本書の提出日現在の当行の信念、見通し、目的、期待および見積りに基
づいている。

 

損益計算書の分析

当行は、安定を確保しつつ進歩を追求するという一般原則に従い、パンデミックを防止および封じ込めつつ、業
務および経営を継続するという作業を調整することで、業績は順調に推移した。2022年上半期において、当グルー
プの当期純利益は124.303十億人民元であり、前年同期比で4.86％増加した。当行株主に帰属する利益は119.924十
億人民元であり、前年同期比で6.30％増加した。また、平均総資産利益率（ROA）は0.91％、平均株主資本利益率
（ROE）は11.62％であった。

当グループの連結損益計算書の主要項目および増減は、以下の表のとおりである。

 

  （単位：百万人民元、％を除く。）

項目
2022年６月30日に

終了した６ヶ月間

2021年６月30日に

終了した６ヶ月間
増減

増減率

(％)

     

正味受取利息 223,993 208,773 15,220 7.29%

非金利収益 89,618 94,082 (4,464) (4.74%)

うち、正味受取手数料等 43,145 46,813 (3,668) (7.84%)

経常収益 313,611 302,855 10,756 3.55%

経常費用 (108,912) (102,357) (6,555) 6.40%

資産の減損 (52,810) (52,945) 135 (0.25%)

経常利益 151,889 147,553 4,336 2.94%

税引前利益 152,069 148,302 3,767 2.54%

法人所得税 (27,766) (29,755) 1,989 (6.68%)

当期純利益 124,303 118,547 5,756 4.86%

当行の株主に帰属する利益 119,924 112,813 7,111 6.30%

 

各四半期における当グループの主要な項目の概要は、以下の表のとおりである。

 （単位：百万人民元）

 次のそれぞれの日に終了した３ヶ月間

項目
2022年

６月30日

2022年

３月31日

2021年

12月31日

2021年

９月30日

2021年

６月30日

2021年

３月31日

       

経常収益 152,460 161,151 149,820 153,042 144,989 157,866

当行の株主に帰属する利益 62,173 57,751 53,036 50,710 58,824 53,989

営業活動による正味キャッシュ・フ

ロー／（アウトフロー） 167,397 (294,137) 395,589 (240,907) 108,072 580,504

 

正味受取利息および純利息マージン

2022年上半期において、当グループの正味受取利息は223.993十億人民元であり、前年同期比で15.220十億人民
元（7.29％）増加した。具体的には、受取利息は前年同期比で32.077十億人民元（8.29％）増の419.011十億人民
元であり、支払利息は前年同期比で16.857十億人民元（9.46％）増の195.018十億人民元であった。
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受取利息

2022年上半期において、貸付金に係る受取利息は311.957十億人民元であり、前年同期比で29.099十億人民元
（10.29％）増加した。これは主に、貸付の規模拡大によるものであった。

投資に係る受取利息は79.831十億人民元であり、前年同期比で4.414十億人民元（5.85％）増加した。これは主
に、投資規模の拡大によるものであった。

中央銀行預け金ならびに銀行およびその他の金融機関に対する債券および預け金係る受取利息は27.223十億人民
元であり、前年同期比で1.436十億人民元（5.01％）減少した。これは主に、中央銀行預け金ならびに銀行および
その他の金融機関に対する債券および預け金の残高減少によるものであった。

 

支払利息

2022年上半期の顧客に対する債務に係る支払利息は142.511十億人民元であり、前年同期比で11.961十億人民元
（9.16％）増加した。これは主に、預金の規模拡大および金利上昇によるものであった。

銀行およびその他の金融機関に対する債務ならびに銀行およびその他の金融機関からの預り金に係る支払利息は
30.527十億人民元であり、前年同期比で3.237十億人民元（11.86％）増加した。これは主に、銀行およびその他の
金融機関に対する債務ならびに銀行およびその他の金融機関からの預り金の規模拡大および金利上昇によるもので
あった。

発行済債券に係る支払利息は21.980十億人民元であり、前年同期比で1.659十億人民元（8.16％）増加した。こ
れは主に、発行済債券の規模拡大によるものであった。

 

純利息マージン

2022年上半期において、当グループの純利息マージンは1.76％であり、前年同期と同様、基本的に安定して推移
した。当グループの純利息マージンは、主に以下の要因により影響を受けた。第一に、当行は、実体経済に対する
支援を引き続き強化していたことから、当行の有利子資産に占める顧客に対する貸付金の割合が高まり、中国本土
における顧客に対する人民元建て貸付金の総額に占める人民元建て中長期貸付金の平均残高の割合が74.71％に
なった。第二に、米国連邦準備制度理事会による一連の利上げにより、外貨資産の利回りが上昇した。第三に、当
行は、量と金利の均衡を維持しており、負債費用の抑制を強化しつつ、費用の高い預金を積極的に減少させたこと
で、国内人民元建て負債が比較的安定を維持していた。

当グループの主要な有利子資産および有利子負債の平均残高（注１）および平均金利、ならびに金額要因および
利率要因の変動による受取利息／支払利息への影響（注２）の概要は、以下の表のとおりである。

 

(注１）平均残高は、当グループの管理口座における平均日次残高である（未レビュー）。

(注２）金額要素の変動による受取利息および支払利息への影響は、本報告対象期間中における有利子資産および有利子負債そ

れぞれの平均残高の増減に基づいて計算されている。金利要因の変動による受取利息および支払利息への影響は、本報

告対象期間中における有利子資産および有利子負債それぞれの平均金利の変動に基づいて計算されている。金額要因と

金利要因の双方の変動に関連した影響は、金利要因の変動として区分されている。
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　 （単位：百万人民元、％を除く。）

項目
2022年６月30日に

終了した６ヶ月間

2021年６月30日に

終了した６ヶ月間

受取／支払利息の

変動の分析

 平均残高
受取／

支払利息

平均

金利
平均残高

受取／

支払利息

平均

金利
金額要因 利率要因 合計

         

有利子資産          

　貸付金 16,312,780 311,957 3.86% 14,870,211 282,858 3.84% 27,470 1,629 29,099

　投資 5,560,995 79,831 2.89% 5,127,403 75,417 2.97% 6,386 (1,972) 4,414

　中央銀行預け金ならびに

銀行およびその他の金

融機関に対する債権お

よび預け金 3,790,816 27,223 1.45% 3,955,514 28,659 1.46% (1,192) (244) (1,436)

　合計 25,664,591 419,011 3.29% 23,953,128 386,934 3.26% 32,664 (587) 32,077

有利子負債          

　顧客に対する債務 18,410,058 142,511 1.56% 17,262,586 130,550 1.53% 8,706 3,255 11,961

　銀行およびその他の金融

機関に対する債務およ

び銀行およびその他の

金融機関からの預り金 3,850,595 30,527 1.60% 3,578,637 27,290 1.54% 2,077 1,160 3,237

　発行債券 1,416,223 21,980 3.13% 1,282,185 20,321 3.20% 2,127 (468) 1,659

　合計 23,676,876 195,018 1.66% 22,123,408 178,161 1.62% 12,910 3,947 16,857

正味受取利息  223,993   208,773  19,754 (4,534) 15,220

　純利息マージン   1.76%   1.76%   0Bp

注：

1　投資は、その他の包括利益を通じて公正価値で測定される負債性証券、償却原価で測定される負債性証券、投資信託およ

び資産運用計画等を含む。

2　中央銀行預け金ならびに銀行およびその他の金融機関に対する債権および預け金は、法定準備金、剰余積立金、その他の

中央銀行預け金ならびに銀行およびその他の金融機関に対する債権および預け金を含む。

3　銀行およびその他の金融機関に対する債務ならびに銀行およびその他の金融機関からの預り金は、銀行およびその他の金

融機関に対する債務、銀行およびその他の金融機関からの預り金ならびに中央銀行およびその他のファンドに対する債務

を含む。
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中国本土における貸付金および顧客に対する債務の平均残高および平均金利の事業別内訳の概要は、以下の表の
とおりである。

項目

2022年６月30日に

終了した６ヶ月間

2021年６月30日に

終了した６ヶ月間
増減

平均残高 平均金利 平均残高 平均金利 平均残高 平均金利

中国本土での人民元建て事業 （単位：百万人民元、％を除く。）

貸付金       

　法人向け貸付金 7,255,917 4.03% 6,370,006 4.10% 885,911 (7)Bps

　個人向け貸付金 5,509,110 4.89% 5,129,859 4.84% 379,251 5 Bps

　商業手形 371,973 2.17% 283,806 2.80% 88,167 (63)Bps

　合計 13,137,000 4.34% 11,783,671 4.39% 1,353,329 (5)Bps

うち：       

中長期貸付金 9,814,919 4.73% 8,835,641 4.74% 979,278 (1)Bp

１年以内の短期貸付金およ

びその他 3,322,081 3.17% 2,948,030 3.34% 374,051 (17)Bps

顧客に対する債務       

　法人顧客要求払預金 3,881,743 0.90% 3,651,396 0.80% 230,347 10 Bps

　法人顧客定期預金 2,785,453 2.82% 2,593,370 2.85% 192,083 (3)Bps

　個人顧客要求払預金 2,513,601 0.33% 2,384,806 0.36% 128,795 (3)Bps

　個人顧客定期預金 4,034,755 2.99% 3,593,779 3.09% 440,976 (10)Bps

　その他 767,121 3.16% 704,595 3.26% 62,526 (10)Bps

　合計 13,982,673 1.91% 12,927,946 1.90% 1,054,727 1 Bp

中国本土での外貨建て事業 （単位：百万米ドル、％を除く。）

貸付金 55,964 1.21% 42,468 0.88% 13,496 33 Bps

顧客に対する債務       

　法人顧客要求払預金 81,280 0.16% 70,975 0.27% 10,305 (11)Bps

　法人顧客定期預金 39,442 0.60% 28,403 0.92% 11,039 (32)Bps

　個人顧客要求払預金 27,034 0.01% 26,402 0.01% 632 0 Bp

　個人顧客定期預金 15,781 0.33% 16,812 0.44% (1,031) (11)Bps

　その他 3,194 1.52% 2,472 1.79% 722 (27)Bps

　合計 166,731 0.28% 145,064 0.39% 21,667 (11)Bps

注：「顧客に対する債務　－　その他」の項目は、仕組預金を含む。

 

非利息収益

2022年上半期において、当グループの非利息収益は89.618十億人民元であり、前年同期比で4.464十億人民元
（4.74％）減少した。非利息収益は、経常収益の28.58％を占めた。

 

正味受取手数料等

当グループの正味受取手数料等は43.145十億人民元であり、前年同期比で3.668十億人民元（7.84％）減少し
た。正味受取手数料等は、経常収益の13.76％を占めた。かかる減少は、国内外の資本市場の変動に伴う、株式代
行手数料収入やファンド代行販売収入の検証によるものであった。一方、当行は実体経済を積極的に支援し、手数
料引下げ要件を実施した結果、収益が減少した。証券保管「第６　１　中間財務書類」の要約中間連結財務情報に
対する注記Ⅲ.２を参照されたい。

 

その他の非利息収益

当グループのその他の非利息収益は46.473十億人民元であり、前年同期比で0.796十億人民元(1.68％)減少し
た。これは主に、正味トレーディング収益および正味金融資産譲渡益の減少によるものであった。「第６　１　中
間財務書類」の要約中間連結財務情報に対する注記Ⅲ.３、４および５を参照されたい。
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経常費用

2022年上半期において、当グループの経常費用は108.912十億人民元であり、前年同期比で6.555十億人民元
（6.40％)増加した。当グループの費用/収益比率(中国本土の規制に従い計算されたもの。)は25.08％であり、引
き続き比較的低水準を維持した。当行は、引き続き慎重で倹約的な事業運営を行った。当行は、投入および産出の
効率性を継続的に向上させ、費用および支出の管理を強化するため、費用構造を積極的に最適化し、市場拡大およ
びデジタル・トランスフォーメーション等の主要分野により多くの資源を割り当て、事務管理費用の支出を継続的
に削減した。「第６　１　中間財務書類」の要約中間連結財務情報に対する注記Ⅲ.６および７を参照されたい。

 

資産の減損損失

2022年上半期において、当グループの資産の減損損失は52.810十億人民元であり、前年同期比で0.135十億人民
元（0.25％)減少した。具体的には、当グループの貸付金等の減損損失は45.576十億人民元であり、前年同期比で
2.174十億人民元（4.55％)減少した。当行は、引き続き企業リスク管理システム（ERM）を改善し、積極的かつ先
見的なリスク管理手法を継続的に採用することによって、比較的安定した信用資産の質を確保した。同時に当行
は、慎重かつ堅実なリスク引当方針を厳格に遵守することで、適切なリスク容認能力を維持した。貸付金貸出金の
質および貸倒引当金の詳細については、「２　事業等のリスク　－　リスク管理　－　信用リスク管理」、ならび
に「第６　１　中間財務書類」の要約中間連結財務情報に対する注記Ⅲ.８および16ならびに注記Ⅳ.１を参照され
たい。

 

財政状態の分析

当行は、新たな発展理念を掲げ、事業戦略を大幅に調整し、事業構造を継続的に改善することで、資産および負
債が着実に増加した。2022年６月30日現在において、当グループの総資産は28,052.758十億人民元であり、前年度
末比で1,330.350十億人民元（4.98％）増加した。当グループの負債総額は25,608.006十億人民元であり、前年度
末比で1,236.151十億人民元（5.07％）増加した。

当グループの連結財政状態計算書の主要項目は、以下の表のとおりである。

（単位：百万人民元、％を除く。）

項目 2022年６月30日現在 2021年12月31日現在

 金額 割合(％) 金額 割合(％)

資産     

顧客に対する貸付金等（純額） 16,537,489 58.95% 15,322,484 57.34%

投資 6,248,071 22.27% 6,164,671 23.07%

中央銀行預け金 2,142,398 7.64% 2,228,726 8.34%

銀行およびその他の金融機関に対する

債権および預け金 1,829,587 6.52% 1,842,711 6.90%

その他の資産 1,295,213 4.62% 1,163,816 4.35%

総資産 28,052,758 100.00% 26,722,408 100.00%

負債     

顧客に対する債務 19,548,227 76.34% 18,142,887 74.44%

銀行およびその他の金融機関に対する

債務、銀行およびその他の金融機関

からの預り金ならびに中央銀行に対

する債務 3,634,271 14.19% 4,046,063 16.60%

その他の借入金 1,483,575 5.79% 1,415,032 5.81%

その他の負債 941,933 3.68% 767,873 3.15%

負債総額 25,608,006 100.00% 24,371,855 100.00%

 

注：その他の借入金は、発行債券およびその他の借入金を含む。
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顧客に対する貸付金等

当行は、大手国有銀行としての責任を真摯に果たし、実体経済の支援を強化するとともに、貸付規模を着実に増
加させた。当行は、インクルーシブ・ファイナンス、グリーン・ファイナンスおよび戦略的新興産業をはじめとす
る主要分野の支援を増大し、信用構造を引き続き改善した。当行は、主要な地域戦略および協調的な地域開発戦略
を全面的に実行し、地方経済および人民の生活の発展に効果的に貢献した。2022年６月30日現在において、当グ
ループの顧客に対する貸付金等は16,953.221十億人民元であり、前年度末比で1,240.647十億人民元（7.90％）増
加した。具体的には、当グループの顧客に対する人民元建て貸付金等は13,779.576十億人民元であり、前年度末比
で1,020.918十億人民元（8.00％）増加した。一方、外貨建て貸付金は472.874十億米ドルであり、前年度末比で
9.565十億米ドル（2.06％）増加した。

当行は包括的なリスク管理構造を継続的に改良し、マクロ経済状況の変化を注意深く監視しつつ、主要分野にお
けるリスクの特定および統制を効果的に強化し、不良債権資産（NPA）の回収および解消に注力することによっ
て、比較的安定した資産の質を維持した。2022年６月30日現在において、当グループの貸倒引当金の残高は
416.425十億人民元であり、前年度末比で25.884十億人民元増加した。当グループの不良債権化した条件緩和貸付
金の残高は25.503十億人民元であり、前年度末比で2.290十億人民元増加した。

 

当グループの顧客に対する貸付金等の構成は、以下のとおりである。

 

（単位：百万人民元、％を除く。）

 2022年６月30日現在 2021年12月31日現在

項目 金額 割合（％) 金額 割合（％)

法人向け貸付金     

中国本土：人民元建て 8,060,118 47.54% 7,161,416 45.58%

外貨建て 373,734 2.21% 329,463 2.10%

香港(中国)、マカオ(中国)、台湾(中国)

およびその他の国と地域 2,228,300 13.14% 2,090,365 13.30%

小計 10,662,152 62.89% 9,581,244 60.98%

個人向け貸付     

中国本土：人民元建て 5,581,755 32.93% 5,461,645 34.76%

外貨建て 828 0.00% 735 0.00%

香港(中国)、マカオ(中国)、台湾(中国)

およびその他の国と地域 666,871 3.93% 631,370 4.02%
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小計 6,249,454 36.86% 6,093,750 38.78%

未払利息 41,615 0.25% 37,580 0.24%

貸付金合計 16,953,221 100.00% 15,712,574 100.00%

 

投資

当行は金融市場の動きを注意深く追跡し、投資活動を合理的なペースに維持しながら、ポートフォリオを大幅に
調整した。2022年６月30日現在において、当グループの投資残高は6,248.071十億人民元であり、前年度末比で
83.400十億人民元（1.35％）増加した。具体的には、当グループの人民元建て投資残高は4,866.746十億人民元で
あり、前年度末比で89.850十億人民元（1.88％）増加した一方、外貨建て投資残高は205.818十億米ドルであり、
前年度末比で11.848十億米ドル（5.44％）減少した。
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当グループの投資ポートフォリオの内訳は、以下の表のとおりである。

 

項目
（単位：百万人民元、％を除く。）

2022年６月30日現在 2021年12月31日現在

 金額 割合(％) 金額 割合(％)

損益を通じて公正価値で測定される金融

資産 540,009 8.64% 561,642 9.11%

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定される金融資産 2,379,585 38.09% 2,389,830 38.77%

償却原価で測定される金融資産 3,328,477 53.27% 3,213,199 52.12%

合計 6,248,071 100.00% 6,164,671 100.00%

 

投資の通貨別内訳

 （単位：百万人民元、％を除く。）

項目
2022年６月30日現在 2021年12月31日現在

金額 割合(％) 金額 割合(％)

人民元 4,866,746 77.89% 4,776,896 77.49%

米ドル 783,701 12.54% 801,236 13.00%

香港ドル 239,951 3.84% 260,080 4.22%

その他 357,673 5.73% 326,459 5.29%

合計 6,248,071 100.00% 6,164,671 100.00%

 

グループが保有する金融機関債金額上位10件の状況

（単位：百万人民元、％を除く。）

債券名称 額面価格 年間金利 満期日 減損引当金

2019年政策銀行債 15,049 3.48% 2029-01-08 ‒

2018年政策銀行債 13,580 4.98% 2025-01-12 ‒

2019年政策銀行債 12,927 3.65% 2029-05-21 ‒

2020年政策銀行債 12,888 2.96% 2030-04-17 ‒

2017年政策銀行債 11,730 4.39% 2027-09-08 ‒

2018年政策銀行債 11,098 4.88% 2028-02-09 ‒

2018年政策銀行債 10,730 4.73% 2025-04-02 ‒

2020年政策銀行債 10,043 3.23% 2030-03-23 ‒

2022年金融機関債 9,000 3.45% 2032-06-17 ‒

2021年政策銀行債 8,839 3.07% 2024-03-24 ‒

 

注：金融機関債とは、金融機関が債券市場で発行した負債性証券を指し、これは政策銀行、他の銀行およびノンバンク金融機

関が発行した債券を含むが、条件変更債券およびPBOC手形を除く。

 

顧客に対する債務

預金の規模および金利設定の双方を改善するため、当行は、商品およびサービスの革新を継続的に加速し、シナ
リオ・ベースの金融サービス・エコシステムの構築を改善することで、金融サービスの提供を強化し、顧客の金融
資産の規模を拡大した。当行は、給与支払代行、第三者証券保管、現金管理および社会保障カードからを含め、預
金の源泉を積極的に多角化し、国内人民元建て預金の増加は過去最高となった。当行は、預金の資金調達費用を効
果的に制御し、預金業務の発展の質は継続的に向上した。2022年６月30日現在において、当グループの顧客に対す
る債務は19,548.227十億人民元であり、前年度末比で1,405.340十億人民元（7.75％）増加した。具体的には、当
グループの顧客に対する人民元建て債務は15,330.580十億人民元であり、前年度末比で1,182.360十億人民元
（8.36％）増加した一方、顧客に対する外貨建て債務は628.430十億米ドルであり、前年度末比で1.884十億米ドル
（0.30％）増加した。
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（単位：百万人民元、％を除く。）

 2022年６月30日現在 2021年12月31日現在

項目 金額 割合（％) 金額 割合（％)

法人顧客預金     

中国本土：人民元建て 7,508,716 38.41% 6,949,089 38.30%

外貨建て 700,509 3.59% 746,501 4.12%

香港(中国)、マカオ(中国)、台湾(中国)お

よびその他の国と地域

2,009,777 10.28% 1,899,896 10.47%

小計 10,219,002 52.28% 9,595,486 52.89%

個人顧客預金     

中国本土：人民元建て 7,286,159 37.27% 6,635,794 36.58%

外貨建て 309,881 1.59% 293,935 1.62%

香港(中国)、マカオ(中国)、台湾(中国)お

よびその他の国と地域

1,243,694 6.36% 1,157,382 6.38%

小計 8,839,734 45.22% 8,087,111 44.58%

譲渡性預金およびその他 489,491 2.50% 460,290 2.53%

預金合計 19,548,227 100.00% 18,142,887 100.00%

 

注：「譲渡性預金およびその他」には未払利息が含まれる。

 

株主資本

2022年６月30日現在において、当グループの株主資本合計は2,444.752十億人民元であり、前年度末比で94.199十
億人民元（4.01％）増加した。これは主として、下記の要因によるものであった。
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(1)　2022年上半期における当グループの当期純利益は124.303十億人民元であり、うち当行株主に帰属する利益は
119.924十億人民元であったこと。

(2)　当行は、積極的かつ慎重に外部資本調達プロジェクトを推し進め、国内市場において50.0十億人民元の無期
限資本債を発行したこと。

(3)　年次株主総会で承認された2021年度配当分配計画に従い、普通株式の配当金65.060十億人民元が支払われた
こと。

(4)　当行は、優先株式の配当4.4595十億人民元および無期限資本債の利息5.200十億人民元を支払ったこと。

詳細については、「第６　１　中間財務書類」の要約中間連結財務書類における「要約連結持分変動計算書」を
参照されたい。

 

キャッシュ・フローの分析

2022年６月30日現在において、当グループの現金および現金同等物の残高は1,882.314十億人民元であり、前年
度末比で93.317十億人民元減少した。

2022年上半期における営業活動による正味キャッシュ・フローは、126.740十億人民元の資金流出であり、前年
同期における688.576十億人民元の資金流入とは対照的であった。これは主に、中央銀行に対する債務、銀行およ
びその他の金融機関に対する債務ならびに銀行およびその他の金融機関からの預り金が、前年同期の純増とは対照
的に純減したことによるものであった。

投資活動による正味キャッシュ・フローは、85.538十億人民元の資金流出であり、前年同期比で91.847十億人民
元減少した。これは主に、金融投資の処分益および満期償還金の増加によるものであった。

財務活動による正味キャッシュ・フローは、77.116十億人民元の資金流入であり、前年同期の8.606十億人民元
の資金流出とは対照的であった。これは主に、普通株主に対する配当支払時期の違いによるものであった。
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セグメント情報

当グループは、地理的セグメントおよび事業セグメントの双方で業務を管理している。地理的な観点から、当グ
ループは、中国本土、香港（中国）、マカオ（中国）、台湾（中国）およびその他の国と地域という３つの主要地
域で事業を展開している。事業の観点から、当グループは、法人向け銀行業務、個人向け銀行業務、資金運用、投
資銀行業務、保険業務およびその他の業務という６つの主要事業セグメントを通じて金融サービスを提供している

当グループの主要地理的セグメント別経常収益は、以下の表のとおりである。

 

（単位：百万人民元、％を除く。）

項目
2022年６月30日に終了した

６ヶ月間

2021年６月30日に終了した

６ヶ月間

 金額 割合(％) 金額 割合(％)

中国本土 247,691 78.74% 237,960 78.33%

香港(中国)、マカオ(中国)および台湾(中国) 55,560 17.66% 55,579 18.29%

その他の国と地域 11,335 3.60% 10,279 3.38%

控除 (975) ‒ (963) ‒

当グループ 313,611 100.00% 302,855 100.00%

 

注：各地理的セグメントの経常収益の割合は、控除前の金額に基づき計算されている。

 

当グループの主要事業セグメント別経常収益は、以下の表のとおりである。

 

（単位：百万人民元、％を除く。）

項目
2022年６月30日に終了した

６ヶ月間

2021年６月30日に終了した

６ヶ月間

 金額 割合(％) 金額 割合(％)

商業銀行業務 279,788 89.22% 266,952 88.15%

うち：法人向け銀行業務 107,870 34.40% 104,698 34.57%

個人向け銀行業務 117,287 37.40% 111,781 36.91%

資金運用 54,631 17.42% 50,473 16.67%

投資銀行業務および保険業務 23,556 7.51% 22,603 7.46%

その他および控除 10,267 3.27% 13,300 4.39%

当グループ 313,611 100.00% 302,855 100.00%

 

当グループの地理的セグメント別および事業セグメント別のその他の経営成績および財政状態については、「第
６　１　中間財務書類」の要約中間連結財務情報に対する注記Ⅲ.31を参照されたい。
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公正価値測定

公正価値で測定される金融商品の変動

 （単位：百万人民元）

項目
2022年６月30日

現在

2021年12月31日

現在
変動

構成価値で測定される銀行およびその他の金

融機関に対する預け金および貸付金 5,137 ‒ 5,137

損益を通じて公正価値で測定される金融資産    

負債性証券 327,558 356,462 (28,904)

資本性金融商品 102,807 102,268 539

ファンド投資およびその他 109,644 102,912 6,732

公正価値で測定される顧客に対する貸付金等 489,876 355,600 134,276

その他の包括利益を通じて公正価値で　　　

測定される金融資産    

負債性証券 2,355,504 2,363,078 (7,574)

資本性金融商品およびその他 24,081 26,752 (2,671)

デリバティブ金融資産 155,953 95,799 60,154

デリバティブ金融負債 (128,807) (89,151) (39,656)

公正価値で測定される銀行およびその他の金

融機関に対する債務および銀行およびその

他の金融機関からの預り金 (67) (162) 95

公正価値で測定される顧客に対する債務 (25,569) (31,311) 5,742

公正価値で発行される債券 (2) (317) 315

負債性証券のショートポジション (24,725) (12,458) (12,267)

 

当行は、公正価値測定のための健全な内部統制体制を整備している。「商業銀行の市場リスク管理に関する指
針」、「商業銀行における金融商品の評価に関する規制上の指針」、原価会計基準（CAS）およびIFRSに従い、新
BIS自己資本比率規制を参照しながら、国際銀行の評価に関する模範的慣行を参考にして、当行は、金融商品の公
正価値測定を標準化し、正確な財務情報を適時に開示できるよう、「中国銀行股份有限公司の金融商品の公正価値
評価に関する方針」を策定した。当グループの公正価値測定の詳細については、「第６　１　中間財務書類」の要
約中間連結財務情報に対する注記Ⅳ.４を参照されたい。

 

その他の財務情報

株主資本および当期純利益については、当行がIFRSに従って作成したものとCASに従って作成したものの間に差
異はない。
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事業レビュー

報告期間中において当行は、国家戦略に忠実に従い、当グループの第14次５ヶ年計画の実施を推し進めた。市場ポ
ジショニングおよび比較優位性を明確に認識した上で、当行は、国内外における二重の循環の流れを円滑にするた
め、国内商業銀行を「一体」、グローバル化および統合を「両翼」として、戦略的発展様式の創造に向けた取組み
を加速させた。実体経済への貢献という初志を貫き、当行は、あらゆる努力分野において国家の新たな発展理念を
全面的かつ正確に適用した。当行はまた、「金融サービス力強化のための８つの優先分野」の開発加速化に重点を
置いて、金融業界におけるサプライ・サイドの構造改革を深化させていく上で必要な措置を講じた。デジタル時代
を受け入れるため、当行は、デジタル・トランスフォーメーション加速化の取組みの一環として、ビッグデータ、
クラウド・コンピューティング、人工知能、ブロックチェーンおよび５Gモバイル通信をはじめとする各種テクノ
ロジーの活用を強化した。底線思維をしっかりと念頭に置いて、当行は、リスクに対してより強力な防衛線の構
築、リスクの解消および課題への対処に努めたことで、包括的なリスク管理の効率性を継続的に向上させた。

 

中国本土における商業銀行業務

当行の中国本土における商業銀行業務は、国家の戦略的発展の優先事項に沿って、主要な地域、主要な事業およ
びプロジェクトを重視した。当行は、商品革新を強化し、顧客口座基盤を固め、持続可能な開発能力を引き続き向
上させ、「主体」として要となる役割を効果的に果たした。2022年上半期における中国本土での商業銀行業務の経
常収益は241.873十億人民元であり、前年同期比で8.655十億人民元（3.71％）増加した。詳細は、以下の表のとお
りである。

 

（単位：百万人民元、％を除く。）

項目 2022年６月30日に終了した６ヶ月間 2021年６月30日に終了した６ヶ月間

 金額 割合(％) 金額 割合(％)

法人向け銀行業務 95,836 39.62% 91,574 39.27%

個人向け銀行業務 111,429 46.07% 103,312 44.30%

資金運用業務 35,712 14.76% 36,669 15.72%

その他 (1,104) (0.45%) 1,663 0.71%

合計 241,873 100.00% 233,218 100.00%

 

法人向け銀行業務

質の高い開発に焦点を当てて、当行は、より効率的かつ効果的に実体経済に貢献できるよう、法人向け金融サー
ビスの変革を引き続き推進した。当行は、テクノロジー・ファイナンス、グリーン・ファイナンス、インクルーシ
ブ・ファイナンス、サプライ・チェーン・ファイナンス、県域ファイナンス、戦略的新興産業および製造等の主要
分野における質の高い開発の支援を優先することで、国家経済の変革および向上に貢献した。当行はまた、国家が
戦略的科学技術の優位性を高めることができるよう、先進製造業およびデジタル経済関連産業において中核的顧客
グループを積極的に拡大した。加えて、当行は、その財源により北京・天津・河北地区、雄安新区、長江デルタ、
広東・香港・マカオ大湾区および海南自由貿易港をはじめとする主要地域の開発の進展を加速することで、協調的
な地域開発のための国家戦略を支援した。顧客のニーズおよび体験を中心に、当行は、運用資産（AUM）の規模を
急速に拡大し、その総合運営会社と密接に協力し、精緻な顧客グループの分類に基づく差別化された精密なマーケ
ティングを行った。当行はまた、金融商品全体（FPA）の管理を促進し、当グループの総合的な業務の優位性を十
分に発揮して、全ての顧客の多様な金融ニーズに応えるべく、「投資、貸付、債券、株式、保険およびリーシン
グ」という全商品ラインを網羅する総合サービス・ソリューションを提供した。当行は、2022年北京オリンピック
冬季競技大会およびパラリンピック冬季競技大会のために質の高い金融サービスを提供するためあらゆる努力を
し、冬季オリンピック開催期間中にデジタル人民元の試験を実施して成功を収め、グリーン建設、低炭素運営およ
び炭素排出許容枠の相殺を通じて、イベント関連の金融サービスのすべてがカーボン・ニュートラルになるように
した。当行は、「感染ゼロ、事故ゼロ、過誤ゼロ、苦情ゼロ」の達成も実現することで、冬季オリンピックの成功
に大きく貢献した。当行は、３競技会場に５つの臨時店舗および４つのセルフ・サービス・センターを設置し、
8,687の法人顧客および個人顧客からの10,100件の取引を引き受けた。冬季オリンピック会場内では、セルフ・
サービス方式の各種機器および装置を通じて計12,000件の取引を取り扱った。当行は累計で、ユニオンペイ長城氷
雪デビット・カード20.75百万枚、ビザ冬季五輪デビット・カード11,900枚、冬季五輪クレジットカード1.92百万
枚を発行した。2022年上半期における当グループの中国本土での法人向け銀行業務の経常収益は95.836十億人民元
であり、前年同期比で4.262十億人民元（4.65％）増加した。
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法人顧客預金

顧客中心主義を掲げ当行は、発展基盤の強化を継続し、科学的分類および的を絞った政策の実施を通じて、包括
的な階層型マーケティング管理システムの構築に引き続き努めた。顧客の多様な金融ニーズに焦点を当てて、当行
は、産業を超えたサービス、包括的なマーケティング認知および全面的なサービス力をさらに強化し、運用資産の
規模拡大に努めた。さらに、国内外の二重の循環を積極的に取り入れることにより、当行は、国内決済および国際
決済のための事業商品チャネルを結び付けることに努め、支払および決済の取引高を増加させ、資金保持能力を高
め、預金業務の健全かつ持続可能な開発を後押した。当行は、行政機関業務の戦略的位置付けに重点を置き、国家
戦略の実施に貢献し、経済安定化の要件を充足した。当行は、デジタル・トランスフォーメーションも加速させ、
スマートな行政サービスのエコシステムの構築を推し進め、「本店と本部」のつながりを強化し、顧客基盤を固
め、市場拡大力を継続的に向上させた。2022年６月30日現在において、当グループの商業銀行業務の中国本土での
人民元建て法人顧客預金残高は7,508.552十億人民元であり、前年度末比で559.627十億人民元（8.05％）増加し
た。この増加は、過去10年で最高額であり、日常的な平均預金の市場シェアは継続的に拡大した。外貨建て法人顧
客預金残高は104.376十億米ドルであり、業界１位を確保した。

 

法人向け貸付金

当行はその責任を積極的に果たし、国家の開発戦略を深く実施し、実体経済への貢献の質および効率を効果的に
向上させた。当行は、近代産業システムの開発に専念し、国家の科学技術での戦略的強みを高める取組みを支援し
た。当行はまた、サービスの焦点の伝統産業から新規産業、新規事業形態および新規ビジネス・モデルへの転換を
積極的に推進し、戦略的新興産業への与信を増額した。当行は、国家の協調的な地域開発戦略の推進にも努め、産
業の高度化および移転のみならず、北京・天津・河北地区および雄安新区の都市クラスターの発展を支援した。当
行はまた、長江デルタにおいて先進製造業、高品質サービス業、新規インフラ整備、新たな都市化等のセクターへ
の投資を増加させ、広東・香港・マカオ大湾区においてテクノロジー・ファイナンス、産業ファイナンスおよびク
ロスボーダー・ファイナンスのセクターに起因する機会を積極的に捉えた。当行は、現地の状況に応じた方針を採
用し、黄河流域の生態保護の加速的な開発、現代的な農業および畜産の発展、新たな都市化、インフラの接続性、
ならびに伝統産業の高度化および変革を追求した。当行は、成都・重慶の経済界における金融面のつながりを推進
する取組みをさらに推し進め、新たな消費形態を精力的に下支えした。加えて、当行は、海南自由貿易港の開発お
よび海南のスマート化にも貢献し、当行を自由貿易港にとって最初に選ばれる銀行として位置付けた。内需拡大と
いう国家戦略に貢献するため、当行は、消費のための支援を強化し、消費の高度化という新たな潮流を活用し、シ
ナリオ・エコシステムの構築を加速した全ての者に共通の繁栄をもたらすため、当行は、インクルーシブ・ファイ
ナンス・サービスを継続的に強化し、オンライン商品で飛躍を遂げた。当行はまた、国家の農村活性化戦略を積極
的に取り入れ、農業近代化への支援を強化した。国家の生態保全戦略に貢献するため、当行はさらに、グリーン・
ファイナンスの発展をさらに後押ししつつ、関連商品・サービスを改良した。これは、ひいては経済社会の持続可
能な発展を支援することとなり、当行がグリーン・ファイナンスというブランド評価を構築する上で役立った。当
行は、一帯一路構想に確かな金融サービスを提供し、中国企業の「世界進出」のための取組みおよび国外の経済貿
易協力を強化することにより、中国経済の質の高い開放に貢献した。2022年６月30日現在において、当行の中国本
土業務での人民元建ての法人向け貸付金残高は8,017.478十億人民元であり、前年度末比で893.831十億人民元
（12.55％）増加した。この増加は前年同期の金額を上回るものであった。一方、外貨建ての法人向け貸付金残高
は55.686十億米ドルであり、前年度末比で4.011十億米ドル（7.76％）増加し、業界トップを維持した。具体的に
は、前年度末比で、テクノロジー・ファイナンスの貸付金は17.21％増、戦略的新興産業に対する貸付金は67.00％
増および、製造業に対する貸付金は15.64％増となった。
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金融機関向け業務

当行は引き続き、総合金融サービスのプラットフォームを構築し、様々な金融機関との全面的な連携を深め、顧
客基盤で主位を維持した。当行は、世界の金融機関約1,200行とコルレス関係を維持し、116の国と地域のコルレス
銀行のために1,417のクロスボーダー人民元決済口座を開設し、国内銀行の中で主導的な地位を確保した。当行
は、人民元建てクロスボーダー銀行間決済システム（CIPS）を推進し、国内外の金融機関573行との間接参加者の
ための協力協定に調印し、業界最大の市場シェアを獲得した。当行の適格外国人投資家（QFI）向け証券保管業務
ならびに外国中央銀行およびその他の国家機構向け代理業務は、顧客基盤および事業規模の双方で業界トップの地
位を獲得した。当行は、銀行間上場投信債市場連結事業を促進するため、初の決済銀行の一つとなり、上海上場B
種株式と香港上場H種株式との交換で独占的決済銀行として初の取引の支援に成功した。当行は、自由貿易区にお
ける初のグリーン資産担保証券の発行およびその手取金の送金で、中央国債登記結算有限責任公司（CCDC）を支援
したことにより、金融ファクタリング市場においてブランド・イメージを強化した。当行はまた、アジアインフラ
投資銀行（AIIB）、新開発銀行（NDB）およびその他の多国間開発機関との協力を強化した。当行は、パンダ債の
発行で主幹事およびリード・ブックランナーを務め、AIIBおよびNDBそれぞれを支援した他、NDBの中国本土初とな
る超国家機関向け保険事業のマーケティングにも成功した。2022年６月30日現在、当行は、金融機関からの預かり
外貨預金で市場シェア第１位を獲得しており、証券保管されている第三者資金で市場シェアをさらに拡大した。

 

取引銀行業務

フィンテック革新の動向および顧客の総合金融ニーズに積極的に応じて、当行は、取引銀行業務を精力的に発展
させた。当行は、「安定した対外貿易の確保」という政策の要請のために財政支援を引き続き強化し、「対外貿易
安定化のための対外貿易の質の高い発展の支援およびクロス・シクリカル調整に関するBOC行動計画」および「二
重循環という新たな発展様式創出に向けて地域包括的経済連携（REP）自由貿易区において新たな機会を捉えるた
めの行動計画」を発表した。当行は、質の高い貿易の発展を支援するため「100+10000」キャンペーンを展開し、
第131回中国輸出入商品交易会（以下「広東交易会」という。）を全面的に支援した。さらに、当行は、国際貿易
決済業務、クロスボーダー人民元決済業務、クロスボーダー保証業務およびクロスボーダー現金プール業務で市場
トップを維持した。当行は、サプライ・チェーン・ファイナンスのデジタル化されたインテリジェントなシナリ
オ・ベースの発展も推進し、新たなオンライン・ファイナンス商品「BOCスマート・チェーン • 融易信」を発売

し、産業チェーンの多層上流サプライヤー向けの無担保ファクタリング融資サービスの全プロセスをオンライン化
した。加えて、「BOCスマート・チェーン • BOCコールドチェーン物流チェーン」も、コールドチェーン物流の全

業界チェーン向けに金融サービスを提供する目的で導入された。当行は、取引銀行業務のデジタル・トランス
フォーメーションを加速させ、「BOCクロスボーダー送金STP」および「BOCクロスボーダーe単通」をはじめとする
商品を革新的に発売し、「グローバル・キャッシュ・マネジメント・プラットフォーム+」の商品体制を継続的に
改善し、顧客体験をさらに向上させるため、「BOCインテリジェント・ファンド監督サービス」体制のバージョン
およびアップグレードを加速させた。当行は、対外貿易における新たなビジネス様式に向けて金融商品体制を改善
し、クロスボーダー電子商取引、市場調達貿易および海外倉庫等の新たなビジネス様式で提携先の輪を引き続き拡
大した。当行は、口座開設方法の最適化を継続したことで、零細企業および小規模企業に「簡単な口座開設」サー
ビスを提供するとともに、法人向け口座サービスの効率性を向上させるため、政府の「ワンストップ」プラット
フォームを通じて口座開設予約サービスを推進した。
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インクルーシブ・ファイナンス業務

当行は、経済安定化に向けた国家の決定および計画を断固として実行し、あらゆる面で規制当局の政策要件に従
い、零細企業および小規模企業のインクルーシブ・ファイナンスに対するニーズに焦点を当てて、質の高い効率的
なインクルーシブ・ファイナンス・サービスで実体経済の発展を後押しした。当行は、零細企業および小規模企業
向けの金融サービスの供給を最適化するため、「零細企業および小規模企業向け貸付に対する自信、意欲、可能性
および能力の長期的メカニズムに関する30の施策」を発表した。当行は、パンデミックの防止および封込めが行わ
れていた最中にも財政支援を提供し、事業を継続させるため緊急措置を講じた。当行は、「雇用促進のためのイン
クルーシブ・ローン」行動計画を通じて雇用の安定化および促進に寄与し、パンデミックの影響を受けた関連業界
の企業に複数回にわたり一括支援を提供するため、「サプライ・チェーン向けインクルーシブ・ローン」でプラッ
トフォーム運営業者と協力して独占的なサービスを開始した。当行は、主要分野における金融サービスを強化し、
特徴のある店舗の開発を促進するとともに、「専門的な企業、洗練された企業、特徴のある企業および革新的な企
業向けBOCインクルーシブ・サービス」のための特別キャンペーンを展開し、零細および小規模の対外貿易会社向
けの「バンカシュアランス協力」を導入した。加えて、当行は、起業および雇用等の新たな市民の多様な金融ニー
ズを支えるため、10つの施策を発表した。当行は、インクルーシブ・ファイナンスのデジタル・トランスフォー
メーションを加速させ、「工業用住宅ローン」および「オンライン住宅ローン」等のオンライン・インクルーシ
ブ・ファイナンス商品を発売した。当行はさらに、信用情報の共有および活用を強化し、商品機能を継続的に改善
するとともに、インテリジェント・リスク統制体制を強化した。2022年６月30日現在において、当行の零細企業お
よび小規模企業に対するインクルーシブ・ファイナンス・ローンの残高は1,105.0十億人民元であり、前年同期比
で41.38％増加、前年度末比で25.36％増加し、当行のローン全体の増加率を上回った。零細企業および小規模企業
の顧客数は0.7百万社近くであり、期首よりも増加した。2022年上半期における零細企業および小規模企業に対す
る新規インクルーシブ・ファイナンス・ローンの平均年利は3.87％であった。零細企業および小規模企業向けロー
ンの質は、安定した管理可能な水準で推移した。

 

年金業務

当行は、企業年金、職業年金および従業員福利制度等の各種商品を提供し、インクルーシブ年金ファイナンスお
よびその他のシナリオ・ベースの金融サービスのエコシステムの構築する取組みを強化し、年金業務の戦略的配置
の加速化させることで、あらゆる面でシルバー経済の発展を支援した。2022年６月30日現在において、当行が信託
保有する年金基金残高は156.124十億人民元であり、年度末比で14.579十億人民元（10.30％）増加した。当行で開
設された企業年金個人口座数も3.7757百万口座に達し、前年度末比で99,800口座（2.72％）増加した。保管年金資
産は860.695十億人民元であり、前年度末比で77.193十億人民元（9.85％）増加した。当行は、17,000社を超える
法人顧客に企業年金サービスを提供した。

 

法人向け銀行業務のデジタル・トランスフォーメーション

当行は、制度の効果の管理を継続的に最適化し、浸透し洗練された管理能力を強化するため、法人向け銀行業務
の顧客のためのグローバル・サービス・プラットフォームの機能を継続的に改善し、プラットフォームの宣伝およ
び活用を加速させ、プラットフォームのデータ基盤を充実させるとともに、マルチ・シナリオに基づいたマーケ
ティング洞察力を通じて新規顧客を獲得し、統一化されたデータ分析基盤力も構築して、様々な事業分野の法人顧
客の差別化管理を支援した。当行は、リスク管理およびコンプライアンスを向上させるためにテクノロジーを採用
し、地方政府に対する融資業務でコンプライアンス要件を実施し、債務監視・セキュリティ照会システムを導入し
た。インテリジェンスを通じてグリーン・ファイナンスを強化するグリーン・ファイナンス管理体制の第一段階
が、グリーン・ファイナンス業務から生じる環境上の利益のインテリジェントな特定および測定を実現する目的で
開始された。

 

個人向け銀行業務

顧客中心主義のもと、プロフェッショナルの育成という理念に従い、当行は、個人向け銀行業務をウェルス・マ
ネジメントを柱、クロスボーダー・ファイナンスおよび消費者金融を特徴、主要地域を躍進の推進力とする単一の
業務にした。当行は、発展の勢いを下支えすることに引き続き努め、デジタル・トランスフォーメーションを包括
的に加速させ、個人向け銀行業務の質の高い発展の推進を継続した。2022年上半期における当行の中国本土での個
人向け銀行業務の経常収益は111.429十億人民元であり、前年同期比で8.117十億人民元（7.86％）増加した。
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口座管理業務

「人民のためのファイナンス」という理念を掲げ当行は、個人向け銀行業務の口座サービスで長期的に有効な仕
組みを構築し、新たな市民のために金融サービスを最適化し、フレキシブル労働者が個人給与口座を開設する際に
直面する困難に真剣に対応した。唯一の冬季オリンピックおよび夏季オリンピック双方の公式銀行パートナーとし
て当行は、個人向け銀行業務で冬季オリンピックを全面的に支援するとともに、冬季オリンピックをテーマとした
個人顧客向け年間取引明細書を開発した。当行は、包括的で利便性および質の高い口座管理サービスを提供し、常
に手数料の引下げおよび利益の放棄に取り組んだ。2022年２月１日より当行は、個人向けデビットカードの年間手
数料および小口口座の管理手数料を廃止した。

 

富裕層向け金融業務

当行は、常に「共通の繁栄」という国家戦略を実行した。「一体両翼」という戦略的発展様式に基づき、当行
は、顧客に対する主要サービスとしてウェルス・ファイナンスを提供したことで、ウェルス・ファイナンス業務が
質の高い発展を遂げた。2022年６月30日現在において、当グループの個人顧客の金融運用資産は、総額で12兆人民
元を超過した。当行は、「当グループ全体 + 市場全体」のウェルス・ファイナンスのプラットフォームを構築

し、核心的なミューチュアル・ファンド商品を積極的に発売し、ウェルス・マネジメント会社との提携の規模を着
実に拡大した。2022年６月30日現在、当行は、ウェルス・マネジメント会社８社と提携しており、個人顧客のウェ
ルス・マネジメント商品の代行販売高は前年度末比で8.17％増加した。当行は、資産配分商品をさらに重視し、
BOCスマート投資というサービス・ブランドを改良し、商品推奨、資産診断およびインテリジェント自動投資プラ
ン（AIR）等を通じて顧客に資産配分サービスを提供した。プロフェッショナルの育成という理念に従いて当行
は、専門知識および専門リサーチ力を蓄積し、株式、債券、通貨およびコモディティをはじめとする主要な資産カ
テゴリーを網羅した、日次、週次、月次、四半期および年次の報告書で構成される、グローバルな投資リサーチ・
サービスである「BOC投資戦略」を開始した。2022年６月30日現在において、当行は、中国本土にウェルス・マネ
ジメント・センターを8,146拠点および高級ウェルス・マネジメント・センターを1,107拠点設置していた。

 

消費者金融業務

国家政策を厳格に遵守して当行は、貸付高を増加し、住宅ローンの着実な増加および住宅ローン以外の消費者金
融の急速な発展を維持した。当行は、住宅ローンの集中管理要件を真剣に充足し、初購入となる生活の質を向上さ
せる住宅に対する需要を精力的に支え、住宅購入者の資金調達費用を引き下げることで、不動産市場の着実かつ健
全な発展を促進した。同時に当行は、住宅ローン以外の消費者金融の拡大を促進し、消費増加により経済安定化に
寄与するため、商品の宣伝、革新および改良を引き続き加速させ、効率的かつ利便性の高い消費者ローン商品の体
制を構築し、新たな市民、農業従事者およびその他の顧客グループをターゲットとした特徴のある商品およびサー
ビスを導入した。加えて、当行は、パンデミックの防止および封じ込めを支援し、国家政策の要件を積極的に実施
し、パンデミックで困窮する人民のために支払猶予期間を設け、返済期限を延期し、学生団体に対する政府支援学
生ローンで、利息免除および返済期限延期の方針を実施した。当行は、デジタル・トランスフォーメーションおよ
びシナリオ統合を引き続き推進し、「BOC電子ローン」等のオンライン商品の開発を加速させた。当行は、自動車
購入および室内装飾等の大量消費シナリオに焦点を当てて、自動車ファイナンス・サービスにおいてインクルーシ
ブ・ファイナンスおよびグリーン・ファイナンスの商品を強化し、室内装飾に係る分割払いを「二番目に重要なシ
ナリオ」とし、従来のシナリオ・ベースの分割払いの新たな方法を開発した。当行は、住民の消費に関する複数の
シナリオを重視し、住民の消費の高度化を支援するため、BOCの電子分割払いである「家計消費積立金」というブ
ランドのサービスを宣伝した。2022年６月30日現在において、当グループの中国本土での商業銀行業務の個人向け
人民元建てローン残高は5,581.755十億人民元であり、前年度末比で120.110十億人民元（2.20％）増加した。
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プライベート・バンキング業務

プライベート・バンキング業務の質の高い発展を加速するために、当行は、「当グループの強みを原動力とする
プライベート・バンキング」というコンセプトに従い、プライベート・バンキングのサービスで実体経済への貢献
という使命を担い、専門的かつ包括的なグローバル化された金融サービスを向上させた。当行は、BOCプライベー
ト・バンキングの新たなブランド・アイデンティティを導入し、資産価値の管理というサービス・コンセプトを宣
伝した。当行は、投資戦略に関する研究を深め、資産配分プラットフォームを構築し、公共福祉の特徴を持った商
品の幅を広げた。当行はまた、家族信託サービスも宣伝した。家族信託サービスの顧客数は、前年度末比で
63.72％増加した。当行は、起業家の視点から設計され、高度にカスタマイズされた資産価値管理を中心とした、
当グループの資源を蓄積した最高のプライベート・バンキング・サービスである「起業家オフィス」という画期的
なサービスも開始した。「起業家オフィス」は、起業家が長期的な個人、家族、企業および社会の責任のある発展
ビジョンを達成できるよう支援する、総合的で全サイクルにわたる世界的に統合された専門的なサービス・プラッ
トフォームを提供した。当行は、アジア太平洋のプライベート・バンキング・プラットフォームの構築を継続し、
当行の世界的に統合されたサービスの優位性を強化した。当行は、プライベート・バンキングのチャンネルおよび
専門チームの構築も強化し、中国本土に167のプライベート・バンキング・センターを設置した。2022年６月30日
現在において、当グループのプライベート・バンキング業務の顧客数は0.1550百万名であり、運用金融資産は2.33
兆人民元であった。 2022年上半期に当行は、アジアマネーより「Overall Best State-owned Private Bank in

China」を再度受賞した。当行は、アジアン・プライベート・バンカーより４年連続で「Best National Private

Bank in China」に認定され、「Best Private Bank in China — Asset Allocation Services and Research」お

よび「Best Private Bank in China — Services for Business Entrepreneurs」を受賞した。当行はまた、ウェ

ルス・マネジメントより「Best Private Bank in China — Risk Management」も受賞した。

 

個人向け為替業務

当行は、変化する市場環境および変わりゆく顧客需要に積極的に適応して、クロスボーダー・ファイナンスにお
ける優位性を強化し、個人向け外国為替業務を引き続き最適化した。当行は、25の通貨で個人向け外貨入出金サー
ビス、39の通貨で個人向け外国為替サービスを提供し、業界で首位を確保した。主要な顧客グループ、主要な地域
および主要な事業に焦点を当てることで、当行は、商品およびサービスの革新を加速し、外貨両替のためのデジタ
ル通貨システムの開発を引き続き推進した。加えて、当行は、従来のビジネス・サービスのオンライン処理も推し
進め、セルフ・サービス方式の両替機を通じて外貨のデジタル人民元への両替をサポートする業界初の銀行とな
り、８言語、18通貨および169種類の額面で為替サービスを提供した。当行の外国為替現金予約サービスは、中国
本土の主要都市の他、モバイル・バンキング、WeChatバンキングおよびオンライン・バンキング等の複数のチャン
ネルを通じて利用可能であり、中国のオンライン行政サービス・プラットフォームおよびJegoTripアプリ等のプ
ラットフォームに統合された。当行は、個人向け外国為替業務を非常に重視しており、2022年北京オリンピック冬
季競技会を支援し、冬季オリンピック期間中の短期滞在者に外国為替業務の「グリーン・チャンネル」を提供し、
訪中者向けの小口決済の体験を向上させるよう努め、公認外貨両替ホテルのシステム接続および統合運営管理を実
現したことで、冬季オリンピックおよび夏季オリンピックの双方の公式銀行パートナーとしてのブランド・イメー
ジが大幅に向上した。2022年６月30日現在において、当グループの中国本土での商業銀行業務の個人外貨預金は
46.172十億米ドルであり、個人向けクロスボーダー業務の収益、対人民元外貨両替高および個人外貨預金の市場
シェアで他行を抜いていた。
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銀行カード業務

質の高い発展という理念を貫き、当行は、銀行カード業務の発展を継続的に加速させるため、デジタル・トラン
スフォーメーション戦略を実行した。当行は、デビット・カード業務を着実に進展させ、ブランド競争力の強化に
努めた。当行は、デビット・カード・サービスを最適化し、2022年北京冬季オリンピック競技会およびウイン
ター・スポーツをテーマとしたデビット・カードを20百万枚超発行した。当行の社会保障カード業務もさらに拡大
した。2022年６月30日現在において当行は累計で、社会保障カードの現物版を117.9941百万枚、電子版を12.5291
百万枚発行していた。当行は、鉄道サービスの向上にも努め、広東・香港・マカオ大湾区、長江デルタ、北京・天
津・河北地区、成都重慶経済圏および海南自由貿易港等の国家戦略地域に敷設された64路線で鉄道電子カード・
サービスを拡大し、８百万名の顧客にサービスを提供した。当行は、商品およびサービスを最適化し、クレジット
カード業務の質の高い発展を推し進めた。「氷と雪の上で３億人を魅了する」という目標に貢献し、当行は、冬季
オリンピックをテーマとしたクレジットカード商品を宣伝し、冬季オリンピック会場およびオリンピック関連の主
要なシナリオで決済受付を行った。当行は、アクティブ・ユーザーの拡大を促進するため、当グループ全体の協調
および連携を強化し、質の高い顧客に利便性の高いクレジットカード・サービスを提供した。自動車消費の回復を
促進するため、当行は、大手自動車ブランドと提携し、複数の自動車ローン手数料助成商品を発売したことで、自
動車購入者の資金調達費用を削減した。当行は、クレジットカードの分割払いを促進するため、デジタル・サービ
スを強化するとともに、新エネルギー自動車ブランドとオンライン金融サービスで提携し、「分割払いモバイル・
オフィスPAD」というサービス・ツールを導入して、「消費者金融（クレジットカード）を特徴とする店舗」の配
置を最適化した。商業経済の回復を支援するため、当行は、飲食店、百貨店、コンビニエンス・ストアおよび生鮮
食料品店等の業種に焦点を当てた「BOCベネフィット・デー - スーパーウィークエンド」キャンペーンを展開し

た。国家の主要な地域開発戦略に対応するため、当行は、国際的な消費の中心である北京、上海、天津、重慶およ
び広州等の開発を支援しつつ、地方政府が消費刺激のために計画したとおり主要なショッピング・エリアを選択
し、「購入時割引」マーケティング・キャンペーンを共同で展開した。2022年６月30日現在において当行は、合計
で136.9679百万枚のクレジットカードを発行していた。2022年上半期におけるクレジットカード消費額は、クレ
ジットカード分割払いによる消費169.429十億人民元を含め、728.869十億人民元であった。

 

個人向け銀行業務のデジタル・トランスフォーメーション

当行は、個人向けファイナンス業務の質の高い発展を支援するため、個人向け銀行業務のデジタル・トランス
フォーメーションを加速させた。当行は、共有および再利用に基づくシステム構築という理念を採用し、統合され
た共同チャンネル管理、機敏でカスタマイズされた商品およびサービス、資源循環型の共同デジタル・マーケティ
ング、集中的かつ効率的なスマート運営、統一化および共有されたデータ資産の掘起こしおよび活用、スマートで
多次元的な内部リスク統制管理、開放的で共有されたシナリオ・エコシステムの構築、ならびに正確な顧客洞察力
という８つの優先分野に焦点を当ててデジタル力を強化した。当行は、デジタル事業発展モデルを構築し、デジタ
ル・マーケティング・システムである「スマート・リーチ2.0」の導入にも成功して、顧客志向のデジタル・マー
ケティング・モデルを構築した。当行は、オンライン・サービス力を強化するため、デジタル化された商品を積極
的に宣伝した。2022年６月30日現在における当行のモバイル・バンキング取引高は22.94兆人民元であり、前年同
期比で16.15％増加した。モバイル・バンキングの月間アクティブ・ユーザー顧客数は73.67百万名であった。

 

金融市場業務

当行は、国家戦略を積極的に支援し、世界の金融市場の動向を注意深く追跡して、実体経済発展の方向性を把握
した。当行は、事業構造を継続的に調整し、健全な運営および規制上の要件の遵守に向けた取組みを強化したこと
で、金融市場業務で主導的な地位を強化し、金融市場業務の質の高い発展を達成した。
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証券投資

マクロ経済状況および市場金利の予測分析能力を強化することで、当行は、市場機会を積極的に捉え、ポート
フォリオ・リスクを軽減するため投資ポートフォリオを大幅に調整した。当行は、実体経済の発展を支援し、人民
元建て投資ポートフォリオにおける地方政府債等の主要分野の割合を高め、グリーン債商品への投資で市場におい
てトップの地位を収めた。世界の債券市場の動向に従い、当行は、米ドルの利上げによる影響に積極的に対応し、
外貨投資ポートフォリオの利回りの向上および外貨建て債券投資ポートフォリオの最適化に向けた取組みを強化し
た。当行は、大手国有企業が発行した債券およびグリーン債に積極的に投資しつつ、信用リスクを厳格に統制し
た。

 

トレーディング

当行は、金融市場業務体制を継続的に改善し、開発基盤を統合するとともに、総合的な顧客サービス能力を向上
させた。当行は、対人民元外国為替業務の市場シェアで他行を抜き、当行が取り扱う交換可能な通貨の組み合わせ
数は40となった。当行はまた、取引可能な外貨の種類および総数でも国内市場で１位となった。実体経済のヘッジ
に対するニーズに応えるため、当行は、「外国為替リスクの中立化」という概念を積極的に発表し、企業がリスク
管理を強化できるようを支援するために金融市場取引商品を包括的に活用した。当行はまた、零細企業、中小企業
よびインクルーシブ・ファイナンスの顧客間でヘッジ・サービスの範囲を着実に拡大した新たなサービス・モデル
を導入した。金融市場の双方向開放によって生じた機会を捉えつつ、トレーディング、営業およびリサーチを統合
した多層型サービス体制に依拠して、当行は、外国機関投資家顧客層の拡大のための策を講じ、and 国内の債券お

よびデリバティブで質の高いトレーディング・サービスを提供した。当行は、リサーチ・システムも改良し、リ
サーチ源およびリサーチ力の共有を進めた。市場リスクの変動に対応して、当行は、信用リスク管理をさらに最適
化し、商品および契約の管理も継続的に強化して、リスク統制力を効果的に強化した。

 

投資銀行

当行は、実体経済への貢献という使命に従い、国際業務および多様化したサービスにおける業務上の優位性を活
かし、総合的な「商業銀行 + 投資銀行」サービスの体制の実現を図った。また、国家戦略に焦点を当てて、当行

は、「国内 + 国外」および「融資 + インテリジェント」という包括的な金融サービスに対する顧客のあらゆる

ニーズに全面的に応えるため、国内外の債券引受・販売および資産担保証券化（ABS）等、直接金融業務および投
資銀行顧問業務の発展に一層務めた。中国のキャピタル・マーケットの発展および双方向開放を促進するため、当
行は、2022年上半期において中国銀行間債権市場において総額826.246十億人民元の債券を引き受けた。当行は、
資産担保証券引受業務を積極的に推し進め、中国銀行間債券市場における資産担保証券引受の市場シェアで、首位
を維持した。当行はまた、グリーン・ボンドの発行も積極的に支援した。当行は、第１回発行となる移行債を引受
け、総額112.092十億人民元のグリーン・ボンドの発行で非金融機関および金融機関を支援した。加えて、当行
は、クロスボーダー引受業務における競争優位性をさらに強化し、オフショア中国債の引受およびパンダ債の引受
の双方で最大の市場シェアを維持した。その結果、「BOCデット・キャピタル・マーケッツ」のブランド力は継続
的に強化された。当行は、専門的な金融顧問サービス体制を引き続き構築し、当グループ全体の連携を強化した。
当行は、合併買収、債務再編、事業分割、エクイティ・ファイナンスおよびプロジェクト・ファイナンス等で専門
的な金融顧問サービスを顧客に提供した。当行は、中央政府保有企業、地方政府保有企業および民間企業をはじめ
とする顧客に、複数の買収およびプロジェクト・ファイナンスに関連してサービスを提供した。

 

資産運用

当行は、国際的で多様な業務での競争優位性を活かし、住民の財産の継続的増加からもたらされる市場機会を捉
え、クラス最高の資産運用グループになるために資産運用業務にさらに資源を投入した。当行は、実体経済に貢献
しつつ、住民の財産価値を高めるため、ファイナンスと投資とを効果的に結び付け、グリーン・ファイナンス、ク
ロスボーダー・ファイナンスおよびウェルス・ファイナンスの発展を促進した。当行は、特別なテーマの様々な革
新的な商品の発行を強化し、グリーン、テクノロジーおよびクロスボーダー等のテーマ別商品の体制を充実させ
た。当行のクロスボーダー・ウェルス・マネジメント商品は、規模で業界１位となった。
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当行の資産運用委員会は、資産運用業務の全般的管理およびトップによる設計に責任を負っている。当行は、
BOCウェルス・マネジメント、BOCIM、BOCセキュリティーズ、BOCアセット、BOC香港アセット・マネジメント、
BOCI-プルデンシャル・アセット・マネジメント・リミテッドおよびバンク・オブ・チャイナ（ヨーロッパ）エス
エーを通じて資産運用業務に従事しており、個人投資家および機関投資家に対して、包括的な資産クラス、多様な
投資戦略、完全な投資サイクルを備えた現地通貨商品および外貨商品の購入機会を提供している。当行の事業規模
および市場シェアは引き続き拡大した。2022年６月30日現在における当行の運用資産は3.24兆人民元であった。

 

証券保管業務

当行は、証券保管業務全体の質の高い発展を継続的に推進するため、主要な国家戦略への貢献を指針、実体経済
への貢献を柱とした。当行は、スマート運営システムを構築し、証券保管業務の質および効率性を引き続き向上さ
せた。質の高い証券保管業務の専門家および効率的な証券保管業務体制を誇る当行は、主要な金融市場インフラと
のつながりに基づき、証券保管業務の顧客との直接的なつながりをさらに向上させ、直接指示、リアルタイム決
済、ワンクリック評価、自動情報開示および顧客セルフ・サービス端末等で質の高い効率的な処理を実現した。当
行は、パフォーマンス評価業務の発展に細心の注意を払い、証券保管の付加価値サービスの範囲を拡大し、証券保
管業務の顧客のために証券安全ティ管理ユニットの機能を最適化した。当行は、証券保管業務の緊急時体制の構築
を引き続き徹底し、リスク管理能力を効果的に向上させ、各種緊急時シナリオ下でも継続的に質の高い証券保管
サービスが提供できるようにし、投資家の利益の保護および金融市場の着実な発展に寄与した。当行は、多層型年
金保障制度の構築の支援に努め、主要な年金基金および保険基金の証券保管プログラムを引き続き推進した。2022
年６月30日現在における当グループの証券保管業務の総資産は15.36兆人民元であり、前年度末比で0.84％増加し
た。特に、当グループの保管年金ファイナンス資産は21.5十億人民元に達した。当行は、保管ミューチュアル・
ファンドの規模で中国大手銀行の中で首位になるとともに、新規発行の保管ミューチュアル・ファンドの数および
規模でも業界トップ・クラスを維持し、証券保管業務の収益で市場シェアを着実に拡大した。

 

金融市場のデジタル・トランスフォーメーション

当行は、オンライン・サービス力を継続的に強化し、顧客取引の利便性をさらに高め、法人向け電子チャンネル
の取引高および顧客基盤の急速な拡大を実現した。当行はまた、量か定量取引プラットフォームの構築を着実に進
め、定量取引戦略を設計および策定し、定量取引能力を強化した。

 

村鎮銀行

中銀富登村鎮銀行は、「農村部の発展に注力し、農業従事者および小規模企業を支援し、地域社会と共に成長す
る」という開発理念に従い、農村活性化という国家戦略を積極的に実施した。当行は、農業従事者とともに、各県
の零細企業、小規模企業、個人事業者および給与所得者に対する近代的な金融サービスの提供、インクルーシブ・
ファイナンスの発展、ならびに農村活性化の促進に努めている。

2022年６月30日現在において中銀富登村鎮銀行は、開設および買収を通じて、22省（中央政府直轄の地方自治体
を含む。）に189の出張所を有する村鎮銀行132行を支配しており、うち法人銀行86行が中西部に所在している。中
国銀行業保険監督管理委員会（CBIRC）河北監管局の承認を得て中銀富登村鎮銀行は、2022年５月31日付で株式の
併合および登記上の資本金の変更を完了し、登記上の資本金は10.585十億人民元に増加した。

中銀富登村鎮銀行はまた、商品・サービス体制を継続的に改善し、業績の着実な成長を遂げた。2022年６月30日
現在におけるこれらの村鎮銀行の預金残高および貸付金残高は、それぞれ63.620十億人民元および73.478十億人民
元であった。また、不良債権比率は1.85％、不良債権に対する貸倒引当金の割合は199.75％であった。2022年上半
期中における中銀富登村鎮銀行の当期純利益は、440百万人民元であった。
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グローバル化された業務

最もグローバル化した中国の銀行として、当行は、グローバル化の課題に着実に取り組み、グローバル・サービ
スおよびグローバル管理能力を継続的に向上させた。当行は、中国の新たな開発様式および高水準の開放という国
家戦略に積極的に貢献し、国内経済および二重の循環パラダイムにおける円滑な流れを促進し、国内外の循環が相
互に強化された。当行は、二国籍および多国席の国際金融機関で積極的に貢献しており、様々な国際的な基準およ
び規則の策定に従事して、中国の金融業界の利益を代理してその地位を向上させるため、ハイレベルな国際会議の
場でその存在感を活かした。当行はまた、双方向の貿易および投資にさらに貢献し、質の高い「国内参入」および
高水準の「世界進出」に向けた取組みを推進するため、発展の機会を捉え、価値創造力を効果的に向上させた。
2022年６月30日現在における当行の国外商業銀行業務の顧客預金および顧客貸付金は、総額でそれぞれ508.819十
億米ドルおよび429.534十億米ドルであり、前年度末比でそれぞれ1.49％および1.32％増加した。2022年上半期に
おける当行の国外商業銀行業務の税引前利益は3.685十億米ドルであり、前年同期比で1.18％増加し、当グループ
の税引前利益全体の15.77％を占めた。

世界の顧客の金融サービスに対するニーズに応えるため、当行は、一帯一路沿いの国におけるグループ会社の配
置およびグローバル・サービス・ネットワークを引き続き改善した。2022年６月30日現在において当行は、一帯一
路沿いの国42ヶ国を含め、62の国と地域で国外グループ会社548社を擁していた。

当行は、国外ネットワークの管理方法およびグローバル・ビジネスの運営方法を引き続き最適化した。当行は、
国外の地域本部の設置および管理で段階的な進展を遂げた。バンク・オブ・チャイナ（ルクセンブルグ）エスエー
は、EUにおける中間親会社に再編され、バンク・オブ・チャイナ（ヨーロッパ）エスエーに改名されるとともに、
バンク・オブ・チャイナ（中央・東ヨーロッパ）リミテッドおよびバンク・オブ・チャイナ・セルビア・エー
ディー・ベオグラードの株式取引も完了した。当行はまた、統合運営をさらに推進したことで、専門知識および質
の高いサービスの提供力を向上させた。加えて、当行は、過去の状況および市場ポジションに基づき中国本土外の
支店および子会社の分類を継続し、国外業務の市場別戦略を見直しの上、変更したことで、国内外のグループ会社
間でさらなるシナジーが創造された。かくして当行は、顧客の世界展開を支援する能力を向上させ、「国内参入」
および「世界進出」に向けた取組みで質の高い金融サービスを継続的に提供した。

 

法人向け銀行業務

世界市場の変化を注視することにより、当行は、国外の法人向け銀行業務が安定的かつ持続可能な開発を実現で
きるよう、市場の動向とリスク管理の分析を強化し、現地の状況に即した効果的な対策を講じた。当行は、グロー
バル化および統合された業務における優位性を全面的に発揮し、国内業務および国外業務の統合を推し進め、円滑
な国内循環および国際循環を促進することで、中国の経済発展および世界の経済回復に積極的に貢献した。

当行は、グループ会社の世界的な金融機関ネットワークから生じる優位性を最大限発揮して、清算、決済、貸
付、投資、証券保管、資金運用および総合的キャピタル・マーケット業務等の分野で各種金融機関と全面的に協力
した。その結果、当行は、顧客基盤をさらに拡大し、国際的な影響力を高めた。市場の変動に迅速に対応したこと
で、当行は、海外機関投資家の顧客に市場アドバイスを積極的に提供し、世界中の中長期投資家に人民元の投資価
値を宣伝した。かくして当行は、海外機関投資家の顧客基盤を着実に拡大した。当行はさらに、国際的な提携ネッ
トワークを全面的に活用するとともに、高度な世界に関する専門知識も活かして、世界でのESG関連分野への参加
を引き続き強化するため、他行との連絡協力体制を構築した。二国間貿易および関連顧客に焦点を当てて、当行
は、当グループの資源を動員するために、国内市場および外国市場の双方における固有の優位性を全面的に発揮
し、国内循環および国際循環の双方に関与する顧客にサービスを提供することで、国外グループ会社の国際決済業
務および貿易金融業務は着実な成長を遂げ、グローバル戦略のシナジーは向上し、顧客サービスの質および効果が
高まった。

「クロスボーダー資金の円滑化」という国家政策に従い、当行は、多国籍企業にクロスボーダー資金管理サービ
スを提供し、総合的なサービス力をさらに向上させるため、現金管理業務の国外機能を継続的に向上させ、「一体
両翼」から生じるシナジー効果を活用した。
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個人顧客向け銀行業務

当行は、グローバル化された業務における優位性を引き続き活用し、30を超える国と地域に個人顧客向け銀行業
務の拠点を設置し、６百万名を上回る顧客にサービスを提供した。当行は、個人顧客向けの国外サービス体制を改
善し、口座サービス、決済サービスおよび電子チャンネル・サービスを顧客に提供するとともに、香港（中国）、
マカオ（中国）およびシンガポールにおいてはウェルス・マネジメント・サービスおよびプライベート・バンキン
グ・サービスを提供した。

グローバル化されたネットワークおよび個人向けクロスボーダー業務における優位性を活かし、当行は、クロス
ボーダー関連のニーズに応えるため、サービス・プロセス全体でワンストップ型総合サービス・プラットフォーム
を構築し、海外留学生、駐在員、国外出張者および中国本土訪問者向けに全てのチェーンを網羅する総合的なサー
ビスを提供した。当行は、クロスボーダー商品の革新および最適化を継続的に推し進め、試験区における市場調達
貿易情報のプラットフォーム・システムに接続し、湖北省武漢および内モンゴル自治区満洲里において、市場調達
貿易のためのオンラインによる外国為替回収・決済サービスを開始した。当行は、主要地域において顧客のクロス
ボーダー・ファイナンスに対するニーズに応えられるようさらに努めた。2022年６月30日現在において当行は、
BOCHKの「大湾区口座開設」サービスを通じて計0.183百万口座を超える国内人民元建て決済口座を開設し、広東・
香港・マカオ大湾区における「ウェルス・マネジメント・コネクト（WMC）」を通じた香港サイドからの上海株売
買および上海サイドからの香港株売買の参加者は総数で19,000名であり、１位の市場シェアを確保した。当行は、
国外のプライベート・バンキング・サービスおよびウェルス・マネジメント・サービスを着実に拡大し、アジア太
平洋プライベート・バンキング・プラットフォームの構築に努めたことで、世界的に統合されたサービスの優位性
を強化した。当行はまた、モバイル・バンキング・プラットフォームの国外版の促進を強化し、30の国と地域に
サービスを拡大した。

「市場別戦略」という原則に従い、当行は、国外支店における銀行カードのアクワイアリング業務を推進し、国
内外のカード保有者に質の高い決済受付サービスを提供した。クロスボーダー・クレジットカード業務における優
位性を活かし、当行は、クロスボーダー市場の動向に従い、海外留学生の顧客グループの拡大および維持を重視し
た。当行は、クロスボーダー取引高を増加させるため、BOC海外留学生クレジットカードの保有者のために「国外
購入でキャッシュバック」というマーケティング活動も展開した。

 

金融市場業務

当行は、国外グループ会社の投資業務で緩やかな進展を遂げつつ、世界的に統合された投資業務の管理を着実に
改善し、リスク統制を強化した。

グローバル化された業務を全面的に活用し、当行は、全世界で安定的かつ継続的に相場表示サービスを提供でき
るよう、香港、ロンドンおよびニューヨークにおいて業務上の能力開発を強化し、顧客のために包括的な金融サー
ビス力を着実に向上させた。国家戦略に沿って当行は、国外のオフショア人民元市場の発展を促進するため、シン
ガポールおよび韓国等の国と台湾（中国）等の地域の取引所における人民元建て先物取引を精力的に展開しつつ、
ロシア、カザフスタンおよび韓国をはじめとする国においても人民元建ての値付けサービスおよび相場表示サービ
スを積極的に提供した。香港オフショア人民元取引センターは、商品範囲を拡大し、値付け能力および運営能力を
引き続き向上させたことで、オフショア市場における人民元の国際化を促進した。ロンドン取引センターでは、欧
州、アフリカおよび中東に所在する当行支店のビジネス支援を強化するため、一元管理された取引業務が行われ
た。2022年上半期において当行は、11.291十億人民元のパンダ債を引き受け、22.10％の市場シェアを占有し、業
界で１位となった。当行は、3.582十億米ドルのオフショア中国債も引き受け、6.52％の市場シェアを占有し、業
界で１位となった。当行はまた、総額3.941十億米ドルのアジア（日本を除く）G３通貨債を引受け、当期中に
3.31％の市場シェアを占有し、中国の銀行の中で首位を占めた。さらに当行は、クロスボーダー証券保管業務にお
いて中国の銀行の中で主導的な地位を維持し、グローバル顧客のために証券保管業務をさらに改善した。

レベルの高い開放という国家戦略に沿って、当行は、国内資本市場と国外資本市場とを相互につなぐ革新的な事
業に積極的に参加し、債券取引市場に直接投資する海外機関投資家に関連するクロスボーダー証券保管サービスを
提供する初の証券保管銀行となった。当行はまた、グローバル預託証券（GDR）のクロスボーダー証券保管業務も
積極的に拡大した。2022年６月30日現在において当行は、GDR保管規模およびクロスボーダー証券保管規模で、中
国銀行業界１位となった。
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清算業務

当行は、人民元の国際化に積極的に貢献し、人民元のクロスボーダー活用を強く推進したことで、国際清算にお
ける優位性をさらに強固なものとした。2022年６月30日現在において当行は、世界で免許を受けている人民元清算
銀行27行のうち、13位を占めており、引き続き業界をリードした。当行は、人民元クロスボーダー銀行間決済シス
テム（CIPS）の世界的普及の拡大を継続的に支援した。当グループは、CIPSの直接参加者数および間接参加者数で
１位であった。2022年上半期における当グループのクロスボーダー人民元清算取引高は367兆人民元であり、前年
同期比で18％超増加し、世界市場において主導的な地位を維持した。

 

デジタル・トランスフォーメーションおよびオンライン・サービス・チャネル

当行は、デジタル・トランスフォーメーションを加速させ、オンライン商品のグローバル化されたサービス体制
を改善し、国外の法人向けオンライン・バンキング・サービスの範囲を拡大して、グローバル企業に対する電子金
融サービスの提供力を向上させた。当グループの統合された電子金融サービス・プラットフォームに依拠して、当
行は、清算チャンネルおよび給与支払サービスの拡大に努め、国外法人向けオンライン・バンキング・サービスに
おいて中国の銀行の中で主導的な地位を強化した。2022年６月30日現在において当行は、51の国と地域で国外法人
向けオンライン・バンキング・サービスを提供しており、中国語、英語、韓国語、日本語、ドイツ語、フランス語
およびロシア語をはじめ15ヶ国語で利用可能となっている。

当行は、オンライン承認の促進および総務処理のために包括的な国外管理プラットフォームを構築したことで、
業務の効率性が効果的に向上した。当行は、規制データの自動報告を実現させるため、国外規制当局に対する報告
データ・サービスを高度化した。当行は、国外モバイル投資・取引プラットフォームおよび「リモート口座開設」
サービスを試験運用し、モバイル・バンキング・サービスの国外版を通じてオンラインでウェルス・マネジメント
機能および即時口座開設機能を提供した。クロスボーダーの金融資源を活用して、当行は、事業者の資本回転率を
大幅に向上させるクロスボーダー電子商取引決済商品であるeMPayを発売した。

 

BOCHK

当行の支配下にある香港上場の銀行グループとしてBOCHKは、香港で債券を発行する銀行３行のうちの１行と
なっている。BOCHKは、香港市場を引き続き深く開拓し、東南アジアにおける事業を積極的に拡大した。BOCHKは、
当行の第14次５ヶ年計画の精神を真剣に実行し、質の高い成長の達成を目指して顧客中心主義を掲げた。持続可能
な開発という概念を実践して、BOCHKは、グリーン・ファイナンスおよびインクルーシブ・ファイナンスの発展を
促進した。BOCHKは、地域の統合された発展を強化し、東南アジアに所在するグループ会社の業務の質および効率
性を向上させた。BOCHKは、総合金融サービス力を高め、香港市場における競争優位性を強化した。BOCHKは、国家
政策から生じる市場機会を積極的に捉えることで、クロスボーダー事業の推進に重点を置き、デジタル・トランス
フォーメーションが深化するよう技術基盤を継続的に強化した。2022年６月30日現在においてBOCHKの発行済株式
資本は52.864十億香港ドル、総資産は3,621.134十億香港ドル、純資産は324.515十億香港ドルであった。2022年上
半期におけるBOCHKの当期純利益は14.417十億香港ドルであった。
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BOCHKは、質の高い発展という概念を実践し、グリーン・ファイナンスおよびインクルーシブ・ファイナンスを推

進した。グリーンで持続可能な開発という理念を掲げ、BOCHKは、低炭素で効率の高い業務に向けた取組みを実践

しつつ、カーボン・ニュートラル目標によって生じたグリーン・ファイナンス業務における機会を捉えるため、グ

リーン・ファイナンスの商品およびサービスも充実させた。BOCHKは、モバイル・バンキングを通じて個人向けの

グリーン債取引サービス・プラットフォームを導入するとともに、個人向けグリーン貸付サービスも開始した。こ

れらはいずれも、香港初であった。BOCHKは、初のグリーン・レポ取引を実行し、持続可能性連動の貸付およびグ

リーン住宅ローン業務を継続的に拡大するとともに、グリーン定期預金商品も導入し、グリーン債引受、グリー

ン・コンサルティングおよびグリーン現金管理をはじめとする多数のサービスを引き続き提供した。BOCHKは、S&P

ダウ・ジョーンズ・インデックスと提携し、広東・香港・マカオ大湾区の上場企業を対象とした初の気候移転イン

デックスである「S&P BOCHK 中国香港大湾区ネット・ゼロ2050気候移行インデックス」を開始した。BOCHKは、財

務支援の取組みを強化し、中小企業が経営環境の変化に対応できるよう支援するため、香港特別行政区政府

（HKSAR）および香港金融管理局（HKMA）が導入した中小企業対象の各種財政支援策を引き続き支援しそれらに参

加した。BOCHKは、商業データを中小企業の与信支援として活用できる香港金融管理局の商業データ・インター

チェンジ・プロジェクトにも参加し、与信承認手続きでBoC Billの取引データを活用するBOCHK Billアクワイア

ラー・ローン・プログラムを導入し、中小企業顧客が資金調達する際に直面する問題点を軽減した。上記はいずれ

も、インクルーシブ・ファイナンスの発展に貢献した。加えて、BOCHKは、グリーン商業銀行連盟の主要メンバー

になるための覚書にも署名し、グリーンで持続可能なファイナンスの発展のために尽力した。

BOCHKは、地域管理の仕組みを強化し、東南アジア事業の質および効率性を向上させた。BOCHKは、地域の統合され

た管理を引き続き強化し、東南アジア所在のグループ会社の発展力を効果的に高めるために市場別のアプローチを

とることにより、地域の統合された発展の追求に努め、地域の競争力が大幅に向上した。BOCHKは、地域的な包括

的経済連携（RCEP）協定の制定から生じる機会を捉え、一帯一路プロジェクトおよび「国外進出」プロジェクトの

開発とともに、同地域の大手企業顧客から生じるビジネス機会に焦点を当てた。東南アジア産業パーク・プロジェ

クトでは具体的な成果を挙げ、BOCHKは多数の国においてクロスボーダー人民元業務で首位を維持した。BOCHKは、

同地域におけるグリーン・ファイナンスを推進し、BOCHKビエンチャン支店ではラオス初の公認グリーン預金を導

入し、BOCHKマニラ支店ではフィリピン政府の米ドル建てソブリン債発行に参加した。BOCHKは、同地域で提供する

一連の商品およびサービスの充実にさらに努めた。BOCHKのインテリジェント・グローバル取引銀行（iGTB）プ

ラットフォームの範囲は、東南アジア諸国８ヶ国にまで拡大した。BOCHKプノンペン支店では、モバイル・バンキ

ングを通じて中国銀聯（ユニオンペイ）QRコード決済サービスおよびBOCHK個人口座のクロスボーダー口座開設

サービスを開始するとともに、バンク・オブ・チャイナ（タイ）パブリック・カンパニー・リミテッド、バンク・

オブ・チャイナ（マレーシア）ブルバドおよびBOCHKマニラ支店も、それぞれオンライン人民元給与直接送金サー

ビスを開始した。リスク管理アプローチを遵守して、BOCHKは、地域の事業発展とリスク管理との間の相乗的メカ

ニズムを強化し、市場リスク、金利リスクおよび流動性リスク等のリスク管理能力を高めるため、信用ポートフォ

リオの構造および質を定期的に監視および最適化した。

BOCHKは、統合された金融サービス力を強化し、香港市場における競争優位性を向上させた。HOCHKは、内部および

外部の連携を深めるシナジー効果を全面的に発揮し、顧客預金総額、貸付金増加および資本の質で香港において市

場平均を上回った。BOCHKは、主要プロジェクトに追加支援を提供し、サプライ・チェーン・ファイナンス業務を

拡大した。BOCHKは、香港-マカオのシンジケート・ローン市場におけるアレンジャー銀行として、株式公開の受取

銀行としてトップの市場シェアを維持した。パンデミックの最中において継続的な事業運営を確保するため、

BOCHKは、革新的な技術を用いてオンライン金融サービスの能力および効率性を高めたことで、電子チャンネルを

利用する個人顧客数は安定的に増加するとともに、住宅ローンのオンライン申込数およびモバイル・バンキングで

実行された取引数も前年同期比で増加し、BoC PayおよびBoC Bill等の消費者金融業務の規模も着実に拡大した。

BOCHKは、ウェルス・マネジメント業務の幅と深さの強化に努め、中核商品の優位性を高め、新規住宅ローンの総

数で市場トップを維持した。BOCHKは、貿易金融、決済、清算およびトレジャリー等の主要業務の発展をさらに拡

大し、現金プール業務では市場１位を確保した。BOCHKは、富裕層顧客向けの独占的な商品および対応サービスを

強化したことで、関連顧客数および運用資産が着実に増加した。BOCHKは、若年層顧客がみずからの金融ニーズお

よびライフスタイルにさらに合わせて金融目標を達成できるよう支援するため、若年層顧客セグメントをターゲッ

トにしたブランドである「バンキングTrendyToo」も展開した。
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BOCHKは、国家政策から生じる市場機会を積極的に捉え、クロスボーダー業務における優位な地位を確立した。国

家政策から生じる機会を捉え、BOCHKは、多様な商品およびサービスを提供することで、広東・香港・マカオ大湾

区、長江デルタおよび北京・天津・河北地区をはじめとする主要地域に本店を置く革新的なテクノロジー企業の発

展を促進した。BOCHKはまた、新たな事業成長の推進力を掘り起こすため、香港北部都会区から生じる開発計画お

よびビジネス機会を継続的に監視した。顧客の人民元建て商品に対する高まる投資需要に応えるため、BOCHKは、

一連の人民元建て商品のプロモーションである「人民元One」を展開した。BOCHKはまた、クロスボーダー顧客をリ

モートでサポートするための多数の促進策を導入し、顧客体験を高め、「大湾区口座開設サービス」で開設した口

座数の着実な増加が記録された。BOCHKは、「中国銀行 越境ウェルス・マネジメント・コネクト」という一連の商

品およびサービスを充実させ、上海サイドからの香港株売買サービス用および香港サイドからの上海株売買サービ

ス用の双方に開設した口座の総数は、香港で上位となった。BOCHKは、香港における人民元清算銀行としての役割

を活かしたことで、清算高も前年同期比で増加した。BOCHKは、オフショア人民元市場の開拓に引き続き取り組

み、同地域における人民元建て商品の革新および普及のみならず、クロスボーダー銀行間決済システム（CIPS）へ

の間接参加資格の申請および人民元口座の開設で東南アジアの地方銀行の支援に努めた。BOCHKビエンチャン支店

およびBOCHKブルネイ支店はともに、初の人民元貿易関連の商取引の引受に成功した。

BOCHKは、本格的なデジタル銀行の構築を目指し、テクノロジーと商品およびサービスの統合を加速した。BOCHK

は、顧客に質の高いデジタル・サービスおよび体験を提供するために、デジタル・トランスフォーメーションを継

続的に推し進め、テクノロジーとビジネスの統合を促進した。相互成長のための連携という原則を遵守してBOCHK

は、エコロジーで開放されたシナリオ・ベースの銀行サービスの開発を促進することを目指し、革新的なビジネ

ス・モデルを構築するために様々な顧客セグメントおよびエコロジーを活用した。BOCHKは、価値創造という理念

を掲げ、統合された商品およびサービスのソリューションを最適化できるよう、商品とサービスの統合を深めた。

顧客中心主義に導かれ、BOCHKは、顧客にオムニチャネルおよび途切れのないサービスを提供するために、業務の

流れを最初から最後まで見直した。インテリジェントな内部管理に向けてBOCHKは、管理の効率性を包括的に強化

するためのスマート業務体制を構築した。加えて、BOCHKは、方針および体制を洗練させ、機敏な手法を最適化

し、技術力を深め、デジタル人材を育成し、革新的な文化を推奨することで、長期的発展に向けた堅固な基盤が構

築された。

(BOCHKの業績および関連情報の詳細については、BOCHKの中間報告書を参照されたい。)

 

総合的な業務

総合的な業務分野を開拓した初の大手商業銀行として当行は、投資銀行、資産運用、保険、直接投資、リーシン
グ、消費者金融およびフィンテック等の主要分野に従事するため発展してきた。当行は、国家戦略を実行し、統合
された業務に基づき差別化された優位性を磨き、当グループにとっての価値創造、機能的革新およびメカニズム探
求の推進力として統合された業務を発展させることに引き続き努めている。当グループの戦略に導かれ、顧客の
ニーズを中心に、企業ガバナンスに基づいて、当行は、商業銀行と総合運営会社との間のシナジーおよび交流の強
化に取り組み、質の高い統合された金融サービスで実体経済の発展を支援している。

2022年上半期において当行は、当行およびその総合運営会社間の相乗メカニズムをさらに最適化し、統合された管
理のための地域合同会議およびシナジー・オフィスに関する規則を見直して改訂し、シナジー関連の支援を提供し
た。当行は、当グループ全体で統合された業務の管理統制の仕組みを継続的に改善し、総合的な発展のための特別
計画の実施を進めた。同時に当行は、取締役および監督者で構成されるチームの結成に向け取組みを強化し、人事
考課の仕組みを最適化した。当行はまた、包括的なリスク管理力も継続的に強化したことで、統合された業務の質
の高い発展を押し進めた。
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投資銀行業務

BOCI

当行は、BOCIを通じて投資銀行業務に従事している。2022年６月30日現在におけるBOCIの発行済株式資本は
3.539十億香港ドル、総資産は94.572十億香港ドル、純資産は22.082十億香港ドルであった。また、2022年上半期
におけるBOCIの当期純利益は290百万香港ドルであった。

BOCIは、伝統的な投資銀行業務における優位性を強化し、ウェルス・マネジメント業務および資産運用業務の発
展を加速させた。BOCIは、ビジネス革新を支援するために包括的なリスク管理体制を洗練させ、エクイティ・ファ
イナンス、債券ファイナンス、クロスボーダー・ウェルス・マネジメント、合併買収、資産運用、従業員持株制度
（ESOP）およびグローバル・コモディティにおける活動を通じて国内循環および国際循環を相互に強化するという
新たな発展様式を醸成した。BOCIは、国際的に統合された投資銀行サービス力を向上させ、当グループ全体の相乗
的な連携を強化し、匯通達網絡股份有限公司および天潤雲股份有限公司による香港証券取引所への株式公開、なら
びに越秀房産信託基金による新株予約権無償割当の募集を含め、複数の大型案件を実行した。BOCIは、複数回発行
の米ドル債、香港空港管理局による初のグリーン債、複数の中国企業による国外でのグリーン債の発行にも参加し
た。BOCIは、株式投資業務およびプライベート・エクイティ・ファンド管理業務を拡大し、複数の株式投資案件で
上場または上場承認取得を完了した。BOCIは、従業員持株制度業務における競争優位性を強化したことで、顧客体
験および業務上の効率性の向上のための管理プラットフォームの機能および範囲を拡大した。BOCIは、ウェルス・
マネジメント・サービスを最適化し、モバイル・セキュリティ・サービスを向上させて、フィンテック活用シナリ
オを継続的に拡大するとともに、ESGの要素を積極的に導入することで、インテリジェントな株式選択および債券
プラットフォーム等のシステムの機能を引き続き充実させた。BOCIはまた、伝統的な仲介業務からウェルス・マネ
ジメントへの転換を加速させ、投資コンサルティング、ポートフォリオ構築および資産投資の多角化等のサービス
を顧客に提供した。店頭株式デリバティブの取引高は好調に推移した。「BOCI大湾区リーダーズ・インデックス」
は、引き続き同業他社を上回るパフォーマンスを示した。BOCIは、ESG関連の指数および商品を開発および宣伝す
ることにより、資産運用力を引き続き向上させた。BOCIの子会社であるBOCI-プルデンシャル・アセット・マネジ
メント・リミテッドは、香港強制性公積金（MPF）およびマカオ年金基金に関連する業務において、トップ・クラ
スのサービス・プロバイダーとしての地位を維持した。BOCIは、コモディティの世界的センターの建設を加速し、
オフショア・コモディティ先物市場の国際化を積極的に推進し、天然ガスおよびその他の種類の商品を精力的に開
発し、エネルギー企業の低炭素化への移行を支援した。

 

BOCIチャイナ

BOCIチャイナは、中国本土において証券関連業務に従事している。2022年６月30日現在におけるBOCIチャイナの
登記上の資本金は2.778十億人民元であった。

BOCIチャイナは、テクノロジーの拡充を通じて事業変革を促進し、個人顧客のウェルス・マネジメントに対する
ニーズに焦点を当てて、顧客中心型商品体制を構築し、ウェルス・マネジメントの総合サービス・プロセスを改善
しつつ、投資顧問サービス力を向上させた。BOCIチャイナは、投資信託顧問業の許可を取得した。「投資銀行 +

商業銀行」、「投資銀行 + 投資」および「国内 + 海外」の相乗的な優位性を深化させ、主要顧客および主要産業

に的を絞ることにより、BOCIチャイナは、投資銀行業務の焦点を取引主導の包括的な金融サービスにシフトさせ
た。BOCIチャイナは、テクノロジー・ファイナンス、グリーン・ファイナンスおよびその他の国家の戦略的分野の
青写真を描き、証券取引所において低カーボン移行債および持続可能な開発債の初案件を実行したことで、ベンチ
マークを確立した。BOCIチャイナの資産運用業務は、引き続きアクティブ運用サービスに移行し、顧客サービス力
がさらに向上した。加えて、リサーチ商品のブランド評価もさらに高まった。BOCIチャイナは、運用資産の規模お
よび資産運用益（純額）でそれぞれ３位および12位であり、市場での影響力が継続的に高まったことが示された。

（BOCIチャイナの業績および関連情報の詳細については、同社の中間報告書を参照されたい。）
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資産運用業務

BOCIM

当行は、BOCIMを通じて中国本土において資金管理業務に従事している。2022年６月30日現在におけるBOCIMの登
記上の資本金は100百万人民元、総資産は6.184十億人民元、純資産は4.686十億人民元であった。また、2022年上
半期におけるBOCIMの当期純利益は377百万人民元であった。

BOCIMは、資産運用業務を着実に拡大し、安定した収益性を達成して、堅固かつ健全な内部統制およびリスク管
理を維持した。2022年６月30日現在におけるBOCIMの運用資産（AUM）は496.188十億人民元であった。具体的に
は、その公募ファンドは406.475十億人民元、金融市場ファンドを除く公募ファンドは272.814十億人民元に達し
た。

 

BOCウェルス・マネジメント

当行は、BOCウェルス・マネジメントを通じて中国本土において資産管理業務に従事している。BOCウェルス・マ
ネジメントの業務には、一般顧客向けのウェルス・マネジメント商品、適格投資家向けのウェルス・マネジメント
商品、顧問およびコンサルティングに加え、その他資産運用関連業務が含まれる。2022年６月30日日現在における
BOCウェルス・マネジメントの登記上の資本金は10.000十億人民元、総資産は15.381十億人民元、純資産は14.544
十億人民元であった。また、2022年上半期におけるBOCウェルス・マネジメントの当期純利益は1.456十億人民元で
あった。

BOCウェルス・マネジメントは、その事業が新たな発展段階に入り、「一体両翼」という当グループの戦略的発
展様式を実践し、事業変革および発展を積極的に推進したことで、運用資産総額および市場シェアを着実に拡大さ
せた。BOCウェルス・マネジメントは、国家戦略に積極的に貢献し、戦略的新興産業のみならず、テクノロジー・
ファイナンスおよびグリーン・ファイナンス等の主要分野への投資を引き続き増加させ、資産配分を常に改善し
た。BOCウェルス・マネジメントはまた、一般大衆に経済的利益をもたらすため、ウェルス・マネジメント商品の
包括的な可能性を活用し、「新たな地方都市のための富」および「インクルーシブ・ファイナンス」等の商品を発
売した。BOCウェルス・マネジメントは、年金ウェルス・マネジメント商品の試験プログラムに参加する許可を取
得し、現在はその開始の準備をしている。BOCウェルス・マネジメントは、国家の「三次分配」の取組みを支援
し、公共福祉をテーマとした商品を発売することで、国家の職業訓練および農村の子供達の教育発展を支援した。
BOCウェルス・マネジメントは、販売網を継続的に拡大し、15の外部機関および19の販売チャネルを通じた商品販
売を実現した。第三者チャネルからの販売規模は前年度末比で110.96％増加し、顧客基盤が大幅に拡大した。BOC
ウェルス・マネジメントはまた、商品ラインをさらに拡大し、業界初となる銀行間譲渡性預金証書インデックス商
品および外貨現金管理商品を導入した。BOCウェルス・マネジメントの外貨商品およびクロスボーダー商品は、商
品規模で市場首位を維持した。BOCウェルス・マネジメントは、リスク管理力およびインフラ力も強化したこと
で、底線思維をしっかりと確立しつつ、デジタル・トランスフォーメーションを加速させ、将来の事業発展に向け
安定した基盤を構築した。

 

保険

BOCGインシュアランス

当行は、BOCGインシュアランスを通じて香港において一般保険業務に従事している。2022年６月30日現在におけ
るBOCGインシュアランスの発行済株式資本は3.749十億香港ドル、総資産は10.985十億香港ドル、純資産は4.321十
億香港ドルであった。また、2022年上半期におけるBOCGインシュアランスの保険料収入は1.629十億香港ドル、当
期純利益は154百万香港ドルであった。

「一体両翼」という当グループの戦略的発展様式を中心にBOCGインシュアランスは、市場リーダーシップおよび
商業銀行の特徴を持った地域ハイテク損害保険会社の構築に努めた。当グループの優位性を活用して、BOCGイン
シュアランスは、顧客に包括的な金融サービスを提供するため、銀行と保険との連携を深めた。医療保険では、
BOCGインシュアランスの「保険 + エコシステム」および「サポート + サービス」というビジネス・モデルが形と
なり、特徴的な優位性を与えた。BOCGインシュアランスはまた、業務上の効率性、オンライン・プラットフォーム
の機能性および顧客体験を向上させるため、全社的にデジタル・トランスフォーメーションを推し進めた。BOCGイ
ンシュアランスは、「大湾区医療保障プログラム」へのオンライン保険加入申込を開始し、公式ウェブサイトおよ
びモバイル・アプリを通じて香港在住の大湾区の顧客がオンラインで保険にワンストップ加入できるようにするこ
とにより、保険加入のクロスボーダー・シナリオを拡大させた。さらに、香港におけるパンデミックに対応するた
め、BOCGインシュアランスは、一連のパンデミック関連の商品およびサービスを導入することで、社会的責任を積
極的に果たし、パンデミックとの戦いで香港市民を全面的に支援した。
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BOCライフ

当行は、BOCライフを通じて香港において生命保険業務に従事している。2022年６月30日現在におけるBOCライフ
の発行済株式資本は3.538十億香港ドル、総資産は201.740十億香港ドル、純資産は10.287十億香港ドルであった。
また、2022年上半期におけるBOCライフの当期純利益は353百万香港ドルであった。

BOCライフは、中間層および富裕層の顧客基盤を積極的に拡大した。富裕層向けプライベート・バンキング、中
国の銀行からのブローカーおよび独立系の大手金融アドバイザーで構成される包括的なアプローチに基づき、BOC
ライフは、中間層および富裕層の顧客の保険商品に対する需要から生じる機会を首尾良く捉えたことで、着実に事
業を発展させた。BOCライフは、人材の募集および維持を強化することにより従業員の規模を引き続き拡大した。
ブローカーおよび独占的代理店チャネルからの標準的な新規保険料は、前年同期比で大幅に増加した。BOCライフ
は、昨年末の「薪火伝承終身保険」の発売の勢いを継続し、新規事業における高い付加価値製品の販売を促進する
ことで、保障商品の競争力を強化した。BOCライフは、生命保険業界で首位を維持するとともに、香港における人
民元保険業務でも引き続き市場トップを維持した。

 

BOCインシュアランス

当行は、BOCインシュアランスを通じて中国本土で損害保険業務に従事している。2022年６月30日現在における
BOCインシュアランスの登記上の資本金は4.535十億人民元、総資産は14.688十億人民元、純資産は4.987十億人民
元であった。また、2022年上半期におけるBOCインシュアランスの保険料収入は3.486十億人民元、当期純利益は
143百万人民元であった。

BOCインシュアランスは、「一体両翼」という当グループの戦略的発展様式を積極的に実践し、損害保険の機能
的価値を全面的に発揮させた。2022年上半期においてBOCインシュアランスは、様々な企業および従業員に0.577百
万件を超える保険金請求サービスを提供し、1.44十億人民元の保険金を支払った。BOCインシュアランスは、国内
外の二重循環を支援し、24時間365日対応のオンライン保険サービスを顧客に提供するため中国国際貿易の「単一
窓口」プラットフォームに協力した。BOCインシュアランスは、関税保障保険を通じて対外貿易企業に22.8十億人
民元の税金補償を提供するとともに、80件近い一帯一路プロジェクトで80.0十億人民元の保険補償を提供した。
BOCインシュアランスは、インクルーシブ・ファイナンスを支援し、7,000社を超える零細企業および小規模企業に
利便性の高い融資を提供するため、画期的な「政府-銀行-保険」サービス・モデルを導入した。BOCインシュアラ
ンスは、「新たな市民」等の顧客グループに積極的にサービスを提供するため、「フレキシブル従業員傷害保険」
をはじめとする多数の商品を開発および販売し、人民の福祉に関連するサービスの範囲を拡大した。BOCインシュ
アランスは、400を超える様々な種類の医療機関に責任保険を提供し、営業および生産を再開した企業向けに
16,000件を超える雇用主責任保険を発行することで、新型コロナウイルスのパンデミックとの戦いを全面的に支援
した。BOCインシュアランスは、顧客基盤戦略を踏襲し、概念、モデルおよび戦略の「３つの変革」を加速させる
とともに、あらたな発展の勢いを掘り起こすために変革を深化させた。BOCインシュアランスは、革新駆動型の発
展を強化し、技術力強化を促進し、デジタル化を着実に進めた。BOCインシュアランスは、スマート運営体制の構
築を推し進め、データ・ガバナンスを着実に実施し、消費者の権利および利益の保護を深化させたことで、内部お
よび外部双方における顧客の反応およびサービス力が継続的に向上した。BOCインシュアランスは、法令を遵守し
た運営を行い、包括的リスク管理体制を継続的に最適化した。こうした取組みを通じて、BOCインシュアランス
は、安定した事業発展と業務上の効率性を実現した。BOCインシュアランスは、総合リスク格付（区分規則）にお
いて23四半期連続で「A」以上を取得した。BOCインシュアランスはまた、スタンダード・アンド・プアーズより8
年連続で「A-」の信用格付および「安定的」見通しと認定された。

 

BOC-サムスン・ライフ

当行は、BOC-サムスン・ライフを通じて中国本土において生命保険業務に従事している。2022年６月30日現在に
おけるBOC-サムスン・ライフの登記上の資本金は2.467十億人民元、総資産は58.187十億人民元、純資産は2.400十
億人民元であった。また、2022年上半期におけるBOC-サムスン・ライフの保険料収入および保険料預託金の合計額
は11.197十億人民元、当期純損失は159百万人民元であった。
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BOC-サムスン・ライフは、急速な事業成長を維持し、保障業務および長期貯金業務からの新規保険料の規模は、
前年同期比で倍増し、長期定期保険の割合も大幅に伸びた。BOC-サムスン・ライフは、当グループのウェルス・マ
ネジメント体制に積極的に統合され、プライベート・バンキング顧客に最高水準の信託サービスを提供した。BOC-
サムスン・ライフは、顧客身元確認手続を簡素化するため顔認証機能を向上させる等、テクノロジーを活用するこ
とで、顧客サービス、リスク防止およびリスク統制を強化した。オンライン・サービスは89％を超えており、AI顧
客サービス対応の成功率は99％超に上昇した。引受および保険金支払のためのビッグデータ駆動型のリスク統制プ
ログラムの導入にも成功した。BOC-サムスン・ライフは、公式ウェブサイトの最新版も開始し、顧客体験を向上さ
せるためにオンライン保険モールにおける保険加入手続も最適化した。金融サービスは実体経済に貢献すべきであ
るという信念を掲げ、BOC-サムスン・ライフは、新興テクノロジー企業への投資を支援し、グリーン投資を増加さ
せ、2022年上半期においては、1.463十億人民元をテクノロジー・ファイナンスおよびグリーン・ファイナンスに
投資した。保険サービスの提供という要素を捉えて、BOC-サムスン・ライフは、生命保険商品の多様な供給を実現
するために、「健康星重大疾病保険（インターネット販売限定）」、「守護星医療保険（インターネット販売限
定）」および「守護安康団体重大疾病医療保険」等の商品を発売した。

 

投資業務

BOCGインベストメント

当行は、BOCGインベストメントを通じて直接投資業務および投資管理業務に従事している。BOCGインベストメン
トの業務範囲には、企業株式投資、ファンド投資・管理、不動産投資・管理および特殊状況投資等が含まれる。
2022年６月30日現在におけるBOCGインベストメントの発行済株式資本は34.052十億香港ドル、総資産は146.132十
億香港ドル、純資産は76.336十億香港ドルであった。また、2022年上半期におけるBOCGインベストメントの当期純
利益は2.569十億香港ドルであった。

BOCGインベストメントは、統合された業務の優位性を全面的に発揮し、グループ全体の協調および連携を強化す
るとともに、主要分野に対する投資も増加し、投資後の管理およびプロジェクトの出口戦略を実施した。BOCGイン
ベストメントは、新たな発展様式の醸成に積極的に貢献し、国家政策で奨励されているとおり、ハードテック企業
への投資を引き続き増加させた。BOCGインベストメントは、「専門的で洗練された注目を集める革新的な」中小企
業への投資にも焦点を当てて、新エネルギー自動車、半導体、ヘルスケアおよび消費等の分野に投資した。加え
て、BOCGインベストメントは、国内グループ会社の配置をさらに最適化し、システムおよびメカニズムの構築を改
善しつつ、香港北部都会区開発計画を研究および支援し、広東・香港・マカオ大湾区の経済発展に貢献した。

 

BOCアセット・インベストメント

当行は、BOCアセット・インベストメントを通じて中国本土において債務株式化スワップ業務および関連業務に
従事している。2022年６月30日現在におけるBOCアセット・インベストメントの登記上の資本金は14.500十億人民
元、総資産は85.895十億人民元、純資産は19.155十億人民元であった。また、2022年上半期におけるBOCアセッ
ト・インベストメントの当期純利益は1.198十億人民元であった。

深化する国家のサプライ・サイド構造改革に貢献し、当グループの「一体両翼」戦略を堅持することを主軸とし、
BOCアセット・インベストメントは、安定成長のための企業の多様な金融サービスに対するニーズに応え、改革、
構造調整およびリスク統制を強化した。BOCアセット・インベストメントは、半導体、電気自動車およびクリー
ン・エネルギー等の戦略的新興産業に焦点を当て、経済成長の安定化を支援するために環境衛生および輸送設備等
の産業に投資した。BOCアセット・インベストメントはまた、企業の困難を軽減することで、当グループの信用リ
スクを解消しつつ、債務株式化スワップを通じて発展の活力を注入するための調整も行った。2022年６月30日現在
における当行の市場指向の債務株式化スワップ業務は、累計で188.414十億人民元に達した。
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リーシング業務

BOCアビエーション

BOCアビエーションは、航空機リーシング業務に従事している。BOCアビエーションは、所有航空機の価値で測定
すると、世界大手の航空機オペレーティング・リース会社の一つであり、アジアに本社を置く最大手の航空機オペ
レーティング・リース会社である。2022年６月30日現在におけるBOCアビエーションの発行済株式資本は1.158十億
米ドル、総資産は22.813十億米ドル、純資産は4.920十億米ドルであった。また、BOCアビエーションは、ウクライ
ナ危機の影響を認識し、これまでロシアの航空会社にリースしていた航空機の価値をゼロに償却したため、2022年
上半期におけるBOCアビエーションの税引後損失は313百万米ドルであった。減損は、かかる航空機につきBOCアビ
エーションが保有していた現金担保により相殺され、税引前償却は581百万米ドルとなった。ロシアに残されてい
る航空機の正味帳簿価額の償却を除外する調整をした場合の税引後当機純利益は206百万米ドルであったが、かか
る航空機につき保有していた現金担保により、一部相殺された。

持続可能な開発を追求することに努め、BOCアビエーションは、積極的な事業戦略の実施を継続し、航空機リー
シング業界における地位を着実に高めた。一帯一路構想を積極的に支援することで、2022年６月30日現在において
BOCアビエーションは、保有機の62％を一帯一路沿いの国と地域の航空会社、ならびに中国本土、香港（中国）、
マカオ(中国)および台湾（中国）の航空会社にリースした。顧客需要を引き続き注意深く追跡することで、BOCア
ビエーションは、保有機数の増加に伴い、航空会社顧客が引渡し時に購入した航空機５機を含む20機の引渡しを
行った。これらの航空機はいずれも、長期リースで引き渡しされた。2022年上半期中にBOCアビエーションは、航
空機リース契約46件を締結し、新規顧客も１社増加したことで、顧客数は合計で36の国と地域に所在する79社と
なった。BOCアビエーションは常に、資産構造の最適化および持続可能な開発を目指した。BOCアビエーションは、
2022年上半期中に保有機５機を売却し、2022年６月30日現在における所有機の平均製造年数は4.1年(純帳簿価額で
加重したもの。)となり、航空機リース業界で最も製造年数の浅い航空機ポートフォリオの１つとなった。

（BOCアビエーションの業績および関連情報の詳細については、同社の中間報告書を参照されたい。）

 

BOCL

当行BOCLは、BOCLを通じて中国本土においてファイナンス・リース資産のファイナンス・リース業務、移転業務
および引受業務ならびにその他の関連業務に従事している。2022年６月30日現在におけるBOCLの登記上の資本金は
10.800十億人民元、総資産は47.110十億人民元、純資産は10.897十億人民元であった。2022年上半期におけるBOCL
の当期純利益は194百万人民元であった。

当グループの戦略目標に従い、BOCLは、国家の主要地域および産業に焦点を当て、専門性、差別化および特徴の
ある特性という開発理念を掲げ、ファイナンス・リースの特徴のある特性を強調し、リーシング・ブランドを改良
および強化した。2022年６月30日現在においてBOCLは、運輸、水保全、発電、電力供給、建設および製造等の産業
に関連して、累計で53.096十億人民元相当の金融リース業務を行った。特に、リーシング業務全体に占めるグリー
ン・リーシングの割合は32.50％となり、実体経済への貢献の質および効率を引き続き向上させた。
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消費者金融

BOCコンスーマー・ファイナンス

当行は、BOCコンスーマー・ファイナンスを通じて中国本土において消費者ローン業務に従事している。2022年
６月30日現在におけるBOCコンスーマー・ファイナンスの登記上の資本金は1.514十億人民元、総資産は52.566十億
人民元、純資産は7.998十億人民元であった。2022年上半期におけるBOCコンスーマー・ファイナンスの当期純利益
は136百万人民元であった。

「新たな時代における質の高い消費者金融会社の構築」という理念を掲げ、BOCコンスーマー・ファイナンス
は、認可された国有消費者金融会社としての責任および義務を果たした。BOCコンスーマー・ファイナンスは、テ
クノロジーの活用を通じて「オンライン + オフライン」および「金融 + テクノロジー」を特徴とする統合された

業務のプラットフォームを構築したことで顧客サービス力を継続的に向上させ、顧客の正当な権利および利益を保
護した。BOCコンスーマー・ファイナンスは、基盤の強化および変革的な発展の推進を同等に重視し、オンライ
ン・トランスフォーメーションという戦略的方針を継続的に推し進めた。2022年６月30日現在においてBOCコン
スーマー・ファイナンスは地域センターを27ヶ所に設置し、オンライン業務およびオフライン業務を通じて国内の
約400都市および900県で展開していた。2022年６月30日現在におけるBOCコンスーマー・ファイナンスの貸付残高
は前年度末比で1.63％増の53.288十億人民元となり、うちオンライン貸付残高は全貸付金の41.66％を占め、前年
度末比で6.61パーセント・ポイント増加した。

 

金融テクノロジー

BOCフィナンシャル・テクノロジー

当行は、BOCフィナンシャル・テクノロジーを通じて中国本土において金融技術革新、ソフトウエア開発、プ
ラットフォーム運営および技術コンサルティング業務に従事している。2022年６月30日現在におけるBOCフィナン
シャル・テクノロジーの登記上の資本金は600百万人民元、総資産は804百万人民元、純資産は595百万人民元で
あった。

BOCフィナンシャル・テクノロジーは、当グループの包括的なデジタル・トランスフォーメーションに積極的に
貢献し、OASISプロジェクト、スマート・リスク統制、マネーロンダリング防止およびデータ・ガバナンスをはじ
めとする主要プロジェクトに参加した。BOCフィナンシャル・テクノロジーは、テクノロジー・ファイナンス、グ
リーン・ファイナンス、県域ファイナンスおよびインクルーシブ・ファイナンス等の分野における事業発展を支援
し、シルバー経済、教育、運輸、行政およびその他のシナリオを含め、当グループのシナリオ・ベースの金融サー
ビス・エコシステムの発展、推進および統合を強化した。当グループの包括的な業務に活力を与え、BOCフィナン
シャル・テクノロジーは、保険、ウェルス・マネジメントおよび消費者をはじめとする分野に焦点を当て、IFRS第
17号対応の商品ソリューションを推し進め、当グループ独自の資産運用技術プラットフォームを構築した。BOC
フィナンシャル・テクノロジーは、中小規模の銀行にリスク統制のツールおよび技術を提供したことで、当グルー
プの「金融 + テクノロジー」ブランドの影響力が高まった。さらに、BOCフィナンシャル・テクノロジーは、「１

+１+３」の相乗的発展を推進し、１子会社、３拠点という地域放射的優位性を通じてスマート海南、雄安新区、長
江デルタおよび成都重慶経済圏をはじめとする主要地域の建築に貢献した。BOCフィナンシャル・テクノロジー
は、科学技術の革新に関する研究にもさらに取り組み、理論研究を深め、技術倫理およびプライベート・コン
ピューティングのための技術プラットフォームを構築した。BOCフィナンシャル・テクノロジーのソフトウエア商
品は高品質であり、強力なプロセス研究能力と完全な範囲の実装を備えており、これによりBOCフィナンシャル・
テクノロジーは、ソフトウエア能力成熟度モデル統合（CMMI）高度資格認証レベル５、ISO 9001品質マネジメン

ト・システム認証およびISO 27001情報セキュリティ・マネジメント・システム認証を受けることができた。
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４【経営上の重要な契約等】

関連する項目において開示されたものを除き、当該半期中、当行は、重大な契約を締結しなかった。

 

５【研究開発活動】

サービス・チャネル

顧客体験に焦点を当てて、当行は、全てのサービス・チャネルの変革および高度化を加速することで、デジタ
ル・トランスフォーメーションを主要な推進力として活用しつつ、より堅固なシナリオ統合力でオンライン・チャ
ネルを、より高い価値創造力でオフライン・チャネルを構築した。当行はまた、オンライン・チャネルとオフライ
ン・チャネルが統合され、金融シナリオと非金融シナリオを円滑に結び付けるエコシステムを醸成した。

 

オンライン・チャネル

デジタル・トランスフォーメーションの潮流を捉え、当行は、「モバイル第一主義」という戦略に従い、オンラ
イン・チャネルの拡大およびモバイル・バンキング・サービスの向上に向けてさらなる取組みを継続することで、
オンライン業務の急成長を実現した。2022年６月30日現在における当行の電子チャネル取引高は167.31兆人民元で
あり、前年同期比で6.88％増加した。うち、当行のモバイル・バンキング取引高は22.94兆人民元であり、前年同
期比で16.15％増加した。モバイル・バンキング顧客のうち月間アクティブ・ユーザーは73.67百万名であり、モバ
イル・バンキングが最も事業活動活発な顧客を擁するオンライン・チャネルとなった。

 

単位：百万顧客（％を除く。）

 

項目

2022年

６月30日現在

2021年

12月31日現在

 

変動(％)

法人向けオンライン・バンキングの顧客数 6.8697 6.4812 5.99%

個人向けオンライン・バンキングの顧客数 198.8854 198.7857 0.05%

モバイル・バンキングの顧客数 244.6363 235.1805 4.02%

 

法人向け銀行業務の顧客のために当行は、デジタル・トランスフォーメーションを加速させ、電子チャネルの機
能を継続的に改善し、グローバル化された法人ネットワーク金融サービス力をさらに向上させ、当グループ全体で
包括的な金融電子ポータルを構築した。一方、法人向けオンライン金融サービスでは、サプライヤー向け多層型オ
ンライン・ファイナンスである「BOCスマート・チェーン • 融易信」、「単一窓口」金融サービス、建設プロジェ

クトのファンド監督サービス代理回収契約管理、第三者証券保管、コモディティ清算サービスおよびクロス・プ
ラットフォームのユーザー・システム共有をはじめとする商品を導入した。利便性が高く効率的かつインテリジェ
ントでインターアクティブな、各種シナリオを統合した総合的モバイル金融サービスを構築するため、当行は、法
人向けモバイル・バンキング・サービスを最適化および高度化した。当行は、開かれた銀行サービスの構築を継続
的に推進し、「BOC法人電子リンク」という法人向け金融サービスを開始することで、中小企業がワンストップで
財務管理ができるように支援した。開かれた銀行業務を通じて、当行はまた、BOCインテリジェント・ファンド監
視サービスを学校外教育訓練監督サービスのための国家総合プラットフォームに統合した。
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個人向け銀行業務の顧客のために当行は、モバイル・バンキング顧客サービス力を常に向上させた。ウェルス・
ファイナンスに焦点を当て、当行は、譲渡性預金証書（CD）譲渡サービスを開始し、預金、ファンド、ウェルス・
マネジメントおよび保険等の主要商品のウェブサイトおよび手続を最適化した。また、主要顧客グループのために
当行は、プライベート・バンキング顧客サービス・ゾーンを改良し、クレジットカード部門を常に宣伝した。主要
なシナリオについては、クロスボーダー、シルバー経済、教育およびスポーツという４つの特徴的なシナリオを改
良し、冬季オリンピックをテーマとした個人向け年間取引明細書を発行した。顧客エンゲージメントを重視して当
行は、デジタル手段で顧客成長体制の構築を模索するため、タスク・インセンティブおよび利益向上を活用した
マーケティング手法である「福仔雲遊記」を立ち上げた。当行は、30の国と地域を対象に17種類のサービスを提供
する、12言語で利用可能なモバイル・バンキングの国外版を引き続き改良した。さらに、当行は、国外の主要地域
および主要グループ会社の事業発展を支援するため、モバイル・バンキングを高度化させた。当行は、人民元建て
給与の直接送金サービスおよびオンライン顧客情報更新等の機能を新たに導入するとともに、顧客体験を向上させ
るために口座管理、移転および送金等の基本サービスを最適化した。当行はさらに、オンライン・チャネルのデジ
タル・リスク統制力を強化した。2022年上半期においてスマート・リスク統制・防止システムである「サイバー・
ディフェンス」は、オンライン・チャネルを通じて3.916十億件の取引を監視し、前年同期比で4.37％増加した。
当行は、第５回（2022年度）デジタル・ファイナンス・イノベーション・コンペティションにおいて「Digital

Platform Innovation Award」、「Golden Award for Smart Digital Platform」および「Golden Award for

Digital Marketing」を受賞した。

 

オフライン・チャネル

当行は、店舗のデジタル・トランスフォーメーションを推し進めた。「スマート冬季オリンピック」というコン
セプトを掲げ、当行は、現金自動預け払い機（ATM）およびスマート・カウンター等のチャネルの利用を含め、冬
季オリンピック向け決済シナリオを構築し、デジタル人民元の両替をはじめとする革新的なサービスを開始し、パ
スポートを利用した外国人顧客との取引も行った。当行は、人民の幸福のために努力を惜しまなかった。当行は、
「店舗 +行政」スマート・サービス・エコシステムを構築し、スマート・カウンターを通じて、2,178店舗の4,612

件のターミナルで482種類の行政サービスを提供する「長江デルタ・スマート行政」サービス・シナリオを推進し
た。当行は、上海、江蘇省、浙江省および安徽省において行政サービスを提供し、長江デルタで県境を越えたサー
ビス提供を実現したことで、異なる場所および異なる地域で行政サービスを受けられるようにした。これにより、
人民は便利に利用できるようになり、地域の統合が強化された。さらに、当行は、差別化された店舗管理体制を改
善した。現地の状況に基づき、当行は、「金融サービス力強化のための８つの優先分野」および「４つのシナリ
オ・ベースの金融サービス・エコシステムを発展させるため、テクノロジー・ファイナンス、グリーン・ファイナ
ンス、インクルーシブ・ファイナンスおよびクロスボーダー・ファイナンス等を特徴とする店舗を構築した。当行
はまた、特徴のあるビジネスを通じた店舗の活性化を刺激し、店舗の変革および発展を深化させるため、商品、
サービス、ビジネス・モデルおよび特徴のある店舗におけるソフトウエア資源やハードウエア資源の配分を精緻化
させた。

2022年６月30日現在において、中国本土に所在する当行の商業銀行ネットワーク（本店、Tier１支店、Tier２支
店および店舗を含む。）は10,348の支店および店舗で構成されていた。一方、中国本土に所在する当グループ傘下
の商業銀行以外のグループ会社は528社であり、香港（中国）、マカオ（中国）、台湾（中国）およびその他の国
と地域に所在する当グループ傘下のグループ会社は548社であった。

 

単位：件（％を除く。）

項目
2022年

６月30日現在

2021年

12月31日現在

 

変動(％)

ATM 27,154 27,729 (2.07%)

スマート窓口 33,009 32,367 1.98%
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ITの開発

当行は、当グループの包括的なデジタル・トランスフォーメーション戦略および「スマートBOC+」フィンテック
計画を断固として実行した。技術管理システムの改革を画期的な推進力として活用することにより、当行は、組織
構造および管理手続を引き続き最適化し、様々な事業分野においてデジタル・サービスを向上させつつ、金融サー
ビス提供で革新をさらに推進するため、デジタル・トランスフォーメーション能力およびフィンテック能力の基盤
を強化した。

当行のIT管理システムの改革は引き続き深化し、ITが内部の力をより強力に発揮する推進力として機能するよう
になった。ライフサイクル全般にわたるIT管理の付加価値の再構築にも取り組み、当行は、あらゆる面で事業に
沿った、全プロセスを通じて迅速に対応する効率的かつ技術的なサービス・モデルを構築した。顧客担当者の派
遣、実施プロセスの改善、ツール支援の強化および予算管理の最適化等により、当行は、アプリ・プロジェクトの
平均配信サイクルを効率的に短縮した。ビジネスとテクノロジーの深い統合、統合化された支店の特徴に関する研
究開発、全社的なネットワーク・セキュリティ・オペレーション・センターを含め、多数の試験プロジェクトも実
施された。

OASISプロジェクトは、デジタル力の全面的な強化により、次の段階へと大きく前進しました。当行は、トッ
プ・レベルの設計および全社レベルの全般的計画を行ったことで、プロジェクトの第一弾は、顧客、機関および従
業員情報の他、窓口業務のアクセス権等の基本的な公共部門に焦点を当てた。データ要素をこうした情報に大規模
に深く適用することにより、当行は、精密なマーケティング、商品のカスタマイゼーション、インテリジェントな
リスク統制、精緻な管理および健全な意思決定を深く強化することが可能となった。次世代の全社レベルの基本的
技術プラットフォームは安定的な運営を維持しており、当行の全社レベルの開発プロセスおよび技術水準が徐々に
形成された。一方で、当行のデジタル金融サービス力を向上させるため、さらなる措置も講じられた。当行は、
サービスの効率性向上を目的として、「金融サービス力強化のための８つの優先分野」のデジタル開発に焦点を当
てた。金融サービス内の技術革新を促進するため、フィンテック情報プラットフォームが構築されるとともに、グ
リーン・プロジェクトの自動特定および環境効果の自動計算を実現するため、グリーン・ファイナンス管理システ
ムも導入された。当行は、インクルーシブ・ファイナンス商品を充実させるとともに、マーケティング・チャネル
拡大のため「インクルーシブ・ローン」アプリの機能も改善した。加えて、当行は、クロスボーダー電子商取引直
接決済商品を試験販売し、「BOCクロスボーダー・サービス」アプリを包括的に宣伝した。さらに、サプライ・
チェーン内の企業により良い金融サービスを提供するために、売掛金、前払金、買掛金および新株予約権質権とい
う３つの主要なサプライ・チェーンを網羅する金融商品体制が構築された。政府助成学生ローンについては、プロ
セスを通じてオンライン・サービスが提供された。

当行は、革新および改革の余地を広げるためにフィンテックの配置を強化した。当行は、ロボティック・プロセ
ス・オートメーション（RPA）および光学的文字認識（OCR）等の企業レベルの基本技術プラットフォームの構築を
改善し、知的財産権の保護およびフィンテックの成果を拡大した。2022年上半期には1,801件の特許が出願され、
272件の特許を受けた。デジタル・リスク統制ツールおよび技術協力に関する新たな提携プログラム11件がBOCフィ
ナンシャル・テクノロジーおよび金融機関10行との間で実行された。加えて、当行は、メタバース、仮想デジタ
ル・ヒューマン、ブロックチェーンおよび代替性トークン（NFT）をはじめとする最先端技術も引き続き探求し、
プライバシー・コンピューティングおよびオープンソースの連合学習コミュニティに参加したことで、技術革新の
未来発展価値を構築した。
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第４【設備の状況】

 

１【主要な設備の状況】

2022年６月30日現在、当行は国内外に合計11,424の機関を有している。そのうち、中国本土の機関は10,876、香

港（中国）、マカオ（中国）、台湾（中国）およびその他の国と地域の機関は548である。中国国内商業銀行業務

は、一級支店・直属支店38ヶ所、二級支店371ヶ所、下部拠点会社9,938ヶ所を含む10,348の機関からなる。

「第６　１　中間財務書類」の要約中間連結財務情報に対する注記Ⅲ.18およびⅢ.19も参照されたい。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

該当なし
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第５【提出会社の状況】

 

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

（2022年６月30日現在）

 授権株数
(1) 発行済株式総数 未発行株式数

(1)

普通株式 － 294,387,791,241株
(2) －

優先株 － 1,197,865,300株
(3) －

注：

(1) 中国会社法には、授権株式制度はない。

(2) A株210,765,514,846株およびH株83,622,276,395株からなる。

(3) 国内優先株730,000,000株（第３期）、国内優先株270,000,000株（第４期）および国外優先株197,865,300株（第２期）

からなる。

 

②【発行済株式】

（2022年６月30日現在）

記名・無記名の別および

額面・無額面の別
種類 発行数

上場金融商品取引所名

または登録認可金融商品

取引業協会名

内容

記名式額面1.00人民元 普通株式 294,387,791,241株
A株：上海証券取引所

H株：香港証券取引所
 

記名式額面100.00人民元 優先株 1,197,865,300株
国内優先株：上海証券取引所

国外優先株：香港証券取引所

以下「優先株

についての特

則」を参照
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優先株についての特則

国内優先株（第３期）

期間：  優先株式に満期日は設定されていない。

累積配当：  なし。

残余利益分配

への参加：  

なし。

配当率決定原

則：

 

国内優先株の配当率は、異なる金利差で調整される。配当率は指標金利と固定スプレッドの合計に

等しく、配当率の調整期間を設けるものとする。配当率は、国内優先株発行後最初の５年間は固

定、その後は５年に１回調整され、各調整期間中は変更されないものとする。固定スプレッドは、

発行時の国内優先株に係る配当率と指標金利間のスプレッドに等しいものとし、国内優先株の有効

期間中に変更されることはない。

優先株式発行時の指標金利は、中国債券情報ネットワーク（www.chinabond.com.cnまたは中国証券

登記決済有限責任公司が認めるその他のウェブサイト。以下同様）が発表する銀行間固定利付国債

の利回り曲線に示される５年満期中国国債の、優先株式の払込期日（すなわち、2019年６月27日）

に先立つ直近の20取引日間（払込期日を含まない。）における算術平均利回り（小数点第二位まで

求める。）とする。配当率再調整日における指標金利は、中国債券情報ネットワークが発表する銀

行間固定利付国債の利回り曲線に示される５年満期中国国債の、再調整日（優先株式の払込期日か

ら５年後毎の応当日（すなわち、６月27日））に先立つ直近の20取引日間（各応当日を含まな

い。）における算術平均利回り（小数点第二位まで求める。）とする。再調整日に先立つ直近の20

取引日間のいずれの日にも中国債券情報ネットワークが５年満期中国国債の利回りを発表しなかっ

た場合、再調整日における指標金利は、中国債券情報ネットワークにおいて入手可能な５年満期中

国国債の、国内優先株の配当率再調整日に先立つ20取引日間における算術平均利回り（小数点第二

位まで求める。）とする。

国内優先株の初回配当率は、市場価格照会を通じて、4.50％（うち、指標金利が3.07％、固定スプ

レッドが1.43％）に決定される。国内優先株の配当率は、発行に先立つ直近の２会計年度における

当行の加重平均株主資本利益率（注１）の年間平均を上回らないものとする。

（注１）株主資本の平均利益率は、「有価証券を公募する会社による情報開示の作成に関する規則第９号：株

主資本利益率および一株当たり利益の計算と開示」（2010年改訂）に従い決定され、当行の普通株主

に帰属する利益を基準に計算される。

配当金分配条

項：

 

(1)　当行は、その自己資本が当局の規制要件を満たすことを条件に、法令に従い損失を回収し、

法定準備金および一般準備金に対する割当を行った後に、分配可能な税引後利益（注２）が

ある場合には、国内優先株の株主に対し配当金を分配することができる。配当金の分配に関

し、当行が発行する国内優先株は国外優先株と同順位であり、いずれの優先株主も普通株主

に優先する。国内優先株の株主に対する配当金の支払いは当行の格付の影響を受けることは

なく、かかる格付の変更に伴う調整は生じない。

（注２）中国の会計基準または国際財務報告基準に従い作成された当行の財務諸表に表示されている未分配利

益のうち、いずれか少ない金額をいう。

(2)　いかなる場合においても、当行は、株主総会において検討および承認された後、国内優先株

の株主に対する配当金の支払いの一部または全部を取り消す権利を有し、かかる取消しは債

務不履行とはみなされない。当行は、その裁量により、中止した配当金を、支払期限の到来

した他の債務の返済に使用することができる。現行の国内優先株の配当の取消しは、普通株

式の配当制限を除き、当行に対するその他の制限を構成しない。当行は、上記権利を行使す

る際には、国内優先株の株主の権利および利益を十分に考慮する。

配当金の支払

方法：

 

優先株式の配当金は現金で支払われ、当行が発行した関連するシリーズの未償還国内優先株の額面

価額の総額に基づき算出される。国内優先株の配当金は、年１回支払われるものとし、関連するシ

リーズの国内優先株の払込期日（すなわち、2019年６月27日）から発生するものとする。配当金支

払日は、毎年、国内優先株の発行に係る払込期日の応当日（すなわち、６月27日）とする。かかる

応当日が上海証券取引所の取引日でない場合、当該配当金支払日は翌取引日に延期され、かかる延

期された期間についての配当金は発生しない。配当金支払日の前に、国内優先株の配当金を計算し

て支払う必要が生じた場合、配当金は、実日数による日割計算（計算上、１年は360日とする。）

により算出される。配当金の計算は、小数点第二位まで求める。かかる配当を受領することにより

国内優先株の株主に対して課される税は、関連法令に従い、当該優先株主が負担するものとする。
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転換に関する

取決め：

 

(1)　強制転換トリガー事由

(ⅰ) その他Tier１資本性証券トリガー事由（普通株式等Tier１資本比率が5.125％以下まで低下す

ること）が発生した場合、当行の普通株式等Tier１資本比率をトリガーポイントを上回る水

準まで回復させるため、国内優先株の全部または一部はA株に転換される。

(ⅱ) Tier２資本性証券トリガー事由が発生した場合、国内優先株の全部がA株に転換される。

「Tier２資本性証券トリガー事由」とは、次のいずれかの事態のうち先に発生するものをい

う。（1）CBIRCにより、転換もしくは消却を行わないと当行が存続できないと判断された場

合、または（2）関連当局により、公的部門による資本注入もしくはこれに相当する支援がな

いと、当行が存続できないと判断された場合。

(2)　強制転換価格

国内優先株の当初の強制転換価格は、国内優先株発行に関する取締役会決議公告日に先立つ

20取引日における当行A株の平均取引価格（すなわち、１株当たり3.62人民元）とする。

直近の20取引日における当行A株の平均取引価格 ＝ 当該20取引日における当行A株の取引価

格の合計 ÷ 当該20取引日におけるA株の出来高合計

国内優先株の発行後に、株式の無償交付、資本再編、時価を下回る価格での新株発行（普通

株式に転換可能な当行の発行する金融商品（優先株式、転換社債等）の転換による株式資本

の増加は除く。）またはA株に関するライツイシューを行った場合、かかる事由の発生順に強

制転換価格の累積的調整が行われる。普通株主に対する現金配当の分配による強制転換価格

の調整は行われない。強制転換価格は、以下に従い調整される。

株式の無償交付または資本再編の場合：　P1 = P0 × N ÷ (N ＋ n)

時価を下回る価格でのA株の新規発行またはライツイシューによる場合： P1 = P0 × (N ＋

k) ÷ (N ＋ n)、k = n × A ÷ M

上記の計算式において、「P0」は、調整前直近の有効な強制転換価格、「N」は、かかる株式

の無償交付、資本再編、新株発行またはA株に関するライツイシューが行われる前の普通株式

総数、「n」は、株式の無償交付、資本再編、新株発行またはライツイシューによって新しく

交付・発行されたA株の株式数、「A」は、かかる新株発行またはライツイシューにおいて新

しく発行されるA株の発行価格、「M」は、A株の新株発行またはライツイシューの発表（すな

わち、新株発行またはライツイシューに関する有効かつ取消不能な条件を含む発表）前日の

取引日におけるA株の終値、「P1」は、当該調整直後の有効な強制転換価格を意味する。

国内優先株の株主の権利および利益が、株式の買戻し、当行の合併または分割その他の事由

による当行の株式クラス、株式数および／または株主持分の変更によって影響を受ける場合

には、当行は、優先株主および普通株主の利益を十分に保護し、これらの均衡を保つため

に、公平、公正、衡平の原則に従い、実際の状況に応じて強制転換価格の調整を行う。強制

転換価格の調整に関する内容および方法は、適用ある中国法令に従って策定される。

(3)　強制転換の比率および株式数を決定する際の原則

国内優先株の強制転換の際に転換される株式数を決定する計算式は、Q ＝ V ÷ Pとする。

上記計算式において、「Q」は、国内優先株の株主が保有する国内優先株から転換されるA株

の株式数、「V」は、強制転換の対象となる優先株式の額面価額の総額、「P」は、国内優先

株の有効な強制転換価格を意味する。

国内優先株の強制転換から生じる普通株式の端株は、関連法令に従い当行によって処理され

る。一部が転換される場合、国内優先株は比例配分ベースでA株に転換される。

(4)　強制転換期間

国内優先株の強制転換期間は、国内優先株の発行完了後の最初の取引日に開始し、全ての国

内優先株が償還またはまたは転換された日に終了する。

(5)　強制転換が行われた年における普通株式の配当金の帰属

国内優先株の強制転換により新しく発行されるA株は既存のA株と同順位であり、配当金の権

利に関する基準日現在において当行の株主名簿に記載されている全ての普通株主（国内優先

株の強制転換によるA株の保有者を含む。）は、当期の配当期間に係る配当金を受領する権利

を有し、かつ同一の権利および利益を有する。
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償還に関する

取決め：

 

(1)　償還権者

CBIRCの承認を得ることを条件として、当行は国内優先株を償還することができる。国内優先

株の株主は、当行に対して国内優先株の償還を請求する権利を有しない。

(2)　償還の条件および期間

国内優先株に償還日はない。CBIRCの関連規則に従い、当行は、国内優先株の償還権を行使す

る予定はないため、投資家は、当行が国内優先株の償還権を行使するという期待をすべきで

はない。

しかしながら、CBIRCの承認を条件として、当行は、国内優先株の発行後５年が経過したのち

に国内優先株の全部または一部を償還する権利を有する。国内優先株の償還期間は、国内優

先株の発行日から５年後の応当日に開始し、全ての国内優先株が償還または転換された日に

終了する。取締役会は、市場の状況等に従い償還期間中の償還を決定し、CBIRCの承認に基づ

き償還に関するすべての事項に完全な権限を持って対処することを株主総会により授権（そ

の権限はさらに委任することができる）されている。

当行によるかかる償還権の行使は、以下の条件に服する。

①　償還する国内優先株を代替するにふさわしい当該国内優先株と同等またはより質の高い

資本性証券を当行が使用するか有していること。かつ、かかる代替は、当行が持続可能

な収入創出能力を有している時にのみ行われること。

②　かかる償還権行使後の当行の規制上の自己資本が、CBIRCの定める規制上の必要自己資本

要件を大きく上回る水準を維持していること。

(3)　償還価格および償還価格決定の原則

国内優先株の償還価格は、額面価額に宣言された配当金（ただし、当期の配当期間において

未払いの配当金）を加えた額に等しい金額とする。

議 決 権 の 復

権：

 

(1)　議決権復権条項

定款に従い、当行が、優先株式の発行後合計で３会計年度または２会計年度連続して、優先

株式について合意された配当金を支払わなかった場合、優先株主は、合意された配当金を支

払わない旨を定めた当該年度の利益配分計画を株主総会が承認した翌日から、株主総会に出

席し、議決権を行使するための普通株主と同じ権利を有するものとする。

優先株式の議決権の復権後、かかる優先株式の各保有者は、下記の想定転換価格に従って当

該優先株式の想定された転換の結果として生じる議決権数を有するものとし、当該優先株式

の保有者は、普通株主とともに株主総会において当該議決権を行使することができる。

当初の想定転換価格は、「転換に関する取決め」に従い決定される当初の強制転換価格と同

様に決定される。かかる想定された転換の結果として生じた議決権数（すなわち、当該各優

先株式の保有者が権利を有する議決権数）は、Q ＝ V ÷ E（普通株式１株未満は切り捨

て。）の計算式に従い算出される。

上記計算式において、「V」は、当該優先株主が保有する優先株式の額面総額、「E」は、有

効な想定転換価格を意味する。

優先株式の発行後に、株式の無償交付、資本再編、時価を下回る価格での新株発行（普通株

式に転換可能な当行の発行する金融商品（優先株式、転換社債等）の転換による株式資本の

増加は除く。）またはA株に関するライツイシューを行った場合、当行は、当該各事由を発生

順に累積的に反映するために想定転換価格に対する調整を行う。具体的な調整方法は、「転

換に関する取決め」に明記される強制転換価格に適用される調整方法に一致するものとす

る。

(2)　復権した議決権の取消し

優先株式の議決権復権後は、当該年度に関する優先株式の配当金を当行が全額支払う日ま

で、かかる議決権は行使可能とする。定款には、優先株式の議決権を復権することができる

その他の事由を定めることができる。
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国内優先株（第４期）

期間：  優先株式に満期日は設定されていない。

累積配当：  なし。

残余利益分配

への参加：  

なし。

配当率決定原

則：

 

優先株式の配当率は、異なる金利差で調整される。配当率は指標金利と固定スプレッドの合計に等

しく、配当率の調整期間を設けるものとする。配当率は、国内優先株発行後最初の５年間は固定、

その後は５年に１回調整され、各調整期間中は変更されないものとする。固定スプレッドは、発行

時の国内優先株に係る配当率と指標金利間のスプレッドに等しいものとし、国内優先株の有効期間

中に変更されることはない。

優先株式発行時の指標金利は、中国債券情報ネットワーク（www.chinabond.com.cnまたは中国証券

登記決済有限責任公司が認めるその他のウェブサイト。以下同様）が発表する銀行間固定利付国債

の利回り曲線に示される５年満期中国国債の、優先株式の発行に係る払込期日（すなわち、2019年

８月29日）に先立つ直近の20取引日間（払込期日を含まない。）における算術平均利回り（小数点

第二位まで求める。）とする。配当率再調整日における指標金利は、中国債券情報ネットワークが

発表する銀行間固定利付国債の利回り曲線に示される５年満期中国国債の、優先株式再調整日（優

先株式の払込期日から５年後毎の応当日（すなわち、８月29日））に先立つ直近の20取引日間（各

応当日を含まない。）における算術平均利回り（小数点第二位まで求める。）とする。再調整日に

先立つ直近の20取引日間のいずれの日にも中国債券情報ネットワークが５年満期中国国債の利回り

を発表しなかった場合、再調整日における指標金利は、中国債券情報ネットワークにおいて入手可

能な５年満期中国国債の、優先株式の配当率再調整日に先立つ直近の20取引日間における算術平均

利回り（小数点第二位まで求める。）とする。

優先株式の初回配当率は、市場価格照会を通じて、4.35％（うち、指標金利が2.94％、固定スプ

レッドが1.41％）に決定される。国内優先株の配当率は、発行に先立つ直近の２会計年度における

当行の加重平均株主資本利益率（注１）の年間平均を上回らないものとする。

（注１）株主資本の平均利益率は、「有価証券を公募する会社による情報開示の作成に関する規則第９号：株

主資本利益率および一株当たり利益の計算と開示」（2010年改訂）に従い決定され、当行の普通株主

に帰属する利益を基準に計算される。

配当金分配条

項:

 

(1)　当行は、その自己資本が当局の規制要件を満たすことを条件に、法令に従い損失を回収し、

法定準備金および一般準備金に対する割当を行った後に、分配可能な税引後利益（注２）が

ある場合には、国内優先株の株主に対し配当金を分配することができる。配当金の分配に関

し、当行が発行する国内優先株は国外優先株と同順位であり、いずれの優先株主も普通株主

に優先する。国内優先株の株主に対する配当金の支払いは当行の格付の影響を受けることは

なく、かかる格付の変更に伴う調整は生じない。

（注２）中国の会計基準または国際財務報告基準に従い作成された当行の財務諸表に表示されている未分配利

益のうち、いずれか少ない金額をいう。

(2)　いかなる場合においても、当行は、株主総会において検討および承認された後、国内優先株

の株主に対する配当金の支払いの一部または全部を取り消す権利を有し、かかる取消しは債

務不履行とはみなされない。当行は、その裁量により、中止した配当金を、支払期限の到来

した他の債務の返済に使用することができる。現行の国内優先株の配当の取消しは、普通株

式の配当制限を除き、当行に対するその他の制限を構成しない。当行は、上記権利を行使す

る際には、国内優先株の株主の権利および利益を十分に考慮する。

配当金の支払

方法：

 

優先株式の配当金は現金で支払われ、当行が発行した関連するシリーズの未償還国内優先株の額面

価額の総額に基づき算出される。国内優先株の配当金は、年１回支払われるものとし、関連するシ

リーズの国内優先株の発行に係る払込期日（すなわち、2019年８月29日）から発生するものとす

る。配当金支払日は、毎年、国内優先株の発行に係る払込期日の応当日（すなわち、2019年８月29

日）とする。かかる応当日が上海証券取引所の取引日でない場合、当該配当金支払日は翌取引日に

延期され、かかる延期された期間についての配当金は発生しない。配当金支払日の前に、国内優先

株の配当金を計算して支払う必要が生じた場合、配当金は、該当期間の実日数による日割計算（計

算上、１年は360日とする。）により算出される。配当金の計算は、小数点第二位まで求める。か

かる配当を受領することにより国内優先株の株主に対して課される税は、関連法令に従い、当該優

先株主が負担するものとする。
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転換に関する

取決め：

 

(1)　強制転換トリガー事由

(ⅰ) その他Tier１資本性証券トリガー事由（普通株式等Tier１資本比率が5.125％以下まで低下す

ること）が発生した場合、当行の普通株式等Tier１資本比率をトリガーポイントを上回る水

準まで回復させるため、国内優先株の全部または一部はA株に転換される。

(ⅱ) Tier２資本性証券トリガー事由が発生した場合、国内優先株の全部がA株に転換される。

「Tier２資本性証券トリガー事由」とは、次のいずれかの事態のうち先に発生するものをい

う。（1）CBIRCにより、転換もしくは消却を行わないと当行が存続できないと判断された場

合、または（2）関連当局により、公的部門による資本注入もしくはこれに相当する支援がな

いと、当行が存続できないと判断された場合。

(2)　強制転換価格

国内優先株の当初の強制転換価格は、国内優先株発行に関する取締役会決議公告日に先立つ

20取引日における当行A株の平均取引価格（すなわち、１株当たり3.62人民元）とする。

直近の20取引日における当行A株の平均取引価格 ＝ 当該20取引日における当行A株の取引価

格の合計 ÷ 当該20取引日におけるA株の出来高合計

国内優先株の発行後に、株式の無償交付、資本再編、時価を下回る価格での新株発行（普通

株式に転換可能な当行の発行する金融商品（優先株式、転換社債等）の転換による株式資本

の増加は除く。）またはA株に関するライツイシューを行った場合、かかる事由の発生順に強

制転換価格の累積的調整が行われる。普通株主に対する現金配当の分配による強制転換価格

の調整は行われない。強制転換価格は、以下に従い調整される。

株式の無償交付または資本再編の場合：　P1 = P0 × N ÷ (N ＋ n)

時価を下回る価格でのA株の新規発行またはライツイシューによる場合： P1 = P0 × (N ＋

k) ÷ (N ＋ n)、k = n × A ÷ M

上記の計算式において、「P0」は、調整前直近の有効な強制転換価格、「N」は、かかる株式

の無償交付、資本再編、新株発行またはA株に関するライツイシューが行われる前の普通株式

総数、「n」は、株式の無償交付、資本再編、新株発行またはライツイシューによって新しく

交付・発行されたA株の株式数、「A」は、かかる新株発行またはライツイシューにおいて新

しく発行されるA株の発行価格、「M」は、A株の新株発行またはライツイシューの発表（すな

わち、新株発行またはライツイシューに関する有効かつ取消不能な条件を含む発表）前日の

取引日におけるA株の終値、「P1」は、当該調整直後の有効な強制転換価格を意味する。

国内優先株の株主の権利および利益が、株式の買戻し、当行の合併または分割その他の事由

による当行の株式クラス、株式数および／または株主持分の変更によって影響を受ける場合

には、当行は、優先株主および普通株主の利益を十分に保護し、これらの均衡を保つため

に、公平、公正、衡平の原則に従い、実際の状況に応じて強制転換価格の調整を行う。強制

転換価格の調整に関する内容および方法は、適用ある中国法令に従って策定される。

(3)　強制転換の比率および株式数を決定する際の原則

国内優先株の強制転換の際に転換される株式数を決定する計算式は、Q ＝ V ÷ Pとする。

上記計算式において、「Q」は、国内優先株の株主が保有する国内優先株から転換されるA株

の株式数、「V」は、強制転換の対象となる優先株式の額面価額の総額、「P」は、国内優先

株の有効な強制転換価格を意味する。

国内優先株の強制転換から生じる普通株式の端株は、関連法令に従い当行によって処理され

る。一部が転換される場合、国内優先株は比例配分ベースでA株に転換される。

(4)　強制転換期間

国内優先株の強制転換期間は、国内優先株の発行完了後の最初の取引日に開始し、全ての国

内優先株が償還またはまたは転換された日に終了する。

(5)　強制転換が行われた年における普通株式の配当金の帰属

国内優先株の強制転換により新しく発行される当行A株は既存のA株と同順位の権利および利

益を享受し、配当金の権利に関する基準日現在において当行の株主名簿に記載されている全

ての普通株主（国内優先株の強制転換によるA株の保有者を含む。）は、当期の配当期間に係

る配当金を受領する権利を有し、かつ同一の権利および利益を有する。
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償還に関する

取決め：

 

(1)　償還権者

CBIRCの承認を得ることを条件として、当行は国内優先株を償還することができる。国内優先

株の株主は、当行に対して国内優先株の償還を請求する権利を有しない。

(2)　償還の条件および期間

国内優先株に償還日はない。CBIRCの関連規則に従い、当行は、国内優先株の償還権を行使す

る予定はないため、投資家は、当行が国内優先株の償還権を行使するという期待をすべきで

はない。

しかしながら、CBIRCの承認を条件として、当行は、国内優先株の発行後５年が経過したのち

に国内優先株の全部または一部を償還する権利を有する。国内優先株の償還期間は、国内優

先株の発行日から５年後の応当日に開始し、全ての国内優先株が償還または転換された日に

終了する。取締役会は、市場の状況等に従い償還期間中の償還を決定し、CBIRCの承認に基づ

き償還に関するすべての事項に完全な権限を持って対処することを株主総会により授権（そ

の権限はさらに委任することができる）されている。

当行によるかかる償還権の行使は、以下の条件に服する。

①　償還する国内優先株を代替するにふさわしい当該国内優先株と同等またはより質の高い

償還する国内優先株を代替するにふさわしい当該国内優先株と同等またはより質の高い資

本性証券を当行が使用するか有していること。かつ、かかる代替は、当行が持続可能な収

入創出能力を有している時にのみ行われること。

②　かかる償還権行使後の当行の規制上の自己資本が、CBIRCの定める規制上の必要自己資本

要件を大きく上回る水準を維持していること。

(3)　償還価格および償還価格決定の原則

国内優先株の償還価格は、額面価額に宣言された配当金（ただし、当期の配当期間において

未払いの配当金）を加えた額に等しい金額とする。

議決権の復権:

 

(1)　議決権復権条項

定款に従い、当行が、優先株式の発行後合計で３会計年度または２会計年度連続して、優先

株式について合意された配当金を支払わなかった場合、優先株主は、合意された配当金を支

払わない旨を定めた当該年度の利益配分計画を株主総会が承認した翌日から、株主総会に出

席し、議決権を行使するための普通株主と同じ権利を有するものとする。

優先株式の議決権の復権後、かかる優先株式の各保有者は、下記の想定転換価格に従って当

該優先株式の想定された転換の結果として生じる議決権数を有するものとし、当該優先株式

の保有者は、普通株主とともに株主総会において当該議決権を行使することができる。

当初の想定転換価格は、「転換に関する取決め」に従い決定される当初の強制転換価格と同

様に決定される。かかる想定された転換の結果として生じた議決権数（すなわち、当該各優

先株式の保有者が権利を有する議決権数）は、Q ＝ V ÷ E（普通株式１株未満は切り捨

て。）の計算式に従い算出される。

上記計算式において、「V」は、当該優先株主が保有する優先株式の額面総額、「E」は、有

効な想定転換価格を意味する。

優先株式の発行後に、株式の無償交付、資本再編、時価を下回る価格での新株発行（普通株

式に転換可能な当行の発行する金融商品（優先株式、転換社債等）の転換による株式資本の

増加は除く。）またはA株に関するライツイシューを行った場合、当行は、当該各事由を発生

順に累積的に反映するために想定転換価格に対する調整を行う。具体的な調整方法は、「転

換に関する取決め」に明記される強制転換価格に適用される調整方法に一致するものとす

る。

(2)　復権した議決権の取消し

優先株式の議決権復権後は、当該年度に関する優先株式の配当金を当行が全額支払う日ま

で、かかる議決権は行使可能とする。定款には、優先株式の議決権を復権することができる

その他の事由を定めることができる。
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国外優先株（第２期）

期間： １． 満期日

国外優先株に満期日は設定されていない。当行は国外優先株を償還する義務を有さず、いか

なる国外優先株主も、当行に対して国外優先株の買戻しを請求する権利はない。

 ２． 任意償還

当行は、CBIRC承認の取得（ただし、国外優先株主または普通株主の同意は要しない）およ

び償還前提条件の充足を条件とし、国外優先株主および財務代理人への30日以上の通知を

行ったうえで、第１回リセット日およびすべての優先株が償還または転換されるまではその

後の配当金支払日に、国外優先株の全部または一部を償還することができる。償還される国

外優先株１株当たりの償還価格は、その米ドル建額面金額に等しい金額に、直前の配当金支

払日（同日を含む。）から償還予定日（同日を含まない。）までの期間に関して宣言された

ものの未払いの配当金を加えた合計金額とする。

 ３． 強制転換

いずれかのトリガー事由が発生した場合、当行は、CBIRCの同意を得たうえで（ただし、国

外優先株主または普通株主の同意は要しない）、以下のすべての事項を行うものとする。

(a)　転換日（同日を含む。）までに生じた未払いの関連する損失吸収額に関する配当を中

止する。

(b)　国外優先株の全部または一部を、以下に従い算出した株式数のH株式に、転換日をもっ

て取消不能な形で強制転換する。H株数は、（i）国外優先株主が保有する損失吸収額

（1.00米ドル＝7.0168人民元の固定為替レートで人民元に換算したもの）を、（ii）

有効な強制転換価格で除し、端株を切り捨てた（適用法規により許容される範囲で）

数とし、転換の結果、１株に満たないH株は発行されず、これに代わる現金での支払い

またはその他の調整は行わない。

 ４． 強制転換価格

国外優先株の初回転換価格は、H株１株当たり3.31香港ドル（１香港ドル＝0.88658人民元の

固定為替レートを使用して人民元に換算した場合、H株１株当たり2.94人民元）であり、要

項に記載される調整に従う。強制転換価格は、１香港ドル＝0.88658人民元の固定為替レー

トを使用して人民元で表示される。

転換価格は、以下の場合には調整を行うものとする。

(a)　当行が、無償交付または無償増資により、H株の所持人に対して全額払込済みのH株を

発行する場合

(b)　（i）当行が、H株（H株への転換権もしくは交換権またはH株の引受権もしくは購入権

の行使により発行されたH株を除く。）を、当該新規発行（当該発行に関する有効かつ

取消不能な条件を含むもの）が最初に公表された日の直前の取引日におけるH株の終値

（香港証券取引所が公表するもの）を下回る価格で発行する場合、または（ii）当行

がライツ・イシューによりH株を発行する場合

(c)　当行の国外優先株主の権利および利益が、株式の買入れ、当行の合併または分割その

他の事由による当行の株式クラス、株式数および／または株主持分の変更によって影

響を受ける場合

配当金に係る権

利：

 要項の規定に従い、各国外優先株の所持人は、非累積型配当金を受領する権利を有する（中

止されない場合）。かかる配当金は、後払いで年に１回支払われる。

各配当金は、要項の規定に従い、配当金支払日に後払いで年に１回支払われる。要項の規定

に従い、初回の配当金支払日は2021年３月４日とする。
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配当率：  国外優先株は、その米ドル建額面金額に関し、関連する以下の配当率による配当金が生じ

る。

(a)　発行日（同日を含む。）から第１回リセット日（同日を含まない。）までの期間につ

いては、年率3.6％

(b)　その後、第１回リセット日（同日を含む。）から、またそれ以降の各リセット日（同

日を含む。）から、それぞれ次のリセット日（同日を含まない。）までの期間につい

ては、関連するリセット配当率

ただし、配当率は、いかなる場合も当行の加重平均株主資本利益率の年間平均（「有価証券

を公募する会社による情報開示の作成に関する規則第９号：株主資本利益率および１株当た

り利益の計算と開示」（2010年改訂）に従い決定される。）である12.15％を上回らないも

のとする。加重平均株主資本利益率の年間平均は随時変更されるが、発行日に先立つ直近２

会計年度の当行の普通株主に帰属する利益を基準に計算される。

配当金の分配条

件：

 要項のその他の規定にもかかわらず、配当金支払日における配当金の支払いは、以下のすべ

ての条件に服する。

(a)　取締役会が、定款に従い当該配当金の支払いを宣言したこと

(b)　当行が、前会計年度の累積損失を回収し、法に基づく法定準備金および一般準備金の

配分を行った後で、分配可能な税引き後利益（すなわち、中国会計基準または国際財

務報告基準に従い作成された親会社の財務書類に記載されている当行の未分配利益の

うち、いずれか少ない金額に基づく。）を有していること

(c)　当行の関連する自己資本比率が、関連規制当局の自己資本比率規制を満たしているこ

と

また、かかる場合においてはその都度、株主総会における決議可決を条件として、当行は要

項に記載の方法により、配当金支払日に支払予定の配当金の（全部または一部の）中止を選

択することができる。当行は、その裁量により、かかる配当金の中止から生じた資金を、支

払期限の到来した他の負債の返済に使用することができる。要項に定められている規定を除

き、国外優先株主は、かかる株主総会に出席し、株主総会を招集し、または株主総会におい

て議決権を行使することはできない。

要項に基づく配当金額の（全部または一部の）支払中止は、いかなる意味においても当行の

債務不履行を構成するものではない。配当金の支払いは非累積的である。当行がかかる株主

総会における決議および要項に従い配当金（全部または一部）を中止した場合、国外優先株

主に対する当該時点の配当期間に係る配当金の未分配金額は、翌配当期間に累積されない。

配当金中止後の

制限：

 当行が、配当金支払日に支払予定の配当金の（全部または一部の）中止を選択する場合（た

だし、当該配当金が、トリガー事由の発生により要項に従い中止された場合を除く。）、国

外優先株のかかる配当金の（全部または一部の）中止を行うためには、株主総会での決議の

可決を要する。当行は、国外優先株の配当金の（全部または一部の）中止は、パリティ債務

配当中止決議となることを約し、また株主総会に対して、パリティ債務配当中止決議ではな

い国外優先株の配当金中止を求める決議を提案しないことを約する。

株主総会においてパリティ債務配当中止決議が承認された日の翌日から、（i）次の配当金

支払日に支払予定の配当金について、国外優先株主に対する全額の支払い、または（ii）残

存する国外優先株すべての償還または買入消却または転換の、いずれか早く行われる時点ま

では、当行は、普通株式または国外優先株に劣後するもしくは劣後する旨明示されているそ

の他のクラスの株式もしくは義務について、分配金もしくは配当金またはその他現金で支払

いは一切行わず、また当該支払いが行われないようにする。国外優先株およびパリティ債務

に係る配当金支払いの（全部または一部の）中止は、要項に定める範囲における配当金支払

いの制限を構成するのみであり、当行に対するいかなるその他の制限を構成するものではな

い。

制限付議決権：  定款に基づき、国外優先株主は、要項に定める場合を除き、当行の株主総会を招集する権

利、株主総会に出席する権利または株主総会で議決権を行使する権利を有しない。

定款および要項に記載された一定の状況においてのみ、国外優先株主は株主総会に出席して

特別決議事項（要項に定義される。）についてのみ議決権を行使することができる。なお、

国外優先株主は、国外優先株１株につき１個の議決権を有し、その他の優先株主とともに投

票を行い、普通株主とは異なる別個のクラスとして投票を行う。当行が保有する国外優先株

に議決権はない。
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（２）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

（３）【発行済株式総数及び資本金の状況】

 

（A株）

 発行済株式総数（株） 資本金（人民元）  

年月日 増減数 残高 増減額 残高 摘要

2022年１月１日  210,765,514,846  210,765,514,846  

2022年６月30日 - 210,765,514,846 - 210,765,514,846  

 

（H株）

 発行済株式総数（株） 資本金（人民元）  

年月日 増減数 残高 増減額 残高 摘要

2022年１月１日  83,622,276,395  83,622,276,395  

2022年６月30日 - 83,622,276,395 - 83,622,276,395  

 

（国内優先株（第３期））

 発行済株式総数（株） 資本金（人民元）  

年月日 増減数 残高 増減額 残高 摘要

2022年１月１日  730,000,000  73,000,000,000  

2022年６月30日 - 730,000,000 - 73,000,000,000  

 

（国内優先株（第４期））

 発行済株式総数（株） 資本金（人民元）  

年月日 増減数 残高 増減額 残高 摘要

2022年１月１日  270,000,000  27,000,000,000  

2022年６月30日 - 270,000,000 - 27,000,000,000  

 

（国外優先株（第２期））

 発行済株式総数（株） 資本金（人民元）  

年月日 増減数 残高 増減額 残高 摘要

2022年１月１日  197,865,300  19,786,530,000  

2022年６月30日 - 197,865,300 - 19,786,530,000  
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（４）【大株主の状況】

証券および先物条例第336条に基づき当行が維持する株主名簿には、2022年６月30日現在、以下の表に記載され

る株主が当行に持分を有する実質株主（証券および先物条例に定義される。）として記されている。

株主名称 住所
資格

（持分の種類）

所有株式数／

原株数

（単位：株）

株式

種類

発行済A株

総数に対する

割合

発行済H株

総数に対する

割合

発行済普通

株式総数に

対する割合

匯金公司 中国北京市東城区

朝陽門北大街１号

新保利大厦

実質所有者 188,461,533,607 A 89.42％ － 64.02％

支配企業に

対する持分

1,810,024,500 A 0.86％ － 0.61％

合計 190,271,558,107 A 90.28％ － 64.63％

全国社会保障基金

理事会

中国北京市西城区

豊匯園11号楼豊匯

時代大廈南翼

実質所有者 4,986,934,214 H － 5.96％ 1.69％

ブラックロック・

インク

アメリカ合衆国

10055ニューヨー

ク州ニューヨーク

市55イースト52番

街

支配企業に

対する持分

5,814,817,030 H － 6.95％ 1.98％

2,602,000(S) H － 0.003％ 0.001％

シティグルー

プ・インク

アメリカ合衆国

10013ニューヨー

ク州ニューヨーク

市グリニッジ・ス

トリート388

支配企業に

対する持分

556,638,958 H － 0.67％ 0.19％

359,654,560(S) H － 0.43％ 0.12％

公認貸株代理人 3,718,203,517(P) H － 4.45％ 1.26％

合計 4,274,842,475 H － 5.11％ 1.45％

359,654,560(S) H － 0.43％ 0.12％

3,718,203,517(P) H － 4.45％ 1.26％

 

注：

１　「S」は、ショート・ポジションを表し、「P」は、貸株プールを表す。

２　別段の記載のない限り、上記持分はすべてロング・ポジションを表す。
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2022年６月30日現在、当行の上位10名の優先株保有者の状況は以下のとおりである。

株主名称 住所 期末保有数 持株比率

担保権が設

定されたま

たは凍結さ

れた株式数

優先株

株主の性質

優先株の

株式種類

１

博時基金-工商銀行-

博時-工商銀行-柔軟

配置５号特定多顧客

資産管理計画

－ 200,000,000 16.70％ 無 その他 国内優先株

２

バンク・オブ・

ニューヨーク・メロ

ン・コーポレーショ

ン

アメリカ合衆国

10286

ニューヨーク州

ニューヨーク市

グリニッジ・

ストリート240

197,865,300 16.52％ 不明 国外法人 国外優先株

３

華宝信託有限責任公

司－華宝信託－宝富

投資１号一括資金信

託計画

－ 119,460,000 9.97％ 無 その他 国内優先株

４

建信信託有限責任公

司－"乾元－日新月

異"オープン・エンド

型資産管理単一資金

信託

－ 112,000,000 9.35％ 無 その他 国内優先株

５

中国人寿保険股份有

限公司－伝統－普通

保険商品－005L－

CT001上海

－ 70,000,000 5.84％ 無 その他 国内優先株

６

江蘇省国際信託有限

責任公司－JSITC－禾

享添利１号一括資金

信託計画

－ 54,540,000 4.55％ 無 その他 国内優先株

７

交通銀行シュロー

ダー・アセット・マ

ネジメント－交通銀

行－交通銀行シュ

ローダー・アセッ

ト・マネジメント卓

元２号一括資産管理

計画

－ 54,400,000 4.54％ 無 その他 国内優先株

８
中国郵政儲蓄銀行股

份有限公司

北京市西城区

金融大街３号
40,000,000 3.34％ 無 国有法人 国内優先株

９
上海煙草集団有限責

任公司

上海市長陽路

717号
30,000,000 2.50％ 無 国有法人 国内優先株

９

中国平安人寿保険股

份有限公司－ユニ

バーサル－オールイ

ンワン保険

－ 30,000,000 2.50％ 無 その他 国内優先株
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２【役員の状況】

当行の取締役、監査役および上級経営陣は、男性22人（81％）、女性５人（19％）により構成されている。

有価証券報告書提出後、以下の異動があった。

退任取締役

氏名 役名 退任日

汪昌雲 社外取締役 2022年６月30日

趙安吉 社外取締役 2022年６月30日

陳春花 社外取締役 2022年８月29日
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新任取締役

役名

および職名

氏名

（生年）
略歴

所有

株式数
任期

社外取締役 鄂維南
(E Weinan)

（1963年）

2022年７月より当行の社外取締役。中国
科学院院士、北京大学数学科学学院教
授、米国プリンストン大学数理科学院・
応用数学研究所教授、国家ビッグデータ
解析・応用技術工学研究所共同所長。中
国科学技術大学北京ビッグデータ研究所
所長、データサイエンス学部学部長も務
めている。1991年から1994年まで米国プ
リンストン大学高等研究所教員、1994年
から1999年までニューヨーク大学クーラ
ント数理科学研究所准教授・教授、2000
年から2019年まで北京大学数学科学学院
教授、長江奨学生プログラム主任教授を
歴任した。2016年より北京至簡墨奇科技
有限公司チーフサイエンティスト、2018
年より北京深勢科技有限公司取締役兼
チーフサイエンティストアドバイザーも
務める。1982年に中国科学技術大学で学
士号、1985年に中国科学院計算センター
で修士号、1989年にカリフォルニア大学
ロサンゼルス校で博士号、1991年に
ニューヨーク大学クーラント数理科学研
究所で博士号を取得した。

０株 ３年

社外取締役 ジョバンニ・ト
リア
(Giovanni

Tria)
（1948年）

2022年７月より当行の社外取締役。マク
ロ経済学、物価政策、経済開発政策、景
気循環と成長、公共投資評価とプロジェ
クト評価、成長過程における金融機関の
役割、犯罪の経済学と汚職の経済学、
サービス業と公共部門の経済学などの分
野で40年超の学術・実務経験を持つ経済
学者である。1971年にローマ・ラ・サピ
エンツァ大学で法学の学位を取得後、
ローマ・トル・ヴェルガータ大学経済学
部政治経済学科准教授・正教授となり、
2016年から2018年５月まで学部長を務
め、2018年６月から2019年９月まで第１
次コンテ内閣イタリア経済財政大臣およ
びIMF理事会理事に就任した。現在、
2021年３月よりドラギ内閣のイタリア経
済発展省顧問、ローマ・トル・ヴェル
ガータ大学名誉教授を務める。1987年か
ら1990年までイタリア財務予算省財務局
において専門家および「公共投資評価
チーム」メンバー、1986年にコロンビア
大学経済学部客員研究員、1998年から
2000年まで世界銀行コンサルタント、
1999年から2002年まで外務省開発協力局
長コンサルタント、2002年から2006年お
よび2009年から2012年まで国際労働機関
運営組織イタリア政府代表。2009年から
2011年までOECDの情報通信政策委員会副
議長、イノベーション戦略専門家諮問委
員会委員を務めた。2000年から2009年ま
でローマ・トル・ヴェルガータ大学経
済・国際研究センター長、2010年から
2016年までイタリア国立行政学院学長を
務めた。

０株 ３年
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退任監査役

氏名 役名 退任日

鄭之光
(ZHENG Zhiguang)

社外監査役 2022年６月30日

 

新任監査役

役名

および職名

氏名

（生年）
略歴

所有

株式数
任期

社外監査役

儲一昀

(CHU Yiyun)

（1964年）

2022年６月より当行の社外監査役。現

在、上海財経大学教授・会計学博士課程

指導教員、中国会計学会会計教育分会執

行秘書長、中国会計学会第８期理事会理

事、財務省「会計士専門家養成プロジェ

クト」委員を務めている。1986年より上

海財経大学会計学部秘書、助教授、講

師、准教授、大学院指導教員、教授、博

士課程指導教員を歴任。2003年から2005

年まで財務省の会計基準委員会の会計基

準に関する専門アドバイザー、2006年か

ら2010年まで中国会計学会財務・原価分

科会第６回評議員会委員、2010年から

2016年まで平安銀行股份有限公司社外取

締役、2015年から2021年まで任泰豪科技

股份有限公司社外取締役、2016年から

2018年まで財務省企業会計基準第１回諮

問委員会委員、2016年から2022年まで任

嘉興銀行股份有限公司社外取締役、2017

年から2020年まで平安銀行股份有限公司

社外監査役を務めた。現在、中国平安保

険（集団）股份有限公司社外取締役、環

旭電子股份有限公司社外取締役、河北銀

行股份有限公司社外取締役を務める。

1999年に上海財経大学を卒業し、経営学

（会計学）の博士号を取得した。

０株

2025年の株主

総会開催日ま

で

 

退任上級経営陣

氏名 役名 退任日

梅非奇
(MEI Feiqi)

取締役会秘書役兼会社秘書役 2022年８月29日

 
　

1.　2022年４月20日付で、林景臻氏は、BOCIチャイナの会長を退任した。

2.　2022年５月24日より、ジャン・ルイ・エクラ(Jean-Louis EKRA)氏は、当行の社外取締役を務めることとな

り、2022年６月24日より当行取締役会の戦略発展委員会、企業文化・消費者保護委員会およびリスク方針

委員会の各委員を務める。同氏はまた、2022年６月30日より、当行取締役会のリスク方針委員会の副委員

長を務めている。

3.　2022年６月24日より、崔世平氏は当行取締役会のリスク方針委員会委員を務め、2022年４月１日付でマカ

オ科学館股份有限公司の取締役を退任した。

4.　2022年６月30日付で、汪昌雲氏は、任期満了に伴い、当行の社外取締役、当行取締役会のリスク方針委員

会委員長、戦略発展委員会、監査委員会および人事・報酬委員会の各委員を務めないこととなった。

EDINET提出書類

中国銀行股イ分有限公司(E05981)

半期報告書

 78/160



5.　2022年６月30日付で、趙安吉氏は、任期満了に伴い、当行の社外取締役、当行取締役会の監査委員会、リ

スク方針委員会および関連当事者取引管理委員会の各委員を務めないこととなった。

6.　2022年６月30日付で、肖立紅氏は、当行取締役会のリスク方針委員会委員長に就任した。

7.　2022年７月25日より、鄂維南氏は、当行の社外取締役を務めることとなり、当行取締役会の戦略発展委員

会、企業文化・消費者保護委員会および人事・報酬委員会の各委員を務める。

8.　2022年７月25日より、ジョバンニ・トリア氏は、当行の社外取締役を務めることとなり、当行取締役会の

企業文化・消費者保護委員会副委員長、戦略発展委員会、監査委員会および関連当事者取引管理委員会の

各委員を務める。

9.　2022年８月29日付で、陳春花氏は、個人的な仕事の都合により、当行の社外取締役、当行取締役会の企業

文化・消費者保護委員会委員長、戦略発展委員会および人事・報酬委員会の各委員を務めないこととなっ

た。

10.　2022年６月30日付で、鄭之光氏は、任期満了に伴い、当行の社外監査役、当行監査役会の職務履行・

デューデリジェンス監督委員会および財務・内部統制監督委員会の各委員を務めないこととなった。

11.　2022年６月30日より、儲一昀氏は、当行の社外監査役を務めることとなり、2022年７月22日より当行監査

役会の職務履行・デューデリジェンス監督委員会および財務・内部統制監督委員会の各委員を務める。

12.　2022年８月29日付で、梅非奇氏は、年齢を理由として、当行取締役会秘書役兼会社秘書役を務めないこと

となった。取締役会秘書役不在の間、当行の会長がその職務を行う。

 

上記のほかは、当該半期中重要な変更はなかった。
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第６【経理の状況】

 

１．本書記載の当行の2022年1月1日から2022年6月30日までの期間にかかる以下の要約中間連結財務情報は、国
際会計基準（以下「IFRS」という。）における期中財務報告の定め及び香港証券取引所の上場規則の該当条項
に従って作成された当行の要約中間連結財務情報(以下「IFRS要約中間連結財務情報」という。)を日本語に翻
訳したものである。かかる要約中間連結財務情報の作成に当たって当行の採用した会計原則及び会計慣行と、
日本において一般に公正妥当と認められている会計原則及び会計慣行との間の主な相違点に関しては、「３　
国際財務報告基準と日本における会計原則及び会計慣行の主要な相違」に説明されている。

　　本書記載の要約中間連結財務情報は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52
年大蔵省令第38号)第76条第１項の規定の適用を受けている。

 

２．IFRS要約中間連結財務情報は、人民元で表示されている。要約中間連結財務情報(和訳)に日本円で表示され
た金額は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」第79条に基づき、2022年8月31日現在
の株式会社三菱UFJ銀行公表の対顧客電信直物売買相場の仲値である１人民元＝20.04円で換算された金額であ
る。金額は百万円単位(四捨五入)で表示されている。なお、当該円換算額は、単に便宜上の表示を目的として
おり、IFRS要約中間連結財務情報において人民元で表示された金額が上記レートで円に換算されることを意味
するものではない。また、日本円で換算された金額は、四捨五入のため合計欄の数値が総数と一致しない場合
がある。

 

３．本書記載の要約中間連結財務情報(和訳)は、独立監査人による監査を受けていない。
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1【中間財務書類】

(1) 要約連結損益計算書

 

   6月30日に終了した6ヶ月間

   

2022年
(未監査)  

2021年
(未監査)

 注記  百万人民元  百万円  百万人民元  百万円

受取利息 Ⅲ.1  419,011   8,396,980  386,934   7,754,157

支払利息 Ⅲ.1  (195,018)   (3,908,161)  (178,161)   (3,570,346)

正味受取利息   223,993   4,488,819  208,773   4,183,811

受取手数料等 Ⅲ.2  49,917   1,000,337  52,912   1,060,356

支払手数料等 Ⅲ.2  (6,772)   (135,711)  (6,099)   (122,224)

正味受取手数料等   43,145   864,626  46,813   938,132

正味トレーディング利益 Ⅲ.3  8,944   179,238  9,754   195,470
金融資産の譲渡による純利益 Ⅲ.4  557   11,162  1,852   37,114

その他の経常収益 Ⅲ.5  36,972   740,919  35,663   714,687

経常収益   313,611   6,284,764  302,855   6,069,214
経常費用 Ⅲ.6  (108,912)   (2,182,596)  (102,357)   (2,051,234)

資産の減損 Ⅲ.8  (52,810)   (1,058,312)  (52,945)   (1,061,018)

経常利益   151,889   3,043,856  147,553   2,956,962
関連会社及び共同支配企業の

利益に対する持分   180   3,607  749   15,010

税引前利益   152,069   3,047,463  148,302   2,971,972

法人所得税 Ⅲ.9  (27,766)   (556,431)  (29,755)   (596,290)

当期純利益   124,303   2,491,032  118,547   2,375,682

以下に帰属する：          
当行の株主   119,924   2,403,277  112,813   2,260,773

非支配持分   4,379   87,755  5,734   114,909

   124,303   2,491,032  118,547   2,375,682

1株当たり利益(人民元) Ⅲ.10         

－基本的   0.37  7.41  0.36  7.21

－希薄化後   0.37   7.41  0.36  7.21

 

添付の注記は、本中間財務情報の不可欠な部分である。
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(2) 要約連結包括利益計算書

 

   6月30日に終了した6ヶ月間

   

2022年
(未監査)  

2021年
(未監査)

 注記  百万人民元  百万円  百万人民元  百万円

当期純利益   124,303   2,491,032  118,547   2,375,682

          
その他の包括利益： Ⅲ.11         
純損益に振り替えられることの
ない項目：          
－確定給付型年金制度に係る

数理計算上の収益/(損失)   44   882  (38)   (762)
－その他の包括利益を通じて

公正価値で測定される資本性
金融商品の投資の公正価値の
変動   (1,107)   (22,184)  822   16,474

－その他   1   20  37   741

小計   (1,062)   (21,282)  821   16,453

          
純損益にその後振り替えられる
可能性のある項目：          
－その他の包括利益を通じて公正

価値で測定される負債性金融
商品の公正価値の変動   (17,779)   (356,292)  (794)   (15,912)

－その他の包括利益を通じて公正
価値で測定される負債性金融
商品の信用損失に係る引当金   64   1,283  132   2,645

－海外事業の換算に係る為替

差額   15,880   318,235  (4,204)   (84,248)

－その他   622   12,465  141   2,826

小計   (1,213)   (24,309)  (4,725)   (94,689)

          
当期におけるその他の包括利益

(税引後)   (2,275)   (45,591)  (3,904)   (78,236)

当期における包括利益合計   122,028   2,445,441  114,643   2,297,446

          
以下に帰属する包括利益合計：          

当行の株主   114,773   2,300,051  110,356   2,211,535

非支配持分   7,255   145,390  4,287   85,911

          

   122,028  2,445,441  114,643  2,297,446

 

添付の注記は、本中間財務情報の不可欠な部分である。
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(3) 要約連結財政状態計算書

 

   

2022年6月30日現在
(未監査)  

2021年12月31日現在
(監査済)

 

 注記  百万人民元  百万円  百万人民元  百万円  

           

資産           
現金並びに銀行及びその他

金融機関に対する債権 Ⅲ.12  706,192  14,152,088  644,816  12,922,113

 

中央銀行預け金 Ⅲ.13  2,142,398  42,933,656  2,228,726  44,663,668  
銀行及びその他金融機関への

預け金並びに貸付金 Ⅲ.14  1,186,074  23,768,923  1,257,413  25,198,557

 

発行銀行券に対する政府の債務

証書   191,590  3,839,464  175,715  3,521,329

 

貴金属   304,124  6,094,645  276,258  5,536,210  
デリバティブ金融資産 Ⅲ.15  155,953  3,125,298  95,799  1,919,812  
顧客に対する貸付金等(純額) Ⅲ.16  16,537,489  331,411,280  15,322,484  307,062,578  

金融投資 Ⅲ.17  6,248,071  125,211,342  6,164,671  123,540,007  

－純損益を通じて公正価値で
測定される金融資産   540,009  10,821,780  561,642  11,255,306

 

－その他の包括利益を通じて
公正価値で測定される
金融資産   2,379,585  47,686,883  2,389,830  47,892,193

 

－償却原価で測定される
金融資産   3,328,477  66,702,679  3,213,199  64,392,508

 

関連会社及び共同支配企業への

投資   37,352  748,534  35,769  716,811

 

有形固定資産 Ⅲ.18  243,100  4,871,724  246,091  4,931,664  
投資不動産 Ⅲ.19  20,229  405,389  19,554  391,862  
繰延税金資産 Ⅲ.24  58,203  1,166,388  51,172  1,025,487  

その他の資産 Ⅲ.20  221,983  4,448,539  203,940  4,086,958  

資産合計   28,052,758  562,177,270  26,722,408  535,517,056  

 

添付の注記は、本中間財務情報の不可欠な部分である。
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(3) 要約連結財政状態計算書(続き)

 

   

2022年6月30日現在
(未監査)  

2021年12月31日現在
(監査済)

 注記  百万人民元  百万円  百万人民元  百万円

          
負債          
銀行及びその他金融機関に対する

債務   2,665,323  53,413,073  2,682,739  53,762,090
中央銀行に対する債務   687,657  13,780,646  955,557  19,149,362
流通銀行券   191,683  3,841,327  175,605  3,519,124
銀行及びその他金融機関預り金   281,291  5,637,072  407,767  8,171,651
トレーディング目的保有の
金融負債 Ⅲ.21  24,725  495,489  12,458  249,658
デリバティブ金融負債 Ⅲ.15  128,807  2,581,292  89,151  1,786,586
顧客に対する債務 Ⅲ.22  19,548,227  391,746,469  18,142,887  363,583,456
発行債券 Ⅲ.23  1,457,968  29,217,679  1,388,678  27,829,107
その他の借入金   25,607  513,164  26,354  528,134
未払法人所得税   37,010  741,680  45,006  901,920
退職給付債務   1,945  38,978  2,095  41,984
繰延税金負債 Ⅲ.24  6,163  123,507  7,003  140,340

その他の負債 Ⅲ.25  551,600  11,054,064  436,555  8,748,562

負債合計   25,608,006  513,184,440  24,371,855  488,411,974

          
株主資本          
当行の株主に帰属する資本金

及び剰余金          
資本金   294,388  5,899,536  294,388  5,899,536
その他の資本性金融商品 Ⅲ.26  369,494  7,404,660  319,505  6,402,880
資本準備金   135,755  2,720,530  135,717  2,719,769
その他の包括利益 Ⅲ.11  (3,070)  (61,523)  1,417  28,397
法定準備金   214,148  4,291,526  213,930  4,287,157
一般準備金及び規制準備金   304,473  6,101,639  303,209  6,076,308

留保利益   1,000,046  20,040,921  956,987  19,178,019

   2,315,234  46,397,289  2,225,153  44,592,066

非支配持分   129,518  2,595,541  125,400  2,513,016

株主資本合計   2,444,752  48,992,830  2,350,553  47,105,082

株主資本及び負債合計   28,052,758  562,177,270  26,722,408  535,517,056

 

当財務書類の発行は、2022年8月30日開催の取締役会により承認及び許可された。

 

添付の注記は、本中間財務情報の不可欠な部分である。

 

取締役　劉連舸(Liu Liange)　　　　　　　　　　　　　取締役　劉金 (Liu Jin)
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(4) 要約連結持分変動計算書

(単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 
   当行の株主に帰属    

 注記  資本金  

その他の

資本性

金融商品  

資本

準備金  

その他の

包括利益  

法定

準備金  

一般準備

金及び

規制準備金  留保利益  

非支配

持分  合計

                    

2022年1月1日現在

残高   294,388  319,505  135,717  1,417  213,930  303,209  956,987  125,400  2,350,553

                    

当期における包括利益

合計 Ⅲ.11  -  -  -  (5,151)  -  -  119,924  7,255  122,028

                    

法定準備金への振替   -  -  -  -  218  -  (218) -  -

一般準備金及び

規制準備金への振替   -  -  -  -  -  1,264  (1,264) -  -

配当金 Ⅲ.27  -  -  -  -  -  -  (74,719) (3,264) (77,983)

非支配株主による

資本注入   -  -  (3) -  -  -  -  127  124

その他の資本性金融

商品保有者による

資本の増減 Ⅲ.26  -  49,989  -  -  -  -  -  -  49,989

留保利益に振替えられ

たその他の包括利益   -  -  -  664  -  -  (664) -  -

その他   -  -  41  -  -  -  -  -  41

2022年6月30日現在

残高(未監査)   294,388  369,494  135,755  (3,070)  214,148  304,473  1,000,046  129,518  2,444,752

 

添付の注記は、本中間財務情報の不可欠な部分である。
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(4) 要約連結持分変動計算書(続き)

(単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 
   当行の株主に帰属     

 注記  資本金  

その他の

資本性

金融商品  

資本

準備金  

その他の

包括利益  

法定

準備金  

一般準備

金及び

規制準備金  留保利益  自己株式  

非支配

持分  合計

                      

2021年1月1日現在

残高   294,388  277,490  135,973  4,309  193,438  267,981  864,848  (8)  124,418  2,162,837

                      

当期における包括利益

合計 Ⅲ.11  -  -  -  (2,457)  -  -  112,813  -  4,287  114,643

                      

法定準備金への振替   -  -  -  -  229  -  (229) -  -  -

一般準備金及び

規制準備金への振替   -  -  -  -  -  1,299  (1,299) -  -  -

配当金   -  -  -  -  -  -  (65,610) -  (3,743)  (69,353)

自己株式の正味

変動額   -  -  -  -  -  -  -  (43) -  (43)

非支配株主による

資本注入   -  -  -  -  -  -  -  -  39  39

その他の資本性金融

商品保有者による

資本注入   -  22,020  (31)  -  -  -  -  -  -  21,989

留保利益に振替えられ

たその他の包括利益   -  -  -  (42)  -  -  42  -  -  -

その他   -  -  236  -  -  -  -  -  -  236

2021年6月30日現在

残高(未監査)   294,388  299,510  136,178  1,810  193,667  269,280  910,565  (51)  125,001  2,230,348

                      

当期における包括利益

合計   -  -  -  (487)  -  -  103,746  -  3,201  106,460

                      

法定準備金への振替   -  -  -  -  20,263  -  (20,263) -  -  -

一般準備金及び

規制準備金への振替   -  -  -  -  -  33,929  (33,929) -  -  -

配当金   -  -  -  -  -  -  (3,035) -  (2,815)  (5,850)

自己株式の正味

変動額   -  -  -  -  -  -  -  51  -  51

非支配株主による

資本注入   -  -  -  -  -  -  -  -  2  2

その他の資本性金融

商品保有者による

資本の増減   -  19,995  -  -  -  -  -  -  -  19,995

留保利益に振替えられ

たその他の包括利益   -  -  -  94  -  -  (94) -  -  -

その他   -  -  (461)  -  -  -  (3) -  11  (453)

2021年12月31日現在

残高(監査済)   294,388  319,505  135,717  1,417  213,930  303,209  956,987  -  125,400  2,350,553

 

添付の注記は、本中間財務情報の不可欠な部分である。
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(4) 要約連結持分変動計算書(続き)

(単位は特に明記しない限り、百万円)

 
   当行の株主に帰属    

 注記  資本金  

その他の

資本性

金融商品  

資本

準備金  

その他の

包括利益  

法定

準備金  

一般準備

金及び

規制準備金  留保利益  

非支配

持分  合計

                    

2022年1月1日現在

残高   5,899,536  6,402,880  2,719,769  28,397  4,287,157  6,076,308  19,178,019  2,513,016  47,105,082

                    

当期における包括利益

合計 Ⅲ.11  -  -  -  (103,226)  -  -  2,403,277  145,390  2,445,441

                    

法定準備金への振替   -  -  -  -  4,369  -  (4,369)  -  -

一般準備金及び

規制準備金への振替   -  -  -  -  -  25,331  (25,331)  -  -

配当金 Ⅲ.27  -  -  -  -  -  -  (1,497,369)  (65,410) (1,562,779)

非支配株主による

資本注入   -  -  (60) -  -  -  -  2,545  2,485

その他の資本性金融

商品保有者による

資本の増減 Ⅲ.26  -  1,001,780  -  -  -  -  -  -  1,001,780

留保利益に振替えられ

たその他の包括利益   -  -  -  13,306  -  -  (13,306)  -  -

その他   -  -  821  -  -  -  -  -  821

2022年6月30日現在

残高(未監査)   5,899,536  7,404,660  2,720,530  (61,523)  4,291,526  6,101,639  20,040,921  2,595,541  48,992,830

 

添付の注記は、本中間財務情報の不可欠な部分である。
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(4) 要約連結持分変動計算書(続き)

(単位は特に明記しない限り、百万円)

 
   当行の株主に帰属     

 注記  資本金  

その他の

資本性

金融商品  

資本

準備金  

その他の

包括利益  

法定

準備金  

一般準備

金及び

規制準備金  留保利益  自己株式  

非支配

持分  合計

                      

2021年1月1日現在

残高    5,899,536   5,560,899   2,724,899   86,352   3,876,498   5,370,339   17,331,553   (160)   2,493,337   43,343,253

                      

当期における包括利益

合計 Ⅲ.11   -   -   -   (49,238)   -   -   2,260,773   -   85,911   2,297,446

                      

法定準備金への振替    -   -   -   -   4,589   -   (4,589)   -   -   -

一般準備金及び

規制準備金への振替    -   -   -   -   -   26,032   (26,032)   -   -   -

配当金    -   -   -   -   -   -   (1,314,824)   -   (75,010)   (1,389,834)

自己株式の正味

変動額    -   -   -   -   -   -   -   (862)  -   (862)

非支配株主による

資本注入    -   -   -   -   -   -   -   -   782   782

その他の資本性金融

商品保有者による

資本注入    -   441,281   (621)   -   -   -   -   -   -   440,660

留保利益に振替えられ

たその他の包括利益    -   -   -   (842)   -   -   842   -   -   -

その他    -   -   4,729   -   -   -   -   -   -   4,729

2021年6月30日現在

残高(未監査)    5,899,536   6,002,180   2,729,007   36,272   3,881,087   5,396,371   18,247,723   (1,022)  2,505,020   44,696,174

                      

当期における包括利益

合計    -   -   -   (9,759)   -   -   2,079,069   -   64,148   2,133,458

                      

法定準備金への振替    -   -   -   -   406,070   -   (406,070)   -   -   -

一般準備金及び

規制準備金への振替    -   -   -   -   -   679,937   (679,937)   -   -   -

配当金    -   -   -   -   -   -   (60,821)   -   (56,413)   (117,234)

自己株式の正味

変動額    -   -   -   -   -   -   -   1,022   -   1,022

非支配株主による

資本注入    -   -   -   -   -   -   -   -   40   40

その他の資本性金融

商品保有者による

資本の増減    -   400,700   -   -   -   -   -   -   -   400,700

留保利益に振替えら

たその他の包括利益    -   -   -   1,884   -   -   (1,884)   -   -   -

その他    -   -   (9,238)   -   -   -   (61)   -   221   (9,078)

2021年12月31日現在

残高(監査済)    5,899,536   6,402,880   2,719,769   28,397   4,287,157   6,076,308   19,178,019   -   2,513,016   47,105,082

 

添付の注記は、本中間財務情報の不可欠な部分である。
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(5) 要約連結キャッシュ・フロー計算書

 

   6月30日に終了した6ヶ月間

   

2022年
(未監査)  

2021年
(未監査)

 注記  百万人民元  百万円  百万人民元  百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー          
税引前利益   152,069  3,047,463  148,302  2,971,972
調整：          

資産の減損   52,810  1,058,312  52,945  1,061,018
有形固定資産及び使用権資産の
減価償却費   11,071  221,863  11,263  225,711
無形資産及びその他の資産の償却費   3,287  65,871  3,041  60,942
有形固定資産、無形資産及びその他の

長期資産の売却純利益   (251) (5,030) (252)  (5,050)
子会社、関連会社及び共同支配企業

への投資売却純利益   (35) (701) (839)  (16,814)
関連会社及び共同支配企業純利益に

対する持分   (180) (3,607) (749)  (15,010)
金融投資から生じた受取利息   (79,831) (1,599,813) (75,417)  (1,511,357)
投資有価証券から生じた配当金   (267) (5,351) (189)  (3,788)
金融投資に係る純利益   394  7,896  (888)  (17,796)
発行債券の支払利息   21,980  440,479  20,321  407,233
減損貸付金の増価利息   (397) (7,956) (360)  (7,214)
リース負債に係る支払利息   334  6,693  379  7,595
営業用資産及び負債の純増減額：          

中央銀行預け金の純增加   (44,625) (894,285) (165,697)  (3,320,568)
銀行及びその他の金融機関に対する

債権、預け金並びに貸付金の純減少   93,415  1,872,037  94,265  1,889,071
貴金属の純(增加)/減少   (27,852) (558,154) 15,407  308,756
顧客に対する貸付金等の純増加   (1,258,271) (25,215,751) (1,243,419)  (24,918,117)
その他の資産の純(增加)/減少   (116,492) (2,334,500) 57,185  1,145,987
銀行及びその他の金融機関に対する

債務の純(減少)/增加   (19,718) (395,149) 441,343  8,844,514
中央銀行に対する債務の純(減少)/
増加   (269,940) (5,409,598) 5,322  106,653
銀行及びその他の金融機関預り金

の純(減少)/增加   (126,713) (2,539,329) 88,313  1,769,793
顧客に対する債務の純増加   1,394,242  27,940,611  1,329,144  26,636,046
その他の借入金の純減少   (747) (14,970) (1,770)  (35,471)
その他の負債の純增加/(減少)   128,068  2,566,483  (42,091)  (843,504)

営業活動によるキャッシュ・(アウトフロー)/
インフロー   (87,649) (1,756,486) 735,559  14,740,602

法人所得税支払額   (39,091) (783,384) (46,983)  (941,539)

営業活動による正味キャッシュ・(アウト
フロー)/インフロー   (126,740) (2,539,870) 688,576  13,799,063

 

添付の注記は、本中間財務情報の不可欠な部分である。
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(5) 要約連結キャッシュ・フロー計算書(続き)

 

   6月30日に終了した6ヶ月間

   

2022年
(未監査)  

2021年
(未監査)

 注記  百万人民元  百万円  百万人民元  百万円

投資活動によるキャッシュ・フロー          
有形固定資産、無形資産及びその他の

長期資産の売却による収入   3,580  71,743  3,198  64,088
子会社、関連会社及び共同支配企業への

投資の売却による収入   162  3,246  1,410  28,256
配当金受取額   442  8,858  287  5,751
金融投資からの受取利息   79,199  1,587,148  74,995  1,502,900
金融投資の売却/満期償還による収入   1,756,327  35,196,793  1,414,209  28,340,748
子会社、関連会社及び共同支配企業への

投資増加   (1,455)  (29,158) (1,609) (32,244)
有形固定資産、無形資産及びその他の

長期資産の購入による支出   (8,140)  (163,126) (11,541) (231,282)

金融投資の購入による支出   (1,915,653)  (38,389,686) (1,658,334) (33,233,012)

投資活動による正味キャッシュ・アウト
フロー   (85,538)  (1,714,182) (177,385) (3,554,795)

          
財務活動によるキャッシュ・フロー          
債券の発行による収入   540,964  10,840,919  559,997  11,222,339
その他の資本性金融商品の発行による収入   49,989  1,001,780  49,989  1,001,780
非支配株主による収入   96  1,924  40  802
発行済債券の返済額   (498,676)  (9,993,467) (513,344) (10,287,414)
発行済債券に係る利息の現金支払額   (3,496)  (70,060) (5,172) (103,647)
発行済その他の資本性金融商品の償還に
よる返済額   -  -  (28,000) (561,120)
当行の普通株主への配当金の支払額   -  -  (57,911) (1,160,536)
その他の資本性金融商品保有者への配当金
及び利息の返済による支払額   (9,214)  (184,649) (8,755) (175,450)
非支配株主への配当金及び利息の返済
による支払額   (1,176)  (23,567) (3,743) (75,010)
財務活動によるその他の正味キャッシュ・

フロー   (1,371)  (27,475) (1,707) (34,208)

財務活動による正味キャッシュ・インフ
ロー/(アウトフロー)   77,116  1,545,405  (8,606) (172,464)

          

現金及び現金同等物に係る換算差額   41,845  838,574  (17,896) (358,636)

現金及び現金同等物の純(減少)/増加   (93,317)  (1,870,073) 484,689  9,713,168

現金及び現金同等物の期首残高   1,975,631  39,591,646  1,494,868  29,957,155

現金及び現金同等物の期末残高 Ⅲ.29  1,882,314  37,721,573  1,979,557  39,670,323

 

添付の注記は、本中間財務情報の不可欠な部分である。
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(6) 要約中間連結財務情報に対する注記

 

I　作成基準及び主要な会計方針

 

　2022年6月30日に終了した6ヶ月間の未監査要約連結中間財務情報は、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以

下「IAS第34号」という。)に従って作成され、2021年12月31日終了事業年度の年次連結財務書類と併せて読まれる

べきである。

 

　下記を除き、当該未監査要約連結中間財務情報の作成にあたり適用された重要な会計方針は、当グループの2021

年12月31日終了事業年度の年次連結財務書類に用いた会計方針が一貫して適用されている。

 

1. 2022年度に発効され、かつ適用された基準及び基準の改訂

 

　2022年1月1日から、当グループは国際会計準則審議会（IASB）が公表し、かつ当期に強制的に発効された以下の

IFRS及びIFRSの改訂を適用した。

 
IFRS第3号の改訂 「企業結合」

IAS第16号の改訂 「有形固定資産－資産の意図した使用が可能になる前に稼得された収

益」

IAS第37号の改訂 「不利な契約－契約履行のコスト」

IFRS2018年－2020年サイクルの年次

改善（2020年5月公表）

IFRS１、IFRS9、IAS41及びIFRS16の軽微な改訂

  

上記の基準、基準の改訂の適用による、当グループの2022年1月から6月までの経営成績、財政状態、包括利益へ

の重大な影響はない。
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2. 未だ適用されておらず、2022年度に当グループにより早期適用されていない基準及び基準の改訂

 

  以下の日以降に開始する

事業年度から適用

IFRS第17号及びIFRS第17号の改訂 「保険契約」 2023年1月1日

IAS第1号及びIFRS実務記述書第2号の

改訂

「会計方針の開示」 2023年1月1日

IAS第8号の改訂 「会計上の見積りの定義」 2023年1月1日

IAS第12号の改訂 「単一の取引から生じた資産及び負債に係る

繰延税金」

2023年1月1日

IFRS第10号及びIAS第28号の改訂 「投資者とその関連会社又は共同支配企業

の間での資産の売却又は拠出」

適用日は無期限に延期

 

当グループは、IFRS第17号による連結財務諸表への影響を検討している。IFRS第17号及びIFRS第17号の改訂を除

き、上述した基準及び基準の改訂は、当グループの連結財務諸表に対して重大な影響を及ぼさない。

 

Ⅱ　会計方針の適用における重要な会計上の見積り及び判断

 

当グループの会計上の見積りに関連する性質及び仮定は、2021年12月31日終了事業年度の当グループの連結財務

書類に使用されたものと一致している。

 

Ⅲ　要約連結中間財務情報に対する注記

 

1　正味受取利息
(単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 6月30日に終了した6ヶ月間

 2022年  2021年

受取利息    

顧客への貸付金等    
―法人向け貸付金及び立替金 168,667  150,661
―個人向け貸付金 139,146  128,133
―割引手形 4,144  4,064

金融投資    
―その他の包括利益を通じて公正価値で測定される

金融資産 28,028  26,357
―償却原価で測定される金融資産 51,803  49,060

中央銀行預け金及び銀行とその他の金融機関に対する債権
並びに貸付金 27,223  28,659

小計 419,011  386,934

支払利息    
顧客に対する債務 (142,511)  (130,550)
銀行及びその他の金融機関に対する債務並びに

預り金 (30,258)  (27,064)

発行債券及びその他 (22,249)  (20,547)

小計 (195,018)  (178,161)

正味受取利息 223,993  208,773
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2　正味受取手数料等
(単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 6月30日に終了した6ヶ月間

 2022年  2021年

代行手数料 14,224  16,971
決済及び清算手数料 8,945  8,377
コミットメント契約手数料 6,296  6,813
銀行カード手数料 6,061  6,756
コンサルタント及び顧問料 4,203  3,827
保管及びその他の信託サービス手数料 3,474  3,328
外国為替業務によるスプレッド収益 2,886  2,705

その他 3,828  4,135

受取手数料等 49,917  52,912

支払手数料等 (6,772)  (6,099)

正味受取手数料等 43,145  46,813

 

3　正味トレーディング利益
(単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 6月30日に終了した6ヶ月間

 2022年  2021年

外国為替及び外国為替商品から生じた純利益/(損失) 3,770  (593)
金利商品からの純利益 5,050  7,806
ファンド及びエクイティ商品の純(損失)/利益 (435)  1,946

コモディティ商品から生じた純利益 559  595

合計
(1)

8,944  9,754

 

(1) 上記の2022年6月30日に終了した6ヶ月間において「正味トレーディング利益」は、純損益を通じて公正価値測定に指定さ

れた金融資産及び金融負債に関連する999百万人民元の損失(2021年6月30日に終了した6ヶ月間：311百万人民元の利益)を

含む。

 

4　金融資産の譲渡による純利益
(単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 6月30日に終了した6ヶ月間

 2022年  2021年

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産の
認識中止による純(損失)/利益 (405) 1,071

償却原価で測定される金融資産の認識中止による純利益
(1)

962  781

合計 557  1,852

 

(1) 2022年6月30日及び2021年6月30日に終了した6ヶ月間において、償却原価で測定測定される金融資産の認識中止による純利

益は、全てトレーディング損益から生じたものである。
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5　その他の経常収益
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 6月30日に終了した6ヶ月間

 2022年  2021年

保険料    
－生命保険契約 17,432  14,484
－損害保険契約 2,633  2,616

航空機リース収入 5,701  5,996
貴金属商品販売収入 4,970  5,956

受取配当金
(1)

3,110  3,423
投資不動産の公正価値の変動(注記Ⅲ.19) (36)  (116)
有形固定資産、無形資産及びその他の資産の売却益 292  321
子会社、関連会社及び合弁会社の売却益 35  839

その他
(2)

2,835  2,144

合計 36,972  35,663

 

(1) 2022年6月30日に終了した6ヶ月間において、当グループが確認したその他の包括収益を通じて公正価値で測定される持分

投資からの配当収入は、267百万人民元である (2021年6月30日に終了した6ヶ月間：189百万人民元)。

 

6　経常費用
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 6月30日に終了した6ヶ月間

 2022年  2021年

人件費(注記Ⅲ.7) 48,263  44,865

一般営業費及び一般管理費
(1）

18,512  16,175
保険給付金及び保険金    

－生命保険契約 16,462  14,983
－損害保険契約 1,992  1,746

減価償却費等 11,799  11,868
貴金属製品の売上原価 4,749  5,685
税金及び付加税 3,203  2,991

その他 3,932  4,044

合計
(2）

108,912  102,357

 

(1) 2022年6月30日に終了した6ヶ月間において、「一般営業費及び一般管理費」には、570百万人民元の短期リースと原資産が

少額であるリースに関るリース費用が含まれている。(2021年6月30日に終了した6ヶ月間：634百万人民元)。

 

(2) 2022年6月30日に終了した6ヶ月間において、「経常費用」には5,706百万人民元の建物設備関連費用(主に不動産管理、建

物維持費及び税金である。)が含まれている(2021年6月30日に終了した6ヶ月間：5,218百万人民元)。
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7　人件費
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 6月30日に終了した6ヶ月間

 2022年  2021年

給与、賞与及び手当 34,691  31,344
従業員福利厚生費 1,274  1,325
退職給付 11  26
社会保険料：    

－医療保険 1,736  1,722
－養老保険 3,117  3,070
－年金 1,780  1,730
－失業保険 103  106
－労働災害保険 41  40
－出産手当 54  69

住宅手当 2,461  2,410
労働組合費用及び教育費 961  1,071
労働契約の解除補償 7  13

その他 2,027  1,939

合計 48,263  44,865

 

8　資産の減損
(単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 6月30日に終了した6ヶ月間

 2022年

貸付金等  
－償却原価で測定される顧客に対する貸付金 45,338

－その他の包括利益を通じて公正価値で測定される顧客に対する貸付金 238

小計 45,576

金融投資  
－償却原価で測定される金融資産 (81)

－その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産 (199)

小計 (280)

コミットメント契約 1,458
その他 534
信用減損損失小計 47,288

その他資産の減損損失額 5,522

合計 52,810

  

 2021年

貸付金等  
－償却原価で測定される顧客に対する貸付金 47,712

－その他の包括利益を通じて公正価値で測定される顧客に対する貸付金 38

小計 47,750

金融投資  
－償却原価で測定される金融資産 97

－その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産 148

小計 245

コミットメント契約 (1,675)
その他 5,967
信用減損損失小計 52,287

その他資産の減損損失額 658

合計 52,945
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9　法人所得税
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 6月30日に終了した6ヶ月間

 2022年  2021年

    
当期法人所得税    

－中国本土の法人所得税 23,201  14,761
－香港(中国)の法人所得税 2,470  2,232
－マカオ(中国)、台湾(中国)並びにその他の国及び地域の

税金 1,955  1,879

過年度の当期法人所得税に対する調整 2,736  288

小計 30,362  19,160

繰延税金費用(注記Ⅲ.24.3) (2,596)  10,595

合計 27,766  29,755

 

中国本土の法人所得税に対する引当金は、当行及び中国本土で設立された各子会社の課税所得に対する法定税率25％、並び

に関連する中国の法人所得税に関する法規に準拠して算定された海外事業に係る中国の補助的税金を含んでいる。

 

香港(中国)、マカオ(中国)、台湾(中国)並びにその他の国及び地域での利益に係る税金は、当グループが事業を行っている

国もしくは地域における見積課税所得にその国若しくは地域の税率を使用した現地の税法に準拠して算定されている。

 

当グループの実際の法人所得税費用は、法定税率に基づいて計算された法人所得税費用と異なり、主な調整項目は以下のと

おりである。

 

 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 6月30日に終了した6ヶ月間

 2022年  2021年

    

税引前利益 152,069  148,302

中国の適用法定税率による税金 38,017  37,076
香港(中国)、マカオ(中国)、台湾(中国)並びにその他の国及び

地域の事業における異なる税率による影響 (1,213)  (2,417)
海外の所得に係る中国の補助的税金 1,873  2,014

非課税所得
(1) (16,118)

 (14,792)

損金不算入費用
(2) 3,529

 8,450

その他 1,678  (576)

法人所得税 27,766  29,755

 

(1) 非課税所得は主に、中国財政部短期証券及び地方政府債からの受取利息、並びに海外事業体が現地の関連する税法の規定

に基づいて認識した非課税所得で構成されている。

(2) 損金不算入額には、主として特定の不良債権の償却により生じる損失、販促費及び交際費のうち関連する中国税法に基づ

いて認められている控除限度額を超過した額が含まれている。

 

10　基本的及び希薄化後1株当たり利益

 

基本的1株当たり利益は、当行の普通株主に帰属する利益を期中の加重平均発行済普通株式数で除すことにより

算定された。

 

希薄化後1株当たり利益は、6ヶ月間における潜在的希薄化株式全てが転換されたものと仮定して、当行の普通株

主に帰属する調整後の利益を調整後の加重平均発行済普通株式数で除すことにより算定された。2022年6月30日に

終了した6ヶ月間及び2021年6月30日に終了した6ヶ月間において、潜在的希薄化株式はなかったため、基本的1株当

たり利益と希薄化後1株当たり利益との間に差異はなかった。

 

EDINET提出書類

中国銀行股イ分有限公司(E05981)

半期報告書

 96/160



 

 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 6月30日に終了した6ヶ月間

 2022年  2021年

当行の株主に帰属する利益 119,924  112,813

控除：優先株式/永久債に対する配当宣言額/利息 (9,659)  (7,616)

当行の普通株主に帰属する利益 110,265  105,197

加重平均発行済普通株式(単位：百万株) 294,388  294,380

基本的及び希薄化後1株当たり利益(人民元) 0.37  0.36

 

　加重平均発行済普通株式数(単位：百万株)
 6月30日に終了した6ヶ月間

 2022年  2021年

1月1日現在の発行済株式数 294,388  294,388

控除：加重平均自己株式数 -  (8)

加重平均発行済普通株式数 294,388  294,380

 

11　その他の包括利益
(単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 6月30日に終了した6ヶ月間

 2022年  2021年

純損益に振り替えられることのない項目    
確定給付型年金制度に係る数理計算上の利益/(損失) 44  (38)
その他の包括利益を通じて公正価値で測定するものとして指定
した資本性金融商品投資の公正価値の変動 (1,389)  1,125

控除：関連する法人所得税効果 282  (303)

その他 1  37

小計 (1,062)  821

純損益に振り替えられる可能性のある項目    
その他の包括利益を通じて公正価値で測定される負債性金融商
品の公正価値の変動 (23,550)  (280)
控除：関連する法人所得税効果 5,027  157

損益計算書に振り替えられた金額 762  (828)

控除：関連する法人所得税効果 (18)  157

 (17,779)  (794)
その他の包括利益を通じて公正価値で測定される負債性金融商
品の信用損失引当金 58  178

控除：関連する法人所得税効果 6  (46)

 64  132

海外事業の換算から生じた為替換算差額 15,880  (4,204)

その他 622  141

小計 (1,213)  (4,725)

合計 (2,275)  (3,904)
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連結中間財政状態計算書における当行の株主に帰属するその他の包括利益：
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 

その他の包括利益を
通じて公正価値で測
定される金融資産の

収益/(損失)  

海外事業の

換算から生じた

為替換算差額  その他  合計

2021年1月1日現在 22,190  (20,457) 2,576  4,309

過年度における金額の変動 6,700  (9,782) 190  (2,892)

2022年1月1日現在 28,890  (30,239) 2,766  1,417

当期における金額の変動 (15,679)  10,715  477  (4,487)

2022年6月30日現在 13,211  (19,524)  3,243  (3,070)

 

12　現金並びに銀行及びその他の金融機関に対する債権
(単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

現金 62,679  59,518

中国本土の銀行に対する債権 505,326  464,417
中国本土のその他金融機関に対する債権 18,169  8,709
香港(中国)、マカオ(中国)、台湾(中国)並びにその他の国及び

地域の銀行に対する債権 118,259  110,948
香港(中国)、マカオ(中国)、台湾(中国)並びにその他の国及び

地域のその他の金融機関に対する債権 1,626  926

小計
(1)

643,380  585,000

経過利息 1,429  1,835

控除：減損引当金
(1)

(1,296)  (1,537)

銀行及びその他の金融機関に対する債権小計 643,513  585,298

合計 706,192  644,816

 

(1) 2022年6月30日及び2021年12月31日において、当グループは大部分の銀行及びその他金融機関に対する債権をステージ1に

算入し、その後の12カ月の予想信用損失により減損引当金を測定した。

 

13　中央銀行預け金
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

法定準備預金
(1)

1,510,575  1,478,465

剰余積立金及びその他
(2)

635,248  753,369

小計 2,145,823  2,231,834
経過利息 661  672

控除：減損引当金 (4,086)  (3,780)

合計 2,142,398  2,228,726

 

(1) 当グループは、中国人民銀行(以下「PBOC」という。)及び当グループが事業を行っている香港(中国)、マカオ(中国)、台

湾(中国)並びにその他の国又は地域の中央銀行に法定準備預金を預け入れている。2022年6月30日現在、PBOCに預け入れた

法定準備預金は、当グループの中国本土の支店の顧客による人民元適格預金及び外貨預金のそれぞれ9.75％(2021年12月31

日現在：10.00％)及び8.00％(2021年12月31日現在：9.00％)で算定されていた。中央銀行に預け入れた当グループ国内子

会社の法定準備預金はPBOCにより定められている。その他の管轄地の中央銀行に預け入れる法定準備預金の金額は、現地

の法規則により定められている。

(2) 主に当グループがPBOC、香港(中国)、マカオ(中国)、台湾(中国)及びその他の国と地域の中央銀行に預けた精算目的の資

金とその他の資金（法定準備預金除く）を表す。
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14　銀行及びその他の金融機関への預け金並びに貸付金
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

以下に対する預け金並びに貸付金：    
中国本土の銀行 106,754  150,556
中国本土のその他金融機関 610,348  589,919
香港(中国)、マカオ(中国)、台湾(中国)並びにその他の国
及び地域の銀行 445,662

 
450,817

香港(中国)、マカオ(中国)、台湾(中国)並びにその他の国
及び地域のその他金融機関 25,485  67,055

小計
(1)(2)

1,188,249  1,258,347

経過利息 2,177  3,109

控除：減損引当金
(2)

(4,352)
 

(4,043)

合計 1,186,074  1,257,413

 

(1) 「銀行及びその他の金融機関への預け金並びに貸付金」は、リバース・レポ契約及び担保付融資契約から生じる残高を含

んでいる。これらは以下の通り担保の種類別に表示される：

 

 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

債券    
－政府債 282,199  396,324
－政策銀行債 93,409  101,436
－金融機関債 18,915  6,914

－社債 3,231  1,222

小計 397,754  505,896

控除：減損引当金 (555)  (668)

合計 397,199  505,228

 

(2) 2022年6月30日及び2021年12月31日において、当グループは大部分の銀行及びその他の金融機関への預け金並びに貸付金を

ステージ1に算入し、その後の12カ月の予想信用損失により減損引当金を測定した。

 

15　デリバティブ金融商品

 

　当グループは、トレーディング、ヘッジ、ALM目的で、顧客に代わって以下の為替、金利、株式、信用、貴金属

及びその他のコモディティ関連のデリバティブ金融商品の契約を締結している。

 

　当グループが保有するデリバティブ商品の約定金額/想定元本及び公正価値が、以下の表に示されている。金融

商品の約定金額/想定元本は、財政状態計算書に認識された金融商品の公正価値と比較するための基礎を提供する

ものであるが、必ずしも関連する将来のキャッシュ・フローの金額あるいは当該商品の現在の公正価値を表すもの

ではないため、当グループの信用リスクあるいは市場リスクのエクスポージャーを示すものではない。デリバティ

ブ商品は、その条件に応じて、市場金利、為替相場、信用スプレッドあるいは株式/コモディティ価格の変動の結

果、プラス(資産)あるいはマイナス(負債)の状態になる。デリバティブ金融資産及び負債の公正価値総額は、時と

して著しく変動する可能性がある。
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 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

 約定金額/

想定元本

 公正価値  約定金額/

想定元本

 公正価値

  資産  負債   資産  負債

為替デリバティブ            

先渡為替予約、スワップ並びに

クロスカレンシー金利スワップ 6,515,255  101,870  (81,793)  5,966,594  61,172  (52,535)
通貨オプション 755,104  6,791  (6,590)  593,654  4,996  (4,196)
通貨先物 1,041  2  (1)  1,250  1  (3)

小計 7,271,400  108,663  (88,384)  6,561,498  66,169  (56,734)

金利デリバティブ            
金利スワップ 4,199,592  34,680  (28,986)  4,032,069  23,860  (27,179)
金利オプション 21,124  299  (296)  22,988  136  (135)
金利先物 85,550  14  -  2,058  2  (4)

小計 4,306,266  34,993  (29,282)  4,057,115  23,998  (27,318)

株式デリバティブ 5,972  91  (129)  4,776  185  (120)
コモディティデリバティブ等 367,273  12,206  (11,012)  288,773  5,447  (4,979)

合計
(1)

11,950,911  155,953  (128,807)  10,912,162  95,799  (89,151)

 

(1) 上記のデリバティブ金融商品には、当グループがヘッジ手段に指定したデリバティブが含まれている。

 

16　顧客への貸付金等

16.1　測定方法による貸付金等の内訳：
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

償却原価で測定される    
̶法人向け貸付金等 10,170,408  9,224,184
̶個人向け貸付金 6,249,454  6,093,750
̶割引手形 1,868  1,460

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される
(1)

   
̶法人向け貸付金等 9,085  2,254

̶割引手形 476,536  349,541

小計 16,907,351  15,671,189

純損益を通じて公正価値で測定される
(2)

   

̶法人向け貸付金等 4,255  3,805

合計 16,911,606  15,674,994

経過利息 41,615  37,580

貸付金総額 16,953,221  15,712,574

控除：償却原価で測定される貸付金等の減損引当金 (415,732)  (390,090)

貸付金等の帳簿価額 16,537,489  15,322,484

 

(1) 2022年6月30日及び2021年12月31日において、当グループはその他の包括収益を通じて公正価値で測定される貸付金は割引

手形業務によるものである。その減損引当金はそれぞれ693百万人民元と451百万人民元であり、その他の包括収益に計上

した。

(2) 2022年6月30日に終了した6ヶ月間及び2021年12月31日終了事業年度に、貸付金の信用リスクの変動に起因する貸付金の公

正価値に著しい変動はなかった。

 

16.2　顧客への貸付金等(経過利息を含まない)の地域別、顧客タイプ別、業種別、担保の種類別の内訳及び減損、

延滞貸付金並びに立替金の内訳は注記Ⅳ.1.1に記載されている。
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16.3　顧客への貸付金等の減損引当金の調整
 

(1) 償却原価で測定される貸付金等の減損引当金：
(単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日に終了した6ヶ月間

 
 

12ヶ月間の予想
信用損失 全期間の予想信用損失 合計

 ステージ1 ステージ2 ステージ3  
     
2022年1月1日 166,358 53,832 169,900 390,090
ステージ1への振替 4,679 (3,912) (767) -
ステージ2への振替 (1,391) 3,029 (1,638) -
ステージ3への振替 (458) (7,667) 8,125 -
ステージの振替による(戻入)/計上 (4,254) 10,774 22,079 28,599

当期計上
(i)

57,131 7,563 19,096 83,790

当期戻入
(ii)

(35,149) (10,928) (20,974) (67,051)
償却及び振替 (64) - (27,272) (27,336)
過年度に償却された貸付金等の回収 - - 5,599 5,599

為替差額及びその他 646 381 1,014 2,041

     

2022年6月30日現在 187,498 53,072 175,162 415,732

 

(単位は特に明記しない限り、百万人民元)
 2021年12月31日に終了した12ヶ月間

 
 

12ヶ月間の予想
信用損失 全期間の予想信用損失 合計

 ステージ1 ステージ2 ステージ3  
     
2021年1月1日 134,566 70,712 162,895 368,173
ステージ1への振替 6,186 (5,205) (981) -
ステージ2への振替 (989) 1,786 (797) -
ステージ3への振替 (687) (14,244) 14,931 -
ステージの振替による(戻入)/計上 (5,245) 10,226 32,586 37,567

当期計上
(i)

84,479 15,132 58,502 158,113

当期戻入
(ii)

(51,399) (24,087) (21,905) (97,391)
償却及び振替 (195) - (85,401) (85,596)
過年度に償却された貸付金等の回収 - - 11,921 11,921

為替差額及びその他 (358) (488) (1,851) (2,697)

     

2021年12月31日 166,358 53,832 169,900 390,090
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(2) その他の包括利益を通じて公正価値で測定される貸付金等の減損引当金：
(単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日に終了した6ヶ月間  

 

12ヶ月間の予想
信用損失 全期間の予想信用損失 合計

 

 ステージ1 ステージ2 ステージ3   
2022年1月1日 374 77 - 451  
ステージ1への振替 - - - -
ステージ2への振替 - - - -
ステージ3への振替 - - - -
ステージの振替による(戻入)/計上 - - - -

当期計上 567 5 - 572  
当期戻入 (263) (71) - (334) 
為替差額及びその他 4 - - 4  
      
2022年6月30日現在 682 11 - 693  

 

(単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2021年12月31日に終了した12ヶ月間  

 

12ヶ月間の予想
信用損失 全期間の予想信用損失 合計

 

 ステージ1 ステージ2 ステージ3   
2021年1月1日 441 5 - 446  
ステージ1への振替 - - - -
ステージ2への振替 - - - -
ステージ3への振替 - - - -
ステージの振替による(戻入)/計上 - - - -

当期計上 276 77 - 353  
当期戻入 (339) (5) - (344) 
為替差額及びその他 (4) - - (4) 
      
2021年12月31日 374 77 - 451  

 

(i) 当期計上には、新規貸付、ステージ振替未発生の貸付、モデルやリスクのパラメーターの調整等による計上が含まれる。

 

(ii) 当期戻入には、貸付金の回収、ステージ振替未発生の貸付、モデルやリスクのパラメーターの調整等による戻入が含まれ

る。
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17　金融投資
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)
 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在
純損益を通じて公正価値で測定される金融資産    
トレーディング金融資産及びその他の純損益を通じて公正価値
で測定される金融資産    

負債性証券    
中国本土の発行体    
－政府債 18,356  18,837
－公共機関及び準政府債 659  30
－政策銀行債 34,748  26,127
－金融機関債 160,063  204,624
－社債 51,278  52,415
香港(中国)、マカオ(中国)、台湾(中国)並びにその他の国
及び地域の発行体    

－政府債 18,470  13,535
－公共機関債及び準政府債 109  367
－金融機関債 8,445  12,982

－社債 10,084  9,808

 302,212  338,725
資本性金融商品 102,807  102,268

ファンド投資及びその他 109,644  90,733

トレーディング金融資産及びその他の純損益を通じて
公正価値で測定される金融資産小計 514,663  531,726

    
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定した
金融資産    

負債性証券
(1)

   
中国本土の発行体    
－政府債 2,477  3,164
－政策銀行債 -  516
－金融機関債 6,851  4,811
－社債 370  396
香港(中国)、マカオ(中国)、台湾(中国)並びにその他の国
及び地域の発行体    

－政府債 6,544  594
－公共機関及び準政府債 957  1,164
－金融機関債 3,619  2,322

－社債 4,528  4,770

 25,346  17,737

その他 -  12,179

純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定した
金融資産小計 25,346  29,916

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産小計 540,009  561,642
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 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)
 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在
その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産    
負債性証券    
中国本土の発行体    
－政府債 857,004  752,899
－公共機関及び準政府債 100,833  101,562
－政策銀行債 364,702  358,807
－金融機関債 178,148  223,510
－社債 155,886  171,294
香港(中国)、マカオ(中国)、台湾(中国)並びにその他の国及び
地域の発行体    
－政府債 479,038  532,338
－公共機関及び準政府債 26,302  28,529
－金融機関債 95,955  79,214

－社債 97,636  114,925

 2,355,504  2,363,078

資本性金融商品及びその他 24,081  26,752

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産

小計
(2)

2,379,585  2,389,830

    
償却原価で測定される金融資産    
負債性証券    
中国本土の発行体    
－政府債 2,451,457  2,417,293
－公共機関及び準政府債 68,802  64,724
－政策銀行債 155,399  155,338
－金融機関債 68,853  76,280
－社債 44,021  48,959

－チャイナ・オリエント債
(3)

152,433  152,433
香港(中国)、マカオ(中国)、台湾(中国)並びにその他の国及び
地域の発行体    
－政府債 153,986  101,974
－公共機関及び準政府債 80,704  70,107
－金融機関債 86,302  65,885

－社債 25,275  19,058

 3,287,232  3,172,051
投資信託、アセット・マネジメント・プラン等 13,940  12,010
経過利息 37,013  38,865

控除：減損引当金 (9,708) (9,727)

償却原価で測定される金融資産小計 3,328,477  3,213,199

金融投資合計
(5)

6,248,071  6,164,671
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 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

内訳：    
    
純損益を通じて公正価値で測定される金融資産    
－香港(中国)上場分 35,600  33,127

－香港(中国)外上場分
(6)

300,252  332,549
－非上場分 204,157  195,966
    
その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産    
負債性証券    
－香港(中国)上場分 135,335  154,931

－香港(中国)外上場分
(6)

1,777,774  1,633,446
－非上場分 442,395  574,701
資本性金融商品    
－香港(中国)上場分 5,723  5,980

－香港(中国)外上場分
(6)

10,502  11,762
－非上場分 7,856  9,010
    

償却原価で測定される金融資産
(4)

   
－香港(中国)上場分 48,694  38,898

－香港(中国)外上場分
(6)

3,011,002  2,886,030

－非上場分 268,781  288,271

合計 6,248,071  6,164,671

    
香港(中国)上場分 225,353  232,936

香港(中国)外上場分
(6)

5,099,533  4,863,787

非上場分 923,185  1,067,948

合計 6,248,071  6,164,671

 

(1) 会計上のミスマッチを除去または著しく低減するために、当グループは一部の債券を、純損益を通じて公正価値で測定さ

れる債券として指定した。

 

(2) 2022年6月30日に当グループはその他の包括収益を通じて公正価値で測定される債券につき、累計で6,046百万人民元の減

損引当金を認識した(2021年12月31日：6,230百万人民元)。

 

(3) 当行は1999年及び2000年に一部の不良債権を中国東方資産管理公司へ譲渡した。中国東方資産管理公司は、当行に対し対

価として額面160,000百万人民元の金融債（以下「オリエント債」という。）を発行した。当行の中国東方資産管理股份有

限公司と締結された最新の延長契約書によると、同債券は2025年6月30日に満期になる。中華人民共和国財政部（以下「財

政部」という。）は当行が保有している同債券の元本と利金に対して資金支援を続ける。当行は2020年1月に財政部から通

知を受け、2020年1月1日から、同債券の未返済部分の年利率は前年度の5年満期の国債収益率の平均水準をもとに決定さ

れ、年次で審査されることが明確にされている。2022年6月30日現在、当行が受取った累計早期返済額は7,567百万人民元

であった。

 

(4) 上記の償却原価で測定される債券の公正価値は以下のとおりである。

 

 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

 帳簿価額  市場価額  帳簿価額  市場価額

償却原価で測定される負債性
証券        
－香港(中国)上場 48,694  45,448  38,898  39,594

－香港(中国)外上場分
(6)

3,011,002  3,059,529  2,886,030  2,937,103
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(5) 2022年6月30日現在、当グループは帳簿原価2,382百万人民元の減損が実際に発生したその他の包括利益を通じて公正価値

で測定される債券と償却原価で測定される債券をステージ3に分類し(2021年12月31日：2,338百万人民元)、全額に対して

減損引当金を計上した(2021年12月31日：全額に対して減損引当金を計上した)。6,342百万人民元の債券をステージ2に分

類し(2021年12月31日：816百万人民元)、194百万人民元の減損引当金を計上した(2021年12月31日：5百万人民元計上)。残

りの債券は全てステージ1に算入し、12ヶ月間の予想信用損失により減損引当金を測定した。

 

(6) 「香港(中国)外上場分」には、中国本土銀行の間の債券市場取引の債券が含まれている。

 

償却原価で計上される金融資産の減損引当金の変動状況は以下に示した通りである。

(単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日に終了した6ヶ月間

 
 

12ヶ月間の予想
信用損失 全期間の予想信用損失 合計

 ステージ1 ステージ2 ステージ3  
2022年1月1日 2,173 4 7,550 9,727
ステージ2への振替 (37) 37 - -

テージの振替による計上 - 26 - 26
当期計上/(戻入) 310 29 (446) (107)

為替差額及びその他 10 - 52 62

2022年6月30日現在 2,456 96 7,156 9,708

 2021年12月31日に終了した12ヶ月間

 
 

12ヶ月間の予想
信用損失 全期間の予想信用損失 合計

 ステージ1 ステージ2 ステージ3  
2021年1月1日 1,907 1 7,015 8,923
当期計上 159 3 559 721

為替差額及びその他 107 - (24) 83

2021年12月31日現在 2,173 4 7,550 9,727

 

その他の包括収益を通じて公正価値で測定される金融資産の減損引当金の変動状況は以下に示した通りである。

(単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日に終了した6ヶ月間

 
 

12ヶ月間の予想
信用損失 全期間の予想信用損失 合計

 ステージ1 ステージ2 ステージ3  
2022年1月1日 5,729 1 500 6,230
ステージ2への振替 (40) 40 - -
テージの振替による計上 - 55 - 55
当期(戻入)/計上 (255) 1 - (254)

為替差額及びその他 14 1 - 15

2022年6月30日現在 5,448 98 500 6,046

 2021年12月31日に終了した12ヶ月間

 
 

12ヶ月間の予想
信用損失 全期間の予想信用損失 合計

 ステージ1 ステージ2 ステージ3  
2021年1月1日 4,979 - 500 5,479
当期計上 762 1 - 763

為替差額及びその他 (12) - - (12)

2021年12月31日現在 5,729 1 500 6,230
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18　有形固定資産
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日に終了した6ヶ月間

 建物  

設備

及び車両  建設仮勘定  航空機  合計

取得原価          
1月1日現在 124,989  73,497  27,192  146,901  372,579
取得 21  900  2,025  2,716  5,662
投資不動産からの振替
(注記Ⅲ.19) 23  -  -  -  23
建設仮勘定からの/(への)振替 572  140  (5,367) 4,655  -
減少 (268) (1,153) (636) (3,077) (5,134)

為替差額 792  255  923  7,748  9,718

6月30日現在 126,129  73,639  24,137  158,943  382,848

          
減価償却累計額          
1月1日現在 (45,518) (58,364) -  (20,022) (123,904)
増加 (2,002) (3,117) -  (2,559) (7,678)
減少 225  1,118  -  448  1,791
投資不動産への振替(注記Ⅲ.19) 4  -  -  -  4

為替差額 (214) (217) -  (1,140) (1,571)

6月30日現在 (47,505) (60,580) -  (23,273) (131,358)

          
減損引当金          
1月1日現在 (740) -  (227) (1,617) (2,584)
増加 -  -  -  (5,531) (5,531)
減少 -  -  -  -  -

為替差額 (11) -  -  (264) (275)

6月30日現在 (751) -  (227) (7,412) (8,390)

          
正味帳簿価額          

1月1日現在 78,731  15,133  26,965  125,262  246,091

6月30日現在 77,873  13,059  23,910  128,258  243,100
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 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2021年12月31日終了事業年度

 建物  

設備

及び車両  建設仮勘定  航空機  合計

取得原価          
1月1日現在 122,464  73,337  31,281  141,025  368,107
取得 1,413  5,550  6,247  11,187  24,397
投資不動産からの/(への)振替

(注記Ⅲ.19) 960  -  -  -  960
建設仮勘定からの/(への)振替 2,806  607  (8,046) 4,633  -
減少 (1,736) (5,748) (1,788) (6,737)  (16,009)

為替差額 (918) (249) (502) (3,207)  (4,876)

12月31日現在 124,989  73,497  27,192  146,901  372,579

          
減価償却累計額          
1月1日現在 (42,814) (57,839) -  (17,302)  (117,955)
増加 (4,098) (6,274) -  (4,911)  (15,283)
減少 1,145  5,563  -  1,747  8,455
投資不動産への振替(注記Ⅲ.19) 10  -  -  -  10

為替差額 239  186  -  444  869

12月31日現在 (45,518) (58,364) -  (20,022)  (123,904)

          
減損引当金          
1月1日現在 (746) -  (227) (590)  (1,563)
増加 (3) -  -  (1,060)  (1,063)
減少 8  -  -  10  18

為替差額 1  -  -  23  24

12月31日現在 (740) -  (227) (1,617)  (2,584)

          
正味帳簿価額          

1月1日現在 78,904  15,498  31,054  123,133  248,589

12月31日現在 78,731  15,133  26,965  125,262  246,091

 
 

次へ
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19　投資不動産
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 

2022年6月30日に
終了した6ヶ月間  

2021年12月31日
終了事業年度

1月1日現在 19,554  22,065
取得 47  720
有形固定資産への振替純額(注記Ⅲ.18) (27)  (970)
処分 (6)  (1,324)
公正価値の変動(注記Ⅲ.5) (36)  (427)

為替差額 697  (510)

6月30日/12月31日現在 20,229  19,554

 

20　その他の資産
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

未収金及び前払金 131,055  123,590

使用権資産
(1)

19,480  20,321
無形資産 16,737  16,930
土地使用権 5,926  6,122
長期繰延費用 3,246  3,329
未収利息 2,696  284

のれん
(2)

2,580  2,481

担保権実行資産
(3)

2,183  2,043

その他 38,080  28,840

合計 221,983  203,940

 

(1) 使用権資産

 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)
 2022年6月30日に終了した6ヶ月間

 建物 車両及びその他 合計

取得価額    
1月1日現在 36,447 232 36,679
増加 2,768 30 2,798
減少 (2,046) (19) (2,065)

為替差額 248 - 248

    

6月30日現在 37,417 243 37,660

    
減価償却累計額    
1月1日現在 (16,265) (93) (16,358)
増加 (3,328) (65) (3,393)
減少 1,622 19 1,641

為替差額 (70) - (70)

    

6月30日現在 (18,041) (139) (18,180)

    
正味帳簿価額    

1月1日現在 20,182 139 20,321

6月30日現在 19,376 104 19,480
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 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)
 2021年12月31日終了事業年度

 建物 車両及びその他 合計

取得価額    
1月1日現在 35,251 176 35,427
増加 5,243 119 5,362
減少 (3,734) (61) (3,795)

為替差額 (313) (2) (315)

    

12月31日現在 36,447 232 36,679

    
減価償却累計額    
1月1日現在 (12,477) (95) (12,572)
増加 (7,087) (58) (7,145)
減少 3,166 58 3,224

為替差額 133 2 135

    

12月31日現在 (16,265) (93) (16,358)

    
正味帳簿価額    

1月1日現在 22,774 81 22,855

12月31日現在 20,182 139 20,321

 

(2) のれん

 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 

2022年6月30日に
終了した6ヶ月間  

2021年12月31日
終了事業年度

1月1日現在 2,481  2,525

子会社の取得による増加 -  -
子会社処分による減少 -  -

為替差額 99  (44)

6月30日/12月31日現在 2,580  2,481

 

のれんは主として、2006年のBOCアビエーションリミテッドの買収により生じ、総額241百万米ドル（1,616百万人民元相

当）であった。

 

(3) 担保権実行資産

 

2022年6月30日現在、当グループが保有している再取得資産の純額は2,183百万人民元(2021年12月31日:2,043百万人民元)

で、主に不動産であった。再取得資産の減損引当金は873百万人民元(2021年12月31日:882百万人民元)であった。

 

2022年6月30日に終了した6ヶ月間に処分された担保権実行資産の帳簿価額総額は32百万人民元 (2021年12月31日終了事業

年度：353百万人民元) であった。当グループは2022年6月30日現在に保有していた担保権実行資産を、競売、入札又は譲渡

により処分する予定である。

 

21　トレーディング目的保有の金融負債

 

2022年6月30日及び2021年12月31日現在、当グループのトレーディング目的保有の金融負債は、主に債券の空売りであった。
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22　顧客に対する債務
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

要求払預金    
－法人顧客 5,535,251  5,275,514

－個人顧客 3,693,244  3,487,433

小計 9,228,495  8,762,947

定期預金    
－法人顧客 4,285,330  3,968,527

－個人顧客 4,789,250  4,299,050

小計 9,074,580  8,267,577

仕組預金
(1)

   
－法人顧客 398,421  351,445

－個人顧客 357,240  300,628

小計 755,661  652,073

    
譲渡性預金 170,604  160,419

その他の預金 85,070  77,152

顧客に対する債務小計 19,314,410  17,920,168
    

経過利息 233,817  222,719

顧客に対する債務合計
(2)

19,548,227  18,142,887

 

(1) リスク管理方針に基づき、当グループはデリバティブ取引を行うことで仕組預金から生じる市場リスクを軽減させる。会

計上のミスマッチを解消または大幅に低減させるため、当グループは一部の仕組預金を、純損益を通じて公正価値で測定

される金融負債として指定した。2022年6月30日時点に、当グループのこれらの指定された金融負債の帳簿価額は25,569百

万人民元(2021年12月31日：31,311百万人民元)であった。2022年6月30日及び2021年12月31日現在、その公正価値と契約に

基づいて満期日に保有者に支払うべき金額との差額は重要ではない。2022年6月30日に終了した6ヶ月間及び2021年12月31

日終了事業年度において、上述の金融負債に対する当グループの信用リスクに重大な変動はないことから、当グループの

信用リスクの変動に伴う上述の金融負債の公正価値の変動は重大なものではない。

 

(2) 「顧客に対する債務」には、2022年6月30日現在に当グループが受取った有価証券に対する証拠金415,613百万人民元が含

まれている(2021年12月31日：330,494百万人民元)。
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23　発行債券
(単位は特に明記しない限り、百万人民元)

    6月30日現在 12月31日現在

 発行日 満期日 年間利率 2022年 2021年

償却原価で発行される債券      

発行劣後債      

2012年人民元債第二回トランシェ
(1)(17)

2012年11月27日 2027年11月29日 4.99% 18,000 18,000

Tier2資本債      

2014年米ドルTier2資本債
(2)

2014年11月13日 2024年11月13日 5.00% 20,092 19,084
2017年人民元Tier2資本債

第一回トランシェ
(3)

2017年9月26日 2027年9月28日 4.45% 29,974 29,973
2017年人民元Tier2資本債

第二回トランシェ
(4)

2017年10月31日 2027年11月2日 4.45% 29,973 29,974
2018年人民元Tier2資本債

第一回トランシェ
(5)

2018年9月3日 2028年9月5日 4.86% 39,987 39,984
2018年人民元Tier2資本債

第二回トランシェ
(6)

2018年10月9日 2028年10月11日 4.84% 39,985 39,986
2019年人民元Tier2資本債

第一回トランシェ01
(7)

2019年9月20日 2029年9月24日 3.98% 29,990 29,989
2019年人民元Tier2資本債

第一回トランシェ02
(8)

2019年9月20日 2034年9月24日 4.34% 9,996 9,996
2019年人民元Tier2資本債

第二回トランシェ
(9)

2019年11月20日 2029年11月22日 4.01% 29,988 29,991
2020年人民元Tier2資本債

第一回トランシェ01
(10)

2020年9月17日 2030年9月21日 4.20% 59,977 59,976
2020年人民元Tier2資本債

第一回トランシェ02
(11)

2020年9月17日 2035年9月21日 4.47% 14,994 14,994
2021年人民元Tier2資本債

第一回トランシェ01
(12)

2021年3月17日 2031年3月19日 4.15% 14,994 14,995
2021年人民元Tier2資本債

第一回トランシェ02
(13)

2021年3月17日 2036年3月19日 4.38% 9,996 9,996
2021年人民元Tier2資本債

第二回トランシェ01
(14)

 2021年11月12日 2031年11月16日 3.60% 39,986 39,989
2021年人民元Tier2資本債

第二回トランシェ02
(15)

2021年11月12日 2036年11月16日 3.80% 9,996 9,997
2022年人民元Tier2資本債

第一回トランシェ
(16)

2022年1月20日 2032年1月24日 3.25% 29,990 -

小計
(17)

   409,918 378,924

その他の発行債券
(18)

     
米ドル債    192,537 185,618
人民元債    161,880 90,604

その他    34,972 49,403

小計    389,389 325,625

銀行間譲渡性預金証書    625,815 659,306

償却原価で計上される発行債券の小計    1,443,122 1,381,855

公正価値で測定される発行債券
(19)

   2 317

発行債券の小計    1,443,124 1,382,172

未払利息    14,844 6,506

合計
(20)

   1,457,968 1,388,678

 

(1)  2012年11月27日に発行された第二回の劣後債は、償還期間が15年、固定クーポンレートが4.99%であり、年に一度利払い

を行っている。当行は、十年目の年末に同債券の全てを額面で繰り上げて償還できるオプションを有する。当行がこのオ

プションを行使しない場合、残りの5年間の証券のクーポンレートは、引き続き4.99％に固定される。

 

(2)  当行は2014年11月13日に総額3,000百万ドルのTier2資本債を発行し、その償還期間が10年、クーポンレートは5.00％であ

る。

EDINET提出書類

中国銀行股イ分有限公司(E05981)

半期報告書

112/160



(3)  当行は2017年9月26日に総額30,000百万人民元のTier2資本債を発行し、その償還期間が10年、固定クーポンレートが

4.45%である。当行は、五年目の年末に当該資本債を償還する権利を有する。

 

(4)  当行は2017年10月31日に総額30,000百万人民元のTier2資本債を発行し、その償還期間が10年、固定クーポンレートが

4.45%である。当行は、五年目の年末に当該資本債を償還する権利を有する。

 

(5)  当行は2018年9月3日に総額40,000百万人民元のTier2資本債を発行した。この資本債は償還期間が10年、固定クーポン

レートが4.86%である。当行は、五年目の年末に当該資本債を償還する権利を有する。

 

(6)  当行は2018年10月9日に総額40,000百万人民元のTier2資本債を発行した。この資本債は償還期間が10年、固定クーポン

レートが4.84%である。当行は、五年目の年末に当該資本債を償還する権利を有する。

 

(7)  当行は2019年9月20日に総額30,000百万人民元のTier2資本債を発行した。この資本債は償還期間が10年、固定クーポン

レートが3.98%である。当行は、五年目の年末に当該資本債を償還する権利を有する。

 

(8)  当行は2019年9月20日に総額10,000百万人民元のTier2資本債を発行した。この資本債は償還期間が15年、固定クーポン

レートが4.34%である。当行は、十年目の年末に当該資本債を償還する権利を有する。

 

(9)  当行は2019年11月20日に総額30,000百万人民元のTier2資本債を発行した。この資本債は償還期間が10年、固定クーポン

レートが4.01%である。当行は、五年目の年末に当該資本債を償還する権利を有する。

 

(10) 当行は2020年9月17日に総額60,000百万人民元のTier2資本債を発行した。この資本債は償還期間が10年、固定クーポン

レートが4.20%である。当行は、五年目の年末に当該資本債を償還する権利を有する。

 

(11) 当行は2020年9月17日に総額15,000百万人民元のTier2資本債を発行した。この資本債は償還期間が15年、固定クーポン

レートが4.47%である。当行は、十年目の年末に当該資本債を償還する権利を有する。

 

(12) 当行は2021年3月17日に総額15,000百万人民元のTier2資本債を発行した。この資本債は償還期間が10年、固定クーポン

レートが4.15%である。当行は、五年目の年末に当該資本債を償還する権利を有する。

 

(13) 当行は2021年3月17日に総額10,000百万人民元のTier2資本債を発行した。この資本債は償還期間が15年、固定クーポン

レートが4.38%である。当行は、十年目の年末に当該資本債を償還する権利を有する。

 

(14) 当行は2021年11月12日に総額40,000百万人民元のTier2資本債を発行した。この資本債は償還期間が10年、固定クーポン

レートが3.60%である。当行は、五年目の年末に当該資本債を償還する権利を有する。

 

(15) 当行は2021年11月12日に総額10,000百万人民元のTier2資本債を発行した。この資本債は償還期間が15年、固定クーポン

レートが3.80%である。当行は、十年目の年末に当該資本債を償還する権利を有する。

 

(16) 当行は2022年1月20日に総額30,000百万人民元のTier2資本債を発行した。この資本債は償還期間が10年、固定クーポン

レートが3.25%である。当行は、五年目の年末に当該資本債を償還する権利を有する。

 

(17) これら劣後債及びTier2資本債の弁済順位は、預金者、一般債権者より後である。

 

(18) 米ドル債、人民元債及びその他の外貨債券は当グループによって2013年から2022年6月30日にかけて中国本土、香港(中

国)、マカオ(中国)、台湾(中国)及び他の国家と地域で発行され、2022年7月1日から2030年の間に満期を迎える。
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(19) リスク管理方針に基づき、当グループはデリバティブ取引を行うことで発行済債券から生じる市場リスクを軽減させる。

会計上のミスマッチを解消または大幅に低減させるため、当グループは一部の仕組預金を、純損益を通じて公正価値で測

定される金融負債として指定した。2022年6月30日時点に、当グループのこれらの指定された金融負債の帳簿価額は2百万

人民元である(2021年12月31日：317百万人民元)。2022年6月30日及び2021年12月31日現在、その公正価値と契約に基づい

て満期日に保有者に支払うべき金額との差額は重要ではない。2022年1-6月及び2021年度において、当グループの信用リ

スクに重要な変化がなかったため、上述した金融負債は、信用リスクの変動による公正価値の変動が大きくない。

 

(20) 2022年6月及び2021年12月31日終了事業年度において、当グループには発行債券に関する元本、利息または償還金額の債

務不履行はなかった。
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24　繰延税金

 

24.1　繰延税金資産及び負債は、当期税金負債に対して当期税金資産を相殺する法的拘束力があり、また繰延税金

が同一の税務当局に関連する場合には相殺される。以下の表は所定の金額及び関連する一時差異を相殺した後の

当グループの繰延税金資産及び負債を含んでいる。
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

 

損金算入可能/

（課税）

一時差異  

繰延税金

資産/(負債)  

損金算入可能/

（課税）

一時差異  

繰延税金

資産/(負債)

繰延税金資産 225,881  58,203  197,710  51,172

繰延税金負債 (35,310) (6,163) (40,818) (7,003)

純額 190,571  52,040  156,892  44,169

 

24.2　所定の金額相殺前の繰延税金資産/(負債)及び関連する一時差異は下の項目に起因する。
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

 

損金算入可能/

（課税）

一時差異  

繰延税金

資産/(負債)  

損金算入可能/

（課税）

一時差異  

繰延税金

資産/(負債)

繰延税金資産        
資産に対する減損引当金 286,538  70,909  274,503  68,376
年金、退職給付及び未払給与 22,752  5,679  24,929  6,238
純損益を通じて公正価値で測定される

金融商品及びデリバティブ金融商品 106,634  26,406  65,287  16,237
その他の包括利益を通じて公正価値で
測定される金融資産 16,754  3,562  1,224  304

その他の一時差異 41,391  9,755  37,898  8,849

小計 474,069  116,311  403,841  100,004

        
繰延税金負債        
純損益を通じて公正価値で測定される

金融商品及びデリバティブ金融商品 (146,027)  (36,200)  (108,696)  (26,774)
その他の包括利益を通じて公正価値で
測定される金融資産 (28,628)  (7,170)  (37,265)  (9,205)

減価償却費等 (28,522)  (4,980)  (25,978)  (4,530)
不動産及び投資不動産の再評価 (9,457)  (1,795)  (8,040)  (1,536)

その他の一時差異 (70,864)  (14,126)  (66,970)  (13,790)

小計 (283,498)  (64,271)  (246,949)  (55,835)

        

純額 190,571  52,040  156,892  44,169

 

　2022年6月30日現在、子会社に対する当グループの投資に伴う一時差異に関連する繰延税金負債190,220百万人

民元(2021年12月31日現在：174,351百万人民元)は認識されていない。

 

24.3　繰延税金の変動は以下の通りである。
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 

2022年6月30日に
終了した6ヶ月間  

2021年12月31日
終了事業年度

1月1日現在 44,169  52,417
損益計算書の貸方/(借方)計上額(注記Ⅲ.9参照) 2,596  (6,702)
その他の包括利益の貸方/(借方)計上額 5,305  (1,557)

その他 (30)  11

6月30日/12月31日現在 52,040  44,169
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24.4　要約連結中間損益計算書に貸方/借方計上された繰延法人所得税の内訳は以下の通りである。
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 6月30日に終了した6ヶ月間

 2022年  2021年

資産減損引当金 2,533  (802)
純損益を通じて公正価値で測定される金融商品及び

デリバティブ金融商品 743  (7,366)
年金、退職給付及び未払給与 (559)  (835)

その他の一時差異 (121)  (1,592)

合計 2,596  (10,595)

 

25　その他の負債
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

    
保険債務    

－生命保険契約 168,846  153,677
－損害保険契約 11,436  9,932

決済及び清算未払金 97,586  68,229
配当金 68,324  732
未払給与及び福利厚生金 36,164  39,685
引当金    

̶コミットメント契約減損引当金 27,121  25,456
̶訴訟損失引当金(注記Ⅲ.28.1参照) 917  887

リース負債 19,563  19,619
繰延収益 6,110  6,362

その他 115,533  111,976

合計 551,600  436,555

 

26　その他の資本性金融商品

 

2022年6月30日に終了した6ヶ月間において、当行のその他の資本性金融商品の変動は以下の通りである。
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年1月1日現在 増加／(減少) 2022年6月30日現在

 

株式数
(百万株)

帳簿

価額
株式数
(百万株)

帳簿

価額
株式数
(百万株)

帳簿

価額

優先株式       
国内優先株式(第三回トランシェ) 730.0 72,979 - - 730.0 72,979
国内優先株式(第四回トランシェ) 270.0 26,990 - - 270.0 26,990
オフショア優先株式(第二回トラン
シェ) 197.9 19,581 - - 197.9 19,581

       

小計
(1)

1,197.9 119,550 - - 1,197.9 119,550

       
永久債       
2019年非固定期間資本債券(第一回)  39,992  -  39,992
2020年非固定期間資本債券(第一回)  39,990  -  39,990
2020年非固定期間資本債券(第二回)  29,994  -  29,994
2020年非固定期間資本債券(第三回)  19,995  -  19,995
2021年非固定期間資本債券(第一回)  49,989  -  49,989
2021年非固定期間資本債券(第二回)  19,995  -  19,995
2022年非固定期間資本債券(第一回)
(2)  -  29,993  29,993
2022年非固定期間資本債券(第二回)
(3)  -  19,996  19,996

小計
(4)

 199,955  49,989  249,944

       

合計  319,505  49,989  369,494
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(1) 合意された配当性向による配当金を除き、上記の優先株式の保有者は、普通株式の保有者と当行の残余利益の分配を共有

する権利を有していない。優先株式の配当金は累積されない。当行は優先株式の配当を取り消す権利を有しており、当該

取消は債務不履行とはみなされない。しかし、当行は優先株式が全額復配されるまで、普通株式の保有者に対して残余利

益の分配を行ってはならない。契約により優先株式を普通株式に強制転換するトリガーイベントが発生した場合、当行は

中国銀行保険監督管理委員会（以下「CBIRC」という。）に審査及び決定の報告を行い、全部または一部の優先株式を普通

株式に転換する。

 

上記優先株式の発行により調達した資本の取引費用控除後の全額は、当行のその他Tier１資本の補填及び自己資本比率の

上昇のために使用された。

 

(2) 中国の関連監督管理当局の承認を経て、当行は2022年4月8日に全国銀行間債券市場で総額人民元30,000百万元の減額型非

固定期間資本債券を発行し、2022年4月12日に発行が完了した。当該債券の額面価格は人民元100元で、最初の5年間のクー

ポンレートは3.65%で、5年ごとに調整を行う。

 

(3) 中国の関連監督管理当局の承認を経て、当行は2022年4月26日に全国銀行間債券市場で総額人民元20,000百万元の減額型非

固定期間資本債券を発行し、2022年4月28日に発行が完了した。当該債券の額面価格は人民元100元で、最初の5年間のクー

ポンレートは3.65%で、5年ごとに調整を行う。

 

(4) 上記の債券の存続期間は、当行の経営の存続期間と一致している。発行日から5年後に、償還の条件を満たし、かつ中国銀

行保険監督管理委員会（CBIRC）の承認を得た上で、当行は毎年の利息支払日に同債券の全額または一部を償還できるオプ

ションを有する。減額のトリガー条件が満たされた場合、当行は、CBIRCに報告してその同意を得た上で、債券保有者の同

意を得る必要なく、その時点で発行済みでありかつ存続している上記債券の全部または一部を額面総額で減額評価する権

利を有する。当該債券の元金の弁済順位は、預金者、一般債権者、当該債券より順位の高い劣後債権者より劣後し、株主

が保有する株式より前にある。また、他の弁済順位と同じである他のTier1持分金融商品と同じ順位で償還される。

 

上記の債券は非累積型の利息支払方法を採用しており、当行は、当該債券の利払いの一部または全部を解除する権利を有

しており、かつデフォルト事由に該当するものではない。当行は、利払いのキャンセルによる収益を自由に処分し、その

他の満期債務の返済に充てることができるが、利息の全額支払いが再開されるまで、当行は普通株式の株主に配当を支払

うことができない。

 

上記優先株式の発行により調達した資本の取引費用控除後の全額が、当行のその他Tier１資本の補填及び自己資本比率の

上昇のために使用された。

 

27　配当金

 

普通株式配当金

2021年12月31日終了事業年度の利益に基づく普通株式配当金は、2022年6月30日に開催された年次総会において

当行の株主によって承認された。当該配当案に基づき、１株当たり0.221人民元、合計65,060百万人民元（税引

前）の普通株式配当金が分配された。2022年6月30日に、すでに承認され、支払われていない配当金は当財務諸表

の「その他の負債」に反映されている。このような配当金は、個人および法人所得税の適切な源泉徴収後、2022年

7月15日および2022年8月10日に分配された。

 

優先株式配当金

2022年4月29日に開催された取締役会において、第3回トランシェと第4回トランシェの国内優先株式の配当案が

承認された。当該配当案に基づき、2022年6月27日に第3回トランシェの国内優先株式の配当金3,285百万人民元

（税引前）が分配され、2022年8月29日に第4回トランシェの国内優先株式の配当金1,174.5百万人民元（税引前）

が分配される。2022年6月30日現在、すでに承認され、支払われていない配当金は当財務諸表のその他の負債に反

映されている。
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永久債の利息

当行は2022年1月29日に2019年非固定期間資本債券（第一回トランシェ）の利息1,800百万人民元を支払った。

 

当行は2022年5月5日に2020年非固定期間資本債券（第一回トランシェ）の利息1,360百万人民元を支払った。

 

当行は2022年5月19日に2021年非固定期間資本債券（第一回トランシェ）の利息2,040百万人民元を支払った。

 

28　偶発債務及び契約債務

 

28.1　訴訟及び申立て

2022年6月30日現在、当グループは、通常の営業活動より生じた複数の訴訟及び調停に関与している。当グ

ループは多数の国と地域で通常の事業活動に従事しているが、国際的な事業活動の範囲と規模によって、異なる

管轄地で様々な訴訟、仲裁に直面する場合があり、上記事項の結果に不確実性がある。2022年6月30日現在、経

営者の上記事項に係る潜在的な債務に対する評価をもとに、裁判所の判決もしくは弁護士の意見に基づき、917

百万人民元(2021年12月31日：887百万人民元)が引き当てられた（注記Ⅲ.25）。当グループの上級管理職は、内

部及び外部の弁護士の意見に基づき、上記の事項は現段階で当グループの財政状態または事業に対する重要な影

響がないと考えている。これらの事項の最終認定結果が元の推定金額と異なる場合、その差額は最終認定期間の

純損益に計上される。

 

28.2　担保提供資産

　他行及びその他の金融機関との間で締結された預け金、買戻契約、ショート・ポジション及びデリバティブ取

引並びに地域の法定要件において担保として当グループにより差し出された資産は、以下の表の通りである。こ

れらの取引は標準的条件及び通常の取引条件の下で実施されている。
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

負債性証券 689,863  1,050,527

手形 1,968  1,778

合計 691,831  1,052,305

 

28.3　受入担保

　当グループは、銀行及びその他の金融機関とのリバース・レポ及びデリバティブ契約に関して売却又は再担保

の設定を行うことが可能である有価証券担保を受入れている。2022年6月30日現在、当グループが銀行及びその

他の金融機関より受入れた担保の公正価値は、200,917百万人民元(2021年12月31日現在：299,137百万人民元)で

あった。2022年6月30日現在、当グループは受け入れた当該担保2,162百万人民元の売却あるいは再担保の設定を

行った(2021年12月31日現在：2,384百万人民元)。これらの取引は通常の事業の中で標準的条件の下に実施され

ている。

 

28.4　キャピタル・コミットメント
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

有形固定資産    
－契約済未実行 66,950  34,371
－承認済未契約 2,178  1,992

無形資産    
－契約済未実行 2,282  1,442
－承認済未契約 233  155

投資不動産及びその他    

－契約済未実行 683  686

合計 72,326  38,646
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28.5　中国長期国債償還契約

　当行は中華人民共和国財政部(以下「MOF」という。)から特定の中国長期国債の引受を委託されている。これ

らの中国長期国債の投資家には期日前いつでも償還させる権利があり、当行はこれらの財務部長期証券を償還す

る義務がある。MOFは、これらの中国長期国債の早期償還の都度資金供与を行わないが、利払いと満期時の元本

返済を行う。早期償還契約に従い、償還価格は、当該証券の元本に未払利息を加えた額である。

 

　2022年6月30日現在、期日前に償還する義務に基づいて当行が売却した中国長期国債の未払元本は48,409百万

人民元 (2021年12月31日現在：54,053百万人民元)であった。本来の償還期限は3年から5年である。経営者は当

行を通じた当該証券の期日前の償還金額に金額的重要性はないものと予想している。

 

28.6　コミットメント契約
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

融資枠
(1)

   
－当初の満期は1年未満 348,703  318,393
－当初の満期は1年以上 2,117,838  1,898,072

未実行のクレジット・カード限度額 1,063,743  1,044,469

保証状
(2)

1,117,894  1,086,152
銀行手形の引受 429,368  378,118
信用状 174,412  171,018
信用状に基づく手形の引受 77,778  80,958

その他 185,597  243,974

合計
(3)

5,515,333  5,221,154

 

(1) 貸付契約は主に、顧客に対して同意及び供与された貸付枠のうち、未実行部分を表す。無条件で取消可能な融資枠は融

資枠には含まれていない。2022年6月30日現在、当グループの無条件で取消可能な融資枠は、346,173百万人民元であっ

た(2021年12月31日現在：338,647百万人民元)。

(2) 保証状には主に金融保証及び業績保証が含まれる。当グループが支払を行うこれらの債務は、将来発生する事象の結果

に基づく。

(3) コミットメント契約の信用リスクに係るリスク加重資産

当グループの信用リスクに係るリスク加重資産は、「商業銀行の自己資本規制(暫定)」及び他の関連規制に準拠し、先

進的資本測定手法に基づいて計算された。この金額は、契約相手の信用度、契約の種類別の満期の性質及びその他の要

素によって算定される。

 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

コミットメント契約 1,254,845  1,266,950

 

28.7　引受債務

　 2022年6月30日現在、当グループには引受債務に対する未履行の証券引受コミットメントはない (2021年12月31

日：600百万人民元)。

 

29　要約連結中間キャッシュ・フロー計算書に対する注記

 

　要約連結中間キャッシュ・フロー計算書上の現金及び現金同等物は、当初満期が3ヶ月未満の以下の残高から構成されてい

る。

 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年6月30日現在

現金並びに銀行及びその他の金融機関に対する債権 562,476  470,009
中央銀行預け金 609,456  602,670
銀行及びその他の金融機関への預け金並びに貸付金 613,061  795,151

金融投資 97,321  111,727

合計 1,882,314  1,979,557
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30　関連当事者間取引

 

30.1　中国投資有限責任公司(以下「CIC」という。)は、2007年9月29日に登記資本金15,500億人民元で設立され

た。CICは、外貨投資の管理を行う完全国有会社である。当グループは、CIC及びその完全所有子会社である中央

匯金投資有限責任公司(以下「匯金公司」という。)を通じて、中国政府の国務院の支配を受ける。

 

当グループは、CICと通常の事業の中で商業取引条件により銀行取引を行っている。

 

30.2　匯金公司及び匯金公司の支配下にあるその他の会社との取引

（1）匯金公司の概要

中央匯金投資有限責任公司

法定代理人 彭純

登記資本金 828,209百万人民元

登録地 北京

当行株式所有率 64.02％

当行保有率 64.02％

種類 完全国有会社

主要な事業活動 国務院に代わり、主要な国有金融機関に投資を行う。国務院が承認するその他の関連事業。

統一社会信用コード911000007109329615

 

（2）匯金公司との取引

　当グループは、匯金公司と通常の事業の中で商業取引条件により銀行取引を行っている。匯金公司が発行する社債の

購入は、関連の規制要件及びコーポレート・ガバナンスに準拠して当グループの通常の事業の過程で行われた。
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

取引残高    
負債性証券 32,359  37,842

匯金公司に対する債務 (11,904)  (40,617)

 
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 
2022年6月30日に
終了した6ヶ月間  

2021年6月30日に
終了した6ヶ月間

取引金額    
受取利息 524  598

支払利息 (283)  (197)

 

（3）匯金公司の支配下にある会社との取引

　匯金公司の支配下にある会社は、中国の一部の他の銀行及び銀行以外の事業体の子会社、共同支配企業及び関

連会社における持分を保有している。当グループは、これらの会社と通常の事業の中で商業取引条件により銀行

取引を行っているが、これらの取引には、主として負債性証券の売買、短期金融市場取引及びデリバティブ取引

が含まれる。
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　当グループのこれらの会社との取引残高及び取引金額は以下の通りである。
取引残高 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

銀行及びその他の金融機関に対する債権 139,126  101,654
銀行及びその他の金融機関への預け金並びに貸付金 204,776  210,826
金融資産 471,776  498,044
デリバティブ金融資産 9,178  7,407
顧客への貸付金等 81,919  64,341
顧客、銀行及びその他の金融機関に対する債務 (425,036)  (259,277)
銀行及びその他の金融機関預り金 (93,228)  (135,319)
デリバティブ金融負債 (9,596)  (8,561)

コミットメント契約 48,309  47,175

 

取引金額 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 
2022年6月30日に
終了した6ヶ月間  

2021年6月30日に
終了した6ヶ月間

受取利息 7,971  7,292

支払利息 (4,278)  (3,226)

 

30.3　政府当局、政府機関、関連団体及び国の支配下にある他の企業との取引

　中国政府の国務院は、その政府当局、政府機関、関連団体及び国の支配下にある他の企業を通じ、直接的及び

間接的に多数の企業を支配している。当グループは通常の事業の中で、商業取引条件により、これらの企業と広

範な銀行取引を行っている。

 

　政府当局、政府機関、関連団体及び国の支配下にある他の企業との取引には、政府機関発行の投資有価証券の

購入及び償還、政府機関が発行した中国長期国債の引受と当グループの支店網を通じた販売、為替及びデリバ

ティブ取引、貸付、信用及び保証供与、並びに預金の預入及び受入が含まれる。

 

30.4　関連会社及び共同支配企業との取引

　当グループは通常の事業の中で、商業取引条件により、関連会社及び共同支配企業と銀行取引を行っている。

当該取引は、貸付金等、預金の受入及びその他の通常の銀行業務を含む。各期末現在の関連会社及び共同支配企

業との主な取引残高は以下の通りである。
取引残高 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

顧客への貸付金等 22,700  18,935
顧客、銀行及びその他の金融機関に対する債務 (25,968) (16,285)

コミットメント契約 26,757  27,408

 

取引金額 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 

2022年6月30日に
終了した6ヶ月間  

2021年6月30日に
終了した6ヶ月間

受取利息 356  393

支払利息 (232)  (153)

 

30.5　年金制度との取引

年金基金に対する確定拠出制度に関する債務及び通常の銀行取引を除いて、2022年6月30日に終了した6ヶ月間

及び2021年12月31日終了事業年度において、当グループと年金基金の間で取引は行われなかった。

 

30.6　主要な経営者との取引

　主要な経営者とは、取締役及び執行役員を含む、直接的又は間接的に当グループの業務を企画し、運営し、管

理する権限と責任を持つものをいう。

 

　当グループは通常の事業の中で、主要な経営者と銀行取引を行っている。2022年6月30日に終了した6ヶ月間及

び2021年12月31日終了事業年度において、個人ベースでの主要な経営者との重要な取引高及び残高はない。
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30.7　関連する個人との取引

　CBIRC並びに上海証券取引所の規定に準拠して定義された関連する個人に対する当行の貸付金の残高は、2022

年6月30日現在、それぞれ343百万人民元(2021年12月31日現在：352百万人民元)及び12百万人民元(2021年12月31

日現在：14百万人民元)であった。

 

30.8　子会社に対する債権及び債務

　以下の科目には子会社との主な取引が含まれている。
取引残高 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

    
銀行及びその他の金融機関に対する債権 58,115  98,768
銀行及びその他の金融機関への預け金並びに貸付金 239,396  273,438
銀行及びその他の金融機関に対する債務 (170,141)  (200,982)

銀行及びその他の金融機関預り金 (54,252)  (40,061)

 

取引金額 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 

2022年6月30日に
終了した6ヶ月間  

2021年6月30日に
終了した6ヶ月間

    
受取利息 1,869  881

支払利息 (721)  (758)

 

31　セグメント報告

 

　当グループは、地域的及び事業的観点の両方から事業を管理している。地域的観点からは、当グループは中国本

土、香港(中国)、マカオ(中国)及び台湾(中国)並びにその他の国及び地域の三つの主要地域で事業を展開してい

る。事業的観点からは、当グループは、法人向け銀行業務、個人向け銀行業務、資金運用、投資銀行業務、保険及

びその他の業務の六つの主要事業セグメントを通してサービスを提供している。

 

　セグメント資産、負債、収益、費用、業績及び資本支出の測定は、当グループの会計方針に基づいている。表示

されるセグメント情報は、セグメントに直接付随する項目と合理的な基準によって配賦される項目を含んでいる。

資金は、ALMプロセスの一環として、資金運用を通じて個々の事業セグメント間で提供されている。これらの取引

の価格設定は、市場金利に基づいて設定される。移転価格は、商品の特性及び満期を考慮している。内部取引は連

結時に消去されている。当グループは定期的に内部移転プライシングシステムを点検し、移転価格が当期の実際の

状況を反映できるようにしている。

 

地域別セグメント

　中国本土－法人向け銀行業務、個人向け銀行業務、資金運用及び保険サービス等が、中国本土で行われている。

 

　香港(中国)、マカオ(中国)及び台湾(中国)－法人向け銀行業務、個人向け銀行業務、資金運用、投資銀行業務及

び保険サービスが、香港(中国)、マカオ(中国)及び台湾(中国)で行われている。このセグメントの事業は、BOC香

港(グループ)有限公司(以下「BOC香港グループ」という。)に集約されている。

 

　その他の国及び地域－法人向け銀行業務及び個人向け銀行業務サービスが、その他の国及び地域において提供さ

れている。重要な拠点にはニューヨーク、ロンドン、シンガポール及び東京が含まれている。

 

事業別セグメント

　法人向け銀行業務－法人顧客、政府当局及び金融機関に対する、当座預金、預金、当座貸越、貸付、支払と決

済、貿易関連商品及びその他の与信、為替、デリバティブ商品並びに資産運用商品などのサービスの提供。
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　個人向け銀行業務－リテール顧客に対する、貯蓄預金、個人向け貸付金、クレジット・カード及びデビット・

カード、支払及び決済、資産運用商品及びファンド、保険代理店サービスなどのサービスの提供。

 

　資金運用－為替取引、金利・為替デリバティブの対顧取引、短期金融市場の取引、自己勘定取引及び資産・負債

管理で構成される。このセグメントの業績は、利付資産・負債及び外貨換算損益に起因するセグメント間資金調達

による収益及び費用を含む。

 

　投資銀行業務－負債性証券及び持分証券の引受サービスと財務助言、有価証券の売買及びトレーディング、株式

の委託売買、投資リサーチと資産管理サービス並びにプライベート・エクイティ投資サービスから構成される。

 

　保険－損害保険及び生命保険事業の引受及び保険代理店サービス。

 

　その他－当グループのその他の事業は株式投資、リース事業及びその他の活動から成り、別途報告すべきセグメ

ントはない。

 

2022年6月30日現在及び同日に終了した6ヶ月間
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

   香港(中国)、マカオ(中国)及び台湾(中国)       

 中国本土  

BOCHK

グループ  その他  小計  

その他の国

及び地域  消去  合計

受取利息 382,814  18,392  11,631  30,023  13,279  (7,105) 419,011

支払利息 (182,807) (5,486) (8,604) (14,090) (5,226) 7,105  (195,018)

正味受取利息 200,007  12,906  3,027  15,933  8,053  -  223,993

受取手数料等 41,313  5,524  2,855  8,379  3,107  (2,882) 49,917

支払手数料等 (5,181)  (1,427) (1,483) (2,910) (960) 2,279  (6,772)

正味受取手数料等 36,132  4,097  1,372  5,469  2,147  (603) 43,145

正味トレーディング利益 256  5,975  1,643  7,618  1,070  -  8,944

金融資産の譲渡による

純収益/(損失) 1,967  (1,702) 299  (1,403) (7) -  557

その他の経常収益
(1)

9,329  8,777  19,166  27,943  72  (372) 36,972

経常収益 247,691  30,053  25,507  55,560  11,335  (975) 313,611

経常費用
(1)

(76,183)  (13,616) (16,608) (30,224) (3,577) 1,072  (108,912)

資産の減損損失 (43,317)  (1,424) (6,495) (7,919) (1,574) -  (52,810)

経常利益 128,191  15,013  2,404  17,417  6,184  97  151,889

関連会社及び共同支配

企業の収益/(損失)に

対する持分 273  (129) 36  (93) -  -  180

税引前利益 128,464  14,884  2,440  17,324  6,184  97  152,069

法人所得税             (27,766)

当期純利益             124,303

セグメント資産 22,480,716  3,067,420  1,562,842  4,630,262  2,267,852  (1,363,424) 28,015,406

関連会社及び共同支配

企業への投資 21,841  488  15,023  15,511  -  -  37,352

資産合計 22,502,557  3,067,908  1,577,865  4,645,773  2,267,852  (1,363,424) 28,052,758

内: 非流動資産
(2)

112,943  27,136  170,949  198,085  8,831  (4,530) 315,329

セグメント負債 20,534,558  2,811,970  1,426,015  4,237,985  2,198,827  (1,363,364) 25,608,006

その他のセグメント項目：              

セグメント間正味

(支払)/受取利息 (261) (223) 1,429  1,206  (945) -  -

セグメント間正味

受取/(支払)手数料等 344  141  121  262  (3) (603) -

資本支出 2,938  611  4,461  5,072  95  -  8,105

減価償却費等 10,170  902  3,246  4,148  395  (355) 14,358

コミットメント契約 4,682,106  289,381  166,412  455,793  583,151  (205,717) 5,515,333
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2021年12月31日現在及び2021年6月30日に終了した6ヶ月間
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

   香港(中国)、マカオ(中国)及び台湾(中国)       

 中国本土  

BOCHK

グループ  その他  小計  

その他の国

及び地域  消去  合計

受取利息 352,839  16,992  11,661  28,653  11,117  (5,675) 386,934

支払利息 (168,646) (3,231)  (8,391)  (11,622)  (3,568) 5,675  (178,161)

正味受取利息 184,193  13,761  3,270  17,031  7,549  -  208,773

受取手数料等 41,778  6,520  4,199  10,719  3,030  (2,615) 52,912

支払手数料等 (4,732)  (1,243)  (1,142)  (2,385)  (922) 1,940  (6,099)

正味受取手数料等 37,046  5,277  3,057  8,334  2,108  (675) 46,813

正味トレーディング利益 4,439  1,479  3,533  5,012  303  -  9,754

金融資産の譲渡による

純収益 1,228  376  28  404  220  -  1,852

その他の経常収益
(1)

11,054  8,276  16,522  24,798  99  (288) 35,663

経常収益 237,960  29,169  26,410  55,579  10,279  (963) 302,855

経常費用
(1)

(70,762)  (14,314)  (14,576)  (28,890)  (3,728) 1,023  (102,357)

資産の減損損失 (49,192)  (985)  (1,312)  (2,297)  (1,456) -  (52,945)

経常利益 118,006  13,870  10,522  24,392  5,095  60  147,553

関連会社及び共同支配

企業の収益/(損失)に

対する持分 322  (111) 538  427  -  -  749

税引前利益 118,328  13,759  11,060  24,819  5,095  60  148,302

法人所得税             (29,755)

当期純利益             118,547

セグメント資産 21,471,302  2,951,526  1,659,173  4,610,699  2,292,838  (1,688,200) 26,686,639

関連会社及び共同支配

企業への投資 20,544  598  14,627  15,225  -  -  35,769

資産合計 21,491,846  2,952,124  1,673,800  4,625,924  2,292,838  (1,688,200) 26,722,408

内: 非流動資産
(2)

117,571  26,383  169,999  196,382  9,021  (4,275) 318,699

セグメント負債 19,607,634  2,709,070  1,521,145  4,230,215  2,222,113  (1,688,107) 24,371,855

その他のセグメント項目：              

セグメント間正味

(支払)/受取利息 (2,479) 533  2,390  2,923  (444) -  -

セグメント間正味

(支払)/受取手数料等 (142) 208  257  465  352  (675) -

資本支出 3,012  465  7,554  8,019  102  -  11,133

減価償却費等 10,085  915  3,140  4,055  438  (274) 14,304

コミットメント契約 4,433,323  293,314  171,201  464,515  535,677  (212,361) 5,221,154

 

(1) その他の経常収益には稼得した保険料が、経常費用には保険給付金及び保険金が含まれている。

(2) 非流動資産には、有形固定資産、投資不動産、使用権資産、無形資産、のれん及びその他の長期資産が含まれている。
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2022年6月30日現在及び同日に終了した6ヶ月間
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 

法人向け

銀行業務  

個人向け

銀行業務  資金運用  

投資銀行

業務  保険  その他  消去  合計

受取利息 180,705  170,540  102,076  631  2,157  2,525  (39,623)  419,011

支払利息 (93,254) (72,559) (65,194) (60) (46) (3,528) 39,623  (195,018)

正味受取/(支払)利息 87,451  97,981  36,882  571  2,111  (1,003)  -  223,993

受取手数料等 18,940  17,159  10,325  4,168  -  923  (1,598)  49,917

支払手数料等 (622) (3,341) (644) (973) (2,537) (62) 1,407  (6,772)

正味受取手数料等 18,318  13,818  9,681  3,195  (2,537)  861  (191)  43,145

正味トレーディング利益

 /(損失) 1,043  329  8,510  (59)  (1,641)  718  44  8,944

金融資産の譲渡による

純収益/(損失) 908  56  (681)  5  265  5  (1)  557

その他の経常収益 150  5,103  239  194  21,452  11,697  (1,863)  36,972

経常収益 107,870  117,287  54,631  3,906  19,650  12,278  (2,011)  313,611

経常費用 (32,977) (41,053) (10,985) (1,160) (19,782) (4,965) 2,010  (108,912)

資産の減損損失 (33,626) (12,832) (38) (253) (88) (5,870) (103) (52,810)

経常利益 41,267  63,402  43,608  2,493  (220)  1,443  (104)  151,889

関連会社及び共同支配

企業の収益に対する持分 -  -  -  168  -  37  (25)  180

税引前利益 41,267  63,402  43,608  2,661  (220)  1,480  (129)  152,069

法人所得税               (27,766)

当期純利益               124,303

セグメント資産 10,895,280  6,224,013  9,987,866  94,849  253,431  655,788  (95,821)  28,015,406

関連会社及び共同支配

企業への投資 -  -  -  6,922  -  30,576  (146)  37,352

資産合計 10,895,280  6,224,013  9,987,866  101,771  253,431  686,364  (95,967)  28,052,758

セグメント負債 12,408,882  9,074,200  3,546,896  63,776  234,955  374,890  (95,593)  25,608,006

その他のセグメント

項目：                

セグメント間正味

受取/(支払)利息 6,647  32,487  (39,018) 97  1  (214) -  -

セグメント間正味

受取/(支払)手数料等 298  1,104  35  (243)  (1,159)  156  (191)  -

資本支出 909  1,022  52  35  32  6,055  -  8,105

減価償却費等 4,601  5,390  1,404  194  163  3,066  (460)  14,358

コミットメント契約 4,193,727  1,321,606  -  -  -  -  -  5,515,333
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2021年12月31日現在及び2021年6月30日に終了した6ヶ月間
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 

法人向け

銀行業務  

個人向け

銀行業務  資金運用  

投資銀行

業務  保険  その他  消去  合計

受取利息 168,982  152,919  93,559  643  1,873  2,045  (33,087)  386,934

支払利息 (84,959) (65,393) (57,503)  (95)  (83)  (3,215) 33,087  (178,161)

正味受取/(支払)利息 84,023  87,526  36,056  548  1,790  (1,170)  -  208,773

受取手数料等 19,167  20,616  9,846  3,890  -  1,108  (1,715)  52,912

支払手数料等 (636) (3,223) (647)  (1,166)  (1,857)  (55) 1,485  (6,099)

正味受取手数料等 18,531  17,393  9,199  2,724  (1,857)  1,053  (230)  46,813

正味トレーディング利益 971  576  4,336  357  481  2,994  39  9,754

金融資産の譲渡による

純収益 933  130  694  16  68  11  -  1,852

その他の経常収益 240  6,156  188  180  18,296  12,173  (1,570)  35,663

経常収益 104,698  111,781  50,473  3,825  18,778  15,061  (1,761)  302,855

経常費用 (30,546) (39,906) (9,063) (1,641)  (17,973)  (5,035) 1,807  (102,357)

資産の減損損失 (37,801) (7,511) (5,253) 3  (76)  (2,307) -  (52,945)

経常利益 36,351  64,364  36,157  2,187  729  7,719  46  147,553

関連会社及び共同支配企

業の収益に対する持分 -  -  -  192  -  584  (27)  749

税引前利益 36,351  64,364  36,157  2,379  729  8,303  19  148,302

法人所得税               (29,755)

当期純利益               118,547

セグメント資産 10,117,500  6,179,877  9,521,320  92,943  231,683  637,470  (94,154)  26,686,639

関連会社及び共同支配

企業への投資 -  -  -  5,779  -  30,130  (140)  35,769

資産合計 10,117,500  6,179,877  9,521,320  98,722  231,683  667,600  (94,294)  26,722,408

セグメント負債 12,303,472  8,427,530  3,131,945  62,915  211,832  328,198  (94,037)  24,371,855

その他のセグメント

項目：                

セグメント間正味

受取/(支払)利息 7,228  25,249  (32,382)  120  5  (220)  -  -

セグメント間正味

受取/(支払)手数料等 316  1,007  25  (368)  (944)  194  (230)  -

資本支出 912  1,041  48  57  75  9,000  -  11,133

減価償却費等 4,583  5,483  1,321  205  128  2,981  (397)  14,304

コミットメント契約 3,956,835  1,264,319  -  -  -  -  -  5,221,154

 

32　金融資産の譲渡

 

当グループは通常の事業の中で、取引を締結し、認識された金融資産を第三者又は特別目的事業体に譲渡してい

る。これらの譲渡金融資産が認識の中止の要件を満たす場合、譲渡により該当する金融資産の全部又は一部の認識

が中止となる可能性がある。一方、当グループが譲渡金融資産のリスクと経済価値のほぼ全てを保有しているため

に認識中止の要件を満たしていない場合、当グループは譲渡資産の認識を継続する。

 

買戻契約

　認識中止の要件を満たしていない譲渡金融資産には、主に買戻契約の担保として契約相手が保有する負債性証券

が含まれる。当グループによる債務不履行の場合を除き、契約相手はこれらの有価証券の売却又は再担保差入が認

められているが、契約が満期になった場合は有価証券を返還する義務を有する。当グループは、当グループがこれ

らの有価証券のリスクと経済価値のほぼ全てを保有していると判断したため、これらの認識を中止していない。さ

らに、当グループは受け取った現金について金融負債を認識している。
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　以下の表は、認識中止の要件を満たしていない、第三者に譲渡された上記の金融資産及びそれらに関連する金融

負債の帳簿価額である。

 

 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

 

譲渡資産の
帳簿価額  

関連する負債の
帳簿価額  

譲渡資産の
帳簿価額  

関連する負債の
帳簿価額

買戻契約 634 626  6,655  6,398

 

信用資産の譲渡

　当グループは通常の事業として、信用資産の譲渡を行っている。これを通じて、当グループは信用資産を特別目

的事業体へ譲渡し、当該事業体は投資家に資産担保証券又はファンド株式を発行する。当グループは資産担保証券

又はファンド株式の劣後トランシェの一部を取得する可能性があり、その結果、譲渡信用資産のリスクと経済価値

の一部を保有する可能性がある。当グループは、関連する信用資産についてリスクと経済価値を有している程度を

評価することにより、当該資産の認識を中止するか否かを決定する。

 

　証券化され、認識中止の基準を満たす信用資産に関しては、当グループは譲渡信用資産の全額について認識を中

止した。当グループが証券化取引において保有する資産担保証券の帳簿価額総額は、2022年6月30日現在、555百万

人民元(2021年12月31日現在：680百万人民元)であり、当グループの損失に対する最大エクスポージャーと概ね同

額である。

 

当グループが譲渡信用資産に係るリスクと経済価値のほとんど全てを譲渡したわけでもなく保持しているわけで

もなく、当該信用資産の支配を保持している場合には、当該譲渡信用資産は、当グループの継続的関与の範囲で財

政状態計算書上に認識されている。2022年6月30日に終了した6ヶ月間において当グループは一部のトランシェの取

得を通じて継続的関与を保持、譲渡済みの信用資産の譲渡日における帳簿価額は13,074百万人民元(2021年6月30日

に終了した6ヶ月間：33,434百万人民元)である。当グループが財政状態計算書上で引き続き認識する資産の帳簿価

額は、2022年6月30日現在、23,131百万人民元(2021年12月31日現在：21,579百万人民元)であった。

 

33　組成された事業体に対する持分

 

　当グループは主として、金融投資、資産運用及び信用資産の譲渡を通じて、組成された事業体との関係を有して

いる。これらの組成された事業体は通常、有価証券の発行又はその他の手段によって資産を購入するための資金を

調達する。当グループは、当グループが非連結の組成された事業体を支配しているかどうかによって、当該事業体

を連結するか否かを判断する。

 

33.1 非連結の組成された事業体に対する持分

 

当グループが出資する組成された事業体
 

中国本土で資産運用業務を行う上で、当グループは限定的かつ明確に定義された目的の範囲内で顧客に資産運用

商品、公募ファンド、資産運用プランなど特化した投資の機会を提供し、手数料、運用手数料及び保管手数料を徴

収するために、組成された様々な事業体を設立する。

 

2022年6月30日現在、当グループが出資した上述の非連結の資産運用商品の残高は1,728,802百万人民元(2021年

12月31日現在：1,710,750百万人民元)であった。当グループが出資した非連結の銀行の公募ファンドと資産運用プ

ランの残高は721,008百万人民元(2021年12月31日：739,464百万人民元)である。
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　2022年6月30日に終了した6ヶ月間において、上述業務から発生する受取手数料等には手数料、保管手数料及び運

用手数料収入4,881百万人民元(2021年6月30日に終了した6ヶ月間：6,079百万人民元)が含まれる。

 

　資産負債管理目的で、資産運用商品により当グループ及び他行に対する短期資金調達ニーズが増加する場合があ

る。当グループには契約上、資金供与の義務はない。内部リスク評価後に、当グループは市場の原則に従い、これ

らの資産管理商品との間でレポ取引及び預け金取引を締結する場合がある。2022年6月30日に終了した6ヶ月間にお

いて、当グループが非連結の資産管理商品に対して提供する、かかる資金の残高の最大額は9,300百万人民元(2021

年6月30日に終了した6ヶ月間：52,516百万人民元)であった。当行が供与するこうした資金は「銀行及びその他の

金融機関への預け金並びに貸付金」に含まれている。2022年6月30日現在、上記取引の残高は8,200百万人民元

(2021年12月31日現在：2,600百万人民元)であった。これらの預け金の損失に対する最大エクスポージャーは帳簿

価額に近似している。

 

そのほか、2022年1月から6月までの間に当グループが証券化取引で非連結の組成された事業体へ譲渡した信用資産

の譲渡日における帳簿価額の合計は341百万人民元（2021年6月30日に終了した6ヶ月間：182百万人民元）であっ

た。上述の組成された事業体が発行し、当グループが保有する資産担保証券部分の詳細については、注記Ⅲ.32を

参照のこと。

 

その他の金融機関により出資される組成された事業体

　直接投資を通じてその他の金融機関により出資される組成された事業体において、当グループが保有する持分は

以下の通りである。
  (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

組成された事業体の種類  

純損益を通じて
公正価値で

測定される

金融資産  

その他の包括利
益を通じて公正

価値で

測定される

金融資産  

償却原価で測定
される金融資産 合計  

損失に対する

最大エクスポー
ジャー

2022年6月30日現在           
ファンド  80,108  -  -  80,108  80,108
投資信託及びアセット・

マネジメント・プラン  2,201  2,222  8,667  13,090  13,090

資産担保証券化  5,907  43,517  69,008  118,432  118,432

 

  (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

組成された事業体の種類  

純損益を通じて
公正価値で

測定される

金融資産  

その他の包括利
益を通じて公正

価値で

測定される

金融資産  

償却原価で測定
される金融資産 合計  

損失に対する

最大エクスポー
ジャー

2021年12月31日現在           
ファンド  68,914  -  -  68,914  68,914
投資信託及びアセット・

マネジメント・プラン  2,745  3,220  6,303  12,268  12,268

資産担保証券化  11,357  45,880  67,844  125,081  125,081

 

33.2 連結組成された事業体に対する持分

 

当グループが出資した連結の組成された事業体には、参加自由の投資信託、プライベート・エクイティ・ファン

ド、資産担保証信託及び特殊目的会社などが含まれている。当グループが投資先への関与により生じる変動リター

ンへのエクスポージャーまたは権利を有し、投資先に対してパワーをリターンに影響を及ぼすように用いる能力が

あるため、当グループが上記した組成された事業体を支配する。融資を目的に設立した会社に金融保証を提供する

以外に、当グループは非連結の組成された事業体に財務及びその他の支援を提供しない。

 

 

 

前へ　　　次へ
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Ⅳ　金融リスク管理

 

1　信用リスク

 

1.1　貸付金等

（1）顧客への貸付金等に対するリスクの集中

（ⅰ）顧客への貸付金等の地域別内訳
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

当グループ 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

 総額  

合計に占める

割合(％)  総額  

合計に占める

割合(％)

中国本土 14,016,435  82.88%  12,953,259  82.64%
香港(中国)、マカオ(中国)及び
台湾(中国) 1,882,221  11.13%  1,752,527  11.18%

その他の国及び地域 1,012,950  5.99%  969,208  6.18%

合計 16,911,606  100.00%  15,674,994  100.00%

 

 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

中国本土 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

 総額  

合計に占める

割合(％)  総額  

合計に占める

割合(％)

中国北部 2,003,951  14.30%  1,811,146  13.99%
中国東北部 574,506  4.10%  548,436  4.23%
中国東部 5,654,150  40.34%  5,158,395  39.82%
中国中央部及び南部 3,960,825  28.26%  3,708,815  28.63%

中国西部 1,823,003  13.00%  1,726,467  13.33%

合計 14,016,435  100.00%  12,953,259  100.00%

 

（ⅱ）顧客への貸付金等の顧客タイプ別内訳
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在

 中国本土  

香港(中国)、
マカオ(中国)
及び台湾(中国)  

その他の国
及び地域  合計

法人向け貸付金等        

－貿易手形 1,199,810  107,736  138,654  1,446,200

－その他 7,234,042  1,172,124  809,786  9,215,952

個人向け貸付金 5,582,583  602,361  64,510  6,249,454

合計 14,016,435  1,882,221  1,012,950  16,911,606

 

 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2021年12月31日現在

 中国本土  

香港(中国)、
マカオ(中国)
及び台湾(中国)  

その他の国
及び地域  合計

法人向け貸付金等        
－貿易手形 1,021,482  94,900  139,539  1,255,921

－その他 6,469,397  1,087,192  768,734  8,325,323

個人向け貸付金 5,462,380  570,435  60,935  6,093,750

合計 12,953,259  1,752,527  969,208  15,674,994
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（ⅲ）顧客への貸付金等の業種別内訳
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

当グループ 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

 総額  

合計に占める

割合(％)  総額  

合計に占める

割合(％)

法人向け貸付金等        
貿易及びサービス 2,382,066  14.09%  2,043,199  13.04%
製造業 2,155,239  12.74%  1,888,582  12.05%
運輸、保管及び郵便サービス 1,822,805  10.78%  1,729,701  11.03%
不動産 1,299,621  7.68%  1,212,336  7.73%
電気・燃料・ガス・水道の生産

及び供給 907,546  5.37%  836,651  5.34%
金融サービス 754,958  4.46%  704,486  4.49%
建設 366,109  2.17%  296,668  1.89%
水、環境及び公益事業管理 343,707  2.03%  302,591  1.93%
鉱業 292,663  1.73%  268,158  1.71%
公益事業 198,977  1.18%  170,548  1.09%

その他 138,461  0.82%  128,324  0.82%

小計 10,662,152  63.05%  9,581,244  61.12%

        
個人向け貸付金        

モーゲージ 4,894,173  28.94%  4,826,412  30.79%
クレジット・カード 507,963  3.00%  507,107  3.24%

その他 847,318  5.01%  760,231  4.85%

小計 6,249,454  36.95%  6,093,750  38.88%

合計 16,911,606  100.00%  15,674,994  100.00%

 

 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

中国本土 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

 総額  

合計に占める

割合(％)  総額  

合計に占める

割合(％)

法人向け貸付金等        
貿易及びサービス 1,884,391  13.45%  1,589,119  12.27%
製造業 1,793,957  12.80%  1,549,639  11.96%
運輸、保管及び郵便サービス 1,678,236  11.97%  1,578,645  12.19%
不動産 734,769  5.24%  687,186  5.30%
電気・燃料・ガス・水道の生産

及び供給 705,072  5.03%  657,020  5.07%
金融サービス 564,832  4.03%  500,380  3.86%
建設 329,072  2.35%  266,775  2.06%
水、環境及び公益事業管理 336,245  2.40%  295,183  2.28%
鉱業 166,993  1.19%  161,473  1.25%
公益事業 186,441  1.33%  159,284  1.23%

その他 53,844  0.38%  46,175  0.36%

小計 8,433,852  60.17%  7,490,879  57.83%

        
個人向け貸付金        

モーゲージ 4,351,721  31.05%  4,316,325  33.32%
クレジット・カード 498,152  3.55%  496,299  3.83%

その他 732,710  5.23%  649,756  5.02%

小計 5,582,583  39.83%  5,462,380  42.17%

合計 14,016,435  100.00%  12,953,259  100.00%
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（ⅳ）顧客への貸付金等の担保別内訳
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

当グループ 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

 総額  

合計に占める

割合(％)  総額  

合計に占める

割合(％)

無担保貸付 5,691,474  33.65%  5,008,610  31.95%
保証付貸付 2,090,395  12.36%  1,863,868  11.89%

担保付及びその他の保証付貸付 9,129,737  53.99%  8,802,516  56.16%

合計 16,911,606  100.00%  15,674,994  100.00%

 

 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

中国本土 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

 総額  

合計に占める

割合(％)  総額  

合計に占める

割合(％)

無担保貸付 4,365,193  31.14%  3,801,150  29.35%
保証付貸付 1,695,356  12.10%  1,487,175  11.48%

担保付及びその他の保証付貸付 7,955,886  56.76%  7,664,934  59.17%

合計 14,016,435  100.00%  12,953,259  100.00%

 

（2）顧客に対する減損貸付金等の内訳

（ⅰ）減損貸付金等の地域別内訳
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

当グループ 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

 総額  

合計に占める
割合(％)  

減損貸付金
比率(％)  総額  

合計に占める
割合(％)  

減損貸付金
比率(％)

中国本土 204,169  89.85%  1.46%  193,030  92.45%  1.49%
香港(中国)、マカオ
(中国)及び台湾(中
国) 10,498

 

4.62%

 

0.56%

 

6,084

 

2.91%

 

0.35%
その他の国及び

地域 12,565
 

5.53%
 

1.24%
 

9,678
 

4.64%
 

1.00%

合計 227,232  100.00%  1.34%  208,792  100.00%  1.33%

 

 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

中国本土 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

 総額  

合計に占める
割合(％)  

減損貸付金
比率(％)  総額  

合計に占める
割合(％)  

減損貸付金
比率(％)

中国北部 45,912  22.49%  2.29%  38,825  20.11%  2.14%
中国東北部 13,609  6.66%  2.37%  13,939  7.22%  2.54%
中国東部 57,084  27.96%  1.01%  51,633  26.75%  1.00%
中国中央部及び

南部 69,718

 

34.15%

 

1.76%

 

73,624

 

38.14%

 

1.99%

中国西部 17,846  8.74%  0.98%  15,009  7.78%  0.87%

合計 204,169  100.00%  1.46%  193,030  100.00%  1.49%
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（ⅱ）減損貸付金等の顧客タイプ別内訳
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

当グループ 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

 総額  

合計に占める
割合(％)  

減損貸付金
比率(％)  総額  

合計に占める
割合(％)  

減損貸付金
比率(％)

法人向け貸付金等 192,647  84.78%  1.81%  179,526  85.98%  1.87%

個人向け貸付金 34,585  15.22%  0.55%  29,266  14.02%  0.48%

合計 227,232  100.00%  1.34%  208,792  100.00%  1.33%

 

 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

中国本土 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

 総額  

合計に占める
割合(％)  

減損貸付金
比率(％)  総額  

合計に占める
割合(％)  

減損貸付金
比率(％)

法人向け貸付金等 170,813  83.66%  2.03%  164,796  85.37%  2.20%

個人向け貸付金 33,356  16.34%  0.60%  28,234  14.63%  0.52%

合計 204,169  100.00%  1.46%  193,030  100.00%  1.49%

 

（ⅲ）減損貸付金等の地域別及び業種別内訳
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

中国本土 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

 総額  

合計に占める
割合(％)  

減損貸付金
比率(％)  総額  

合計に占める
割合(％)  

減損貸付金
比率(％)

法人向け貸付金等            
貿易及び

サービス 34,197

 

15.05%

 

1.81%

 

30,111

 

14.42%

 

1.89%
製造業 48,589  21.38%  2.71%  55,341  26.50%  3.57%
運輸、保管及び

郵便サービス 18,259

 

8.03%

 

1.09%

 

18,073

 

8.66%

 

1.14%
不動産 41,678  18.34%  5.67%  34,694  16.62%  5.05%
電気・燃料・

ガス・水道の

生産及び供給 13,558

 

5.97%

 

1.92%

 

13,173

 

6.31%

 

2.00%
金融サービス 211  0.09%  0.04%  201  0.10%  0.04%
建設 2,968  1.31%  0.90%  3,406  1.63%  1.28%
水、環境及び

公益事業管理 2,610

 

1.15%

 

0.78%

 

2,257

 

1.08%

 

0.76%
鉱業 5,348  2.35%  3.20%  4,717  2.26%  2.92%
公益事業 2,832  1.25%  1.52%  2,215  1.06%  1.39%

その他 563  0.25%  1.05%  608  0.29%  1.32%

小計 170,813  75.17%  2.03%  164,796  78.93%  2.20%

            
個人向け貸付金            

モーゲージ 15,465  6.81%  0.36%  11,628  5.57%  0.27%
クレジット・

カード 9,542

 

4.20%

 

1.92%

 

10,163

 

4.87%

 

2.05%

その他 8,349  3.67%  1.14%  6,443  3.08%  0.99%

小計 33,356  14.68%  0.60%  28,234  13.52%  0.52%

中国本土合計 204,169  89.85%  1.46%  193,030  92.45%  1.49%
香港(中国)、マカオ
(中国)、台湾(中国)

並びにその他の国
及び地域 23,063

 

10.15%

 

0.80%

 

15,762

 

7.55%

 

0.58%

合計 227,232  100.00%  1.34%  208,792  100.00%  1.33%
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（ⅳ）減損貸付金等及び減損引当金の地域別内訳
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在

 減損貸付金  減損引当金  純額

中国本土 204,169  (164,328) 39,841
香港(中国)、マカオ(中国)及び台湾(中国) 10,498  (5,451) 5,047

その他の国及び地域 12,565  (5,383) 7,182

合計 227,232  (175,162) 52,070

 

 2021年12月31日現在

中国本土 193,030  (162,182) 30,848
香港(中国)、マカオ(中国)及び台湾(中国) 6,084  (3,708) 2,376

その他の国及び地域 9,678  (4,010) 5,668

合計 208,792  (169,900) 38,892

 

（3）期限延長した貸付金等

　返済期限延長した貸付金（貸出条件緩和された貸付金及びその他の資産）は債務者の財政状態の悪化や債務者

が期日に返済不能であることを理由として、当グループが貸付契約の返済条件について、調整を行った貸付金を

指す。当グループが不履行債権の債務繰延を行うのは、債務者に良い見通しがある場合のみである。

 

　期限延長した貸付金は通常6ヶ月間監視対象となる。この監視期間中、期限延長した債権は不良債権のままで

あり、当グループは債務者の事業運営と貸付金返済パターンを監視する。監視期間後、一定の条件を満たせば、

期限延長した貸付金は見直しによって「要注意」に格上げされる可能性がある。繰り延べられた貸付金の返済が

延滞した場合、あるいは債務者が返済能力を示すことが出来ない場合、これらの貸付金は「実質懸念」以下に分

類される。監視期間内に期限延長した全ての貸付金は、2022年6月30日及び2021年12月31日現在、減損している

と判断された。

 

　2022年6月30日及び2021年12月31日、減損貸付金等のうち、延滞期間が90日以内で期限延長した貸付金等に重

要性はなかった。

 

（4）顧客に対する延滞貸付金等

延滞貸付金等の地域別内訳
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

中国本土 176,240  155,015
香港(中国)、マカオ(中国)及び台湾(中国) 13,075  7,851

その他の国及び地域 5,531  4,871

小計 194,846  167,737

比率 1.15%  1.07%

控除：延滞が3ヶ月未満の顧客への貸付金等の総額 (62,085)  (44,014)

延滞が3ヶ月超の顧客への貸付金等の総額 132,761  123,723
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（5）貸付金の3つのステージのリスクエクスポージャー

貸付金5つのカテゴリー及び3つのステージは以下のとおりである

  (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

  

ステージ1
(12ヶ月間の予
想信用損失)  

ステージ2
(全期間の予想信

用損失)  

ステージ3
(全期間の予想信

用損失)  合計

2022年6月30日現在         

正常  16,428,474  33,476  -  16,461,950

要注意  -  218,776  -  218,776

破綻懸念  -  -  84,045  84,045

実質破綻  -  -  69,280  69,280

破綻  -  -  73,300  73,300

合計  16,428,474  252,252  226,625  16,907,351

 

  

ステージ1
(12ヶ月間の予
想信用損失)  

ステージ2
(全期間の予想信

用損失)  

ステージ3
(全期間の予想信

用損失)  合計

2021年12月31日現在         

正常  15,207,789  44,401  -  15,252,190

要注意  -  210,813  -  210,813

破綻懸念  -  -  61,184  61,184

実質破綻  -  -  60,718  60,718

破綻  -  -  86,284  86,284

合計  15,207,789  255,214  208,186  15,671,189

 

2022年6月30日及び2021年12月31日において、貸付金等を5つのカテゴリー及び三つのステージにより表示され

た金額には、純損益を通じて公正価値で測定される貸付金等が含まれていない。

 

1.2　負債性証券
 

　当グループは、内部と外部の信用格付けを参考に所持した債券の信用リスクに対して継続的にモニタリング

し、財務報告日に負債性証券の帳簿価額（経過利息を含まない）の内訳は外部信用格付けに基づき以下に示した

通りである。

 

 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

2022年6月30日現在 格付なし  A(含む)以上  A未満  合計

中国本土の発行体        
－政府債 6,454  3,311,890  -  3,318,344
－公共機関債及び準政府債 157,950  9,209  -  167,159
－政策銀行債 -  548,682  -  548,682
－金融機関債 42,537  188,936  179,190  410,663
－社債 98,467  104,289  45,175  247,931

－チャイナ・オリエント債 152,433  -  -  152,433

小計 457,841  4,163,006  224,365  4,845,212

香港(中国)、マカオ(中国)、台湾
(中国)並びにその他の国及び地域
の発行体        
－政府債 74,484  567,707  13,280  655,471
－公共機関債及び準政府債 48,763  59,927  241  108,931
－金融機関債 6,880  124,820  61,061  192,761

－社債 13,932  84,615  37,650  136,197

小計 144,059  837,069  112,232  1,093,360

合計 601,900  5,000,075  336,597  5,938,572
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2021年12月31日現在 格付なし  A(含む)以上  A未満  合計

中国本土の発行体        
－政府債 5,677  3,177,655  -  3,183,332
－公共機関債及び準政府債 162,546  2,195  -  164,741
－政策銀行債 -  532,783  -  532,783
－金融機関債 100,964  230,803  173,810  505,577
－社債 113,771  108,844  46,730  269,345

－チャイナ・オリエント債 152,433  -  -  152,433

小計 535,391  4,052,280  220,540  4,808,211

香港(中国)、マカオ(中国)、台湾
(中国)並びにその他の国及び地域
の発行体        
－政府債 69,390  562,376  14,455  646,221
－公共機関債及び準政府債 47,621  52,336  115  100,072
－金融機関債 13,744  97,887  47,109  158,740

－社債 17,275  90,712  39,222  147,209

小計 148,030  803,311  100,901  1,052,242

合計 683,421  4,855,591  321,441  5,860,453

 

1.3　予想信用損失
 

当グループは、フォワードルッキングな情報に基づき、予想信用損失に対して評価を行い、予想信用損失の測定

にはいくつかのモデルと仮説が用いられた。当グループの2022年6月30日現在の予想信用損失対する評価は、現在

の経済環境の変化による予想信用損失モデルに与える影響を考慮に入れた。そのうち、債務者の経営状況や財務状

況、COVID-19による影響、環境や気候変動による影響、及びCOVID－19感染拡大により影響を受けた業界固有のリ

スクが含まれる。

 

当グループが予想信用損失の測定に使用した重要な仮説と評価方法は2021年度と一致している。当グループは、

過去のデータに対する分析を通じて、各業務タイプの信用リスクと信用損失に影響するマクロ経済指標を認識し

た。例えば国内総生産（GDP）、生産価格指数、住民消費価格指数、固定資産投資完成額、住宅価格指数などであ

る。

 

当グループは、2022年6月30日現在の予想信用損失を評価する際に用いる主なマクロ予測経済指標の年換算した

数値は次の通りである。

 

項目 数値
2022年中国国内総生産（GDP）前年同期比成長率 4.5%-5%
 

  以上により、2022年6月30日の予想信用損失測定結果は、当グループの信用リスク状況及び経営者のマクロ経済

の見通しを包括的に反映している。

 

1.4　デリバティブ
 

　当グループのデリバティブに関するカウンターパーティー信用リスク(以下「CCR」という)に係るリスク加重

資産は、「商業銀行の自己資本規制(暫定)」、「デリバティブ取引におけるカウンターパーティーのデフォルト

リスクに関する資産測定規則」及び他の関連する規制に準拠して、先進的資本管理アプローチに基づき算定され

た。デリバティブ取引に関して、CCRに係るリスク加重資産には、債務不履行リスクに係るリスク加重資産、信

用評価調整(以下「CVA」という)に係るリスク加重資産及び中央清算機関(以下「CCP」という)に係るリスク加重

資産が含まれる。

 

EDINET提出書類

中国銀行股イ分有限公司(E05981)

半期報告書

135/160



　デリバティブのCCRに係るリスク加重資産は以下のとおりである。
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

債務不履行リスクに係るリスク加重資産    
通貨デリバティブ 88,130  63,151
金利デリバティブ 5,299  8,683
株式デリバティブ 414  553

商品デリバティブ等 16,095  13,657

 109,938  86,044
CVAに係るリスク加重資産 74,544  62,415

CCPに係るリスク加重資産 5,227  2,335

合計 189,709  150,794

 

1.5 担保権実行資産

　当グループの当該担保権実行資産に関する詳細は、注記Ⅲ.20(3)に開示されている。

 

2　市場リスク

 

2.1　市場リスクの測定手法及び上限

（1）トレーディング勘定

　トレーディング勘定における市場リスク管理の目的で、当グループはトレーディング勘定のバリュー・アッ

ト・リスク(以下「VaR」という。)の上限、ストレス・テストの結果及びエクスポージャーの上限を監視し、ト

レーディング担当者及びディーラーによる各上限の順守について毎日監視している。

 

　VaRは、特定の保有期間に市場のマイナス変動から発生し得る損失の最高額を一定の信用水準内で見積るため

に用いられる。

 

　VaRは、当行及び市場リスクにさらされている当行の主要な子会社であるBOCHK(ホールディングス)及び中銀国

際控股有限公司(以下「BOCI」いう。)によって個別に実施されている。当行、BOCHK(ホールディングス)及び

BOCIは99％の信用水準(従って、1％の統計確率では実際の損失はVaRの見積りよりも大きい場合がある)とヒスト

リカル・シミュレーション法を用いてVaRの見積りを計算している。VaR算出における保有期間は1日である。ま

た、当グループの市場リスク管理を強化するため、当グループは市場リスク・データ・マートを設定し、これに

よりグループ・レベルによるトレーディング勘定のVaRを日次で算出することが可能となった。

 

　VaRモデルの正確性と信頼性は、毎日トレーディング勘定におけるVaRの結果をバックテストすることにより検

証される。バックテストの結果は、上級管理職に定期的に報告される。

 

　当グループはトレーディング勘定のVaR分析の効果的な補完手段としてストレス・テストを利用している。異

常な不利な市況における損失をシミュレートし、見積るために、取引の性質を基準にストレス・テストのシナリ

オが実施される。金融市場の変化に対応して、当グループは市場価格及びボラティリティの変動が市場取引価格

へ与える潜在的な影響を把握するために、トレーディング勘定のストレス・テストのシナリオ及び評価手法の継

続的な修正・改良により市場リスクの識別能力を高めている。
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　下記の表は、2022年6月30日及び2021年6月30日に終了した6ヶ月間におけるトレーディング勘定のVaRをリスク

種類別に示している。
(単位：百万米ドル)

 6月30日に終了した6ヶ月間

 2022年  2021年

 平均  高  低  平均  高  低

当行のトレーディングVaR            
金利リスク 19.19  27.08  10.90  15.10  18.03  11.24
為替リスク 41.89  49.40  34.51  28.13  41.51  9.75
ボラティリティ・リスク 1.24  3.18  0.55  5.31  11.41  1.31
商品リスク 2.73  7.17  0.18  5.25  10.77  0.82

当行のトレーディングVaR合計 52.24  62.61  45.62  35.45  48.83  19.49

 

貴金属に関連したリスクの報告は、上記の為替リスクに含まれている。

 

(単位：百万米ドル)

 6月30日に終了した6ヶ月間

 2022年  2021年

 平均  高  低  平均  高  低

BOCHK(ホールディングス)の

トレーディングVaR            
金利リスク 3.94  8.10  2.07  1.78  3.40  0.80
為替リスク 3.19  5.12  1.90  3.18  5.29  1.77
株式リスク 0.12  0.32  0.03  0.13  0.29  0.05
商品リスク 0.63  1.57  0.01  1.18  2.93  -
BOCHK(ホールディングス)の

トレーディングVaR合計 4.89  7.87  2.79  3.65  6.15  2.44

BOCIのトレーディングVaR
(i)

           
株式デリバティブ・ユニット 0.73  1.62  0.17  0.78  2.19  0.19
固定利付債券ユニット 1.10  1.77  0.55  0.81  1.33  0.47
グローバル商品ユニット 0.22  0.47  0.12  0.21  0.50  0.17

BOCIのトレーディングVaR合計 2.04  3.14  0.99  1.81  3.58  0.97

 

(i) BOCIは株式デリバティブ・ユニット、固定利付債券ユニット及びグローバル商品ユニットのトレーディングVaRを個別に

モニタリングしている。これには株式リスク、金利リスク、為替リスク及びコモディティリスクが含まれる。

 

　各リスク要因のVaRはそれぞれ、そのリスク要因のみの変動から生じる、固有の保有期間及び特定の信用水準

の範囲内の最大予想損失額によるものである。リスク要因間の相関関係の結果としての分散の影響により、各

VaRを総計してもVaR合計にはならない。

 

（2）銀行勘定

銀行勘定の金利リスクとは、金利水準、期間構造などの不利な変動により、銀行勘定の経済価値または収益全

体がさらされるリスクを指し、主に銀行勘定の資産及び負債における金利更改時期のミスマッチ並びに基準金利

間の一貫性のない調整により生じるものである。当グループは銀行勘定の金利リスクを、主に金利更改ギャップ

分析によって評価している。金利ギャップ分析は注記Ⅳ.2.2に記載されており、トレーディング勘定についても

記載されている。
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2.2　ギャップ分析

　以下の表は当グループの金利リスクに対するエクスポージャーの要約であり、契約上の金利更改日もしくは満

期日のいずれか早い方までの期間別に分類された当グループの資産及び負債の帳簿価額が含まれている。
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在

 1ヶ月未満  

1ヶ月－

3ヶ月  

3ヶ月－

12ヶ月  

1年－

5年  5年超  無利子  合計

資産              

現金並びに銀行及び

その他の金融機関に対する

債権 507,122  53,349  80,105  2,646  -  62,970  706,192

中央銀行預け金 1,974,586  2,647  338  1,322  -  163,505  2,142,398

銀行及びその他の金融機関への

預け金並びに貸付金 612,634  146,214  372,679  50,748  -  3,799  1,186,074

デリバティブ金融資産 -  -  -  -  -  155,953  155,953

顧客への貸付金等(純額) 3,211,265  2,935,208  9,412,573  555,855  250,152  172,436  16,537,489

金融投資              

－純損益を通じて公正価値

で測定される金融資産 15,557  36,476  117,876  116,905  52,393  200,802  540,009

－その他の包括利益を通じ

て公正価値で測定される

金融資産 210,134  182,280  341,471  1,049,185  567,074  29,441  2,379,585

－償却原価で測定される

金融資産 92,867  247,536  324,761  1,241,198  1,419,502  2,613  3,328,477

その他 5,464  -  -  -  -  1,071,117  1,076,581

資産合計 6,629,629  3,603,710  10,649,803  3,017,859  2,289,121  1,862,636  28,052,758

 
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在

 1ヶ月未満  

1ヶ月－

3ヶ月  

3ヶ月－

12ヶ月  

1年－

5年  5年超  無利子  合計

負債              

銀行及びその他の

金融機関に対する

債務 1,709,482  366,016  536,819  17,232  46  35,728  2,665,323

中央銀行に対する債務 89,344  94,809  490,283  4,535  -  8,686  687,657

銀行及びその他の

金融機関預り金 152,764  62,472  64,260  -  -  1,795  281,291

デリバティブ金融負債 -  -  -  -  -  128,807  128,807

顧客に対する債務 10,968,016  1,495,487  3,506,904  3,085,220  42  492,558  19,548,227

発行債券 85,014  198,117  529,248  561,879  68,866  14,844  1,457,968

その他 10,410  4,942  16,733  32,813  5,278  768,557  838,733

負債合計 13,015,030  2,221,843  5,144,247  3,701,679  74,232  1,450,975  25,608,006

金利更改ギャップ合計 (6,385,401) 1,381,867  5,505,556  (683,820) 2,214,889  411,661  2,444,752
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 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2021年12月31日現在

 1ヶ月未満  

1ヶ月－

3ヶ月  

3ヶ月－

12ヶ月  

1年－

5年  5年超  無利子  合計

資産              

現金並びに銀行及び

その他の金融機関に対する

債権 370,446  66,997  141,347  4,187  -  61,839  644,816

中央銀行預け金 1,994,874  5,249  582  630  -  227,391  2,228,726

銀行及びその他の金融機関への

預け金並びに貸付金 758,329  164,425  283,939  47,392  -  3,328  1,257,413

デリバティブ金融資産 -  -  -  -  -  95,799  95,799

顧客への貸付金等(純額) 4,036,896  2,760,256  7,587,288  516,235  254,856  166,953  15,322,484

金融投資              

－純損益を通じて公正価値

で測定される金融資産 26,362  28,697  93,136  50,591  167,964  194,892  561,642

－その他の包括利益を通じ

て公正価値で測定される

金融資産 161,329  308,986  351,443  1,023,935  510,635  33,502  2,389,830

－償却原価で測定される金

融資産 203,421  42,429  380,675  1,313,316  1,270,988  2,370  3,213,199

その他 2,244  -  -  -  -  1,006,255  1,008,499

資産合計 7,553,901  3,377,039  8,838,410  2,956,286  2,204,443  1,792,329  26,722,408

 
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2021年12月31日現在

 1ヶ月未満  

1ヶ月－

3ヶ月  

3ヶ月－

12ヶ月  

1年－

5年  5年超  無利子  合計

負債              

銀行及びその他の

金融機関に対する

債務 1,767,330  256,822  570,038  14,176  258  74,115  2,682,739

中央銀行に対する債務 181,247  246,985  509,817  10,833  -  6,675  955,557

銀行及びその他の

金融機関預り金 279,785  55,441  71,048  -  -  1,493  407,767

デリバティブ金融負債 -  -  -  -  -  89,151  89,151

顧客に対する債務 10,253,710  1,451,583  2,941,491  2,978,127  32,521  485,455  18,142,887

発行債券 44,526  264,056  548,592  455,746  69,250  6,508  1,388,678

その他 6,067  4,728  8,187  34,226  5,838  646,030  705,076

負債合計 12,532,665  2,279,615  4,649,173  3,493,108  107,867  1,309,427  24,371,855

金利更改ギャップ合計 (4,978,764) 1,097,424  4,189,237  (536,822) 2,096,576  482,902  2,350,553
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2.3　為替リスク

以下の表は2022年6月30日及び2021年12月31日現在の為替リスクに対する当グループのエクスポージャーを要

約している。この表には、比較のために当グループの人民元に対するエクスポージャーが示されている。また、

現地通貨ごとに分類された当グループの資産及び負債の帳簿価額、並びにオフバランスのポジション及びコミッ

トメント契約の人民元相当額が含まれている。デリバティブ金融商品は想定元本でオフバランスの正味ポジショ

ンに含まれている。
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在

 人民元  米ドル  香港ドル  ユーロ  日本円  英ポンド  その他  合計

資産                

現金並びに銀行

及びその他の金融

機関に対する債権 429,455  169,268  28,535  42,954  5,445  5,249  25,286  706,192

中央銀行預け金 1,612,025  264,253  25,884  114,480  25,842  37,848  62,066  2,142,398

銀行及びその他の

金融機関への預け金

並びに貸付金 725,466  372,360  34,863  7,329  293  1,160  44,603  1,186,074

デリバティブ金融資産 51,909  57,982  3,055  4,208  14,762  11,502  12,535  155,953

顧客への貸付金等

(純額) 13,406,539  1,293,097  1,149,796  224,764  9,807  83,036  370,450  16,537,489

金融投資                

－純損益を通じて

公正価値で測定

される金融資産 396,379  57,452  75,207  10,235  703  29  4  540,009

－その他の包括利

益を通じて公正

価値で測定され

る金融資産 1,547,588  391,446  149,260  26,320  166,249  3,366  95,356  2,379,585

－償却原価で測定

される金融資産 2,922,779  334,803  15,484  9,269  1,979  3,209  40,954  3,328,477

その他 328,531  176,861  242,700  2,009  1,158  1,837  323,485  1,076,581

資産合計 21,420,671  3,117,522  1,724,784  441,568  226,238  147,236  974,739  28,052,758

 
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在

 人民元  米ドル  香港ドル  ユーロ  日本円  英ポンド  その他  合計

負債                

銀行及びその他の

金融機関に対する

債務 1,787,012  426,627  42,759  48,614  19,403  14,569  326,339  2,665,323

中央銀行に対する債務 631,834  31,082  6,756  12,360  -  116  5,509  687,657

銀行及びその他の

金融機関預り金 66,469  172,697  13,735  18,419  4,914  2,230  2,827  281,291

デリバティブ金融負債 48,787  49,954  3,755  2,960  2,825  10,424  10,102  128,807

顧客に対する債務 15,330,580  1,892,469  1,393,881  315,370  58,903  62,494  494,530  19,548,227

発行債券 1,209,224  213,704  2,493  22,482  391  2,355  7,319  1,457,968

その他 362,874  118,887  306,552  2,275  502  7,267  40,376  838,733

負債合計 19,436,780  2,905,420  1,769,931  422,480  86,938  99,455  887,002  25,608,006

オンバランスの正味

ポジション 1,983,891  212,102  (45,147)  19,088  139,300  47,781  87,737  2,444,752

オフバランスの正味

ポジション 87,096  (137,624) 298,678  (8,962) (125,402) (44,769) (37,374) 31,643

コミットメント契約 4,101,118  852,087  233,040  155,224  8,744  48,148  116,972  5,515,333
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 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2021年12月31日現在

 人民元  米ドル  香港ドル  ユーロ  日本円  英ポンド  その他  合計

資産                

現金並びに銀行

及びその他の金融

機関に対する債権 329,908

 

206,607

 

25,262

 

35,395

 

8,371

 

12,453

 

26,820

 

644,816

中央銀行預け金 1,495,927  441,169  37,244  99,077  26,565  83,179  45,565  2,228,726

銀行及びその他の

金融機関への預け金

並びに貸付金 691,140

 

475,833

 

24,126

 

16,139

 

341

 

910

 

48,924

 

1,257,413

デリバティブ金融資産 46,853  23,782  2,533  2,594  3,017  6,908  10,112  95,799

顧客への貸付金等

(純額) 12,418,293

 

1,219,684

 

1,060,054

 

213,634

 

9,455

 

69,951

 

331,413

 

15,322,484

金融投資                

－純損益を通じて

公正価値で測定

される金融資産 431,627

 

61,017

 

64,443

 

3,405

 

874

 

31

 

245

 

561,642

－その他の包括利

益を通じて公正

価値で測定され

る金融資産 1,451,346

 

492,925

 

183,066

 

29,173

 

140,349

 

3,842

 

89,129

 

2,389,830

－償却原価で測定

される金融資産 2,893,923

 

247,294

 

12,571

 

9,631

 

5,291

 

3,406

 

41,083

 

3,213,199

その他 311,401  174,209  220,831  2,728  1,091  2,188  296,051  1,008,499

資産合計 20,070,418  3,342,520  1,630,130  411,776  195,354  182,868  889,342  26,722,408

 
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2021年12月31日現在

 人民元  米ドル  香港ドル  ユーロ  日本円  英ポンド  その他  合計

負債                

銀行及びその他の

金融機関に対する

債務 1,614,433

 

649,129

 

48,540

 

34,472

 

12,083

 

27,625

 

296,457

 

2,682,739

中央銀行に対する債務 880,695  36,232  19,606  13,329  -  86  5,609  955,557

銀行及びその他の

金融機関預り金 151,620

 

220,939

 

11,267

 

14,686

 

4,987

 

2,066

 

2,202

 

407,767

デリバティブ金融負債 48,915  20,620  2,054  2,433  344  7,286  7,499  89,151

顧客に対する債務 14,148,220  1,765,005  1,311,343  304,900  49,367  77,964  486,088  18,142,887

発行債券 1,135,020  205,952  3,833  28,889  -  3,486  11,498  1,388,678

その他 297,041  111,860  265,626  2,191  345  588  27,425  705,076

負債合計 18,275,944  3,009,737  1,662,269  400,900  67,126  119,101  836,778  24,371,855

オンバランスの正味

ポジション 1,794,474

 

332,783

 

(32,139)

 

10,876

 

128,228

 

63,767

 

52,564

 

2,350,553

オフバランスの正味

ポジション 161,015

 

(214,771)

 

264,127

 

1,674

 

(124,423)

 

(61,853)

 

(10,169)

 

15,600

コミットメント契約 3,835,534  820,586  244,161  148,553  8,275  54,606  109,439  5,221,154
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3　流動性リスク

 

　以下の表は財務報告日から契約満期日までの残存期間に基づいて当グループの資産・負債を表したものである。
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在

 延滞  要求払  

1ヶ月

未満  

1ヶ月－

3ヶ月  

3ヶ月-

12ヶ月  1年－5年  5年超  合計

資産                

現金並びに銀行

及びその他の金融

機関に対する債権 -

 

252,930  317,160

 

53,350  80,106  2,646  -  706,192

中央銀行預け金 1,536,416  577,985  20,976  5,353  346  1,322  -  2,142,398

銀行及びその他の

金融機関への預け金

並びに貸付金 1,315

 

-  589,487

 

139,845  386,650  68,777  -  1,186,074

デリバティブ金融資産 -  12,512  25,629  28,522  55,179  24,826  9,285  155,953

顧客への貸付金等

(純額) 56,113

 

299,775  652,807

 

1,055,853  4,067,678  4,539,247  5,866,016  16,537,489

金融投資                

̶純損益を通じて公

正価値測定される

金融資産 199,318

 

-  16,876

 

34,570  115,477  118,293  55,475  540,009

－その他の包括利益

を通じて公正価値

で測定される金融

資産 22,793

 

-  173,601

 

164,994  353,213  1,080,768  584,216  2,379,585

－償却原価で測定さ

れる金融資産 2,818

 

-  74,979

 

94,312  326,008  1,399,291  1,431,069  3,328,477

その他 361,657  522,190  41,279  7,230  23,426  85,416  35,383  1,076,581

資産合計 2,180,430  1,665,392  1,912,794  1,584,029  5,408,083  7,320,586  7,981,444  28,052,758

 
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在

 延滞  要求払  

1ヶ月

未満  

1ヶ月－

3ヶ月  

3ヶ月-

12ヶ月  1年－5年  5年超  合計

負債                

銀行及びその他の

金融機関に対する

債務 -  1,632,689  112,515  366,017  536,824  17,232  46  2,665,323

中央銀行に対する債務 -  67,978  21,492  84,964  500,492  12,731  -  687,657

銀行及びその他の

金融機関預り金 -  -  151,083  61,600  67,103  1,351  154  281,291

デリバティブ金融負債 -  8,480  20,047  25,960  47,285  20,779  6,256  128,807

顧客に対する債務 -  9,419,703  1,808,553  1,416,833  3,706,658  3,196,412  68  19,548,227

発行債券 -  -  67,508  175,182  563,335  583,077  68,866  1,457,968

その他 -  381,153  60,049  74,649  104,248  125,345  93,289  838,733

負債合計 -  11,510,003  2,241,247  2,205,205  5,525,945  3,956,927  168,679  25,608,006

正味流動性ギャップ 2,180,430  (9,844,611)  (328,453)  (621,176)  (117,862)  3,363,659  7,812,765  2,444,752
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 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2021年12月31日現在

 延滞  要求払  

1ヶ月

未満  

1ヶ月－

3ヶ月  

3ヶ月-

12ヶ月  

1年－

5年  5年超  合計

資産                

現金並びに銀行

及びその他の金融

機関に対する債権 -

 

269,794

 

162,489

 

66,998

 

141,348

 

4,187

 

-

 

644,816

中央銀行預け金 1,488,390  717,908  15,952  5,258  273  945  -  2,228,726

銀行及びその他の

金融機関への預け金

並びに貸付金 863

 

-

 

721,152

 

159,065

 

309,098

 

67,235

 

-

 

1,257,413

デリバティブ金融資産 -  9,765  12,558  15,998  27,189  24,500  5,789  95,799

顧客への貸付金等

(純額) 36,911

 

236,595

 

648,963

 

968,575

 

3,176,279

 

4,236,421

 

6,018,740

 

15,322,484

金融投資                

̶純損益を通じて公

正価値測定される

金融資産 195,025

 

-

 

26,323

 

27,647

 

90,475

 

52,874

 

169,298

 

561,642

－その他の包括利益

を通じて公正価

値で測定される

金融資産 24,515

 

-

 

118,945

 

288,848

 

369,793

 

1,057,866

 

529,863

 

2,389,830

－償却原価で測定さ

れる金融資産 2,794

 

-

 

32,492

 

44,163

 

382,282

 

1,466,314

 

1,285,154

 

3,213,199

その他 362,964  479,476  24,765  10,745  19,233  78,603  32,713  1,008,499

資産合計 2,111,462  1,713,538  1,763,639  1,587,297  4,515,970  6,988,945  8,041,557  26,722,408

 
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2021年12月31日現在

 延滞  要求払  

1ヶ月

未満  

1ヶ月－

3ヶ月  

3ヶ月-

12ヶ月  

1年－

5年  5年超  合計

負債                

銀行及びその他の

金融機関に対する

債務 -

 

1,755,054

 

86,387

 

256,824

 

570,040

 

14,176

 

258

 

2,682,739

中央銀行に対する債務 -  60,448  110,267  247,523  515,964  21,355  -  955,557

銀行及びその他の

金融機関預り金 -

 

-

 

274,022

 

58,425

 

72,598

 

2,566

 

156

 

407,767

デリバティブ金融負債 -  6,235  10,648  13,846  27,073  25,003  6,346  89,151

顧客に対する債務 -  9,147,933  1,575,342  1,446,767  2,946,788  2,993,520  32,537  18,142,887

発行債券 -  -  26,122  237,121  572,062  483,716  69,657  1,388,678

その他 -  330,167  45,234  12,783  111,628  117,853  87,411  705,076

負債合計 -  11,299,837  2,128,022  2,273,289  4,816,153  3,658,189  196,365  24,371,855

正味流動性ギャップ 2,111,462  (9,586,299) (364,383) (685,992) (300,183) 3,330,756  7,845,192  2,350,553
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4　公正価値

 

4.1　公正価値で測定される金融商品

公正価値で測定される金融商品は、以下の三つのレベルに分類される。

 

・　レベル1：取引所に上場された持分証券、又は特定の政府が発行した負債性証券及び特定の取引所で取引

されるデリバティブ契約を含む、同一の資産又は負債の活発な市場における相場価格(未調整)。

 

・　レベル2：資産又は負債について、直接又は間接に観察可能なもののうち、公正価値測定に重要な影響を

与えるレベル1に含まれる相場価格以外の全てのインプット を用いた評価手法。このレベルには、大部分

の店頭デリバティブ契約、価格決定サービス業者の相場価格が利用できる負債性証券、割引手形が含まれ

ている。

 

・　レベル3：観測可能な市場データに基づいていない資産又は負債の公正価値測定に重要な影響を与える全

てのインプット(観測不能なインプット)を用いた評価手法。このレベルには、持分投資及び重大な観測不

能要素を有する負債性金融商品が含まれている。

 

当グループの方針は、公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替を、振替が発生した報告期間末に認識すること

である。

 

当グループは、活発な市場の公開市場相場を入手できない場合には、金融商品の公正価値の算定に評価手法又

は契約相手の見積りを用いる。

 

当グループが保有する金融商品の評価手法に使用される主なパラメーターには、債券価格、金利、外国為替

レート、株価、ボラティリティ、相関関係、早期返済率、契約相手の信用スプレッド及びその他が含まれる。こ

れらは全て観測可能であり、公開市場から入手可能である。

 

当グループが保有する特定の非流動性負債性証券(主として資産担保証券)、非上場株式(未公開株式)、及び非

上場ファンドの一部について、経営者は取引先から評価の見積りを入手するか、又は割引キャッシュ・フロー分

析、純資産価値及び市場比較アプローチなどを含む評価手法を用いて公正価値を算定する。これらの金融商品の

公正価値は、その評価に重要な影響を及ぼす可能性のある観測不能なインプットに基づく可能性があるため、当

グループはこれらの資産及び負債をレベル3として分類した。観察不能なインプットには、流動性ディスカウン

ト、割引率、及び予想配当が含まれる。経営者は、マクロ経済の要因の変化による影響、外部評価機関の評価及

びその他のインプット(損失カバレッジ比率を含む)を評価することにより、当グループのレベル3の金融商品の

公正価値に対して必要な調整を行うかどうかを判断する。当グループは、当該金融商品に対する当グループのエ

クスポージャーを管理するために内部統制手続きを確立した。
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 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在

 レベル1  レベル2  レベル3  合計

公正価値で測定される金融資産        

銀行及びその他の金融機関貸付金－公正価値 -  5,137  -  5,137
デリバティブ金融資産 5,902  150,051  -  155,953
公正価値で測定される顧客への貸付金等 -  489,876  -  489,876
純損益を通じて公正価値で測定される金融資産        

－負債性証券 12,242  313,816  1,500  327,558
－持分証券 25,408  2,656  74,743  102,807
－ファンド投資及びその他 30,825  22,853  55,966  109,644

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される
金融資産        
－負債性証券 344,428  2,010,211  865  2,355,504

－持分証券及びその他 8,190  8,398  7,493  24,081

        
公正価値で測定される金融負債        
銀行及びその他の金融機関預り金－公正価値 -  (67) -  (67)
顧客に対する債務－公正価値 -  (25,569) -  (25,569)
発行債券－公正価値 -  (2) -  (2)
負債性証券のショート・ポジション (1,700) (23,025) -  (24,725)

デリバティブ金融負債 (5,541) (123,266) -  (128,807)

 

 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2021年12月31日現在

 レベル1  レベル2  レベル3  合計

公正価値で測定される金融資産        
デリバティブ金融資産 2,373  93,426  -  95,799
公正価値で測定される顧客への貸付金等 -  355,600  -  355,600
純損益を通じて公正価値で測定される金融資産        

－負債性証券 8,904  321,437  26,121  356,462
－持分証券 25,618  2,350  74,300  102,268
－ファンド投資及びその他 29,208  27,573  46,131  102,912

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される
金融資産  

 
 

 
 

 
 

－負債性証券 385,049  1,977,034  995  2,363,078

－持分証券及びその他 7,774  10,323  8,655  26,752

        
公正価値で測定される金融負債        
銀行及びその他の金融機関預り金－公正価値 -  (162) -  (162)
顧客に対する債務－公正価値 -  (31,311) -  (31,311)
発行債券－公正価値 -  (315) (2) (317)
負債性証券のショート・ポジション (1,945) (10,513) -  (12,458)

デリバティブ金融負債 (1,961) (87,190) -  (89,151)
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レベル3項目の調整

 

純損益を通じて

公正価値で測定

される金融資産  

その他の包括利益を

通じて公正価値で測定

される金融資産

デリバティブ

金融資産

 負債性証券 持分証券

ファンド

投資及び

その他  負債性証券 持分証券

 

2022年1月1日現在 26,121 74,300 46,131  995 8,655 (2)

利益又は損失合計        

－利益 129 130 4,903  - - -

－その他の包括利益 - - -  (175) (243) -

売却 (1,854) (2,439) (1,547) - (999) -

購入 - 3,100 6,287  - - -

決済 - - -  - - -

レベル3からの振替（純額） (22,927) (356) -  - - 2

その他変動 31 8 192  45 80 -

2022年6月30日現在 1,500 74,743 55,966  865 7,493 -

保有されている資産/負債の

損益計算書に含まれる当期利益合計 181 26 4,904  - - -

 

 

純損益を通じて

公正価値で測定

される金融資産  

その他の包括利益を

通じて公正価値で測定

される金融資産

デリバティブ

金融資産

 負債性証券 持分証券

ファンド

投資及び

その他  負債性証券 持分証券

 

        

2021年1月1日現在 20,881 67,554 42,958  1,373 4,731 -

利益又は損失合計        

－利益 413 493 2,954  - - -

－その他の包括利益 - - -  (57) 37 -

売却 (355) (4,576) (7,489) (283) - -

購入 5,202 15,029 7,920  - 3,944 -

決済 - - -  - - -

発行 - - -  - - (2)

レベル3からの振替（純額） - (4,200) -  - - -

その他変動 (20) - (212)  (38) (57) -

2021年12月31日現在 26,121 74,300 46,131  995 8,655 (2)

保有されている資産/負債の

損益計算書に含まれる当期利益合計 413 330 2,686  - - -

 

2022年6月30日に終了した6ヶ月間及び2021年12月31日終了事業年度に保有しているレベル3の金融商品から生

じた損益は、関連する金融商品の性質又はカテゴリーに応じて、「純トレーディング損益」、「金融資産の譲渡

による純収益」又は「資産の減損」に表示されている。

 

損益計算書に含まれるレベル3の金融資産及び金融負債に係る利益又は損失は以下の通りである。
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 

2022年6月30日に終了した

6ヶ月間  

2021年6月30日に終了した

6ヶ月間

 実現  未実現  合計  実現  未実現  合計

期間中の利益合計 51  5,111  5,162  205  1,723  1,928

 

2022年6月30日に終了した6ヶ月間において、公正価値で測定される金融資産及び金融負債のレベル1とレベル2

の間に重大な振替はなかった。

 

評価手法に用いられるすべての重要な観測不能なインプットが10%上昇した場合、流動性ディスカウント、割

引率と予想配当による公正価値の変動は重大ではない。

EDINET提出書類

中国銀行股イ分有限公司(E05981)

半期報告書

146/160



4.2　公正価値で測定されない金融商品

　財政状態計算書上に公正価値で表示されていない金融資産及び金融負債は、主として、「中央銀行預け金」、

「銀行及びその他の金融機関に対する債権」、「銀行及びその他の金融機関への預け金並びに貸付金」、「発行

銀行券に対する政府の債務証書」、「中央銀行に対する債務」、「銀行及びその他の金融機関に対する債務」、

「流通銀行券」、「償却原価で測定される顧客への貸付金等」、「金融投資」、「銀行及びその他の金融機関預

り金」及び「顧客に対する債務」及び「発行債券」。

 

　下記の表は、財務報告日において、公正価値で表示されていない償却原価で測定される「負債性証券」、「発

行債券」の帳簿価額と公正価値を要約したものである。
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日  2021年12月31日

 帳簿価額  公正価値  帳簿価額  公正価値

金融資産        
償却原価で測定される負債性

証券
(1)

3,319,805  3,360,015  3,206,895  3,262,525

金融負債        

発行債券
(2)

1,457,966  1,457,197  1,388,361  1,395,242

 

(1) 償却原価で測定される負債性証券

当行が保有するチャイナ・オリエント債及び特別目的財政部証券は譲渡不能である。比較可能な規模及び期

間の独立企業間の取引を反映するような、観測可能な市場価格もしくは利回りがないため、公正価値は当該金

融商品の券面利率に基づいて算定される。

その他の負債性証券の公正価値は、市場価格もしくはブローカー/ディーラーの建値に基づく。この情報が

入手不可能な場合、当行は評価サービス業者からの価格又は割引キャッシュ・フロー・モデルに基づく価格を

参照して評価を行う。評価のパラメーターには市場金利、将来の予測デフォルト率、期限前償還率及び市場の

流動性が含まれる。人民元建社債の公正価値は、主に中央国債登記結算有限責任公司が提供する評価結果に基

づき算定される。

(2) 発行債券

これらの金融商品の公正価値の総額は市場価格に基づいて算定されている。市場価格が入手不可能な場合の

当該債券については、満期までの残存期間に応じた適切な現在のイールド・カーブに基づく割引キャッシュ・

フロー・モデルが使用される。

 

以下の表は、財務報告日において、公正価値で表示されていない償却原価で測定される「負債性証券」(チャイ

ナ・オリエント債及び特別目的財政部証券を除く)、並びに「発行債券」の公正価値の三つのレベルを要約したも

のである。
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在

 レベル1  レベル2  レベル3  合計

金融資産        
償却原価で測定される負債性
証券 128,261  3,033,105  2,766  3,164,132

金融負債        

発行債券 -  1,457,197  -  1,457,197

 

 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2021年12月31日現在

 レベル1  レベル2  レベル3  合計

金融資産        
償却原価で測定される負債性
証券 99,809  2,963,747  3,557  3,067,113

金融負債        

発行債券 -  1,395,242  -  1,395,242

 

上記以外で、財政状態計算書上に公正価値で表示されていない金融資産及び金融負債の帳簿価額と公正価値の差

異には重要性はない。公正価値は、割引キャッシュ・フロー・モデルを使用して測定される。
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5　資本管理(キャピタル・マネジメント)

 

当グループは、資本管理について以下の原則に従う。

・　適切な資本及び持続可能な成長。当グループの発展に関する戦略的計画に従う。また、規制上の要件を満た

し、事業の成長を支え、当グループの事業の規模、品質及び業績について持続可能な成長を進めるために、

質の高い自己資本比率を維持する。

・　資本配分の最適化及び利益の増加。資本効率と資本収益率を確実に改善するために、資本使用率が低く、包

括利益が高いアセット・ビジネスを優先し、リスク、資産及びリターンの相互調和と動的平衡を実現するこ

とにより、資本を適切に配分する。

・　正確な管理及び資本水準の改善。様々な種類のリスクを十分に識別、算定、監視、軽減及び管理することに

より、資本管理制度を最適化する。使用資本が関連するリスク及びリスク管理水準と等しいことを保証し、

商品の価格設定、資源の配分、構造の調整、業績の評価等のプロセス全体に資本制限を組み込む。

 

当グループの経営者は、バーゼル委員会が策定した指針に基づく手法を活用して、CBIRCが監督目的で導入した

自己資本比率をモニタリングしている。要求されている情報は、四半期ごとにCBIRCに提出されている。

 

当グループの自己資本比率は、「商業銀行の自己資本規制(暫定)」及び他の関連する規制に準拠して算定されて

いる。CBIRCの承認を得て、当グループは資本測定の先進的アプローチを適用している。このアプローチには、

コーポレートのエクスポージャーに関する基礎的内部格付ベースのアプローチ、リテールのエクスポージャーに関

する内部格付ベースのアプローチ、市場リスクに関する内部モデル・アプローチ、オペレーショナル・リスクに関

する標準的アプローチが含まれる。先進的アプローチが適用されないリスクのエクスポージャーに関しては、対応

する部分は先進的アプローチ以外のアプローチを適用して算定される。

 

当グループはシステム上重要な銀行として、各レベルの自己資本比率はCBIRCが規定した最低限に達しなければ

ならい。従って、普通株式等Tier1自己資本比率、Tier1自己資本比率、自己資本比率はそれぞれ9.00%、10.00%及

び12.00%を下回ってはならない。

 

当グループの自己資本は資本管理関係部署により管理され、以下からなる。

・普通株式、資本準備金、剰余積立金、一般準備金、留保利益及び非支配持分の適格部分を含む普通株式等

Tier1資本等

・追加的に発行されたTier1資本調達手段及び関連剰余金並びに非支配持分の適格部分を含む追加的Tier1資本

・発行されたTier2資本調達手段及び関連剰余金、貸倒引当金の超過分並びに非支配持分の適格部分を含むTier2

資本

 

のれん、その他の無形資産（土地使用権を除く。）、支配持分を有するものの規制上の連結の範囲外にある金融

機関の普通株式等Tier1資本への投資などの項目は、自己資本規制上のルールにより普通株式等Tier1資本から控除

されている。
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　下記の表は、「商業銀行の自己資本規制(暫定)」及び他の関連する規制に準拠して計算された、当グループの普

通株式等Tier1自己資本比率、Tier1自己資本比率及び自己資本比率
(1)

を要約したものである。
 (単位は特に明記しない限り、百万人民元)

 2022年6月30日現在  2021年12月31日現在

普通株式等Tier1自己資本比率 11.33%  11.30%
Tier1自己資本比率 13.63%  13.32%

自己資本比率 16.99%  16.53%

当グループの資本の構成    
普通株式等Tier1資本 1,908,782  1,870,301

普通株式 294,388  294,388
資本準備金 133,957  133,951
剰余積立金 212,770  212,602
一般準備金 304,321  303,084
留保利益 930,809  888,419
非支配持分の適格部分 35,225  33,669

その他
(2)

(2,688)  4,188
    
規制上の控除 (26,295)  (26,415)
内訳：    

のれん (182)  (182)
その他の無形資産(土地使用権を除く) (16,189)  (16,393)
支配持分を有するものの規制上の連結の範囲外にある

金融機関の普通株式等Tier１資本への投資 (9,867)  (9,785)
 
普通株式等Tier１資本純額 1,882,487  1,843,886

    
追加的Tier１資本 380,461  329,845

優先株式及び関連プレミアム 119,550  119,550
その他の資本性金融商品及び関連プレミアム 249,944  199,955

非支配持分の適格部分 10,967  10,340

    

Tier1資本純額 2,262,948  2,173,731

    
Tier2資本 558,952  525,108

発行されたTier2資本調達手段及び関連プレミアム 401,882  387,746
貸倒引当金の超過分 147,482  128,114
非支配持分の適格部分 9,588  9,248
    

資本純額 2,821,900  2,698,839

リスク加重資産 16,607,949  16,323,713

 

(1) 自己資本比率の算出において、バンク・オブ・チャイナ・グループ・インベストメント・リミテッド(以下「BOCG　インベ

ストメント」と略称)、バンク・オブ・チャイナ・インシュアランス・カンパニー・リミテッド(以下「BOC　インシュアラ

ンス」と略称)、バンク・オブ・チャイナ・グループ・インシュアランス・カンパニー・リミテッド（以下「BOCG　イン

シュアランス」と略称）及びバンク・オブ・チャイナ・グループ・ライフ・アシュアランス・カンパニー・リミテッド(以

下「BOCG　ライフ」と略称)は、CBIRCの要件に準拠して子会社連結の範囲から除外された。

(2) 主に海外事業の換算に係る為替差額及びその他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産の投資利益/損失を表

す。

 

 
 

前へ
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２【その他】

 

(1) 後発事象

該当なし。

 

(2) 訴訟等

訴訟等に関する情報については、「第６　１　中間財務書類」の要約中間連結財務情報に対する注記Ⅲ.28.1を
参照されたい。

 

３【国際財務報告基準と日本における会計原則及び会計慣行の主要な相違】

 

「１財務書類」に掲げる財務書類は、香港上場規則によって認められているIFRSに準拠して作成されている。

かかる財務書類の作成に当たって当行の採用した会計原則及び会計慣行と、日本において一般に公正妥当と認め

られている会計原則及び会計慣行との間の主な相違点は以下のとおりである。

 

(1）特別（異常）損益の表示

IFRSでは、収益又は費用のいかなる項目も、特別（異常）項目として、包括利益計算書もしくは損益計算書

（表示されている場合）又は注記のいずれにも表示してはならない。

日本の会計基準では、経常損益項目以外の項目は、損益計算書に特別損益として表示する。

 

(2）金融商品の開示

IFRSでは、IFRS第７号「金融商品：開示」に基づき、金融商品の種類ごとに公正価値測定に用いられたイン

プットの性質により３つのレベルのヒエラルキーに分けて公正価値測定について開示することを求めている。ま

た、担保及びその他の信用補完として保有している担保物件の財務的影響の開示も義務付けている。

日本の会計基準では、一部IFRSと異なる定めはあるものの、金融商品の時価のレベルごとの内訳等の開示を求

めている。具体的には、企業会計基準第30号「時価の算定に関する会計基準」及び企業会計基準適用指針第31号

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」は、IFRS第13号と整合的な内容となっているが、その適用範囲は金

融商品及びトレーディング目的で保有する棚卸資産とし、IFRS財務諸表との比較可能性を大きく損なわせない範

囲で、個別の取扱いを定めている。主な項目は、市場価格のない株式等について、従来の企業会計基準第10号

「金融商品に関する会計基準」に基づき時価評価は行わず、取得原価をもって貸借対照表価額とする取扱いや、

投資信託について、市場における取引価格が存在せず解約等に重要な制限がある場合に一定の要件を満たせば基

準価格を時価とみなすことができる取扱いなどがある。なお、投資信託に関するこの取扱いは、2022年４月１日

以後開始する連結会計年度及び事業年度の期首から適用される。
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(3）連結の範囲

IFRSでは、IFRS第10号「連結財務諸表」に基づき、被投資企業への関与により生じる変動リターンに対するエ

クスポージャー又は権利を有し、かつ、被投資企業に対するパワーにより当該リターンに影響を及ぼす能力を有

している場合は、投資企業が支配を有するものと判断され、当該被投資企業を連結の範囲に含めなければならな

いとされている。IAS第28号「関連会社及び共同支配企業に対する投資」では、ある企業の財務及び経営方針に

関与する力を有し、重要な影響力を与えることができる場合、その企業について持分法の適用を求めている。

日本の会計基準では、ある企業の議決権の過半数を実質的に所有している場合、又は過半数は所有していない

が高い比率の議決権を有しており、かつ、当該企業の意思決定機関を支配している一定の事実が認められる場合

に、当該企業は子会社とみなされる。また、ある企業の議決権の20％以上を実質的に所有している場合、又は

20％未満であっても一定の議決権を有しており、かつ、当該企業の財務及び営業の方針決定に対して重要な影響

を与えることができる一定の事実が認められる場合に、当該企業は関連会社とみなされる。

 

(4）ヘッジ会計

IFRSでは、IFRS第９号「金融商品」において、ヘッジに関する方針の文書化等のヘッジ会計の要件を満たした

場合にヘッジ会計が適用可能になる。IFRS第９号は、以下の３種類のヘッジを規定している。

・　公正価値ヘッジ：認識されている資産もしくは負債または認識されていない確定約定（またはこれらの一

部）の公正価値の変動に対するエクスポージャーのうち、特定のリスクに起因し、かつ、純損益に影響し

得るもののヘッジ。ヘッジ対象の特定のリスクに起因する公正価値の変動とヘッジ手段の公正価値の変動

は、ともに純損益に認識される。

・　キャッシュ・フロー・ヘッジ：キャッシュ・フローの変動可能性に対するエクスポージャーのうち、認識

されている資産または負債に関連する特定のリスクまたは可能性の非常に高い予定取引に起因し、かつ純

損益に影響し得るものに対するヘッジ。ヘッジ手段の利得または損失の有効部分はその他の包括利益に直

接認識され、非有効部分は純損益に認識される。

・　在外営業活動体に対する純投資のヘッジ：在外営業活動体に対する純投資のヘッジ。有効なヘッジと判断

されるヘッジ手段から生じる為替換算差額は、その他の包括利益に直接認識され、非有効部分については

純損益に認識される。

日本の会計基準では、ヘッジ会計要件を満たしている場合は、原則として、ヘッジ手段に係る損益を、非有効

部分も含めて純資産の部において繰り延べる。ただし、その他の有価証券をヘッジ対象とする場合は、ヘッジ対

象に係る相場変動等を損益に反映させる時価ヘッジも認められる。

 

(5）金利スワップの特例処理

日本の会計基準では、一定の条件を満たす場合には、金利スワップを時価評価せず、金利スワップに係る利息

を直接、金融資産・負債に係る利息に加減して処理することが認められる。

IFRSでは、該当する基準はなく、このような処理は認められない。
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(6）償却原価

IFRSでは、IFRS第９号に基づき、償却原価の計算にあたり、実効金利法を用いる。実効金利には、契約当事者

間で授受される手数料、取引費用、ならびにその他のプレミアム及びディスカウント、すでに発生しているロス

等を考慮する。

日本の会計基準では、償却原価は原則として利息法によるが、継続適用を条件として簡便法として定額法を採

用することも認められる。

 

(7）金融資産の減損評価

　IFRSでは、IFRS第９号に基づき、償却原価測定及びその他の包括利益を通じて公正価値測定を行う金融資産、

リース債権、IFRS 第15号の範囲に含まれる取引から生じた契約資産、ローン・コミットメント、金融保証契約

に係る予想信用損失に対して損失評価引当金を認識する。各報告日において、金融商品に係る信用リスクが当初

認識以降に著しく増大している場合には、当該金融商品に係る損失評価引当金を全期間の予想信用損失の金額

で、金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当該金融商品に係る損失評価

引当金を12か月の予想信用損失の金額で測定する。

金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大しているかどうかを判定するにあたっては、予想信用

損失の金額の変動ではなく、当該金融商品の予想存続期間にわたる債務不履行発生リスクの変動を用いて行う。

予想信用損失を測定する際に考慮すべき最長の期間は、企業が信用リスクに晒される最長の契約期間（延長オ

プションの行使による期間を含む。）を使う。

金融商品の予想信用損失は、下記を反映する方法で見積もる。

・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される偏りのない確率加重金額

・貨幣の時間価値

・過去の事象、現在の状況及び将来の経済状況の予測についての、報告日において過大なコストや労力を掛け

ずに利用可能な合理的で裏付け可能な情報

 

日本の会計基準では、経営者により回収不能と判断された金額に対して一般貸倒引当金又は個別貸倒引当金が

計上される。一般貸倒引当金は、回収不能であると個別に特定されていない貸付金に対して、過去の貸倒実績等

に基づいて計上される。個別貸倒引当金は、回収不能であると個別に特定された貸付金に適用され、各債務者の

支払能力調査に基づいて計上される。貸倒引当金は資産の控除項目として計上される。

IFRSと日本の会計基準での貸倒引当金の計上金額は、それぞれの一般に公正妥当と認められている会計基準の

適用に準拠して計算されるが、具体的な計算方法は各国の金融規制当局の考え方に影響を受けるため、結果とし

て計算される引当金額が異なる場合がある。
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また、日本の会計基準では、有価証券の時価が著しく下落している場合には、回復する見込みがあると認めら

れた場合を除き、減損処理を行わなければならない。日本においては、一般的に、市場価格が50％以上下落して

いれば、合理的な反証がないかぎり減損処理が行われ、50％未満で30％より大きい下落であれば、著しい下落と

判断し、時価の下落が一時的なものかどうか等により減損の要否が判断される。

 

(8）金融商品の減損の戻入れ

IFRSでは、IFRS第９号に基づき、以前に認識された金融資産の減損損失の戻入れは認められている。また、そ

の後の期間に信用状況が改善し、以前に評価された取引日以降の信用リスクの著しい悪化が逆方向に転じた場合

は、残存期間にわたる予想信用損失に等しい金額の貸倒引当金から12か月の予想信用損失に等しい金額の貸倒引

当金へと戻入れが行われる。

日本の会計基準では、減損損失の戻し入れは認められていない。

 

(9）減損貸付金の未収利息

IFRSでは、IFRS第９号に基づき、貸付金や類似する貸付金グループが減損されると、受取利息は貸付金の評価

減後の金額に対して、減損損失測定の目的で将来キャッシュ・フローの割引に使用された利率を使用して、認識

される。その後の割引に係る引当金の取崩額は、受取利息として認識される。

日本の金融機関における取扱いでは、一般に自己査定の結果、「破綻懸念先債権」及び「実質破綻先債権及び

破綻先債権」に区分された貸付金については、未収利息を計上しない。

 

(10）金融資産の認識の中止

IFRSでは、IFRS第９号に基づき、企業が金融資産から発生するキャッシュ・フローを受け取る権利がなくな

る、又は企業が所有に伴うすべてのリスク及び便益を実質的に他に移転する場合に、認識が中止される。

日本の会計基準では、金融資産固有の契約上の権利を行使したとき、金融資産固有の契約上の権利を喪失した

とき、又は金融資産固有の契約上の権利に対する支配が他に移転したときのいずれかに該当する場合は金融資産

の消滅を認識しなければならない。金融資産の契約上の権利に対する支配が他に移転するのは、(イ)譲渡された

金融資産に対する譲受人の契約上の権利が譲渡人及びその債権者から法的に保全されていること、（ロ）譲受人

が譲渡された金融資産の契約上の権利を直接又は間接に通常の方法で享受できること、（ハ）譲渡人が譲渡した

金融資産を満期日前に買戻す権利及び義務を実質的に有していないことの要件を全て充足した場合である。
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(11）金融資産

IFRSでは、IFRS第９号に基づき、金融資産は、金融資産の管理に関する企業の事業モデル及び、金融資産の

契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが所定の日に生じるとい

う特性（以下「SPPI要件」という。）に基づき、原則として下記のいずれかの事後測定が行われる金融資産に分

類される。

償却原価測定：

契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする事業モデルの中で保有

し、かつSPPI要件を満たす金融資産

その他の包括利益を通じて公正価値測定：

契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方を目的とする事業モデルの中で保有し、かつSPPI要件を満

たす金融資産

純損益を通じて公正価値で測定：

上記以外の金融資産

 

上記の原則的分類に対し、下記の二つの例外が認められている：

・純損益を通じて公正価値で測定される区分へ指定する選択肢（公正価値オプション）

会計上のミスマッチを除去又は大幅に低減することとなる場合には、当初認識時に金融資産を純損益を通じ

て公正価値で測定するという取り消しできない指定が可能である。

・その他の包括利益を通じて公正価値で測定される区分へ指定する選択肢

資本性金融商品に対する投資について、当初認識時に公正価値の事後の変動をその他包括利益に表示するとい

う取り消しできない選択を行うことが可能。ただし、投資の売却時において、累積されたその他包括利益を当期

の損益に計上することは認められない。

日本の会計基準では、保有目的に応じて有価証券を以下の３つの分類の１つに分類する。

売買目的有価証券：

時価の変動により利益を得ることを目的として保有する有価証券であり、時価評価され、実現損益及び未実現

損益は当期の損益計算書に計上される。

満期保有目的の負債証券：

満期保有目的の負債証券は、取得原価をもって貸借対照表価額とする。ただし、取得価額と額面金額の差額が

金利の調整と認められるときは、償却原価法（利息法又は定額法）に基づく価額により計上される。満期保有目

的の負債証券は、あらかじめ満期日が定められており、かつ、額面金額での償還が予定されていなければならな

い。また、保有者は、満期まで保有する積極的な意思及び能力を有していなければならない。満期保有目的の負

債証券の保有目的の変更は極めて例外的に特定の場合にのみ認められる。基準を満たさない保有目的の変更が行

われると、全ての負債証券を満期保有目的に区分することができなくなる。
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その他有価証券：

売買目的有価証券、満期保有目的の負債証券、子会社株式及び関連会社株式に分類されなかった有価証券はそ

の他有価証券に分類される。その他有価証券は時価により計上され、未実現損益は、税効果考慮後の金額が純資

産の部に計上されるか、又は、未実現損失は損益計算書に、未実現利益は税効果考慮後の金額が純資産の部に計

上される。

 

(12）公正価値オプション

IFRSでは、IFRS第９号に基づき、トレーディング目的保有以外に一定の要件を満たす場合には、特定の金融資

産及び負債を「純損益を通じて公正価値で測定する」金融資産又は負債として指定し、公正価値で測定し、評価

差額を損益とすることができる。

日本の会計基準ではこのような公正価値オプションに関する規定はない。

 

(13）Day1利益

IFRSでは、IFRS第９号に基づき、公正価値と取引価格との間に差（Day1利益）が生じ、公正価値が市場で観測

できないデータを用いた評価モデルのみを根拠とする場合、当該初日利益の認識は繰延べられる。

日本の会計基準では、Day1利益に関する規定はない。

 

(14）有形固定資産の減損

IFRSでは、IAS第36号「資産の減損」に基づき、有形固定資産の帳簿価額と回収可能価額とを直接比較し減損

損失を認識する。過年度に減損を認識した有形固定資産にもはや減損の兆候が存在しないか、又は減少している

可能性を示す兆候がある場合には、回収可能価額を見積り、過年度に減損がなかったとした場合の帳簿価額を上

限として、帳簿価額を回収可能価額まで戻し入れる。

日本の会計基準では、減損の兆候の判定は、回収可能額ではなく、資産から得られる割引前将来キャッシュ・

フローに基づく。また、減損損失の戻し入れは認められていない。

 

(15）のれんの償却

IFRSでは、IAS第36号に基づき、のれんの償却は認められていない。のれん配分されている資金生成単位につ

いて、のれんを含む帳簿価額と回収可能価額を比較し減損テストを実施しなければならない。

日本の会計基準では、のれんは原則として20年以内に定額法又はその他合理的な方法により償却しなければな

らない。また償却後、のれんを含む資産グループごとに減損の兆候がある場合、減損テストを行わなければなら

ない。
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(16）不動産の再評価

IFRSsでは、企業は不動産の事後測定について原価モデルか再評価モデルのいずれかを選択することができ

る。再評価モデルについては、不動産は再評価額から減価償却累計額及び減損累計額を控除した金額で計上され

る。

不動産の再評価により発生する帳簿価額の増加は、その他の包括利益を通じて不動産再評価準備金に貸方計上

される。過年度の同じ個別資産の増加を相殺する減少は、その他の包括利益を通じて不動産再評価準備金に対し

て計上され、その他の減少は全て、損益計算書に費用計上される。その後の増加は、過去に借方計上した金額を

限度として損益計算書に貸方計上され、その後、不動産再評価剰余金に貸方計上される。

また、投資不動産は取引コストも含めて取得原価で当初測定しなければならない。その後、投資不動産は公正

価値で計上され、公正価値の変動は損益計算書に直接計上される。

日本の会計基準では、固定資産は通常、に取得原価基準により会計処理され、「固定資産の減損に係る会計基

準」に基づき減損処理が行われる。また、賃貸等不動産については、時価情報の開示が求められている。

 

(17）従業員退職給付金の会計処理

IFRSでは、IAS第19号「従業員給付」に基づき、確定給付年金制度では、勤務費用及び確定給付制度債務の現

在価値を算定するにあたり、制度の給付算定式に基づいて勤務期間に給付を帰属させなければならない。割引率

は、確定給付制度債務と同様の期日を有する優良社債の貸借対照表日現在の市場利回りによって決定される。数

理計算上の差異等の正味確定給付負債の再測定は、その他の包括利益で認識される。一方、過去勤務費用は純損

益で認識される。

日本の会計基準では、確定給付年金制度において、退職給付見込額のうち期末までに発生したと認められる額

は、期間定額基準又は給付算定式基準のいずれかの方法を選択適用して計算する。割引率は、安全性の高い長期

の債券に基づいて決定しなければならない。なお、一定期間の債券の利回りの変動を考慮して決定することがで

きる。数理計算上の差異は、原則として各期の発生額について、予想される退職時から現在までの平均残存勤務

期間以内の一定の年数で按分した額を毎期費用処理し、当期に発生した未認識数理計算上の差異はその他の包括

利益に計上される。過去勤務費用は原則として各期の発生額について、平均残存勤務期間以内の一定の年数で按

分した額を毎期費用処理し、当期に発生した未認識過去勤務費用はその他の包括利益に計上される。

 

(18）その他の包括利益の項目の表示

IFRSでは、IAS第１号「財務諸表の表示」に基づき、特定の条件を満たした時点で純損益に再分類されるその

他の包括利益は、その後純損益に再分類されないものと区分して開示しなければならない。

日本の会計基準では、このようなその他の包括利益の項目の表示に関する規定はない。
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(19）保険契約

IFRSでは、IFRS第４号「保険契約」に基づき、将来発生すると予想される保険契約に基づく契約保険金に関す

る負債は、保険料が認識される際に計上される。各報告期間末において、保険契約負債の金額が十分であること

を確認するために負債の十分性のテストが実施される。不足額は即時に損益計算書に計上され、負債の十分性の

テストから生じる損失に対して引当金が設定される。

日本の会計基準では、保険料積立金及び未経過保険料の算出について、純保険料式もしくは特定の条件下にお

いてチルメル式が適用されている。保険数理人のテストにより生じる積立不足については損益計算書に計上さ

れ、不足積立のために保険料積立金の追加積立を行なう。

 

(20）リース

IFRSでは、IFRS第16号「リース」に基づき、借手はリースをファイナンス・リース取引とオペレーティング・

リース取引に区分せず、単一の借手会計処理モデルを適用する。すなわち、借手は、リース開始日において使用

権資産及びリース債務を貸借対照表に認識し、以降、使用権資産は減価償却され、リース債務に係る利息費用は

実効金利法を用いて損益計算書に認識される。また、使用権資産については、IAS第36号「資産の減損」を適用

して、使用権資産が減損しているかどうかを判定する。なお、短期リース及び原資産が少額であるリースについ

ては、使用権資産及びリース債務を認識しないことを選択できる。

日本の会計基準では、借手はリースをファイナンス・リース取引とオペレーティング・リース取引に区分す

る。借手のファイナンス・リース取引は、通常の売買取引に係る方法に準じて、リース物件とこれに係る債務を

リース資産及びリース債務として貸借対照表に計上する。ただし、リース契約１件当たりのリース料総額が300

万円以下のリース取引や、リース期間が１年以内のリース取引などは、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理を行うことができる。また、オペレーティング・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じて会計処理を行う。
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第７【外国為替相場の推移】

 

１【当半期中における月別為替相場の推移】

 

月別 2022年１月 2022年２月 2022年３月 2022年４月 2022年５月 2022年６月

最高 18.22 18.31 19.45 20.18 19.52 20.38

最低 17.93 18.00 18.17 19.22 18.73 19.32

平均 18.06 18.16 18.66 19.61 19.13 19.99

 

単位：１人民元の円相当額（円／人民元）

出典：株式会社三菱ＵＦＪ銀行の対顧客電信直物売買相場の仲値

 

２【最近日の為替相場】

 

20.44円（2022年９月16日現在）

 

単位：１人民元の円相当額（円／人民元）

出典：2022年９月16日現在の株式会社三菱ＵＦＪ銀行の対顧客電信直物売買相場の仲値
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第８【提出会社の参考情報】

 

令和４年１月１日から本報告書提出日までの間において、当行は下記の書類を提出している。

 

有価証券報告書及び添付書類 令和４年６月９日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし
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